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この「アジアの動向Jく国別シリーズ） 1968年は，月刊『アジ

アの動向』を各国別にまとめ，総目次， 1968年の回顧，年表を

追録したものです。

アジア諸国の政治・経済・社会の動きを適確に把握する基礎

資料として，月刊『アジアの動向』とあわせて利用ください。
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フィリピン

- 1968年一

躍進の年

マルコス政権は66年発足以来3ヵ年を経て， 69年11月にはその業績を背景

に大統領選挙に臨む。同政権にとって68年は， 66～67年の 2ヵ年の準備期間

の後，山積する問題の一角を切り崩すことに成功した年であり，また，対外

的には，東欧共産主義諸国との貿易開設が国策として採用され，本格的に自

主独立外交政策に踏み出し，独立後23年目にして，ようやく国際社会におい

て大人に成守長した画期的な年で、あった。だが，一方では新たな問題が生じ，

残された問題は一層悪化しつつあり，断片的なその場しのぎの対策では解決

できない状況にさしかかっているように思われる。

第1に，公共事業施設の建設とともに経済開発4ヵ年計画において最も重

視されている食糧自給計画において，外貨流出と物価上昇の主要原因のーっ

となっていた米不足が解消され，即ち，米の自給化が達成されたばかりでな

く，史上初めて米が輸出された。第2に公共事業計画においても，道路を筆

頭に注目すべき業績をあげた。第3に米の自給達成とともに米価の大幅な値

下りを主要因として，総合消費者物価は近年になく安定した。第4に統計数

字の上からも，国民総生産は引き続き 6%を越える実質成長率を維持した。

未解決の諸問題

しかし，こうした躍進は，他方において慢性的な財政赤字と国際収支の悪

化という背去のもとに達成された。一時的にせよ米の自給が目標より 1年早

く成功したものの，穀倉地帯中部ルソンにおける土地改革の進展ははかばか

しくない。米の増産の利益を得た者は，近代農法を取り入れる余裕のある地

主たちゃ一部農民に限られ，小作農たちがその利益にどの程度均需できたか

多分に疑わしい。

政府のフク団対策の中心は二転三転し，当初の武力対決（66年〉から民生

対策（67年〉へ，再び武力対決（67年末〉に，そして68年11月7日大統領は
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フィリピン

中部ノレソンの治安維持責任の各自治体首長への移譲と非軍事化を決定，同地

域の軍事作戦停止（11.1）と軍撤退計画に伴い（12.4），重点は再び民生対策・

中部ノレソン開発計画（CLPP）に移され，中部ノレソン調査委員会が新設された。

フク団は1950年代の最盛時には約1万2000の勢力を擁していたが， 50年代

初め，マニラ周辺で公然たる武力闘争を展開し，故マグサイサイ大統領指揮

下の政府軍の攻撃により潰滅的打撃を受けたといわれたが， 65年末頃その復

活が伝えられ， 66年4月頃より再び活発に運動を展開し始めた。 67年5月，

現地調査を実施した上院国防委員会の報告「中部ルソンの挑戦」によれば，今

日のフク団は中部ルソンに見えざる政府を運営しており，その戦術も50年代

の失敗から学び，公然たる武力闘争をやめ，一方で南ベトナム解放戦線方式

のゲリラ戦を展開し，他方では，各種合法組織・行政機構に浸透，前衛組織

を作り合法議会闘争を行ない，武器をクラーク・フィーノレド米空軍基地や政

府軍の武器庫から入手しているほどになった。警察軍発表のフク団勢力は表

1にある。 67年12月， 68年4月末， 10月初めの政府軍の討伐作戦にもかかわ

らず，その勢力の拡大は顕著である。フク団はことにパンパンガとタルラク

の両州、ほ自由に動きまわり，ほとんど意のままに攻撃をしかけているが，警

察軍との正面衝突を巧みに避けている。フク団の目標は， 66年7月18日のカ

ンダパ町長暗殺のように，フク団と公然と敵対した地方役人や政治家，ある

いは警察軍協力者や反フク団運動に関係ある人物であった。ところが， 67年

11月の中間選挙の直前頃から，これとは全く違った殺人事件，即ち，フク団

員かその容疑者あるいは同調者の容疑をうけた者が殺される事件が続発する

ようになった。この犠牲者の中にはB・セラーノ・アンヘレス市会議員（5.14),

衰 1 フク団の勢力

1-66. 6. 26 1 67. 7. 26 I 67. 10.一167. 12. 291 68. 8; 16 
正規武装団員｜一；orつ 4「←i一WOTつム｜ 29 

設一白云長一貝｜ 120 I iムI一－－－－－；；証一｜プ 油「一iよ;-一
役務支援員｜ soo 1 悶 3I 一｜ 丸383 ¥ 川 6

大衆基盤｜札印oI 26,500 I 30,000 I 26,500 I 33,900 

（注〉 警察軍発表
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フィリピン

J・ロマン同議員 (10.20）およびサンノレイス副町長宅銃撃事件（10.25）な

どがある。この反フク団暗殺隊は，政府あるいは警察軍あるいはCIAの支持

を受けているといわれ，通称「モンキーズ」と呼ばれ，これに対してフク団

暗殺隊は「ビートルズ」と呼ばれている。

政府はこうした治安の崩壊を回復するため，再び土地改革を重点に社会改

革計画を推進する姿勢を示している。土地改革法は1963年，前マカパガノレ政

権時代に制定され，同政権の間に12の町が土地改革地域に指定されたが，有

名無実であった。

マルコス政権になって， 67年にパンパンガ州第2地区全域， 68年にラグナ

州第1地区，ヌヱパ・エシハ州の一部が土地改革地域に指定され， 60町（う

ち45町は中部ルソン） 2市，農民8万2511人，農地21万8444ヘクタールが同

地域に組み入れられ， うち 5万6039人の分益小作農が定額借地農に変更され

たといわれる。 （数字は資料に異同があるため正確なものではない〉。

政府の計画は， 66年当時の分益小作農41万7721人のうち， 69年内に中部ノレ

ソン全域を土地改革地域に指定し，31万1千人を分益小作から定額借地農（小

作料25%）に契約変更させ，第2段階として，土地銀行（66年8月8日設立）

が地主所有地6万2594ヘクタールを買収し，これを小作農に25年償還で、配分

するとともに，小作農の小作地取得を援助するというものである。しかし，

これまでに土地銀行は，パンパンガ州アラヤットの 108ヘクタール（67.11. 

21），同州タユグの1057ヘクタールとバンガシナン州タユグの890ヘクターノレ

(68. 12. 18）の計2055ヘクターノレの地主所有地を買収したにすぎない。 こう

した土地改革の遅れは，地主所有地買収や小作農に対する営農貸付および関

連事業の資金不足と，特に小作農の契約変更要求に対する地主たちの妨害，

いやがらせによるものである。そのため，定額借地農が再び分益小作農に逆

戻りした例もある。政府は打開策のーっとして，政府所有地と地主所有地の

交換を計画し，米国会社に12万ヘクターノレの農地開発（機械化米作農場〉を

委託（3.24参照）したり，地主たちに工業投資を呼びかけている。

少数民族問題

サパ請求権をめぐり，対マレーシア関係が悪化しつつあった最中，ミンダ
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フィリピン

ナオに分離運動の動きが伝えられ（5.24), ミンダナオの同教徒問題が新た

な問題として表面化した。

A・マンゲレン・フィリピン・イスラム会議議長は6月1U3，全国の回教

徒指導者の同結を求め，同会議がU・マタラム前コタノ川、州知事から提案さ

れたスルー・パラワン宣言付属の5月1日付ミンダナオ分離要求覚書を承認

したと述べ，政府が南部同教徒に対する過去の差別・無視に対する不平解決

のための措置を直ちに取るよう要求した。大統領は同月14f1，回教徒指導者

と会談後，回教徒地域の開発促進を指令した。ところが8月17日，北コタパ

ト州の町で回教徒がキリスト教徒を襲撃する事件が発生，回教徒反乱のうわ

さが流れ，同地域のキリスト教徒は恐慌をきたし，隣接の州に逃げ出すとい

う事態になった。こうした反乱騒ぎの原因は，代々En教徒が占有していた土

地にキリスト教徒の移民が著しく進出した結果，入植や木材会社の進出など

によって土地を追われたり，異教徒の支配に対して生じた経済・政治・宗教

にわたる潜在的不満・対立にあると見られる。少数民族問題は回教徒に限ら

ない。特に今回，回教徒が大きな問題となったのはサバ問題との関連である

が，もともと回教徒が人口的，地理的位置などの点で少数民族の中では最大

の比重をもつためである（1960年センサスによると， 131万7475人〉。

事件後，大統領は回教徒対策促進を指令し，また，分離運動の中心人物と

みられる前コタパト州知事マタラムを回教徒問題大統領顧問に任命（10.10) 

したのに続き，野党リベラノレ党のミンダナオ地区副支部長で，やはり回教徒

のサリー・ウツタノレム下院議員を一般調達相に任命した。この任命の意図は

明らかに来年の選挙で回教徒の支持を獲得することにあるとみられている。

政治一一焦点は大統領選挙に

国内政治の舞台では，来年に迫った大統領選挙と上院%・下院全議席改選

をめざす動きが基調となり，野党リベラノレ党は党再建委員会を設け（1.20), 

巻返しをはかり，与党との対決姿勢を強めた。

与党ナショナリスタ党は， 67年11月の上院議員改選では，改選8議席のう

ち，事実上， 7議席を獲得，野党に対してはわずかl議席しか譲らぬという

大勝を収めた。その結果，ナショナリスタ党は上院で改選前のナショナリス

一一 IV - - 80 -
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タ党13, リベラル党9，フィリピン進歩党2，という勢力分野を塗り変え，

ナショナリスタ16，無所属（与党派） 1, リベラノレ7と，絶対多数を形成し

た。 67年，与党総裁G・プヤット上院議員が野党議員と結びトレンティーノ

議員から上院議長職を奪ったため，野党の上院支配を許した。今年も同様に

議長ポストの行方が注目されたが，今回は全与党議員一致でプヤット議員が

議長に再選され，上院の支配権は再び与党に戻った。したがって，引き続き

下院で、は与党が優位に立っていることとあわせて，今年の議会運営は順調に

行くものと予想された。下院においては，ラウレノレ議長のもとに大統領の影

響力は引き続き保たれ，政府提出の重要法案はほとんど可決された。しかし，

将来の大統領の訓練の場といわれ独自の役割を誇る上院の与党議員は，政府

提出法案，特に税制法案に対して野党同様，協調的態度を取らなかった。

上院は政府の活動・取引の不正追及に多くの時間を割き，野党はマノレコス

政権に対する国民の信頼を失墜させ，失地回復を図ろうとした。そこでマル

コスは，上院は調査機関に陥り本来の立法府ではなくなったと批難せねばな

らなかっだ。上院が取り上げた問題には，数ヵ月に豆り新聞をにぎわせ，マ

レーシアを硬化させる原因となり，また，国軍の威信を傷つけたコレヒドー

ル事件（ 3月〉，日本商社の比国内営業許可問題（4～5月），ピリェガス・

マエラ市長の告発によるプヤット議長やラキーサ公共事業相に対する公共事

業契約不正問題，フィリピン慈善競馬協会慈善基金不正問題などがある。そ

の多くは，新人のアキノやリワグ，サロンガ，パディラ，ロハスなど野党議

員の議会演説が発端となったものであった。来年も野党は上院を舞台として

政府批判を一層強めるであろう。

こうした情況のため69年度予算案（68.7～69.6）も100日間の通常会期で

は成立せず， 2回目の特別会期にしてようやく成立した。ことに大統領が年

頭教書において，重要案件として議会に可決を要請した12億ペソにのぼる開

発資金確保のための特別基金9法案を含む新増税法案の審議は難航した。こ

れら税制法案は，普通の年であっても不人気である上に選挙を控えていると

いう事情も重なり，野党は勿論のこと，与党議員（特に上院）の中にも反対

があり審議が進まぬため，政府は歳入増目標額を最低限5億ベソとすること

で妥協した。しかし， 68年通常会期と 3回に亘る特別会期が召集されたにも
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かかわらず，最終的に両院を通過した税制法案は9件にすぎず，その多くは

修正を受けていた。このうち， 4法案は税制改革法で，直接歳入増にはなら

ない。直接歳入増に結びつく法案は5件だが，これによる増加見込みは2億

9600万ペソにすぎない。そのため，マルコスは第3特別会期後，更に特別会

期を召集し， 5億ベソの最低限目標を実施させようとしたが，議会首脳の反

対のためこれを放棄し，来年の通常会期で改めて残りの法案の通過に努力す

ることに決定した。しかし，ガソリン税法案などに対しては上院の与党は強

く反対しており，成立の見込みはきわめて少なく，強行すれば党内を割りか

ねないであろう。

大統領選挙に向けて野党は政府攻撃を強めてはいるが，野党は常の例にも

れず，党公認の大統領候補指名選にほとんどの有力党員が出馬を声明してお

り，統ーを欠いているO 一方，与党では，批判はあるがこの 3年間の実績を

踏まえ，現マルコス大統領が党公認の大統領候補の指名を得ることは間違い

ないとみられる。副大統領候補についてマルコスは，もし大統領候補に指名

されれば，副大統領候補にロベス現副大統領を選ぶと繰り返し述べている。

ガンソン上院議長代理は10月23日，副大統領候補指名選に出馬すると声明し

たが，ロペスは副大統領としてだけではなく農相としても活躍してきた実績

からすれば，ロベスの方が有力であろう。

野党ではA・パデ、ィーラ上院院内総務が出馬を声明した（1.5）のを皮切り

に，ピリェガス・マニラ市長，党総裁辞任直後出馬を声明したピリヤレアノレ

下院議員， S・オスメーニャ上院議員， A・キリノ元最高裁判事が公式に出

馬を声明した。その上，野党内には与党の不満分子とみられるG・マグサイ

サイ上院議員（故R・マグサイサイ大統領の弟〉， プヤット上院議長， トレ

ンティーノ上院院内総務，デ、イオクノ上院議員らを野党候補として「輸入」

しようとする動きもある。また，野党連合によるマルコス・ロベス対抗をう

たう若手グループが，ピリヤレアルの後任総裁に選出されたロハス上院議員

に対し大統領候補指名を受けるよう要請，更に，同グループは与党のサラス

官房長官， s.マングラプス前上院議員らに野党の正副大統領候補指名選に
出馬するよう要請していることが明らかにされた。その上，ーたん不出馬芦

明を出したマカパガノレ前大統領が69年1月23日，大統領候補指名選に出馬す
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ることを明らかにし，野党の指名争いは一層激しくなり，全くの混乱状態と

なった。

野党は選挙の争点として，①汚職，②治安の悪化，③高物価，④重税など

をあげている。後にみるように，総合消費者物価は推定年率わずか1%の上

昇を示したにすぎず，現在のところ，争点になりにくい。 67年の選挙結果に

反映されているように，これまでのところ，政府の「R&R」（米と道路〉

計画の成功，特に村と村，村と市場を結びつける支線道路の建設実績は農村

住民の高い評価を受けており，政府のアキレス臆になりかねないといわれる

犯罪と汚職に対する非難は影が薄いといわれており，マルコスの優位は容易

に崩れそうにない。

財政・国際収支赤字と金融引締め

このように最も強力な再選材料になるとみられている，現政権の公共施設

建設計画の11月30日現在の実績と計画目標の比較は，表2のようであった。

目標に及ばないプロジェクトも多くあるが，この約3年間の実績は，ロハス

からマカパガノレに至る戦後歴代政権の実績を合計したものをはるかに凌いで

いる。たとえば，米国統治の初めから1965年までに建設きれたアスフアルト

道路は995キロ，支線道路は 3万9075キロ，永久橋は7万6693キロであった。

表2 公共事業計画の目標と実績比較（68年11月30日現在〉

｜目 標｜実績｜室成

事業分類 1 ・ ns-!(2)6i::69I一雨 1(4)67-6fl5 I (6) 
I 4カ年｜年度（681(2）／（州年度（68(4 間／（3)

｜合計（住宅01（%）店主計0弘打（%）
道 路 ｜｜｜｜｜｜  

コンクリート道路（km) I 2, 3sol 1, os11 461 1, 0231 431 94 

アスフアルト道路い） I 2,00削 9931 501 1,4831 741 148 

パラス・支線道路い） I 3,9o削 1 3751 351 1, 8961 481 137 

永久橋（m) ｜札0叫丸3吋叫 13,0間判 100
濯概 I 42, oool I I I I 
復 旧（ヘクタール） I 301 ,95ol 30,0001 nl 25,5001 611 85 

自然（グ） I 19，州 1比 4叫 371 臥 6001 叫 51
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A竺；；rι竺I 55.500　　　
河川符理 I I I I 
土堤防（km) I 2371 120. 221 sol 13. 91 I 

護 岸Cm) I 6, 1001 3,5601 581 2,0211 I 
排水本管い） I 4001 6481 1621 6731 I 

波 諜（千m3) I 2, 0041 2, 1叫附I 2,1711 I 

通 信 NTEI 仇） I 611 231 38 21.11 361 95 

水道 I I I I I I 
マニラおよび郊外（%） I 891 671 751 64.ol I 

（件数） I sosl 4511 561 1601 I 

深堀り井戸；件 数）｜川I 2, 243! 56 555　　　25 
校舎 ｜｜｜｜｜｜  

ブ（室数） I s2,4001 33, 1101 401 2s,6231 ‘l 

他（グ） I 2,6001 1,ssol 叫 1,21s1 I 

港 湾・ I I I I 
外航船埠頭（件 数） I 381 261 68 111 I 

内航船埠頭（件 数） ! 661, 49, 75: 521 ! 

埋立港湾地域（ヘクタール） I 10s1 731 671 o. 4( 

倉庫（m2) I 38,9601 35,5201 92: 22,0031 I 

土手道，隔壁Cm) I 13, 175¥ 9, no; 7 41 s, 6341 I 
波 諜（10百万m3) I 55. 51 30. 41 551 33 . 1! I 

護 岸cm) I 4, 1201 3 ,50011 s511 , i I 

電力事業 I I I I I I 
発 電（百万kw) I 3871 262! 681 2621 I 

送電線（km) I 2, 1001 1, 8001 861 8351 I 

建 物 I I I I I I 
政府建物cm2) I 216, 1001 126, 1101 581 24, 3561 I 

病院，療養所（グ） I 151, 2001 54, 8001 361 7, 3721 I 

自 治

ポ ン

体（

プ（

II 

『F

（出所） Economic Monitor 1969. 1. 20. 

これを資金面からみると， 66年1月から68年11月初日の問，支出された費
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用は10億1940万ペソ，その他各種公共事業法の指定資金を加えると，ほぼ18

億ペソに達する。更に，電力および、水道プロジェクトに対する世銀借款4950

万ドルを含めれば，合計約20億ペソにのぼる。 66～68会計年度の公共事業省

の年平均支出は総国家予算の15%，対GN P比率は0.14%であった。表にあ

る以外に， 67年に北はイロコス・ノノレテ州から南はサンボアンガを結ぶ全長

3151キロにわたるパン・フィリピン・ハイウェイ（あるいは日比友好道路）

の建設が計両され， 68年から72年の5ヵ年間に完成が予定されたが，現在の

ところ，なお計画のみで実施されていない。このうち，新たにコンクリート

舗装を要する部分は約350キロとみられ，所要資金は比側推定で7億9千万

ペソである。計画では，日本の賠償・長期借款をあてにしており，日本に対

し6千万ドルの借款を要請しているが，日本側は3千万ドルの線を出してい

て合意に達していない。事業計両の中に，目標に及ばないプロジェクトが数

多くあることは，建設資金が不足していることを示しているが，マノレコスは

財政と国際収支への影響を考慮して， 9月には計両のスローダウンを決定せ

ねばならなかった状態にある。

こうした公共事業計画の前進とならんで，経済全体の成長は表3にみるよ

うに，国民総生産（GNP）は郎、 67年の6.0%を上回る6.3%の伸びを示し好

調であった。これは，農業部門の 8.9%という高度成長に支えられたもので

ある。国内純生産（NDP）に対する農業部門のシェアが， 65年の30.2%から

68年には31.7%に増加している一方，製造業のそれが17.1%と変っていなし、

ことは，軽工業の発展により，製造業が先導部門であった50年代の傾向を逆

転するものであり，注目される。ことに，米およびとうもろこしの生産は，

66, 67年度には年率2%増と人口増加率約3.5%にも及ばなかったのに対し，

68年度は各々6.5%,5.5%という高収量をあげた。米の生産急増により， 65

年の57万トン（6600万ドル〉を頂点に， 67年には11万0800トンであった米の

輸入は今年は行なわれず，反対に史上初めてインドおよびインドネシア等に

3万6千トン（590万わけが，また， IR-8等保証種籾約6千トン（117万ド

ノレ）がアジア各国に輸出された。この成果は，米価支持法修正（66.3）によ

る政府買上価格の引上げ（米はカバン＝57.5kg当り12から16ぺソに， とう

もろこしは9から13ベソに）， 米ととうもろこし生産調整会議を設け，米作
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表3 国民所得と国民総生産（暦年〉

(1955年基準実質値，単位 100万ペソ〉

I 1965 I 1966 I 1967 I 1968注

産 業 ｜成長｜ ｜成長｜ 晴豆「－，成長｜
｜率 ｜実質値！率 l実質値｜率 ｜実質値｜率 ｜実質値
I (%) I I (%) I I (%) I I era) I 

1農林水産I6. 61 s, ss11 6. 7! 4，刷I 7 .61 4,4061 s. 9¥ 4,796 

2.鉱業I9.61 195! 11.sl 21s: 14.2i 2491 11.61 21s 

3.製造業I o. 91 2, 1791 1. 11 2,3461 4.31 2,4471 5.51 2,5s1 

4.建設I12.91 515卜2.51 5021 5.61 5301 4.31 553 

5.運輸通信I5.s: 6061 4.61 634i 4.9i 6臼I3.61 689 

6.商業I4.51 1,9141 5.71 2,0231 6.71 2,1591 5.01 2,261 
7.サービス I 5.61 3,4601 4.41 3,6131 3.71 3,7481 5.91 3,969 

示国内純生産 i5.2112,7061 5.7113,4301 5.81 

9.国民所得 I 5.1112,6341 5.7113,3491 5.5l 14,os21 6.0114,928 

10.間接税マイナス補助金 lO. 91 1, 106! 6. 71 l, 1801 6. 61 1, 2581 5. 2[ L 323 

11.資本減耗引当 I16.ii 994i 9.61 1,os9i 11.6'1 1,215: 10.51 1,343 

12.国民総生産I5.5114, 7341 6.0115,6181 6.0116,5551 6.3111 ,594 

（注） 1965～67年の数字は1968年8月30日現在の全面改訂による。

1968年の数字は同年第3四半期末の資料にもとづく推計。

（出所） 経済審議会統計調整標準部（NEC-OSCAS)

優先州を指定し，高収量品種の普及をはかり（67年に総植付面積の約13%),

農業指導員を養成・派遣し，農民に肥料・種子などの信用を供与したこと，

台風・早越の被害が少なかったことの結果であった。しかし，今後，増産を

維持するには米の品質低下の原因となる不十分な乾燥設備および絶対量も不

足レ性能の悪い倉庫の改良・新設（米輸銀から 300万ドノレの借款で建設を計

画〉など貯蔵や流通の問題，濯瓶施設の整備拡充，土地問題が解決されねば

ならない。今年は自然災害による被害が少なかったのだが， 10月以来ほぼル

ソン島全域で早魅が続き，乾期作にかなりの減産（69年上半期，推定45%)

が予想、されており，生産が66, 67年水準に落ち込むようなことがあれば，余

剰米を放出するにしても，下半期には米価が相当上昇しそうである。そのた

め11月20日，米とうもろこし局は米の輸出を一時停止することを決定してい

る。中央銀行経済調査部統計によると， 12月の対前年同月比のマニラの消費

者食料物価は，生産の伸びを反映して，野菜の42.9%を筆頭に，穀類は13.0
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%，魚類は1.5%下落し，他の食料も果物の18.0%を除き，畜肉1.7，卵・牛

乳1.7，油脂0.6%増と安定し，食料全体では7.9%の下落を記録した。一方，

家賃・光熱水道料金等は上昇を続けたが，食料物価の低下により相殺され，

総合消費者物価も3.9%の低下を記録した。

輸出作物の生産は原木の40%増加に支えられ，全体では15%の増加を示し

たが，他の作物はコプラ 9%，アパカ14%，砂糖1%と軒並み減少した（パ

ンク・オブ・アジア推計〉。

輸出作物の大宗である砂糖は， 1962年以来キューパに代り対米輸出第1位

となったが，過去3年にわたり合計42万6千ショート・トンの追加クオータ

を返上，年平均6千万ドルの外貨獲得機会を失っている。それでも1965年以

来，国内向砂糖を輸出にさいたり，次年向けの生産をくり上げて製糖し輸出

に振り向け，基礎クオータを年内にどうにか完納してきた。今年も台風被害

(10～15%減産〉等のため， 152万トンの割当のうち追加分39万4千トン（5877

万2千わけを返上，国内糖の転換と前年同様の生産の繰上げにより 112万

6千トンの基礎クオータをどうにか期限内に納入した。政府は増産のため，

新製糖工場10工場の建設（6千万わけを計画，現在までに2工場が操業を

始めている。製造業の成長率は，前年の4.3%から5.5%に回復したが，これ

は農業生産と消費需要に支えられたものとみられている。しかし金融引締め

の影響で，下半期には生産が落ちたと考えられる。建設は金融引締めの影響

を最も強く受けた。

金融は67年に引き続きタイトであったc 金融引締めは国際収支回復を目的

とした67年6月の中央銀行通貨委員会の5通の回状により実施され， 10月末

の回状により修正されたが引締め基調に変化はなかった。 68年に入っても貿

易収支は好転せず，外貨準備が悪化し始めたため通貨委員会は 6月11f3，回

状260号をもって輸入信用状の開設に50～175%の特別定期預金（STD）を120

日の期限で設定し，更に， 11月19日， 265号により62年の自由化以来初めて

貿易外取引の為替制限を実施した。また10月12日， 260号の必需品STD率を

25%引き下げた（264号）が， 12月20日，同回状の 120日延期を決定した。

これらの措置の結果，商業銀行の総資産の増加は， 67年の25%に対し7.5%

にとどまったが，流動資産（凍結された〉は6月以降増加し，その率は33%
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に達した。また，商銀の貸出額は67年には20%増加したが，今年は5%にす

ぎなつかたし，商銀の証券投資も67年の20%増に対し 5%増に減少し，総預

金高は67年の年率20%増に対して 2%増の低率であった。これらの短期的措

置により，通貨供給は4月の38億5560万ベソ（前年同月比13.0%増〉を頂点

に， 10月には35億8650万ベソ（同2.5%増〉の水準に下った（62～66年の年

平均通貨供給増加率は9.2%）。

しかし，こうしたタイトな金融環境は，財政と国際収支に改善の兆しがな

いため， 69年も当分続きそうである。中央政府の経常勘定は65年以来赤字を

続けている。中央政府の一般予算規模は， 61年度の11億ペソから69年度の29

億ペソへと毎年9%内外拡大しているが，その対GNP比率は約10%と規模

が小さく，基本的には増大する公共サービスの需要に追いつけないという体

質をもっている。 68年には公共事業に対する支出抑制が行なわれ， 4月まで

は黒字が維持されたが，結局，年末には赤字は前年より 5.6%ふえ 1億6770

万ペソとなり，現金残高も前年より5.6%減少し5億5600万ペソに低下した。

政府の国内借入は赤字補填などのため66年の 35億1960万ペソ， 67年の41億

5900万ペソ， 68年7月の41億6600万ペソと累積している。

ここ 3年間の財政赤字・圏内借入増加は，主に公共事業計画への支出によ

るものだが公共事業の長期的な生産効果を別として，当面はこうした財政赤

字十国際収支悪化→信用引締め→経済活動低下という基本的パターンに変化

はなく，むしろ悪化している。政府としても国際収支問題のためこれ以上の

財政赤字を続けることは危険なため，唯一の解決策として，新増税法案を議

会に提出したのだが，先にみたように，結果は満足できるものでなかった。

69会計年度の必要歳出額推定34億5千万ペソに対し，現実の歳入規模は29億

9700万ベソと見積られており，従って，年度末赤字は4億5300万ベソに及ぶ

ものとみられている（69年年頭教書）。大統領は今年最後の閣議でインフレ

圧力抑制，開発資金の不足補充，民間信用への影響を考慮して緊縮財政の必

要を強調した。しかし，政府としては，大統領選挙の年に支出を大幅に削減

する意図がないか，あるいは困難であろうから69年の財政赤字は今年を上回

るとみられている。

貿易収支は， 60年代に入ってからは63年を除き毎年赤字続きであるが，今
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年もこの傾向は続いた。 65年11月，実質的には10%弱の輸出税と同様の効果

をもっていた20%輸出留保要件が廃止された結果， 66年2～7月の輸出は好

調で，貿易収支は4760万ドノレの黒字を記録した。だが8月以降，赤字が累積

し，結局，年末には2850万ドルの赤字となった。 67年も輸入が前年比24%増

加したのに対し，輸出は 2%減少し，赤字は2億4200ドルに達した。 68年に

入っても，輸出が輸入に追いつかないというこの傾向は変らなかった。 68年

1～8月の輸入は 7億6810万ドル，輸出は5億5250万ドルで、赤字は2億1560

万ドルで、あった。一方，同期間国際収支の受取は12億0600万ドル，支払は12

億4900万ドルで，赤字は4300万ドノレで、あった。これからわかるように，外貨

の増加は貿易外勘定から来ている。68年1～11月商品輸出は7億9113万ドル，

輸入は10億5101万ドノレ，赤字は20年来最大の2億5988万ドルに達したが，同

期間その他貿易外受取は 7億3526万ドノレフ支払は6億2396万ドノレで、あった。

受取の中には，多額の借款が含まれているとみられる。同じく米国政府支出

1億1533万ドルは，比国政府海外支出2521万ドノレを大幅に上廻った。輸入金

融引締めの効果を品目別にみると，資本財と原料は65～67年に各々31.8%,

26.1%増加したのに対し， 68年（推計〉には前年比各々12.0%,11.5%と増

勢は鈍化したが，なお高水準にある。他方，消費財は67年は65年と変らず，

68年には前年比15.4%減少し，引締めの成功したことを示している。

外貨準備は下半期の回状260～267号による引締めにより， 9月の最低1億

7210万ドノレから12月には 1億9540万ドルまで回復した。しかし，この中には

米商業銀行23行借款団との，年初来の交渉の末調印にこぎつけた (10.8）借

款協定の一部，スタンド・パイ・クレジット 6千万ドノレや IMFの第2次ク

レジット・トランシェからの750万ドノレ最終引出し等が含まれている。従っ

て，通常の取引の点からみれば，外貨準備は 1億2800万ドル前後にすぎない。

上記借款協定により，中央銀行はこのほかに，同借款団に対する短期債務の

うち8150万ドルを中期債務（4ヵ年）に変更，別に 2千万ドノレの短期クレジ

ットを得た。外国借款について，中銀総裁と蔵相によれば，米国におけるク

レジット・ラインは一時的に枯渇し，新規借款の打診はヨーロッパに移った

が，実際に借入できるまでには相当の時聞が必要とみられている。なお，対

外債務は65年12月の4億9070万ドノレから66年12月に5億1220万ドル， 67年12
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月に 6億5420万ドノレ， 68年10月には 7億4430万ドノレと増加している。そのた

め債務返済の圧力が増加し，国際収支悪化の一因となっている。

国際収支の悪化に対してフィリピン工業会議所，同商業会議所やラウレノレ

下院議員らは，直接輸入許可制および貿易外取引の外貨取引により厳しい管

理を行なうことを主張している。また，工業会議所のリム会頭は，政府は今

や生産目標と投資を明確にした全体的開発計画を策定する必要がある，もは

や傍倖や自然淘汰や自由放任資本主義の利益に頼ることはできないと述べ，

従来の立場をより明確にした (12.8）。

自主独立外交への歩み

68年のフィリピン外交の焦点は，マレーシアとのサパ請求権をめぐる紛争

と対共産主義諸国政策転換である。今年1月マルコス大統領は就任以来初め

てマレーシア，インドネシア，ついでタイの3ヵ国を公式訪問し，主要な脅

威は外部からでなく内部の破壊にあり，これに対しては経済開発で対抗せね

ばならぬと強調，アジア諸国間の地域協力の拡大を説き，同時にインドネシ

アでは中国の脅威に対し，地域内の中間的安全保障協定を提案した C1月13,

15日に否定）。バンコクでは現代世界における小国の発言権拡大を強調した。

マレーシア訪問のさい，マルコスはラーマン首相と両国の懸案であるフィリ

ピンのサパ請求権に関する会談を早い機会に開くことに合意した。しかし，

3月初め，約20人の武装フィリピン人がサパに侵入をはかりサパ当局に逮捕

されたのに続き，中旬にはコレヒドーノレ島のゲリラ戦秘密訓練基地で，サパ

に近接するスルー諸島出身の回教徒訓練生が殺され，サパ奪回が目的といわ

れるムルデ、カ作戦が発覚するという，いわゆるコレヒドール事件が発生し，

対マレーシア関係は再び険悪になった。マレーシアのサパ軍隊増強，比側の

対マ領海侵犯，サパのフィリピン人出稼労働者の待遇についての抗議，スル

ー回教徒指導者らのサパ侵攻論。こうした一層緊張した情況の中で， 6月17

H，ようやくパンコクで、開かれた比マ会談で、は，両者の主張は平行線をたど

り， 7月17日マレーシアはサパ請求権を拒否，会談は決裂した。 8月6日

ジャカノレタでの ASEAN閣僚会議のさい，冷却期間をもうけることに合意

したが，マルコスがいわゆるサパ併合法案に署名した9月，両国間の緊張は
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最高潮に達し，マレーシアは67年12月1日発効の密輸阻止協定を破棄した。

以後，閣僚会談計画も流産， 11月両国大使館は閉鎖され，外交関係は停止し

た。しかし 12月13日夕イでタナット・タイ外相が召集した ASEAN非公式

閣僚会談で，両国はサパ紛争に関し再び冷却期間をおくことで合意に達した。

サパ紛争が頂点に達した 9月，英国のマレーシア支持に対し，また，米国

務省当局者が，マレーシア成立時，米国はサパを含めて同国を承認したと述

べたことに抗議，学生が米英大使館にデモをかけ，下院ではアノレデーゲ、ノレ下

院議長代理（N）を中心に，比米関係，比米軍事3条約の全面的再検討が開始

され，特別委員会は比米軍事基地協定，軍事援助協定，相互防衛条約は一方

的に米国に有利であるとして，米合同軍事顧問団 (JUSMAG）の廃止を含む

3条約の即時改訂11項目勧告を行なった（12.25）。マルコスは英国はじめ大

国は分割統治を行なっていると非難したが，下院の非同盟外交政策や共産国

を含む米国製以外の武器購入提案に警告，これを拒否（10.13），また，米比

関係の断絶の損失は，それによって得るものより多いと警告せねばならなか

った（7.13）。

サパ問題を除く外交政策は， 74年の比米特恵条約ラウレノレ・ラングレー協

定（L-L協定〉の失効と，行詰りをみる輸出促進のための新市場開拓の必

要，およびベトナム戦争の終結に伴う米国のアジア地域からの撤退の可能性，

米国にかわる日本のアジア進出を基軸に展開した。その場合，対米協調と反

共政策を外交の基本方針とし，米国の利益に沿いながら，慎重に現実的立場

で最大限の国家利益を追求し，可能なかぎり自主性と独立性を確保しようと

する姿勢を強めた。

このフィリピンの自主外交的行き方をみるうえで注目されたのは，共産圏

との接触の深まりであった。マノレコス大統領は就任以来，個人ベースでの共

産圏旅行制限緩和，昨年2月のバンコクにおける比・ソ貿易会談，今年1月

のユーゴ貿易使節団の訪比承認と，対共産圏政策を緩和してきたが， 3月27

日，農業天然資源会議所の大会で「フィリピンは東欧共産諸国と貿易を開く

用意がある」と，独立以来の伝統的な反共強硬政策を変更する演説を行なっ

た。この政策変更の根抵には，平和共存政策をとるソ連を西側の友好国とみ

る現実的評価があるとともに，演説の中でいっているように， 「せばまりつ
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つある伝統的市場と貿易を続けるだけで、は，われわれが望むだけの輸出を増

大させることを期待できないから」である。もちろん，この決定は農業資本

を除く CCP（商業会議所〉やPCI （工業会議所〉などの商工業資本の年来

の主張を認めたものである。その後もチ．ェコ貿易使節団のピザ支給承認（4.

1），ソ連親善使節団へのピザ発給許可（7.23），モスクワで核拡散防止条約に

調印（7.24），チェコ使節団の訪比を承認した。ソ連使節団来比のさいにはマ

ノレコスはこれと会談し，対ソ国交を考慮中だと述べた（8.5）。昨年東欧を訪

問したPCI使節団に続き， 10月8日から11月初めにかけ CCP貿易使節団が

東欧およびソ連を訪問，各国商業会議所と協定を結んだ。また， 11月初め，

カンポス商務次官ら比代表団はモスクワでソ連貿易省代表と会談し，両国間

の貿易に関する手続き問題と輸入品目の暫定リストについて合意し，非公式

ながら限定的貿易開始の基礎がおかれた。次いで同月22日，マノレコスはココ

ナツ油（500トン〉の対プノレガリア輸出を承認， 24日には対東欧外交関係樹立

支持を示唆する発言を行ない，ユーゴとチェコとの貿易も承認したと述べ，

27日，大統領の諮問機関である外交政策会議は制限付で対共産圏貿易を承認，

閣議は直ちにこの決定を採択した。

下院ではエンベルガ外交委員長を中心に反共政策緩和法案が提出され，活

発な論争の後，労働組合役員に対する破壊活動否定宣誓要件を廃する法案が

両院で可決成立（RA5241）し，下院で可決された他の2法案，社会主義国と

の貿易に関する一切の制限を廃止する法案（HB16552）と，フィリピン共産

党およびその同盟組織が政府の監視のもとに公開で活動することを認めるよ

う破壊活動防止法を修正する法案は，上院で継続審議となっている。こうし

た事態は10年前に全く考えられないことであった。

国策として採用された東欧との貿易は，東欧諸国の輸出入リンク制，市場

規模，輸出品目（当面はココナツ油，アパカ，コプラおよびタバコなど不振

商品に限定）などの点からみて，貿易開設自体から期待できる利益は，長期

的には別として，当面は輸出市場の多様化という点に限られよう。しかし，

注意すべきことは，今回の決定がラウレノレ・ラングレー協定の本格的交渉を

ひかえた時点で行なわれたことである。したがって，米側を牽制し，対米交

渉における立場を強化することがその政策決定の重要な要因の一つであると

v
 
x
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も見られる。

また， 11月20日，マノレコスは海外記者クラブでの演説で，英国のスエズ以

東撤退と米国の次期大統領にニクソン氏が選ばれたことにより，米国も同様

の行動をとる可能性が強まったとして，アジア諸国による安全保障のための

取極めと共産中国との平和共存に備えるよう提案した。この演説は年初のイ

ンドネシア訪問の際の発言を明確に述べたものに他ならないが，野党が激し

く反論したことは，与野党聞の対米態度と対外情勢の認識の差がよくあらわ

れていて興味深い。

-93- 』－xvn一一





フィリピン

月
日 v地域社会開発週間（～ 7日〉

V大統領は理事手当の不正，地位不適格，理事会内の不和などを理由に同家長

力公社（NPC）と国家開発会社（NDC）の理事会の改組を命じた。

, Mata国防相は1968年には政府の社会経済プロジェクトにおける軍の役割は

より大きなものになろうと述べた。

2 臼 f P. Mapa, Jr.大統領経済顧問委員長はテレビインターピーーで次のように述

べた一一若干の危機が経済を襲ったが， 67年は年央の国際収支の障害にもかかわ

らず非常な成長の時期であった。 67会計年度のGNP実質成長率は66年度の5.1%

に対し 6.6%であった。農業7.2% (66年度4.6%），鉱工業7.3% (4.7），建

設12.7(2.1）。恐らくある程度今年もこの経済活動の勢いは続くだろうが，成長

率は国際収支との関連で通貨政策と公共事業の実施程度にかかっている。税制措

置が可決されねば，開発計画を資本開発予算目標5億4千万ペソから 2億1千万

ベソに削減せねばならなくなろう。

, Manila Bulletin紙が得た情報によれば， 54年に投降し現在投獄されている

元フク団最高幹部LuisTarucの叔父でフク団の No.1, Pedro Taruc (67才位）

が仮名でマニラ付近の私立病院で治療を受けているという。

v大統領は全国防軍に対し国中で犯罪防止運動にしたがうよう命令するととも

に，適格な高級将校の不足改善計画作成を指示，情報活動の質を引き上げるため

これを再組織することを命令した。

V リベラノレ党の運営委員会は以下の方針を決定した。④大統領の増税法案に反

対する，⑨対日平和条約の批准を阻止する，③大統領のフイルカグ派遣延長提案

と経済状況検討のための委員会を設置する，④政府改革法案の通過を阻止する。

3 日 M仰 ilaBulletin紙は消息筋から次のような情報を得た。一ーヴイリピン国内

の中国人共産組織がフク団に財政的援助を与えている。これは共通の主義のため

ではなく，フク団運動が彼らの秘密活動を隠蔽するに好都合だからである。中部

ノレソンで活動しているいわゆるフク団はすでにイデオロギー上の動機を失い単な

る強盗に変り，このことが PedroTarucが投降を決心したどうにもならぬ理由
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の一つでありうる。 rj1凶人共産組織は Philippinelmreau of the Overseas Chi-

nese Communist International (OCCI）でビサヤ地方に本拠をもち，マニラのフ

ィリピン共産党政治局と絶えず接触をもっている。ピサヤおよび南方の外国人組

織は政治局を通して中部ノレソンのフク団と接触を聞き，援助を送っている。 occ
Iは南方で静かにゲリラ基地を建設し，エージエントや情報提供者のネットワー

クを設置している。このOCCIの軍隊とゲリラは“PhilippineLiberation Army" 

と呼ばれ，その最も優秀なエージエント組織者は中国の広西壮族自治区南寧で訓

練を受けた。南寧はアジア・アフリカ諸国からの破壊活動家の重要な訓練基地で

ある。訓練受講者は互に会ったことも，統合訓練を受けたこともなく，同じ教官

についたこともほとんどない。しかも教官はベトコンのベテランである。 1954年

セプ市立大学で逮捕された多くの中国人共産主義者が8年の刑期を終え， 62年に

釈放あるいは仮出獄を許され， OCCIに再加入した。 OCCIはフィリピンのフク

団騒ぎを今日最大のわるふざけ（Choax）と考えている。真の脅威は国際共産主義

組織である OCCIとPhilippineLiberation Armyである。 イデオロギーをも

った志操堅固なフクはほんの少数しか残っていない。 OCCIに関する限り，フク

団とその支持者は長い間無視されてきたQ OCCIは，現実に唯物的になったフク

団員を全く想像力とイデオロギー的動機をもたない疲れはてた強盗の群と見てい

る。 OCCIとPLAがフク団に財政援助を与えた理由は，同組織がフク団運動の

publicity aspectに間接に資金を流すことに実際に関心をもっているからである。

注意が常に自己宣伝的なフク団ないし偽装フク団に集中されていたため，外国人

共産主義組織の活動は見逃がされてきた。

V大統領は Mata国防相， Velasco国防軍参謀長と会談，犯罪キャンペーン調

整・指令のため陸・海・空警察軍合同指令部の編成を命じた。

Vラウレノレ下院議長（N）はフィノレカグ派遣延長の 2条件を示し， C. Nararro 

下院国防委員長（N）に調査を指示した。①67年6月末までに5工兵大隊の装備を

供与するとの米国の約束が実質的に履行されていること，②通常の経常支出確保

後に重要な国家フ。ロジェクトを放棄することなくフィルカグの派遣延長ができる

資金の余剰が国庫にあること。

T 67年中カピテ州では犯罪が横行し，死者は 119人に達し， 1～11月の犯罪事

件は341件で未解決のもの 183，最高は10月の127件であった。家畜盗難103頭，

誘拐暴行8件，強盗，車盗難，とばく，闘鶏もはびこった。

4 日 Vナショナリスタ党の12人の上院議員は大統領官郎で大統領をまじえ会談，リ
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ベラル党から上院の支配権を奪回するため団結することを誓約した。大統領は上

院議長選挙に干渉しないことを約束しており，彼の役割は名目上の党首として会

談を招集することであったといわれる。

V駐比米国大使館スポークスマンは米闘が67年6月までに5工兵大隊の装備を

供与するとの約束を誠実に履行したことに何の疑問もないと述べた。

v国家経済審議会（NEC）の統計調整・標準部（OSCAS）はこのほど 1967年第

3四半期末の資料による67年経済の推計を発表した。

1966年 ｜前年比｜ 1967年 ｜前年比
（百万ペソ） ｜増（%）｜ （百万ベソ） ｜増（%）

｛実質｜ 1s,002 I 4.2 I 15,839 I s.6 
G N P { I I I I 

l名目 I 22, 338 I 9 . 3 I 24,542 I 9 . 9 

国民所得j実 質 l 払刷 I - I 此 324 I s.3 
(NI) l名目｜ -- ! - I 20,047 I s.o 

人 口 I 33,474千人｜ I 34,656千人I 3.s 

1人当り実質 GNP I 叫べソi-! 457ペソ1 2.0 

農林水産 I 4,063 I - I 4,210 ! s.1 

製造業 I 2,385 I 5.o I 2,516 I 5.5 

鉱業 I - I - I 233 I 9. 4 

建設 i 476 I -5.9 I 527 I 10.1 

運輸通信 l - l - I 652 I 4. s 
商業 I - I 4 . 5 i 1 , 786 I 3 . s 

サービス業 1 3，幼5 I - I 3,482 I 5. 4 

（注〉 実質仰は1955年二100。農業以下は実質｛出。

GNPの1962～66年平均成長率は5.1%。各部門の国内純生産（NDP)134億

6600万ペソに対する比率（%）は，農林水産31.7，製造業18.7，鉱業1.7，建設

3.9，運輸通信4.9，商業13.3，サービス業25.9。もみ米は5.6%22万8320トン，

とうもろこし4.3%5万9917トン，畜産6.0%，漁業5.6%4万2125トン，木材5.0

%37万8164立方フィート各々増加。〔物価〕マニラ消費者物価指数： 66年の前年

比6.2%増に対し67年は5.7%増加し157.6。同総合卸売物価指数： 66年4.3%増，

67年4.2%増加し165.2。全国総合消費者物価指数： 66:tj'.5.0%増144.5,67年6.3

%増153.6。食糧：8.8，衣類6.3，家賃1.9%各々上昇。マニラ輸出卸売物価： 8.2

%増の213.9。輸入卸売物価： 0.6%増の173.3。〔貿易〕輸出： 46億2800万ペソ，

66年比2.9%1億4000万ペソ減少。主要10品目 1～8月輸出は4億4260万ドルで

-135- 一（ 3 ）一



ブイリピン C1月〉

66年比12.6%6420万ド、／レ減少。ととな原因はコプラ37lO)j，ココナツ油1630万，木

材730万，コプラミーノレ・ケイキ 420万ドノレ各々減少したためQ 輸入；：22.7%増

加。主要101:I-Lr1=1 1～8月輸入は5億3150万ドルで66年比32.9%l億3150万ドノレ増

加。うち69.3%3億6820万ドルは非電気機械類＝運輸設備・鉱物燃料，機械油，

関連物資・基礎金属。

5 日 Vラモス外相は共産国旅行禁止令を廃止し，フィリピン人の共産諸国への旅行

と共産諸｜主｜凶民の比国への旅行乞一定の条件下で白山化するとの法案を大統領

に送付した。

V今年第l!iiiの閣議で大統領は次のように決定・指示を行なったω ⑩スペイン

時代からの古い住民税の出止提案（推定700万ペソ）。③一部公務員給与引上げ特

別法の実施延期，職員給与の全般的引上げ措置を指示。⑪重要開発ブOロジェクト

の特別基金創設のための税制法案の通過。ガソリン税・相続税・法人所得税の増

額，遊休l也税新設o ¥u 設備・叫j品調達費削減と地域社会開発への転用 C1億ぺ
ソ）。

v警察軍はタノレラクリ十IConcepcionの Mabilog村・付近 HaciendaLuisitaの

砂糖フ。ランテーションの一角でフク団により誘拐および暗殺されたといわれる人

たちの墓を発見した。初めの発掘ではジープ1台と人骨’が見つかったQ また行方

不明といわれるタルラクのの Voiceof America従業員数人も｜司所に埋葬されて

いると考えられている。

, A. Calalang中銀総裁は IMFおよび位銀当局者と協議のため訪米。

T A. Padilla上院リベラル党院内総務は記者会見で， 69年選挙で指名されれば

野党候補として出馬する，わが｜五の民主主義を破壊するような与党との連立候補

提案があるので出馬声明を山さざるを得なかった，その際の論争点は以下の4点

にあると述べた。①治安，③高物佃し③汚職，④首脳部の個人的リーダーシップ

の欠如。

6 日 V米国務省スポークスマンはこのほどマルコス大統領の対フク団対策を称賛す

る談話を発表したo

T 15人のナショナリスタ党上院議員は上院議i訂出補に全比一致でGilJ. Puyat 

現議長を，副議長に JoseRoy議員を，院内総務に ArturoTolentino議員を指

名した。

Vマルコス大統領はUPIとのインタビューで次のように語った。一一ーもし米国

とその同盟国がベトナムから引き上げるならば，先ず第1に南ベトナム政府が崩
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フィリピン（ 1月〉

壊しよう。恐らく全アジア諸凶と指導者は自らの立場を再評価し始めよう υ それ

は国内に生成した共産主義者を強くするだろう。例えばわが国ではフク団を強

め，政治局は公然と活動を開始するだろう。その場合この脅威に対抗するため私

は不均衡財政で運営し，一切の開発計画を縮小せねばならなくなろう。村々には

不平不満が，ブク団活動地域にも不平不満が広まろう。それは至るところで悪循

環となり，一層悪化し，ついには解決が， 1111ち爆発が全国的な反乱が発生しよ

う。このことはフィリピンにおいて確かなばかりでなく，タイ・マレーシア・シ

ンガポールにおいても適中しよう。ベトナムが共産主義者の手中に落ちる瞬間は

アジア全域にわたる輸入された戦争の始まりであると確信する。リー・クワン・

ユーがそのあいまいな言動で何をするかは知らない。彼は優れたアクロパットで

はあるが，そのような状況で長いこともちこたえることはできない。物神両面の

結果は共産中国のトラブノレを引き起す能力を改苦2させよう。わが国の形勢観望者

特に外国に傾斜している者は，公然と共産主義者を支持するようになるだろう。

（ベトコンはナショナリストの集団であるから，ホー・チ・ミン大統領下の統一匡［

家は中国の拡張主義を阻止するものとなるだろうと考えることは〉フク団が共産

中国から自由な政権を樹立できるということと同じ程ばかげたことである。彼ら

は，、自身をナショナリストであると主張しようと否とにかかわらず，共産中国の

影響下ばかりでなく，その支配下に間違いなく入るだろう。 （なぜベトナムに小

規模な非戦闘部隊しか派遣しないのかとの聞いに〉国内の財政問題とSEATOに

もとづく国際的約束が，障害になっているからである。もしタイが明日にでも攻

撃を受ければ，フィリピンはSEATOの約束にしたがい，タイに戦闘部隊を派遣

しよれわれわれが現在与えうる最大の援助は，アジアに第2戦線を設けること

を回避することだと感じている。

v政府はこのほど昨年11月パギオ市で、行なわれた L-L協定改訂会談に関する
比・米両パネルの合同報告の全文を発表した。要旨；①一般特恵制度の設定を支

持する。③米側パネルは比製品の対米輸出継続を勧告することに合意した。③米

国市場においてフィリピン製品に対し，他の開発途上国より大きな特恵利益が与

えられるよう保証するため努力することに合意した。

8日 T Mata国防相ら国防軍関係者は下院国防委員会で，米国はすでに工兵大｜採の

装備供与を完了したと証言。

Vマルコス大統領は M.Feliciano氏の退職で空席となった運輸・通信担当公共

事業次官に M.Syquio氏（国防次官を解任）を，国防次官に AlejaudroMelchor 
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大統領経済顧問副委員長を任命した。

Vロペス副大統領兼農相は AranetaPulp and Paper Co.に初めての森林地賃

貸契約（Abraの2千ヘクターノレ〉を認めた。

, Camp Crameに入った報告によるとコタパト州特にコタノミト市とその周辺

で犯罪が激増，強盗や海賊行為はH常の事で，撃合いも起っているが，地元の警

察と警察軍も手のつけようがなく， 111民は他の町に避難を始めたという。 Yan警

察軍N也’は警察軍第4管区当局に同州の犯罪取締り強化を命じたυ

v米とうもろこし局（RCA）は外務省に対し10万メートyレ・トンの米の輸入の

可能性についてピ／レマ・タイ・エジプト・ベネズエラ・メキシコに対し打診を始

めるよう要請した。悶家経済審議会（NEじ）は不込を予測して， RCAに10万トン

のスタンドパイ輸入権限を与えている。

（注） 米の輸出入について12月13日付と違った数字が挙げられている。輸入総

量27万0800トンO 輸入米15万9000トンを同内米5000トンとともにインドネシ

アおよびインドに11』輸出。 RCAの報告によると67年 6Jrno日現在余剰は 6
万4000トンO また RCAは：n；トンの輸出を承認した。

9 日 vマルコス大統領夫妻一行はマレーシア，インドネシア，タイ 3ヵ国公式訪問

に出発，まず空路マレーシアのクアラ・ノレンプーノレに［1.ijった。

, Ismael Kiramらサパの後継者のスポークスマンは， フィリピンは争いえな

いサパ請求権をもつものであり，これに反する見解は甚しい無知の産物である日

の声明を発表。

10日i Vマルコス大統領はラーマン・マレーシア首相らマレーシア首脳と経済協力拡

大，マレーシアの共産主義，東南アジアの経済開発等について話し合ったが，サ

パ要求，密輸阻止協定，労働協定など両国間の懸案事項はとりあげられなかった。

会談の具体的成果は，④フィリピン航空のジエスノレトン経由クアラノレンプール使

を認める，② Raquiza公共事業相をゴム化アスフアノレト舗装視察のためクアラ－

lレンプーノレに派遣する。

Vロムアノレデ、ス蔵相は次期会期に提出予定の増税法案の概要を明らかにした。

これは現在継続審議となっている17法案を含む26法案で，主なものは次のようで

あるO ①現行内国税・関税の一括引上げ，③所得別納税層による調整，⑨遊休地

税，④原木・糖蜜輸出税，⑤資本移転税，⑥海外旅行税，⑦基礎産業法・国家家

内工業法の一部免税措置の廃止。これら税制措置による特別基金の創設。①土地

改革，②学校，③人的資源開発，④無料入院・治療，⑤科学技術研究開発，⑥地
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域社会開発，⑦公共植設・開発，⑧低コスト住宅，⑨農業開発ο

l Villegas－＜＇ニラ市長は，外国人が就職および事業活動を行なう場合市長事務所

から雇用許可証の発給を受けねばならないとする市条令案を市議会に提出したo

, Villegasマニラ市長・はマルコス大統領に Papaマニラ市警本部長の慣例上の

辞表を受理するよう正式に要請，大統領は9日受理を拒否している。

, Frisco San Juan下院議員（N）は米比聞には1947年の軍事基地協定があり，

フィリピン人がベトナムにおいて米軍に従軍することを可能にするために新法を

制定する必要はないと述べた。

11日 Vマルコス大統領はマラヤ大学で演説，東南アジア開発会議の創設を提案，こ

れについてインドネシア，ダイ両国首脳とも協議するつもりであると述べた。

, Reyes移民局長はマニラ・ローダリークラブの会合で，偽造市民証で入国し

た外国人が国内の破壊分子と協働しているとの報告を受けている，これと多数の

拘留外国人，超過滞在外国人が移民局の3大問題であると述べた。

Vフィリピン海軍が明らかにしたところによると，マカオで建造された10万ベ

ソ相当のはしけが1月313密輸される途中マニラ湾で捕獲された。 12日の発表に

よるとこのはしけを曳航し， 1万ベソ相当の密輸品を積んでいた漁船（フィリピ

ン人15人乗組〉も捕獲された。この事件にはマカオの造船会社と比国内の漁業会

社や密輸業者が関係しているという。

12日 Vマルコス大統領のインドネシア出発に先立ち比マ両首脳は共同コミュニケを

発表，サパ要求に関する会談は両国政府の合意する時日に出来る限り早く開くこ

とで一致したなどについて触れている。

Vマノレコス大統領はマレーシア訪問を終え，ジャカノレタに到着，空港で演説，

両国間の貿易関係緊密化と地域協力を強調した。空港にはスハルト大統領代行夫

妻らが出迎えた。

, Laurel, Jr.下院議長（N）は，大統領の財政緊縮・経費節減政策を引いて，

国防省の4900万ベソ予算額要求に反対を表明，国防省は毎年増額要求を出しこれ

を獲得してきたが，今こそ軍の能力を評価すべき時である，下院のナショナリス

タ党は国防法をその真の精神一一人民軍を創設するとの精神に従い実施するとの

観点、から国防軍の改革を追求すると述べた。

' C東京発〉 ヱリザ、ノレデ企業群の ManuelElizalde社長・フィリピン砂糖会議

会長はインタビューで米比問の砂糖貿易の将来について次のような楽観論を表明

した。一－L-L協定が失効となる1974年時にも砂糖会議の協定は現在と類似の条

-139ー 一（ 7 ）ー



フィリピン（ 1月）

件下で枕くだろうυlt[JJ内での米国の事業取 þÿ_�1に｜則するが，Hltf）不変であろうじ ijえ

等待遇権に関する noiseはすべてほんの少数の人達から出されたものである。フ

ィリピン人の大多数は非常に劇米的で、ある。政府の要職に変化があり，ビジネス

の見通しは過去数年より明るくなった。

, Reyes, Jr.フィリピン商業会議所（CCP）会頭は， LL協定改訂米比予備会

談の主要合意事項は，昨年のフィリピン実業家年次大会の決定に沿うものである

と歓迎の意を表明した。

Vモンドニヱード RCA局長は，畜産製品・野菜等食料の値上りは大部分需要

増と供給不足が原悶である，米とうもろこし計画の成功による連鎖的影響が大衆

の全体的購買力を増大させた，農家所得は同年だけで4億ペソ増大， 67年には2

億ベソj特大したと述べた。

Vカラランlド銀総裁はワシントンで次のように述べたの一一米財務省および連

邦準備当局者との会談に満足している。米国の新経済政策は主に西欧を対象とし

たもので，フィリピンは重大な影響を受けまい。ハノイは戦争終結のため和平条

件交捗を真剣に希望しており，ベトナム戦争は今年中に終るものと確信している。

13日 Vインドネシア訪問rj1のマルコス大統領は，インドネシア大学で要旨次のよう

に演説したO 一－5年から10年以内に共産中国は核勢力としての完全な地位を達

成するだろう。核兵器と侵略主義の結びついた中国の脅威に対抗するための理想

的な解決策は，国連の後援を受けた効果的な集団安全保障体制である。われわれ

はASEANの原則と目的に一致し独立国としてのわれわれの尊厳と矛盾しない某

礎にもとづき中間的な協定を発展させることが必要であるの

Vマノレコス大統領はインドネシア暫定国民協議会（MPRS）で演説，経済的独

立を達成するための“平和的革命”を強調，人民の支持と参加は開発問題の最重

要点を構成していると述べた。

V関税局の業績報告書によれば， 67年の関税収入は侃年の7億4513万9475.04

ペソに対し9億1998万9116.22ベソと約1億7480万ペソ・ 23.34%の増収となっ

た，現政権下で採用された「即時支払制度」は税関から輸入品引出しを早め，詐

欺の効果的防止手段となった。 9・11月の徴収減は労働日が少なかったため， 12

月のそれは中銀のドノレ制限に伴う輸入特別定期預金のためである。

, Philippine Sugar Instituteの報告によると， 15の製糖工場地域で耕作面積

21万5000ヘクタールの10%に同研究所開発の“wonder”cane種（Philsugin53-

33, 54-60, 56-226）が植付けられている。 同種のヘクターノレヂiり平均収量は 130
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～150カパン，商業規模では180ブjパンで，ハワイ・ジャワ庄のIHJY1種より，12%収

量が多いu

14日 Vマノレコス大統領はジャカノレタの外人記者クラブで、次のように述べた。一一イ

ンドネシアのベトナム紛争非介入は，同国をフィリピンやマレーシアより仲介者

としてより優れた立場においている。この問題についてスハルト大統領代行と討

論するつもりである。アジア人の問題にはアジア人の解決をとの要求に同執する。

重要問題討議のための Asianforumの結成を主張したことがある。たぶんイン

ドネシアはこれをリードできる。……その可能性を阻止するある種の法があるこ

とを除けば，ソ連との交外関係の樹立に個人的には反対はない。

Vマルコス大統領とスハルト・インドネシア大統領代行は 1時間あまりにわた

り会談，会談後現行の相互協定の改訂・強化をはかるため合同委員会を設置する，

特に米作に重点を置く相互技術援助計両を作成するなどについての合意事項を合

む共同コミュニケを発表した。

V軍情報筋はこのほどフク団首脳内に重大な分裂の証拠があり， 1961年から徐

徐に発展したと次のように明らかにした。一一フク団から押収した書類は内部衝

突が主にSumulon広司令官と彼のさまざまの不行跡を非難した部下の司令官たち

に関係していること，スムロンが部下と部下の司令官の細君たちを虐待2したこと

を示している。 PedroTarucはスムロンに対する苦情調査を始め，同時に書類に

よればFreddie司令官（EfrenLopez）別名 Andyはスムロンとその護衛 Nestor

を武装解除したの調査の結果はまだ解決されていない。 「1961年から67年までの

PKP/HMB首脳内の争いは次の原因を明らかにした。①地位に対するねたみ，

③略奪品分西日の不平等，⑨スムロン司令官の部下に対する虐待。 HMB内部に現

在あるこれら三つの原因はスムロン司令官が生きている限り残る。スムロンの敵

である HMBのすべての司令官たちが殺され，捕えられたことは注目に値するの

牢獄にいる者たちは，スムロン暗殺のため Hizonのように釈放を申請しているの｜

「最近， HMBに対する軍事作戦が成功した結果，情報報告は HMB首脳たち

Faustino del Mundo 別名スムロンとベドロ・タノレク別名 Pedringとの聞の内紛

が頂点に達したことを暴露した。」「この2者間の紛争はスムロンがHMB組織の

管理を誤ったことに帰因する。これら 2首脳は軍事作戦でこうむったHMBの引

き続く失敗を互に非難しあっている。 Pedring司令官は HMBの司令官たち， H

MB指導者，合法幹部，同調者を含む部下たちの続発する殺害をスムロンの責任

にしている。］「スムロンがHMBの資金を使い蓄財し，共産主義のイデオロギー
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を一切忘れてしまったことが内紛のもう一つの胤｜主lである。他方スムロンもまた

Pedringは組織の名目上の長にすぎないと一切の混乱を彼の責任にするυ スム

ロンに対する Peclringの非難は HMB資金に関する限り正しい。情報報告はス

ムロンの腹心の部下たちの資産・負債が資金の離用を示していることを明らかに

しているのJ

V全国2万4000の村で村－長（barriocaptain）と各6人の村－会議貝の選挙が実施

された。 56年以来11回目。

T W. Knight米大使館経済担当参事官はダパオで、政府関係者を前に， 多年の

間米国の対米投資には大きな動きはなかった，また米国の実業家はフィリピンに

投資することに疑問をもっていると演説した。

T Villegasマニラ市長は地方警察の管理を自治体の首長から国家警察委員会に

移すとの大統領府提案に強い反対を表明した。

T (Makati発） 南ベトナムで‘の雇用のため PacificArchitects ard Engineers, 

Inc.が募集した657人のフィリピン人は同社に対しその雇用上の地位を明確にす

るよう要求した。

15日 Vマルコス大統領はジャカノレタからバンコクへ向う機中で非公式の記者会見を

行ない要旨次のように述べた。一一インドネシア大学で ASEAN諸国間の中間

的安全保障協定を提唱したことはなく，密接な経済協力が拡張政策をもった諸国

からの攻撃の脅威に対する答えであるとの考えを述べたのだ。インドネシア首脳

は近隣アジア諸国との軍事同盟を結ぶことに関心をもっていないし，その必要も

感じていない。インドネシアは1966年に同地域諸国との軍事同盟を提唱したこと

はない。インドネシア首脳は同国がいかなる危急にも対処できることを示唆した。

Vマルコス大統領は3番目の公式訪問国タイのバンコクに到着，国王夫妻，タ

ノム首相が出迎えた。空港で演説，比国民はアジアの平和建設にタイ国民と結束

する希望をもっていると述べ， SEATOに対する支持強化，タイに対するコミッ

トメントを約した。

T CCP共産圏貿易研究小委員会（A.S. Araneta, Jr.委員長）は，民間部聞は

ここ 2年来共産諸国との貿易関係開設を主張してきたが，マルコス大統領がユー

ゴスラピア貿易使節団の訪比を公式に承認したことは，フィリピンの外交政策に

おける啓発的先例であると称賛する声明を出した。

T Dean J. U. Montemayor自由農民連合会長は， D.E. Chipeco一般調達次

官が，ラグナ州の5自治体を土地改革地区と宣言する計画に反対を表明したと強
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く批難する書簡を Estrella U也庁長官に送付した。

, V. A. V aldellon土地局長が明らかにしたところによると，各地の法廷で課

税地問題で係属中の土地が50万区画ほどあり，このため士A地改革が遅れている。

同局長はすでに課税地問題調整委員会を設置している。

, P. A. Cruz密輸阻止活動センター（ASAC）議長は67年の記録を明らかにし

た。⑦純粋の密輸品押収104万9172.81ぺソ，②技術的密輸品押収399万2082.88ベ

ソ，③②のうちいわゆる bluesealタパコだけで101万5161.15ベソ， PX物資2

万3519.91ペソ，自動車8台を押収，追徴課税210万8764ベソを徴収，不法伐採原

木2万5865.53ボード・フィート， forestcharge 72万2701.49ベソ徴収，麻薬

3353,55ベソ，④不法入国 169人，その多くは中国とインドネシア人。

, Lorenzo M. Tafiada・theMovement for the Advancement of Nationalism 

(MAN）議長（上院議員〉はロムロ・フィリピン大学学長に対し同国立大学の

“Americanization”についての報告説明を求める書簡を送付した。

V大蔵省の67年業績報告が公表された。 Cむ租税・関税収入は66年比19.6%3億

1366万ペソ増加。これは税務業務の改善によるもので，内国税収局は9部， 20税

務署， 90税務区に再編。③地方政府への割当金は66年比38.7%8530万ペソ増加。

⑨政府関係法人役員の税金調査を実施中ラ 3機関だけで約45万ペソ徴収。④国内

事業会社の調査も強化，総額8680万2078.08ペソの徴収が勧告され， 193万8296.64

ベソを徴収。⑤技術的密輸の取締強化，押収密輸品の効果的処分により， 325万

9118ベソが生み出され， うち86%は密輸タバコであった。⑥67会計年度に生じた

未払当座借越7500万ペソが67年内に国庫の現金受取から中銀に返済された。

16日 Vタイ国を公式訪問中のマルコス大統領はパンコクの Thammasat大学で要旨

次のように述べた。一一一フィリピンは恐らくこの10年外部の攻撃を受けることは

ないと思う。しかし隣国の防衛には重大な関心をもっているし， SEATOに対す

る約束は守る。現代では小国は自国の防衛および、全世界に影響を及ぼす政策を立

てる場合ヨリ大きな発言権を有し，世界平和探求に重大な役割をもっている。英

国の兵力引上げがなくとも，われわれの北方には巨人がいるので東南アジアには

防衛ギャッフ。がある。 SEATOを含む現存のもの以外に安全保障協定の創設を提

案するつもりはない。

v国連開発計画（UNDP）はこのほどフィリピンに投資準備調査プロジェクト

(40件）の資金として 118万5700ドルの割当を承認した。政府の出資は95万7000

ドノレO
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フィリピン（ l月〉

, . Federico 0. Borromeoブイリピン工業会議所会頭は，証券取引委員会（SE

C）が最近日本企業16社の比国内営業を成認したことについて財界首脳から意見

を聴取した会合で，これ以上の日本企業の比国内営業申請は，次の2条件，①議

会が継続審議となっている国内企業保護法を立法化すること，③政府は外国企業

の無制限な流入を制限する政策を採用すること，が満たされるまで凍結すべきで

あると述べた。

（注） 幾つかの保護法案が現Jrn議会に提出され，すでに可決されたものに，

①外国人専門家の開業資格を規定する法律，③政府機関の受注資格をフィリ

ピン人および同支配会社に限定する法律がある。

, Villegasマニラ市長（リベラノレ党マニラ支部長〕は党諮問機関としてCouncil

of eldersを設置し，政策の実施は若手党員に委ねるとの提案を行なった。岡市

長はすでに岡市の councilof leadersを設けたと発表している。

V下院リベラノレ党の21人は会議を聞き来週から始まる第6議会第3通常会期の

方針を協議，大統領を提出を予定している政府再組織法案，税制法案に反対する

ことを決定した。

, A. Barredo首席検事は， 1959年11月に帰化を認められた TeeHo Senε は

帰化後に子供をフィリピン入学校に登録したが‘これは教育上の帰化要件に違反

していると最高裁に提訴した。

, Ople労相は米海外基地労働者の募集を行なっている 15社と会談，出稼労働

者に仕事の危険性を警告する書類を配布するこ左等について合意した。

17日 Vマルコス大統領はSEATO本部を訪問，東南アジア諸国が直面している脅威

は外部からの侵略ではなく内部の破壊である，経済開発が共産主義の甘言に対す

る根本的解答であるが， 開発の要求は多くの場合国防上の要求と矛盾する， SE 

ATOは軍備より各国の経済開発計画を重視すべきであると述べ，軍備と開発の

矛店の緩和例としてフィリピン国防軍の経済開発への動員を挙げた。

' 昨年11月の LL協定改訂予備会談の米側代表団長であった EugeneM. 

Braderman米国務次官補はニュー・ヨークの比米商業会議所の会合で次のように

述べた。一一一会談は友好的雰囲気の中で行なわれたがいくつかの分野で“不一致

のあることで一致した”。 これらは， 対比特恵延長と対米特恵廃止，比国内での

外国投資励奨措置， L-L協定満期後の比国内における米国人の賃借権・財産権を

含む。これからの会談では以下の問題に答を出さねばならない。①「植民地関係

の遺産の一部」である L-L協定の対比特恵を74年以後も延長することが望まし
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ブイ I）ピン C1月〉

いか，③フィリピン・ナシゴナリズムがその経済政策にどのように反映されるか，

③フィリピンが国家開発への米国投資に対する希望を表明するために行なわねば

ならないことは何か，④現在比国内で営業している米国企業が援助のためになし

うることはイ可か。

T Miguel Cuaderno, Sr.元中銀総裁は，東南アジアの域内貿易開発促進のた

めフィリピンは率先してアジア支払同盟の結成を提唱すべきであると述べた。

TE. Spinosa上院落選候補（N）は上院選挙法廷に B.S. Aquino, Jr.の上院

議員候補資格無効訴訟を提出した。

18日 Vリベラル党は17日の秘密幹部会で，同党の再組織計画を承認したと発表。同

計画はVilleareal氏に対し党首の権限を改造委員会に移譲するとと， 1969年の同

党大統領候補指名の志望を杏認することを要求している。出席者は Villareal党

首， Osmefia,Jr., Padilla, Salonga, Roxas各上院議員， Aquino上院議員・党書

記長以下“YoungTurks”。

' 昨年11月選挙で落選したリベラル党の上院議員候補7名は，上院選挙法廷に

対し当選した6人のナショナリスタ党候補の選挙および当選宣言を無効とし， 7

人を上院議員として承認するようsF式抗議を提出した。

19日 Vマルコス大統領はパンコクより空路マニラに帰国，空港で帰国報告を行ない，

フィリピンは近い将来は外部の攻撃を受ける憂いはない，主要な危険は外部の攻

撃にでなくむしろ内部の破壊にあり，これには経済開発という主要な武器で対抗

せねばならないことを改めて確信した，また地域協力の枠内で地域内のすべての

国が前進できることも確信した，そのような協力に対する圧倒的な希望があると

述べ，更に経済開発計画を土地開拓，税制，外国投資に重点、を置いて進めるとの

態度を表明，その他各国訪問の成果を列挙した。

TB. Aquino上院議員（L）はテレビ・インタビューで，フク団に対する賞金制

度に不正がある，たとえば賞金増額をまってフク団員の殺害を届けたり，情報提

供者として使っていた男をフク団員に仕立てて逮捕した事例があると，その調査

を要求した。

V リベラノレ党内に，提案されている改造委員会の議長にマカパガル前大統領を

就任させようとする動きがさる上院議員を中心にあるという。これはマカパガノレ

氏を委員会の顧問にするとの当初の計両とは異る。これに対しVillegasマニラ市

長は，マカパガノレ氏が全権を有する委員会の議長に就任することになれば，同氏

が来年の党の大統領候補指名を受けようとしているとの臆測を復活させることは

F
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フィリピン（ 1月〕

別として， Villareal党首はljiなる名目上の党ぽとなろう，議kは大統領および面Ij

大統領になる見込みのある 5人一一－G.Roxas, A.ドaclilla,S. Osmefia, ]r., J. 

Salong?-, J. Li wag－一ーのうち 1の人に与えらるべきで， Villareal氏を党首から

追放することには反対すると述べ，党内分裂は避けるべきだと警告している。一

方 R,Mitra, V. Sagun下院議員ら党の若手グ、ノレープは Villegas氏を支持する

動きを見せ，同氏と B.Aquino, Jr.上院議員を委員会に入れることを強く主張し，

もし党幹部がリーダーシップ問題の解決に失敗した場合には， Aquino,Roxas, 

Villegasの3頭指導制を設けることを提案しているという。

l T. Reyes, Jr. CCP会頭は6人のユーゴ貿易使節団のフィリピン訪問は輸出

貿易拡大努力におけるマイルストーンである， CCPはわれわれと貿易を望む社

会主義共産主義国を含むで、きるだけ多くの国にフィリピン貿易のフロンティアを

拡大すべきだとの立場を常にとってきたと述べた。

l Philippine Chamher of Handicraft 1nrlustriesが発足した。会頭 Miguel

孔1a.Guerrero。

20日 v在南ベトナムのフイノレカグの武器輸送車がべトコンの銃撃を受け，運転手の

軍曹は死亡， f万長が負傷した。軍本部は遅れて23日頃発表した。

l Gerardo M. Roxas上院議員はアンヘルス市ロータリー・クラブで，日比友

好通商航海条約は不必要でありかつ利益とならない，なお不利益の理由として，

① Pan-Malayan common market提案参加を妨げる，⑨日本の3マイル領海論

主張は日本の漁民にわが国の沖合魚族資源，自然埋蔵物，石油，天然ガスを澗渇

させるニとを認めることになる，③3マイル論はまたこの領域における主権に対

する挑戦である，（むもし条約の特定条項の継続実施が国内産業に重大な損害を与

える恐れのある場合，われわれがこの特定条項を修正ないし廃止することを認め

る免責条項がないことを挙げ，たとえ日本の搾取に対する六つの保護法案が可決

されたとしても，条約の基本的な欠陥は残ると述べたの

（注） すでに可決され正式に法律となった保護立法は 2法案。

Vリベラyレ党全国執行委員会は， 14人からなる改造委員会を設置することを決

定，議長にマカパガル前大統領を任命した。決議によると，委員会は執行委員会

が休会のときはその全権限を行使し，党首はその政策と指令を，最終決定権を有

する執行委員会に対する不満党員のアピーノレを受けることを条件として，全国中

のリベラル党の強化と再組織に関する委員会の政策と指令を実施することになっ

でいる。 Villareal氏は党首にとどまり委員会に席をもつものの実質上の指導権

A
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はマカパガル氏に移ったことになる。

（注〉 委員会の構成は以下のようである。 Macapagal,Villareal，上院議員 S.

Osmefia, Jr., A. Padilla, G. Roxas, J-Salonga, J. Liwag，下院議員 s.K. 
Pendatun, J. Montano, Villegasマニラ 1ri長， A.Quirino元判事， Tecla
San Andres-Ziga上院議員， Maria Kalaw Katig bak前 k院議， 員および

書記として B.Aquino上院議員。

V経済調整庁（OEC）はこのほど大統領に政府企業の業績報告を提出したが，

それによると67会計年度の利益は66年度の3760万ペソに比し29.7%増加して5330

万ペソを記録した。

Vマルコス大統領は米国から米海軍の Vigilant型捕海艇6隻の引渡しを受け，

U1ちに密輸阻止キャンペーンに割り当てるよう指令した。

T Raquiza公共事業相は民間企業の政府事業への参加を促進するため private

financing law (R. A. 37 41）の修正法案の準備を進めていると述べた。

T Villegalマニラ市←長は二つの“welfavestate，，条例（①水道料および②葬儀

を無料とする〉に署名，これは“Libre’ngFilipino" (Filipino is free.）計画の標

柱となろうと述べた。

21日 V商工省はこのほど大統領に67年の報告書を提出したが，その中で政府の商工

政策に対する公衆の信頼はかつてないほど増大し，これは投資の拡大に反映され

ていると述べている。報告の要旨次のとおり。①67年 1～11月新規登録事業の払

込資本は総額3億8470万ベソ（66年， 65年同期は各々 3億5800万， 2億9400万ペ

ソ〉。受権資本増資は222社11億0770万ペソ（66年は235企業8億2360万ペソ〕。

③67.1～11証券取引委員会は45の外国企業に国内営業許可を与えた。その受権資

本総額は22億7540万ベソ， うち11億5440万ベソ応募をうけ払込まれた。 66年（？）

にライセンスを与えられた外国企業は28，その受権資本は 1億6150万ペソ，うち払

込額は1億2610万ペソ。③66年の鉱業生産は前年比9.4%,67年は9.0%各々 増。

全生闘は66年， 67年各々前年比8.8%, 2.5%。雇用は65年の428万9000から66年

435万7000, 67年580万1000に各々10%, 21%増加。④67年の貿易は増大し18億

6000万ドノレに達した。商工相省は各種輸出励奨を行ない輸出の増大と多様化を推

進。⑤外国人小売業者の減少－65年 1万0337,67年9137ーとフィリピン人小売業

者の増大。⑥フィリピン製品の規格改善。⑦地域および国際協力プロジェクトへ

の参加。具体的には coconutresearch instituteの設置。⑧家内工業，小規模工

業に technologicaland development centerおよび instituteof small scale 

industriesに新しい刺激が与えられた。提案されている NationalCottage and 
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Small Scale Industries Development authorityが開発を一層促進しよう。⑨新

製糖工場の建設が促進され，米クオータ 112万6000トンと国内需要を充たすに十

分な生産の増大があった。国内砂糖価格は，米国の平均消費者価格ピクル当り

35.50ペソに比し， 25ペソと安定した。⑩氏問航空局は日本航空， AirVetnam, 

China Air Lines, Malaysia-Singapore Air Lines, Thai Internationalおよび

Garuda Indonesia Airwaysに相互協定にもとづき乗入れを許可。

22日 v第6議会第3会期開会一一一マノレコス大統領は上下両院合同会議に年頭教書を

提出した。大統領は教書の中で在任2年間の社会・経済各方面にわたる成果を列

挙し，これらの維持発展のために協力団結し党派的政争を中止するようアピール

するとともに，政策の重点を示し，開発プロジェクト資金措置として内国税収法

の全面的改訂と現行税の増税およびこれらによりまかなわれる九つの特別基金の

創設を提案した。また政府は経常支出に上限を設けた，今年度は20億を越えるこ

とを許されない，これ以上の歳入は資本計画にくり入れられると述べている。

〔重点目標〕 〈わ輸出促進，③土地改革，③行政機構改革，④交通網の整備，⑤

食糧の自給の確保維持，⑥人的資源開発，（7）低所得者用住宅の供給，⑧治安秩序

改善，⑨校舎不足解消，⑩天然資源特に木材の保護等。

（注〉 特別基金の内容は10日の記事と同一。

v上院は GilJ. Puy抗議員を議長に再選， JoseRoy議員を副議長に，

Tolentino議員を規則委員長に，したがって自動的にナショナリスタ党院内総務

に選出した。

T Villareal －卜‘院リベラル党院内総務は，大統領の年頭教書には政府機構の軍事

化への選好と実質的独裁設立の計画は明白であると警告した。

, Licaros国立銀行議長がHIと16日に蔵相に提出した覚書によるとインフレ

圧力を減殺するため ProgressBondの発行規模を通貨供給に対する累積効果を

67年9月計画の9600万ベソから 600万ペソに縮小する。

, Mondonedo RCA局長は Cabanatuan市で Bulacan州の精米業者と会談，

イサベラ州で外国人が握っている米の取引を取り戻す方法を検討するよう要請，

また RCAは530万カバンあまりのストックをもっており，供給も十分であり，

政府は米を輸入する計画をもっていないし， NECに米の輸入権限を与えるよう

求めたこともない，事実政府は米の輸出を計画していると述べた。

Vここ 3日にわたって予定されている学生デモの第1回として StudentCoun-

cils Association of the Philippines所属の，七つのナショナリスティックな学生
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組織が厳しい警備の中を議会前を静かにデモ行進， PlazaMirandaで肖像2枚を

焼き解散した。学生たちは次の6項目の要求を掲げていた。①超過滞在および好

ましからざる中国人の追放，②サパ要求の解決，③フイルカグ呼戻し，④物価値

下げ，⑤失業問題，⑥政府内の汚職問題。

（注） 国防軍・脅察軍・警察の治安部隊は，職業的アジテイターが集会を指導

L, 66年のマニラ首脳会議時の激しいデモを起こそうとしているとの報告を

得て，警戒体制をとっていた。学生たちは初めの訂－画では議会の他，大統領

官邸・米国大使館前も行進する予定であった。

23日 Vリオでの IMF会議に出席，ユーゴの銀行当局者と会談しこのほど帰国した

A. C. Tugado氏（上院の銀行・会社・フランチャイズ問題顧問〕は，①ユーゴ

の輸出入連結制度は比側に輸入超過を起す恐れがある，③ユーゴの輸入割当政策

は各商品について最大クオータを設けている点について注意を促した。

' 国連開発計画（UNDP）はこのほど中部ルソン国立大学での農業訓練強化の

ための金融援助協定を承認した。 5ヵ年プロジェクトで 118万5700ドル，比政府

が95万7000ドル支出する。

, R. Mitra下院議員（L）は下院で，大統領が教書の中で提案した軍隊を通常

民間人が行なっている仕事に使うという，軍に大幅な役割を与える新しい国家政

策は軍事独裁に近いものであり，文官優位の原則に違反すると，この計画を拒否

するよう要求した。

V議会に反米学生デモー－SocialistParty of the Philippines, Movement of 

the Advancement of Nationalism, Kabataang Makabayan (Nationalist Youth) 

の学生を中心とする約1千人のデモ隊はフイルカグの撤退を要求して午後6時頃

議会に向けて行進，議会建物の車口に入ろうとして警備陣と小ぜり合いを起こし

た。リーダーの IgnacioLacsina, Jose Maria Sisonらがフイルカグ法案支持議

員を非難する演説を行ない，デモ隊は“Marcos,Asian bucher”， “!locos War-

lords, Marcos and Crisologo”あるいはジョンソン大統領非難のプラカードを振

り，“Marcos,puppet”，“Johnson murder”，“Johnson madman”，“Johnson 

isamodern Hitler＂，“ Johnson outkills them all”などと呼びながら議会建物の

まわりをデモ，またジョンソン大統領の肖像を焼いた。米大使館にむけてのデモ

は中止された。約250人の警備陣が警戒にあたった。

24日 T Mining and Industrial Quarterly誌最近号はセメントの総生産は昨年の4900

万袋あまりから68年は7000万袋に達しよう，設備の放慢な建設は市場を飽和状態
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フィリピン (1月〉

にしようと警告している。

v外務省は，クラーク空軍基地の米軍当局が作物に損害を与え，その補償を拒

否したとのパンパンガ州 Mabalacatの農民 3人の苦情を米軍当局に伝えた。 57

年比米間に基地周辺の農民1千人を移転させるための条件が協議され，移転およ

び、作物補償について→了解に達したが，これまでこの了解は見落されてきたようだ

という。

25日 v都市のスラム1g1題は政府・民間の低家賃住宅の建設も追いつかずますます悪

化しているというυ1948年センサスで．は“Darong-barong”と呼ばれる堀立小屋

は3.5%, 60年には10.8%と増加lo63年マニラ首府闘のスラム居住者は41万人，

不法肘住者は16万人であった。その他の都市のスラム居住者・不法肘住者は64年

当時次のようであった。 Bagio市27%, Iligan H'i 7. 5, Davao 8ム Cagayande 

Oro 11, Ozamiz 25, Cotabato 30, Butuan 43.5, Marawi 44.50 

T Jose B. Laurel, Jr.下院議長は PhilippineAssociation of Military Surgeons 

の第12回年次大会で，国防軍に対し緊急事態にそなえ連邦法第1号（国防法）を

厳格に実施し，凶防力を強化・改善するため民間人の軍事訓練計画を促進するよ

う主張した。

V ロペス農相は PalcerDevelopment of Canada社長と会談後，｜司社は Mar-

induqueの銅鉱開発に4千万ベソ投資し， 2年以内に操業することになろうと発

表した。

' 1::1本の運輸省は PhilippineAir Linesに4Jj 1 ¥:Iからの東京乗入れを許可し

たと発表。 DC-8を使用，週2使東京マニラ直行便を運航する。

26日 T Mata 国防相はプエブロ号事件検討のため GeneralMilitary Councilを招

集したo

vフィリピン林業会議所 (JoseG. Puyat会頭）は原木輸出税案および原木輸

出禁止令に反対を表明した。

vラモス外相は米国大使館に対し昨年来南ベトナムでの作業のため募集された

約600人のフィリピン人労働者に従業許可を与えるよう強く申し入れた。サイゴ

ン政府は許可を与えることを拒否している。

v先週末 SanFernandoで、聞かれた北部ルソン検事会議で P.Cruz密輸阻止

活動センタ一議長は，証拠確定の困難，資金不足，刑の軽いことなどのため密輸

阻止活動のうち告発活動は失敗したと述べた。

27日 T Teehankee法相は，市検事事務所を市裁判所の欠員を市長の任命によりう
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めるとのVillegasマニラ市長の計画に対し，地方分権法は市長にその権限を与え

ていなし、と激しく反論した。

Vフィリピン大学の JoseSoberano教授は“PhilippineJournal of Public 

Administration，，の最近号に現行税法の実施状況について要旨次のような論文を

掲載した。

①過去8年あまり租税徴収額は GNPの8%にすぎなかった。その大部分は

間接税と逆進税であった。 “フィリピン政府は正常な政府機能はおろか，経済

開発の責任を果たすにはあまりにも小規模で、あるぺ③税務行政は基本的なト

ウール一一課税台帳一一ーを欠いている。 1957年の租税センサスの調査票はいま

だに処理されていず，法廷で問題となっている。⑨“所得税の申告をしなかっ

た納税者2万人につきわずか1人だけが調査をうけるものと推定される”。税

の徴収を強化するとのはでな発表が何回となく行なわれたが，今までのところ

所得税脱税で有罪となったものはわずか 1件にすぎない。 20万あまりの財産所

有者は不動産税を支払わなかった。所得税支払義務者の約20%は申告さえしな

かったし，被雇用者の37%は住民税を支払わなかった。④最高裁は24万5千ベ

ソの課税評価額を 2万ペソに削減した事例を酷評して，この評価は変則的であ

ると述べた。⑤新税制措置は不必要であり，徴収改善こそ解答であるとの要求

は誇張されてはいるが，ぃ－くらか根拠がある。内国税収局は1961年以来1133人

の徴税吏と 852人の事務員を有しているが， 1964年には約7億ベソが未徴収と

なった。⑥会計検査院は歳入引上げには努力を全く払わず，ただ支出面にのみ

事念した。 “税務行政で良い点は何もないことは議論の余地もないように思わ

れる。……財政問題は正当な地位に置かれていなし、ように思われる。不正な者

が有利な立場にあり，正直者が不利な立場にある。管理理論は高度に精巧なも

のだが，実際而では管理は全く最低である。”

vフィリピン工業会議所は，選択ベースで行なう10～15%の増税を支持する，

ただし政府は，④内国税・関税の徴収を強化する，②遊休地課税，専門職所得申

告法，者f多税引上げを立法化する措置をとるべきであるとの決議を大統領に送付

した。

T CCP租税委員会は著名財界人をまじえロムアノレデス蔵相と会談， 増税提案

に賛意を表明，しかし， Tambunting議長は原木輸出税については留保すると述

べた。

28日 vPhilippine Association of Free Labor unions (PAFLU）の CiprianoCid 

F
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議長は大統領の租税制度改革提案を支持する旨表明。

Vマルコス大統領はプエプロ号事件についてラモス外相， Mata国防相と会談

後，次のように指示した。⑨比米相互防衛委員会の開催を要求する，③緊急事態

に備え慎重な措置を講予る，③国連，ワシントン，ソウノレ代表と緊密な接触を保

つ，⑨29日間家安全保障会議執行委員会を召集する。

29日 Vフィリピンは67年の米砂糖（基礎〕クオーダ 112万6020トンを最終期限の67

年12月：n日早朝に完納した。 65年の米砂糖法修正以来追加クオータを放棄，年の

外貨損失額は約3500万ドノレと推定されている。

Vカララン中銀総裁は訪米の成果を報告した。（l〕IMFから2750万ドルの新規

スタンドパイ・クレジットを得た，③中銀の米国商業銀行約30行に対する 120～

180日満期短期債務1億8000万ドルのうち 1億1150万ドノレを日～ 5年の中期ロー

ンに変更，③上記米商銀からのスタンドパイ・クレジット7000万ドノレを更新。

V比・米両国代表は米軍基地被用者に関する協定改訂会談を始めた。

Vフィリピン大学の学生は，フィノレカク守の撤退を要求して議会前をデモ行進し

fこO

30日 Vこれまでに決定した上院の各委員会委員長は次のとおり。④財務－Domina-

dor Aytona (N），③法制一一JoseDiokno (N），③商工－ Alejandro Almendras 

(N），④決算 LorenzTeves (N），⑤運輸・公共事業 MagnoliaAntonino (N), 

⑨ゲーム・娯楽・観光－EvaEstrc da E仁alaw(N), （ち退役軍人．軍人年金一Diol王no,

⑧少数民族 Perez，⑨行政改革 S日lvaclorLaur (N)c, 

31日 ，午前2時50分サイゴン駐在のフィリピン大使公邸がベトコンの攻撃を受け，

正門・鉄柵の一部および乗用車などが破壊された。大使夫妻は無事だが，公邸は

居住不可能となった。大使からの報告によると，ベトコンは2ないし3の爆弾を

仕掛けたものとみられる。

Vまた1日の大使の報告によると，サイゴン地域でフィリピン民間人2名が死

亡， 2名が負傷， 3名が行方不明となっている。

f Felix P. Amante下院議員（L）は南ベトナムに戦闘部隊2個大隊を派遣す

る法案（ 4千万ペソ）を提出，ベトコンの大使館攻撃はフィリピンの主権に対す

る攻撃行為である，フィリピンはこの不当な攻撃に対し戦闘体勢をとるべきであ

ると述べた。

, Gerado Roxas上院議員（L）は，全般的な治安秩序は維持され，犯罪は減少

しているとの大統領の一般教書演説に対し， （警察関係者の報告を引用して）犯
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フィリピン（ 2月〉

罪は毎年4.7%増加し，マニラ市では67年の違法行為はここ 5年来最も激しく，

ケソン市では8.8%に達した，大統領はこれに対しリーダーシツプを行使すべき

であると述べた。

V上院は次の委員会の委員長を決定した。④公務員一LorenzoTeves (N），③ 

科学振興－EmmanuelPelaez (N），③社会福祉－GenaroMagsaysay (N），④法

典・憲法修正一Peraez，⑥文化－HelenBenitez (N），⑥保健一RodolfoGanzon 

(N），⑦外交－Jose Roy (N），⑧諮問一－ArturoTolentino (N），⑨地域祉会開発－

Salvador Laurel (N），⑩地方政府－LeonardoPerez (N）。

V大統領は与党下院議員と会談，新税制法案について次のように述べた。⑨徴

税機構改革と不良職員排除により内国歳入局（BIR）と関税局（BC）は過去2年間

課税額の75%を徴収， 65年は 65%であった。 BIRと BCの純徴収額は67年19億

ペソに達し， 66年より 3億1360万ベソ多かった。②成長のモメント維持には開発

支出10億2200万ベソが必要であるが，徴税効率が今年85%に上っても，歳入増は

せいぜい2億3100万ペソにすぎず，全く不十分である。③15%付加税は5ヵ年間

に限定される（歳入増約1億7300万ベソ〉。

1 日 V日本鉱業はマーカッパ一社とマリンズケ銅山の銅精鉱長期買付契約に調印し

たと発表。生産は45年以降，その後10年間日鉱が全量輸入する。年間生産量見込

は約4万トン。 42年の日本の銅精鉱輸入は約20万トンO

V上院で F.Amante上院議員提案の南ベトナム派兵法案に対し， JoseRoy 

上院議員（N),J. Salonga前外交委員長（L),G. Roxas (L), H. Benitez (N）上

院議員は反対を表明した。

f C. Z. Barbero下院議員（L）は在南ベトナムのフィリピン民生活動部隊

(Philcag）の支出 1000万ベソ削減案を提案，その方法として同隊の構成は歩兵下

士官兵735に対し技術士官36，下士官兵648と技術関係者より歩兵が多く本来の目

的とそぐわないと，歩兵の引揚げと，国内の3倍に達する給与の引下げを示した。

2 日 ’下院ノ、ト派の R.V. Mitra議員（L）は，フィノレカグの派遣延長を支持する

F. San Juan議員（N）とのテレビ討論会で， フィ／レカグがタイニン省に引続き

駐留することは“解放戦争”に対する攻撃および干渉行為を構成すると述べ，ベ

トナム戦争に中立の立場を採ることを主張した。また EdgarU. Ilarde (L ), A. 

V. Cuenco (Iふ V.Sagun (L）各議員は Mitra議員支持を表明した。

v大統領は AntonioQuejado森林局長〔代理）を更迭，大統領森林問題顧問
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に任命，代りに Teo五loSantos地区森林官を局長（代理）に任命した。

V在南ベトナムのフィルカグがベトコンの臼砲攻撃を受け，基地の南部分と隣

接の米軍露営地でソト火器や手持｛弾の戦闘が行なわれたが，フィノレカグ側には死傷

者はなかった。

V警察軍3fl討中隊（544人）が選挙後の緊張の続いている Lanaodel Sur州で

活動している 100人のギャング団掃討のため投入された0 1 JJ 20日以来ギャング

団のため民間人10人が殺され， 15人が負傷してし、る。

3 8 V東食はこのほど GeneralMillin社と提撲，現地でブロイラーの生産・販売

を始めた。養鶏規模は年間20071羽。

V政府はサイゴン治機のi町民間人のサイゴン旅行を禁止したυ

v大統領はマレーシア，インドネシア，タイ国訪問の際の合意事項実施のため

次の4委員会を任命した。④比・マ労働協定改訂交渉委員会，③3固との相互援

助・交換討議のための委員会，③対イ現行協定再検討のための委員会，④サパ問

題に関する公式レベノレ会談開催のための委員会。

V議会政府合同税制委員会は次の内容の勧告を行なった。⑥omnibus tax code 

billおよび omnibus tariff revision billの法制化，⑨某礎産業法および家内工

業法その他免税法の修正，⑨新税制措置の立法化。これら勧告実施による歳入増

は10億0420万ベソと見込まれ，このうち税法改訂aによるものは4億6230万ペソ，

③によるもの 1億5410万ペソ，税行政改善によるもの2億3100万ベソ，（訟による

もの 1億5680万ペソ。

Vフィリピン開発銀行は22の優先州のココナツ栽培業者に対し， 1{}5;ペソの特

別融資利用キャンペーンを開始した。

4 日 vMaviano V. del Rosario氏（UrethaueIndustries, MVR Picture Tube, 

Inc.社長）は日比友好通商航海条約に対する議会の審議休止は両国間の事業の完

全な発展を台なしにするものであると，条約の批准を要求した。

5 日 Vマルコス大統領は，フ。エブ、ロ号事件および南ベトナム情勢検討のため国家安

全保障会議執行委員会を招集した。

Vマルコス大統領は， Villegasマニラ市長と Papaマニラ市警本部長の争いが

一層悪化し，市の治安も悪化しているため，警察軍部隊のマニラ市内駐留を命じ

た。これに先立ち控訴院は市長の headquartersspecial operations group (H. S. 

0.G.）の解隊訴訟を却下した。

, B. Aquino上院議員（L）は上院で、マノレコス大統領はフィリピンを徐々に軍
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｜五l主義化しようとしていると非難。

6 日 Vマルコス大統領は議会に対し総額30億1296万3千べソの69会計年度予算案を

提出した。これは今年度予算より 3億0082万2580ベソ（11%）多く，これまで、最

大規模の予算案である。このうち23億6246万9千ペソが一般基金予算（資本支出

を合む〉で今年度より 2億5369万4400ペソ（12%）多く，一般基金歳入は24億

4280万ベソとされ， 6600万ペソの余剰を見込んでいる。経常支出は21億4200万ペ

ソと今年度より 2億0100万ベソ多い。総予算の期待歳入は31億5600万ベソ。歳出

内訳は経済開発10億3200万ペソ，社会開発10億7900万ベソ，国防4億1100万ベソ，

一般政府3億2600万ベソ，公債利子支払1億6500万ベソ。その他教書で次の諸点

を勧告した。①行政部門の再組織法案の立法化（経費33%節減〉，⑨年頭教書中

の歳入措置の立法化，③補足支出歳入源のための規定および制定法，⑨特別基金

の遊休残高を一般基金に移転する法案の立法化，⑤実行予算に組み入れる政府機

関数をふやす（172の政府機関のうち実行予算に組み入れられているものは現在

42)9 

, Camp Agninaldoに入った報告によると在南ベトナムのフイルカグの士官と

下士官各1名が2月2日以来行方不明となっている。

’（南ベトナム，ミト発）ミトで活動し，当時ベトコンに包囲されていたフィル

カグのー医療チームの宿舎を南ベトナム政府軍兵が略奪した。

V上院は残っていた委員会の構成を終了し，審議の準備を完了した。⑦国防，

安全保障委員会（委員長 G.Magaysay〕，⑨銀行会社フランチャイズ委員は二つ

に分害l卜一銀行・通貨委員会（L.Teves），会社・フランチャイズ委員会（R.T. 

Ganzon），③農業天然資源委員も二つに分割一一農業委員会（E.Pelaez），天然資

源委員会 （L.T拍 ada），④住宅・都市開発・再植民委員会（H.Z. Benieez）。委員

長はすべてナショナリスタ党。

下院はすでに法人所得税率引上げ法案（H.B.14543）を可決した。これは法人

税率を年10万ベソ以下所得に対し22%を25%に， 10万以上は30%を35%とするも

のO

, Asia Research白Organizationは大統領の治安会議に対し第1回報告を提出，

犯罪増加の主要原因中には二重の正義の標準と Palakasansystemがある，実力

者たちはこれによって法を避けることができるとしている。

vべトコンのタイニン市砲撃の際，ブイルカグのキャンプ付近も砲撃をうけ，

ベトナム民間人6人が死亡，フィリピン人兵士1人を含む22人が負傷した。
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フィリピン（ 2月〉

7 日 TM. Enver山下院外交委員i毛（N）は、ド｜抗で，政府の外交政策を批判，①比

政府とその役人は米国務省と米国の既得権益に対し卑屈であり，故ロハス大統領

以来歴代大統領は実質上国務省から指示を受けている，②外務省が勧告した共産

諸国旅行規制法は憲法違反であり，国民の移動の自由を制限する，③われわれと

何の関係もない国の政策・行動・制度を攻撃・批判することは難かわしいことで

あると述べた。

8 日 , Tolentinoナショナリスタ党上院院内総務は，憲法記念式典で再度軍事独裁’

の危険について警告した。

v大統領はまもなく政府機関特に政府企業の全面的人事改造が行なわれようと

述べた。

, C. T. Villarealリベラノレ党党首は、下院で政府計画の対案として憲法第2条

第6節，第7条第6節に基礎を置く野党の福祉国家論を展開した。

v政府は在南ベトナムのフィリピン人5000千人の本国引揚げ計画の検討を始め

fこ。

, Tobiasフイルカグ司令官からの報告によるとべトコンの攻勢のあった1月

29日以来任地タイニンとサイゴ、ンの補給ルートは完全に切断されているQ

Vマニラ市当局は雇用条件に関しフィリピン人を差別した雇用主に対し罰則を

課する条例案を市議会に提出した。

' （南ベトナム，ダナン発）ダナン付近で平定計画に従事している約50人のフィ

リピン人顧問， 専門家は夜間ベドコンの砲撃を避けるため， LuzonStevedoring 

社のタグ・ボート 3隻に乗船，沖合に避難している。

9 日 , C. Z. Barbero下院議員（L.元大佐）はテレビ討論会で大統領の軍を民生活

動に活用するとの計画は，兵士を軍人としては役立たない労働者にしてしまうで

あろうと警告した。

V大統領は，軍の民生活動活用に対する批判に反論，国防軍は常に民間人の支

配・監督下にある，現に公共事業に従事している工兵大隊は道路局の直接指揮下

にあると述べた。

V石川島播磨重工はこのほど ElizaldeIron & Steel社から鋼板用薄板圧延小

型設備一式を約13億円で受注した。

, Tobias司令官からの報告によれば駐南ベトナムのフィルカグのー医療チー

ムは BaoTraiを包囲したベトコン2大隊により HauNghia省に釘付けされ，

同省の情況は緊張しているという。

-( 24）一 C
O
 

F
h
d
 



フィリピン（ 2月〉

Ti布ベトナム政府は比政府に対し，生産能力増大のためミラクル・ライス 2千

トンの船積を要請した。先にラモス外相はサイゴい在住フィリピン人および難民

用の米・ミルク・医薬品購入のため2万ベソを外務省緊急基金から支出するよう

命じている。

v大統領はセブ市でのサン・ミゲ、ルのピーノレ・ガラス工場落成式で演説，保税

加工地域構想、，国内加工度に比例して輸出品に追加的免税の形でインセンティブ

を与える構想のあることを示唆した。

T (Batangas州 Sta.Teresita発）同リ十時立町の農民は，政府はミラクル・ライ

ス計画の実施が幅広い成功を収めていると主張しているが，ここでは植付けの実

演はほとんど行なわれず，われわれはミラクノレ・ライスについて何も知っていな

い，それで生産性の低い古い植付法を行なっている，ミラクル・ライス計画は選

ばれたグ勺レーフ。のためだけのものであると不満を訴えている。

10日 T A. Padillaリベラル党上院院内総務は提案されている刑法772および648条

は報道の自由を危くするものであると強く反対を表明した。

T A Lichaucoナショナリズム前進運動（MAN）経済委員長はフィリピン大経

済学会主催のナショナリズム・経済開発会議で講演，経済の軍事化がフィリピン

社会をおおう恐れのあるアナーキーに対する一時的なしかし不可避な選択として

出現することも十分ありうると述べた。

T Philippine Chamber of Rice and Corn Industries設立準備会議開催。

1 1日 Vマルコス大統領は先に年頭教書で提案を行なった24の新税制法案を緊急案件

として議会にサーティファイした。

T Camp Aguinaldoの消息筋によると，国防省および国防軍予算のうち約500

万ベソが毎年当初の計画どおりでなく，政府の各種非軍事機関や有力政治家に便

宜を与えるために消費されているという。

v米とうもろとし生産調整会議（RCPCC）は1967-68食糧生産計画の中間報告

を発表した。①政府機関による農業ローンはすでに総額9209万8000ベソに達し

た。③食糧キャンペーンのために穀物生産地域を三つの優先地域に分割。これら

地域における67-68の高収量品種植付目標20万ヘクタールは67年11月に超過達成

された（21万1536ヘクタール〉。同地域農民は394万0340ベソ相当の肥料20万1561

袋，高収量穀物品種用殺虫剤3806袋の供給を受けた。その他技術指導，病害虫駆

除活動。③農業生産性委員会（APC）の現場作業員は26万2535回の近代農法のデ

モンストレーションを行ない，20の乾燥機， 350の回転式除草器を配分，保管およ
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フィリピン（ 2月）

び販売体制の改善促進のため 1万8890の農民組合と 5良業協同組合を組織した。

⑨ PCAは全｜玉｜に60の農村銀行と300の保税倉庫綱を建設。 GDPCAはすでに籾

米集荷目標210:Jjカバンを85%(180万カバン）達成した。 lo)PCAは籾米の野外

日照乾燥と稲むら積上げによる損失を減少させるため， 70万5200ベソ相当の数十

台の天火乾燥機を管理している。

12日 V陸軍の発表によると，陸軍は67年中に 9604.75ヘクタールのー十a地を耕作し，

約172.8ヘクタールにミラクル・ライスを植付け， 9軍ノξイロット農場の平均収量

はヘクタール当り 100カパンであった，また3万9958ヘクタールの遊体地可能性

調査を終了した。

T J. N. Moralas商業会議所副会頭はこのほど家内T.業助成のため Nacida

Bankの再建を主張したの

Vサイゴン駐在フィリピン大使館は米側に南ベトナムで立ち往生している約

2800人のフィリピン人の引揚を援助するよう申し入れた。同時に大統領は空海軍

に対し独自の引揚げ計画を完成するよう命じた。

V大統領は議会に対し下院法案16802号フィリピン民坐活動隊（フィルカグ）派

遣延長法案（3500万ペソ）をサーティファイした。

（注） 同法案の提出議員（下院）は次のとおり。 F.Cri目。logo下院国防委員長，

C. Navaro, S. Valdez, R. Ablan, Jr., F. San Juan, J. Morero, T. Dumon, 

F. Pajarillo.彼らは，われわれの国家戦略は戦q；を岸辺から遠ざけておくた
めにあらゆる手段を用いることを要求すると述べている。

T Manuel S. Enverga下院外交委員長（N）は，フィルカグはべトコン・ゲリ

ラにとってはうずくまっているかもであるとして，呼び戻すべきであると述べ，

かわりに医師，看護婦，コミュニティ・ワーカーからなる民間人の民生活動グル

ープを派遣することを示唆した。

V上院は継続審議となっていた9法案を可決した。重要なものは，上院法609

号土地改革法修正案一一ACAは土地改革地域宣言を行なう前に，同地域農民が

協同組合に加入していること， ACAがあらゆるローンを貸付けうることを証明

せねばならなャ。ACAに対する資金支出が5000万ベソに満ない場合，差額はACA

の約束手形に対する中銀の貸出により埋め合わされねばならないとするもの。

V仏の Societele Nickel社は，同社はミンダナオ島スリガオのニッケノレ鉱床

開発のため比政府と4750万ドノレの協定を結んだ、と発表。スポークスマンによると

同社は利益の40%を保有し，開発は10年間に2億ドノレ相当となるものと期待され
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フィリピン（2月〉

ており，比政府は鉱区使用料として利益の3.5%を受け取り，同社は比鉱業会社

3社と提携することになっている。

13日 V昨年モスクワ・北京を含む共産圏諸国を訪問したといわれ，その際共産諸旅

行禁止条件を犯したとして，外務省によりパスポートを取り消されたジャーナリ

ストの AntonioAraneta氏は第1審裁判所に，外務省はパスポート取消しの権

限をもっていないと提訴した。

T A. Melchor, Jr.大統領経済顧問副委員長はテレピ・フォラムで，軍の民間

活動動員を擁護して，現在のところ陸軍は主要道路と普通道路建設プロジェクト

の10%以下を実施しているだけで，主要道路プロジェクトの60%は民間請負業者

に道路局と陸軍技術戦闘部隊に各々20%割り当てられていると述べた。

T Moreno南ベトナム大使夫人らフィリピン人引揚者の45人〈ほとんど出稼労

務者の家族〉がサイゴン空港再開後第1回の民間機でマニラに帰国した。

T Madrigal Sipping社は MobilOil社と約6万重量トンのスーパータンカー

（容量41万パーレル）購入契約を結んだ。同船は3～4月に引き渡され，引き続き

モピル社の原油を扱う予定であり，またフィリピン国籍のタンカー第1号となる。

Vインドネシア訪問中の TradeMissions clud of the Philippinesの c.

Abella議長を団長とする貿易使節団はインドネシア商工会議所と会談，両国間

の経済関係の強化を強調した。

V移民局は， 1947年修学のため入国し，のち材木業者として巨富を得た中国人

を昨年をもって滞在許可が切れたとして逮捕した。

14日 V下院の予算，外交，国防委員会はフィルカグ法案に関する合同聴開会を開催

した。 F.Sychangco予算局長はフィルカグ派遣延長に十分な財源がある，各政

府機関の支出節減により生ずると予想される7000万ベソの差額（フィノレカグ予算

控除後の） 3000万ペソは4月15日までに支出できょう，これは議員の政治的関係

にかかわりなくすべての選挙区で“地域社会事業”用として利用できょうと証言

した。これに対して予算・国防両委員会は同局長の説明を了解，法案支持を表明

したが，一方ほとんどハト派からなる外交委員会は聴開会の続行を主張，結局休

会に際し，ハト派が聴開会の早期休会に反対した旨記録するよう要求したのみで

休会に入った。

（注〉 その他証人はラモス外相のみで，国防次官は出席せず。予算・国防両委

員会が議会に提出した報告は両委員会がフイルカグ法案の可決を全員一致で

勧告したと取れる内容のものであるという。また外交委員会はその後第2回
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フィリピン（2月〉

の聴開会を開催（タカ派はボイコット）， 23 F:l反対意見を盛り込んだ報告を提

出，一方でタカ派は23日に本会議審議を予定したが，ハト派の反対に会い，

結局両派は審議を26日に始めることで合意した。なお Euverga外突委員長

(N）はラモス外相に質問し，ベトナム戦争に対する米国の干渉は人民の支持

を得ることに失敗した政府を次々とベトナム人民に押しつけようとしたその

試みの結果であることを認めさせたという。

Vこのほど南ベトナムから帰国した F.Crisologo下院議員（N）は，テレビ会

談で，フィリピン兵士に積極攻撃の権限を与えるためフィルカグ法案の修正を提

案するつもりだと述べた。

V内国歳入局は，正確な課税財産および納税者リスト作成のため関係者に対し

動員可能な人員を確保するよう命じた。

15日 T P. Garcia保健相らは上院保健委員会で次のように述べた。サイゴンの比米

使館は全ベトナムがまもなくベストに官されようと報告している。腺ベストはマ

クタン，クラーク・フィーノレド，スピック，サングレイ・ポイント各米軍基地の

上陸地を通して当地に運び込まれている。ベトナムからの船舶や飛行機の着くセ

プのマクタンで、は資金不足のため米国人は十分な検疫を受けていない。またスピ

ック基地の米軍人と接するオロンガポ市の売春婦推定7000人のうち約3000人は記

録されておらず，性病特に“Vietnamrose”として知られる頑固なそれの抑制

を困難にしている。

v大統領は，軍の文官政府侵害を許したとの批判に答えて， 66・67年のインフ

ラストラクチャー計画の総支出は5億9480万ベソで，そのうち軍が参加したのは

3010万ペソ， 5.1%に過ぎないとのリポートを議会に提出した。また2ヵ年間の

計画実績を概観している（カッコ内は軍の行なった部分）。①道路；セメント舗装

505km (39）でアスフアルト舗装903km(12），パラスおよび、支線路3167km(61），永久

橋7685m，総費用1億6698万6472ペソ（1122万6000）。②潅瓶；新設ないし修復

された重力潅瓶4万9746ヘクターノレ（3プロジェクト〉，ポンプ潅瓶2万5345ヘク

ターノレで，新たに潅概された面積は2万5500ヘクターノレ，総支出4021万1764ペソ

(24万2000）。③港湾；外航用ノξース 9，内航用ノξース 46，埋立地2406m2，倉庫

2万2088m2，岩石隔壁・土手道4039m，沿岸防護プロジェクト36(1138m）。総支

出3454万9803ペソ。④凌諜； 2327万8980立方メートル（965万4221）。総支出1757

万4620ペソ（517万1308）。月間凌深量は66年央の31万7000m3から142万msに増

加，一立方メートノレ当りの費用も 5ペソから70センタボに減少した。⑤電力；送

電線691km，六つの電化プロジェクト，外資借款による水力発電プロジェクト一一
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アンガット及びマリア・クリスチナ・ダム総発電能力26万2000kw，パターン火力

発電プラント第1ユニット（能力7万5000kw，総支出1億3535万8054ベソ。⑥空

港；七つのコンクリート舗装プロジェクト 10万7721mヘ二つのアスフアルト舗

装プロジェクト14万3000mヘ 14の滑走路，誘道路，エプロンのマカダム舗装路

の地ならしと基盤整備21万7000m2。マクタン空港ターミナノレピノレを始とする空

港施設の近代化の完成。総費用1億3106万6916ベソ。⑦水道； 98の水道システム

完成，深掘井戸365のドリノレ，深掘井戸1422の修復， 35の泉の開発。総支出1億

20:70万2984ベソ。⑧出水制御； 23の主要出水制御・排水プロジェクト， 64の地方

プロジェクト（161万3800m3の河川沈泥の波諜を含む〉。総支出653万6470ペソ

(8万2206）。⑨校舎建設；マルコス型校舎5896棟 C2soo)C 1万7688教室〉，陸軍

型校舎2542棟（5084教室〉。総支出5987万8000ペソ（1333万5000）。

Vスリガオ鉱床評議会の専門委員会委員の C.Virace商工次官と F.Busuego 

鉱山局長はこのほど政府はどの入札者にも契約を与えていないと LeNickel社

がラテライト鉱床開発契約を結んだとのパリ報道を否定，なお検討中であると述

べた。

（注〉 現在契約をめぐって leNickel-Phinma-Elzaldeグループと Marinduque

Sheritt-Gordonグループが競っている。委員会は専門家に入札を検討させ

た結果を入手したもようで，また政府はPES専門家と米鉱山局専門家にも検

討させたが，国家経済審議会筋は，後者はフランス方式を高く評価していな

いと示唆したという。なお Sheritt-Gordon,InternationalNickel (INCO）お

よび FalconBridgeのカナダ3社と LeNickel社はニッケルの世界供給の

約90%を生産しているという。

Vフィリピン商業会議所（CCP）はこのほど回状を発し， 最近訪比したユーゴ

貿易使節団の，ユ｝ゴその他の東欧諸国との貿易に関心をもっ‘企業グルーフ。を結

成するとの提案に注意を促し，共産国の相手側との交渉にあたる全国的民間機関

として商業会議所その他会議所からなる連合会議所組織を結成することを示唆し

Tこ。

（注） 会議所間組織の結成は昨年東欧を訪問した工業会議所（PCI）使節団の勧

告の中で初めて提案されている。当時使節団の財政担当者であった Victor

Limは現在 CCPの共産貿易小委員会の共同委員長である。

Vマルコス大統領はヌエパ・エシハ州、｜からやってきた J.U. Montemayor自

由農民連合会長を団長とする，約2000'人の小作農民に対し，ローンおよびその他

政府援助が彼らに与えられる条件ができ次第同州は土地改革地域と宣言されよう

円。
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と保証した。

16日 ' （グアム島発）グアム島のフィリピン人労務者の生活状態を視察した J.s. 

Estrada総領事は，グアム島の4540人のフィリピン人建設労務者の多くは標準以

下の条件で生活している，もし貧弱な生活条件が改善されなければ，政府に問題

の契約業者の比国内での労務者募集を禁止するよう報告すると述べた。

17日大統領はラモス外相に公式報告の提出と Ople労働に改善措置の勧告を命

じた。

v大統領は行政命令を出し，警察軍首都司令部の管轄地域を拡大するとともに

陸海空軍の一部を犯罪阻止キャンペーンに投入した。また同司令部を首都圏司令

部（MAC）と改称した。

V在南ベトナムのフィノレカグはベトコンの臼砲射撃を11回受けたが，負傷者は

なかった。またベトナム難民救援物資第l回分がカムラン湾に到着した。

v大統領はこのほど国連計画・シンポジウムに参加する JoseSingson大統領

経済顧問ら 4人の東欧共産諸国訪問を許可した。

17日 V国立銀行（PNB）の M.Consing副総裁（国家投資開発公社 NIDC担当〉

は，インドネシアからコプラ7600トンの輸入を予定している，これは圏内の原料

供給不足と三つのココナツ製油工場の操業を停止させないためで，米1500トンと

パータ｝取引（180万ドノレ相当）で行なわれると述べた。

大統領はこのほど土地改革資金創出のため留保されていた政府所有地2区画の

売却を承認した。

V北ベトナムから釈放されたブラック空軍大佐ら 3人の米軍飛行士はクラーク

米空軍基地に立ち寄り， 2時間半後米国に向った。

T A. Padilla上院リベラノレ党院内総務は政府の増税法案を非難して次のように

述べた。①これがもし承認されれば1人当り年課税額は現在の54.74ベソかぱ

90.24ベソになりインフレを引き起こそう。②マルコス政権の2年財政赤字は3

億2990万ペソと記録的な額に達した（1966年1億8110方， 67年1億4880万〉。こ

れに対し65年は1億2830万ベソの赤字， 64年は億1990万ペソの黒字であった。③

記録によれば， 67年9月から11月に明らかに政治目的のために3億0800万ペソの

赤字が生じた。④赤字は主に中銀からの貸入によりカパーされた。⑤通貨供給拡

大の結果物価指数は8月には15.8ポイント， 11月には24.8ポイント上昇した（マ

ニラ〉。⑥57年基準のペソの価値は65年の72センタボに対し， 67年8月には66セ

ンタボにすぎなかった。⑦民間商業銀行は66年に比し67年は成長鈍化をこうむっ

-( 30）ー -162ー



フィリピン（2月〉

た。⑧公債はマルコス政権の間7億1000万ペソ増加し， 67年8月には総額43億ベ

ソとなった。 66年1月公債の総額は36億ペソに過ぎなかった。

18日 , C. Virata投資委員会委員長（大統領経済顧問〉は大統領に対し， 3月16日

前に投資優先順位計画に関する勧告を用意すると報告した。その他委員会メンパ

ーは EdgardoTordesillas, Cesar Lanuza, Antonio Ayala。

V在比英国大使館商業問題担当参事官は， TennantGuaranty社（ロンドン〉

を始めとする英銀行コンソーシアムは， 67年3月マニラでフィリピン国立銀行と

の聞で調印された保証協定にもとづき，比輸入業者－に英国製資本財などの購入の

ため1000万ポンド（2500万米わけのクレジット・ラインを供与する計画を作成

したと述ペた。

19日 V在南ベトナム，タイニン省のフィルカグの基地と隣接の米軍キャンプは約40

発のロケットと臼砲の攻撃を受けた。フィルカグ隊員には死傷者はなかったが，

米兵3人が負傷，米軍ヘリコプター3機が損傷した。

V上院は第2読会で大統領の任命および解任権の濫用を制限する法案（上院357

号）を可決した。本法は今会期上院が可決した最初の法案で， Tolentinoナショ

ナリスタ党院内総務の提案になるものである。

v大統領府は政府公共事業およびその他のインフラストラクチャー事業実施の

調整にあたる実行委員会を任命したと発表した。

, CCP理事会は共産諸国との貿易を妨げる規定を含む共和国法4109号修正案

(Enverga下院議員 N，提出〉を支持することを決定した。 Enverga議員は修正

の理由として次の点を指摘している。①現在われわれは間接的だが共産固と貿易

している。欧州諸国へのコプラ，ココナツ油輸出は5885万6065ドルで， うち 3%

強が共，産国に行っている。②貿易と政治を分離すべきである。

Vロベス副大統領兼農相は， 68年の米の消費需要は最大56キロ入り袋で5510万

袋と予測されているが，今作物年度の生産は6360万袋と15%超過している，将来

より高い生産が見込まれており，政府はフィリピン米の輸出市場の打診を始めて

いると述べた。

20日 v大統領はこのほど議会に対し基礎産業法ないし投資奨励法の適用を受けない

輸出品の製造・加工・輸出企業に所得税控除等のインセンティブを与える輸出奨

励法案をサーティファイした。適用資格は①輸出受取が少なくとも 2万ベソ以上

であること，②輸出業者に生じた純貯蓄は生産性を増大させる資本設備に再投資

されること。
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' （南ベトナム発）ミト市駐在のフィルカグの1医療チームの掩蔽壕が，ベトコ

ン・ゲリラの臼砲直撃弾8発を受け完全に破壊されたが，同チームは DinhTuorg 

省病院にいたため負傷者はなかった。

, Teehankee法相は“SamahangBayanihan”と呼ばれる犯罪防止のための隣

組グルーフ市－占成の基本方針を示した。これは治安会議の後援のもとに組織され，

25家族をー単位とし，夕方より早朝までパトロールにあたり，事件発生次第地元

警察に連絡をとる。

V島l興開通商を行なっている AguinaldoDevelopment社に引き渡される250

丁のライブノレやピストノレを積んだ貨物船がロスアンゼノレス市を出港した。同社役

員はこれについて，同社の小型内航船は常時略奪者の脅威にさらされている，こ

れらの海賊は多年この地域で船舶を脅迫してきた反政府の“フク団”であり，島

内の河川に待伏せしているので，船員は武装せねばならないと述べている。

, D. Umali農林次官は waron hungerの第2回国際会議（ワシントン〉で，

フィリピンの来作物年度の米生産はミラクル・ライスの開発等により40万トンの

余剰が見込まれると述べた。

, Ople労相は国内3企業から出されていた外国人技術者の事前雇用契約申請

を，当該職種はフィリピン人により完全にこなしうるものであるとして，不許可

とした。

21日 ' （南ベトナム発）タイニンの Tobiasフィノレカグ司令官からの報告によるとベ

トコン・ゲリラ 2箇大隊がタイニンの東南約15マイルのフィルカグ・キャンプ近

くに集結している。

Vマニラ市議会は，同市において求職するすべての外国人に対し年50ベソの課

徴金を賦課するとの市条例案に関する公聴会を行なった。 C.Lucero議員（L-

多数党〉はその目的を，外国においてフィリピン労働者がうけている機会の不平

等を緩和させることにあると述べている。これに対し比中商業会議所連合の＇ A.

Sepidor代表は憲法適反だとして強く非難した。

vラモス外相は， Enverga下院外交委員長（N）が20日フィリピンに米軍基地

が存在することは国の安全保障に対する脅威であるとして，東南アジアの平和と

安定を保証するために，盟約固として共産中国を含めた東南アジアの中立化を提

案したことに対し反論した。

V上院は任命委員会委員にナショナリスタ党8' リベラノレ党3，ナショナリス

タ・シチズン1の各議員を任命した。
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Vフィリピン航空（PAL）は DC-8, 2機を発注したと発表。価格は 1億0400

万ペソ， 1970年3月引渡予定。

22日 V国連を仲介させベトナム戦争の終結をはかろうとする世界的な動きの中で，

下院は Enverga外交委員長の起草になる上記和平方式を含む共同決議を承認し

た。決議はラウレノレ下院議長が中心となり推進された。しかし下院ではこの決議

は全く無害であることを誰もが認めているが，一般的にこれをフィノレカグ法案に

対する反対を弱める企図であると見る点で一致している。ただ1人決議に反対し

た V.A. Sagun議員（L）は，フィリピンはベトナムの内政に干渉レベトナムに

おいて侵略行為に参画しており有罪であるから，現在かかる要求を国連に行なう

ことは偽善的であると述べた。また下院ハト派は，国連が交渉の仲介に当る問，

北爆の停止を求める文章を挿入しようとはかったが，無視されたo

' （サイゴン発UPI)米当局者の報告によると，サイゴンから東16マイルのDong

Nai川で軍需品を積んだ8隻のはしげを曳航していた LuzonStevedoring社の

2隻のタグ・ボート（乗組員15）がべトコンの砲撃を受け，フィリピン人乗組員

3人が死亡，数人が負傷し，はしけ 6隻が沈没した。

f Mata国防相は軍国主義化問題を調査している上院国防委員会で， 67年には

20才の約10万8000人のうちわずか1万人， 5%が軍事教練を受けたにすぎないが，

66年に訓練を受けた2000人よりずっと多いと述べた。

V大統領は，政府の許可を受けず共産国に施行したフィリヒ。ン市民のパスポー

トの取消処分をすべて再検討するよう指示した。この指示はナショナリズム前進

運動（MAN）との昼食会の席上行なわれた。

Vマニラ市議会は雇用主に対しフィリピン人を差別することを禁止し，適反者

を処罰するとの条例案を可決した。

23日 V タイニンの東南50キロの CuChiの米第25歩兵師団基地がベトコンの砲撃

を受けた際，補給物資調達のためサイゴンに向う途中にあった輸送隊〈トラック

10台）の兵5名と士官1名が負傷した。

' （ワシントン発）米当局者および世銀当局者との会談を終えた Umali農務次

官は会談の成果について次のように述べた。① AIDから 100万ヘクタールの土

地を立類，野菜，果物の生産用地にするに十分な濯概用ポンプに対する確定的な

援助を得た。これはこれら品目を輸入せずに輸出を可能とするであろう。②AID

から国際ココナツ研究所設立のための10万ドル予備計画に対する合意を得た。こ

れによりフィリピンはミラクノレ・ココナツを開発することになろう。③ネズミ駆
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除研究用に24万ドノレの贈与を得た。④米比合同内陸漁業研究に対する正式許可を

得た。ミンダナオとイロイロにセンターを設置する。

Vマルコス大統領はマニラ海外記者クラブで恒例の外交方針演説を行ない，そ

の中で次のように述べた。一一共産中国の力の増大は東南アジア地域の安定に対

する最大の脅威である。英国の撤退は東南アジアにおける securitygapを危機

状態にまで拡大しよう。中国本土周辺の小国は，同地域内の諸国が自らの合同の

効果的な防衛を取決めることができるまで，米国の存在がどのようなひとりよが

りの侵略者に対しても保障となることを望みうるにすぎない。しかし米国との防

衛同盟では十分ではない。自国の力と安定の究極的基礎としての経済開発は最大

の注意と努力を要求するが，その際地域協力の拡大と平和愛好諸国との友好関係

を維持するととが外交の基本方針となる。共産主義の侵略，浸透，破壊に対する

抵抗も重要な基本方針である。反共方針を緩和せよとの要求があるが，これは最

近ソ連が支持している欧州の緊張緩和，共存政策，和解の点からすれば理解しう

るが，無差別の共産国旅行がわが国益に沿うか否か慎重に問われねばならない。

24日 V上院は R.Ganzon議員提出の外国人の帰化制限を強化する法案と T.Ziga 

議員提出のフィリピン市民権を失った生来のフィリピン人の市民権再取得を緩和

すろ決宰の塞議事バ住めている。

T Laurel下院議長はフィリピン陸軍士官学校の同窓会で，国防予算が68年度

の4億0200方ペソに対し， 69年度は5億0200万ベソと増額提案がなされたことに

言及して，軍隊の規模は自国経済の維持できるものでなければならない，警察軍

と国防軍の二つの別個の司令部をもっという現行の組織編制は全く高くついてい

ると，司令部の統合を主張した。

Vカララン中銀総裁は公認会計士協会の会合で演説，中銀が信用を厳しく引締

めたためビジネスは不活発となったとの非難は正しくない，信用は昨年22～23%

拡大し，通貨供給は約12%増大したと述べ，経済成長を達成するため，通貨と信

用の使用を抑制し，消費習慣を抑制し，所得と支出，輸出と輸入のパランスをと

るべきであるとアピーノレした。

V訪比中のイスラエノレの Y.Shaari開発次官は，同国は食糧生産プロジェク

ト，肥料製造，濯瓶プロジェクトに技術・設備援助を与える用意がある，また肥

料プラント設立のため合弁事業の設立を希望していると述べた。

Vマカティ商品センターで行なわれていたオーストラリア工業貿易展（6社〉

が終了，成約高は約5万オーストラリア・ドル（約26万わけで，さらに25万豪
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ドルが交渉中であるという。

T PCAのセブ市地域担当官によると，米とうもろこしのかなりの増産が予想、

されるので， PCAはセブ，ヴィサヤおよびミンダナオ地方にある輸入米約6000

トンのインド，インドネシア輸出を準備している。米価は現在ガンタ当り1.65～

1.85ペソといわれる。

25日 V外務省筋が述べたところによると，約200人の軍関係者が比米間協定により

認められていない P.X.利用特権を与えられており，このため基地周辺の密輸が

増加し，米軍基地から公開市場に流れる無税物品量は推定年25万ドノレに達してい

るという。

Vフィノレカグ法案の下院本会議審議が始まり，この日夕カ派議員が意見表明を

行なった。 2時間前ベトナムから帰国したばかりの FloroV. Crisologo議員（N)

はブイルカグのオリーブ色の制服姿で現われ，ベトコンから捕獲した中国，ソ連

という武器と赤旗を示しながら，ベトナム戦争は内乱ではなく国際共産主義と民

主主義との戦いである，早い軍事的勝利が唯一の解決策である，同盟軍は陸海空

から北ベトナムへの侵攻を開始すべきであり，またフィノレカグを戦闘部隊に変更

すべきであると述べた。

（注） いわゆる下院ハト派は約20人で，その中心は R.Mitra議員らリベラル

党の “Young Turks，，である。

25日 Vフィリピンは米 PL480号にもとづき1967年に発効したドノレ借款協定により

米国より綿3400梱・ 469万5100ドル，未加工タパコ2000トン・ 352万7500ドルを購

入する予定。

V外務省は，オランダの volunteerprogramにもとづき同国の volunteer

workerを受け入れることに合意したと発表。

vフィリピン開発銀行は6月からマニラ市郊外 FortBonitacio 120ヘクタール

に総工費1億6千万ペソでマニラ食料卸売市場の建設を開始する。工事はターンキ

ー契約で行なわれるが，現在までに日本の3社が見積を提出，仏が照会中であるo

vフィリピン工業会議所（PCI）は FedericoD. Borromeo新会頭ら役員の就

任式を行なった。

vラキーサ公共事業相は計画より遅れている道路建設を促進するため重点をコ

ンクリート舗装からアスフアルト舗装に移すことを決定した。

（注〉 アキノ道路局長の報告によると，今までのところコンクリート舗装は計

画目標の 650キロに対し完工したもの 515キロである。
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Vカピテ州 Silangで州知事・市長連合の年次大会がマルコス大統領ら政府首

脳が出席，会場への道路・会場などの厳重な警戒の中で、行なわれた。 D.Montano 

カピテ州知事・同連合議長（L)は，地方警察を国家警察委員会の監督・指揮下に

置くため1966年警察法修正案が出されているが，これは地方分権化法の精神を傷

う，またこの警察集権化は警察を地方政治と分離するが同時に国家レベルの政治

が悪化しないとの保証はないと反対の態度を声明した。

27日 V全国6地域一イロコス，カガヤン渓谷，中部ノレソン，ビュール，東ヴィサヤ，

西ヴィサヤで年央に米の余剰が予想され，すでに激しい倉庫不足問題が悪化する

ものと予想され，倉庫と乾燥機の不足はすでに数地域で米価を押し下げ農民に損

害を与えているといわれる。また生産された米の品位が輸出用に達しないこと，

取扱上のミスによる損失も数百万ぺソに達するのではないかと懸念されていると

いう。力γ リネメ・スノレの場合，年央の収穫推定量は高収量種植付地域の 135万

カパンと普通種地域の575万カパン，計710万カバンで，うち州内消費量は糧米で

186万8724カバン，籾米で366万4007カパンなので，残り45%,315万カバンが，

他のピコーノレ5州に移される間約2～3ヵ月，貯蔵する必要があるが，同州lの倉

庫は115棟で127万1000カバンの収容能力を有するにすぎない。

V外務省は， 67年12月の香港から北ボルネオに荷揚げされたタバコの量は前月

の推定25万9647マレーシア・ドノレの約50%に減少した，報告によれば，比・マ密

輸阻止協力協定が発効した12月1日以来北ボルネオ・フィリピン間の密輸は効果

的に減少したと述べた。

V大統領は大統領令を出し，中央と地方の開発計画を調整統合も地方住民の開

発計画参加と促進のため各州に開発委員会の設置を命じた。

vラウレノレ下院議長は知事，市長連合年次大会で，大蔵省は地方分権化法にも

とづき地方政府に1億3500万ペソを引き渡すべきである，知事，市長は分権法の

挑戦に応じ，地方政府においてより大きな責任とリーダーシップを行使すべきで

あると述べた。

' （南ベトナム発）Tobiasフィルカグ司令官はベトコン襲撃の危険が高まって

いるため隊員に対し建設工事を中止するよう命じた。

28日 V下院はフィノレカグ法案を原案のまま可決した。この日：賛成派議員の意見表明

終了後まず A.V. Cucnco議員（L）が反対意見を表明，米国の無差別爆撃の惨

状を写したフィノレムの映写を要求したが， Pendatun(L ), Ligot (L ), L. Marcias 

(N), J. Zafra (N), Natividad (N）らの反対に会い否決された。これを不満とし
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た Cuenca議員ら10議員は抗議の意味もって議場を退場（同時に傍聴席の多数も

退場L賛成派はー担審議打切動議を採択したものの強引に法案を通過させたと
の印象を与えることを避けるため“新発見の”ハト派議員 M.Palacol (L）に残

りの反対意見表明時間4時間を認めることを決定，審議を再会，終了後投票を行

なったが，結果は賛成59，反対3であった。現議員数は 102であるので，先の退

場組の他に30人が欠席したことになり，この中には途中退場した者も多い。なお

昨年の賛成票は81であった。

（注） 退場した10議員は Cuerco議員ほか， R Mitra, J. Nepomuceno, V. 

Sagun, E. Caliwara, J. Cojuangco, J. Yap, E. Ilarde, L. Joson, R. Felipe 

ら“YoungTurksぺ また反対票を投じた議員は Concordia,Singsonのや
はり YoungTurksとPalacol議員である。一方 Crisorogo議員が提唱し

ていた戦闘部隊派遣の動きは，かかる変更は宣戦布告と誤解されかねないと

の与党首脳の指摘のため，立ち消えとなった。

Vインド鉄鋼使節団来比。

T G. Beduyaフィリピン開発銀行理事は，このほどセブ市で，同行の再融資受

をけている“不振”織物企業の一つである RiversideMill社が最近マレーシア

の同種事業に投資したとの報告， BenguetConsolidated社によるノξハマ諸島の資

産購入（8000万わゆなどの例を挙げ，資本流出抑制のため政府は投資法ないし

金融機関規則を修正し，政府および政府関係機関の援助を受けている企業の資本

逃避を阻止することが必要であると述べた。

V比国最大のココナツ乾燥会社である FranklinBaker Co. of Philippines （米

General Foodsの子会社〉の発表によると，同社のプラントはラグナ，パタンガ

ス，ケソン諸州における台風によるココナツ不足が響影を出しはじめた12月以来

その通常産出の60%の操業を余儀なくされ，競争が激しいためザンパラスなどの

遠隔地域から原料を購入せねばならない状態であり，最低2年間生産の沈滞に悩

むことになろうという。

' （南ベトナム発） Tobiasフィノレカグ司令官の報告によると， ThanhDien開

拓地の ChaLa部落で作業中のー隊はベトコン部隊の接近を察知，攻撃を受ける

のを待たず，臼砲を発射した。フィルカグ側から先に攻撃したのはこれが初めて

である。一方付近の同盟軍部隊は戦車3台に護られたベトコン2中隊と接触した

という。

T Jose Diokno上院経済委員長（N）は次のように述べた。フィリピンにおけ
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る石油探査は自身の利益のため商業規模の石油が，発見されないことを望んでい

る大石油会社の手で損害をこうむっている。インド政府はある外国会社に石油探

査を認めたが，発見に失敗したため，ソ連に依頼したところ石油が発見された。

同じような例はクヱートにもある。また日本はソ連から国際石油会社の中東石油

より安い石油を大量に購入している。私が提案した法案はフィリピン人資本家と

仏の ENI，伊の Petro五na，あるいは出光興産，丸善石油等の非国際会社が現行

法では認められていない方法により国内石油探査に投資できるようにするもので

ある。事業上ダミーの販売会社をもたない石油会社はない。

V中銀通貨委員会は国際的な金利引き上げと国際収支の逆調を考慮し，中銀の

対商業銀行基礎再割引率を 6%から 7.5%に引き上げ，その他の利子率も各1%

引き上げ，その他の利子率も各引き上げた（回状256号）。①米・とうもろこし生

産・輸入・配給に対する貸付利率を年4%とする，②回状223号にリストされた

優先順位1位に属する輸出活動に関係する適格信用証券に対する貸出利率を年5

%とする，③回状223号に適合する経済活動に関係するその他一切の信用証券お

よび一切の適格証券に対する貸付利率を年7.5%とする。

' 2月10日ケソン市 Dingalanの Umiray村で国防省の刑事チームに逮捕さ

れたフク団指導者 LucianoCapindian 別名“Lawin司令官”（42）は Yan警察

軍長官に対し次のように述べた。フク団の No.2 Faustino del Muno別名

“Sumulong司令官”は彼のところに連絡員を送り10州〈ほとんど中部ルソン〉

で集めた金の25%を集めていた。彼の隊が活動していたこの10州のほとんどの町

長や村の指導者はフク団運動の重要な大口寄付者であった。またフク団はカガヤ

ン，イサベラ，ケソン諸州の無警備の海岸から密入国した不法入に中国人とタイ

アップ。している。自分はイサベラ，カガヤンで、起った6回の政府軍との交戦に参

力日しfこ。

（注） Lawinには l万ベソの償金がかけられていたが，その逮捕は28日まで秘

密にされていたo

v大統領は Villegasマニラ市長に対し首都圏固有地内の無断借地人の立ち退

きと移転に協力するよう要請した。報告によると，マニラ首都圏内の無断借地人

は20万に達している。

29日 V移民局と国府大使館は次のような過超滞在中国人に関する発表を行なった。

両者は「自由意思でこの1月に香港に出発したが， （中国本土入国に失敗） 3日

後マニラに帰還した8人の中国人を台北が受け入れる用意のあることを共同で発
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表する。かかる発表が友好的協力にもとづき行なわれたことは近年初めてのこと

である。 8人は1968年3月1日台北に向う」なおこの8名は「好ましからざる中

国人Jである。

f A. Lichauco MAN経済委員長は，議会に対し，外国会社の金融活動の公的

調査を実施し，米国会社が本社および米政府から受けているといわれる“米国の

国際収支ポジション改善のため比国内での借入を増加”せよとの指示に対し対摘

措置一一外為取引の選択的禁止，資本輸出に対するモラトリアム，国内信用利用

のフィリピン化一ーを取るよう主張した。

V上院外交委員会の GerryRoxas議員（L）は， Pasay市ライオンズ・クラブ

で，フィリピン，マレーシア，インドネシア，タイの工業化や地域貿易促進の効

果的手段として東南アジア共同市場（Seacom）の結成を提唱した。

v大統領は日比友好道路の一部 Ilagan-Tumauini間105キロ建設契約を承認し
fこ。

V下院は Enverga外交委員長提出の下院法16552号一一商工省標準部を局と

する法律から比国が貿易協定を結んでいない国の原産品の陸揚げないし放出を禁

ずる条項を削除することを求める法案一ーの審議を無期延期とした。

Vパートランドラッセ・ル平和財団フィリピン会議は第1回全国平和会議を開

催， S.J. Liwag上院議員（L),Hilarin Lim氏らが講演，比国のベトナム参戦

反対決議を採択した。
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マノレコス大統領は去る 1月年頭教書において政権担当2ヵ年の回顧を行な

うとともに，今年の政策基本方針を明らかにした。その中で今後の経済政策

の方向を決定するものとして経済開発のための増税法案が提案され，政府は

増税法案通過を目ざして精力的なキャンペーンを展開している。「Rand R_J 

のスローガンの下に推進された道路その他の公共事業と米の増産は，後者は

別にして全体として目標に達しなかったものの，歴代の各政権をしのぐ目覚

ましい成果をあげ，経済も上向きの傾向を示し始めている。マルコス大統領

はこれらの実績を背景に昨年11月の中間選挙で野党リベラノレ党に大勝し，来

年に迫った大統領選挙に向けて再選の自信を強めたようである。しかし引き

続き強力な再選材料となる公共事業・士地改草などの施策を進める上に，い

かにしても資金不足が最大の障害となり，これが打解のために九つの特別基

金創設を含む増税法案が提案されるに至ったわけである。国内借入による民

間信用の圧迫および財政赤字とインフレの悪循環を避けながら経済開発を推

進できるか否かは主として増税法案の可否にかかっている。しかし今議会に

おける議会運営は開会以来委員長のポスト配分問題を始め，もう一つの重要

案件であるフィリピン民生活動隊（フィノレカグ）南ベトナム派遣延長法案で

紛糾し，上下両院で実質上の多数を制したとはいえ必ずしも順調ではない口

また大部分の与党議員は全体としての増税法案に賛意を表明しでも，個々の

利害の関係する法案については大幅な修正や否決にもち込もうとする動きも

見られる。そして今月中旬これに追打ちをかけるように，コレヒドー／レ島の

ゲリラ戦秘密訓練基地事件と武装回教徒がサパに侵入を図り＋パ当局に逮捕

されるという事件が起った。コレヒドーノレ島で訓練を受けていた兵士がサバ

に近接するスルー諸島出身の回教徒であったため，対マレーシア関係を悪化

させ，再び対決姿勢に逆転するのではないかと懸念された。だが両国ともサ

パ問題に対し強硬な態度を示しながらも，地域経済協力の側面を考慮して，
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サパ問題で、直接対決することを避け，従来通り長期にわたって解決をはかる

との方針を維持するもようである。むしろコレヒドール事件は国内問題とし

て大きく取りあげられ，野党をはじめ反マルコス派の与党議員に政府攻撃の

好材料を与えることになり，圏内政治を激しくゆり動かしている。このため

議会における政府提出法案の審議が更に遅れ，大統領は苦境に立たされるこ

とになりそうであるO

28日マルコス大統領は「東欧諸国と貿易を行なう用意ありJと声明した。

これは就任以来の個人ベースでの共産圏旅行制限緩和，昨年2月のパンコク

における比ソ貿易会談から今年1月のユーゴスラピア貿易使節団の訪比承認

に至る一連の対共産圏政策の変化から予想はされていたものの，独立以来伝

統的な対共産圏強硬政策を固持してきたフィリピンの外交政策に一つのヱポ

ックを画するものといえる。この決定の根抵には，比圏内でも平和共存政策

をとるソ連を西側の友好国と見る現実的評価がある。しかし東欧諸国は輸出

入リンク制をとっていること，市場の規模などを考えると，貿易開設自体か

ら期待できる利益は当初は輸出市場の多様化という点に限られたものとなろ

う。したがって今回の決定の主要な狙はラウレノレ・ラングレー協定の本格的

改訂交渉をひかえ，米側を牽制し，交渉における立場を強化することにある

と見られる。また貿易相手国が単に東欧諸国とされ，ソ連が含まれていない

ことは，決定にあたってなお対米関係に対する考慮が働いていたともいえる。

このことは発表の時点が月初めのノボトニー・チェコ大統領辞任により東欧

圏のソ連離脱＝西側接近が決定的と見られるに至った直後であることからも

うかがわれる。米国の対比政策のいかんによっては東欧より有利な相手国で

あるソ連との貿易開設の決定がなされることも遠くないと思われる。

1 日 v金融緩和一一通貨委員会は昨年6月の回状240号（商銀の外為資産に対し100

%の準備を求めた〉を廃止する旨の回状を出した。これにより約3億3千万ペソ

の資金余裕が生ずると予想されている。
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V金融国民化法案一－J.Diokno上院議員らは，非フィリピン人による民間信

用の利用を民間金融機関の貸出額の10%に制限する法案を提出した。その他共同

提案者は E.Kalaw, J. Salonga, R. Ganzon各上院議員。 6t::f F. D. Borromeo 

工業会議所会頭は同法案を全面的に支持する旨表明した。

T PAL比人の全有に一一Rubicon社はパン・アメリカン航空が保有していたフ

ィリピン航空（PAL）の株式20%を買収した。これにより PALは完全にフィリ

ピン化された。

v上下両院合同議会は昨年11月選挙と同時に実施された憲法修正2提案の国民

投票結果を承認した。①下院議席を120から160に増加する件一一反対329万9485,

賛成73万7997，②憲法大会に議会議員が議席を放棄せず立候補し，代表となるこ

とを認める件一一反対328万7819，賛成65万21270

V移民局は好ましからざる中国人8人を台北に国外追放した。

2 日 V中銀，食糧生産融資拡大を要請一一カララン中銀総裁は開発銀行協会の大会

で，食糧生産に対する融資を拡大するよう要請するとともに中銀の融資援助を約

束し，毎年食糧輸入により 1億5千万から2億ドルの外貨が流出している，米の

自給によりこの対が節約される，次の課題は魚・肉など他の食横の自給であると

述べた。

, 68年日本工業展（ジェトロ主催，ケソン市ロヨラ〉。

vア連合，イスラエルとの取引に警告一一在比アラブ連合大使館は商工業者に

対し，イスラヱルは同国が不法占拠したシナイ地域から採掘した肥料・鉱物に関

し交渉する権利をもっていないと警告した。このほど来比したイスラエルの開発

次官が合弁肥料企業の設立とこれに対する燐酸および苛性カリの輸出を申し出て

いたo

T PL 480タバコ輸入協定延長一一Mapa大統領経済顧問委員長は，米国は PL

480号によるタパコ輸入商品協定の延長に同意したと述べた。米国はイヱロー・

コーンの通常商業ベースでの輸入が規定による最低量1万トンに達しなかったた

め協定の延長を拒否していた。

3 日 v徴税強化を指令一一マルコス大統領は内国歳入局に対し税，特に不動産税・

所得税などの徴収を強化するよう命じた。

V海外基地労務者募集禁止一部解除一一Ople労相は， グアムの一部請負業者

はフィリピン人労務者の労働生活状態の改善を始めていると述べた。 5日間労相

は改善を実施した業者に対し労務者募集禁止を解除したと述べた。
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4 日 Vタイ副首相来比一一グイのプラパート副首相はマ二ラをrVHl1iJ，記者会見で，①

「／ト国は大国と戦うために団結せねばなりないJと述べ， i¥SEANが結果的に軍

事同盟化することを支持する旨示　，②タイ の南ベトナム派遣軍を④倍に増強す

る，（奇タイ・ラオス国境の情勢は非常に重大であると述べた。また，同副首相は

8日帰閏するまでに政府首脳と会談，ラモス外相とともに地域軍事組織としての

SEATOに失望を表明し，これを新同盟と置き換えることを支持する旨を示唆し

7こ。

Vマタl司防相は上院財政委員会で，フィルカゲは資金不足のため20日以内にベ

トナムから引き上げられることになるかもしれない’と述べた。これに対しパルベ

ロ議員は，フィルカグの引上げは現在軍事的にほとんど不可能であると述べたo

v大統領は砂糖割当局に対し，製糖::T.場および砂糖ディストリクトの新設が必

要か再か砂糖の供給状況を調者する上ろ指示したの推定では今年以降20万トンが

不足の見込みという。現在ネグロス・オクシヂンタ／レ州に 3製糖工場の建設計両

がi隼めら,i-1ている。

, Jesus M. Reyes下院議員（L）は外同会社の融資市部Jを調査するよう要求，外

国会社の内資利用はフィリピン人の融資獲得を岡難にするとのナショナリズム前

進運動（MAN）の見解を支持すると述べた。 MANの経済委員長によれば外同会

社は年10億ペソ以上の融資を受けているというの

v大統領は水産委員会と家畜局に対し米・とうもろこし以外の食糧生産の強化・

休系化計阿を提出するよう命じたO

, Robert W. Barnett米国務省東アジア・太平洋担汗次官補は比米会議で次の

ように述べた。一一在比米軍基地のドル支fl¥は東南アジアに停戦がもたらされる

時に急激に減少すると予想される。また日本の賠償支払も終りに近づいている。

ニれら両者はフィリピンにとり外貨の主要源泉であったのこれらのプログラムの

終了により生ずるギャッフ。は外国投資を増すことにより満たすことができるの

v米の対比経済援助審議一一JohnC. Bullitt AID次官（東アジア担当）は，

海外援助法案を審議している米下院外交委員会の聴閉会で次のように証言した。

対比経済援助指定額1200万ドルは主に農村開発の促進に使用される。マルコス政

権下に注目すべき進歩があった。しかし人口増加率は：u%という高率であり，

社会進歩と経済進歩が不満足であったことは中部ルソンにおける引き続く異端者

の活動に示されているO

5 日 Vスムロン司令官暗殺？一一フク同の No.2 Faustino del Mundo別名“Sumu
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long，，司令官（55才）が腹心の部下に暗殺された（後の報道によると 2月27日〕

との次の3様の報道が流布している。しかし国防省。軍当局者は暗殺を否定も確

認もしていない。（！）スムロンは修道院で遅い夕食を取ってし、たときに殺された。

その部下は彼に矢を2本射込んだ。現場はパンパンガの某所という外述べていな

い。⑨スムロンは刺殺されたが， 彼の死体は発見されなかった。③4日Camp

Crameに入った報告。スムロンはパンパンガ州アラヤットの某所の隠れ家で夕

食をとっていたとき，矢を 2本射込まれた。暗殺後，暗殺者は自分の殺した男が

スムロンか否か確認せず逃走した。

Vイスラエル，ア連合に反論一一在比イスラヱル代理大使は商・ :::r.両会議所宛

書簡で，先月訪比した同国開発次官が輸出を申し入れた肥料はすべて独立以来の

イスラエノレ領内から採堀されたものである，ア連合大使館の警告はイ・比両悶の

経済協力を損う意図に出たものであると述べた。

v米国務次官比情勢について一一WilliamP. Bundy米国務次官は米下院外交

委員会で次のように証言した。一一中部ルソンにおける共産フクの反乱は現在く

い止められているように思われる。これは最近フィリピン政府がとった軍事的イ

ニシアチブと同地域への民生活動作戦の全般的集中に上るものである。しかしフ

ィリピンは引き続き法と秩序の悪化という主要な問題に直面しているの昨年中の

対比関係はやや緩和され，基地の使用に対する協力は良好であった。軍事基地協

定の一部改訂交渉は続いており，現在労働問題を論議している。われわれはその

他の問題に関する交渉が引き続き行なわれることを期待するの軍事援助額は前年

よりわずかに少ないが，われわれが優先度をフィリピン軍の効果的な国内防衛能

力の建設に置いていることを反映している。

6日 T AID援助一一ロベス農相は AIDからジープ20台（5万7千ドル）を受け取っ

たのこのジープは米とうもろこし生産調整会議が使用する。

V南部フィリピン開発一一一マノレコス大統領は Mindanao司Sulu・Palawan(MINS 

UPALA) associationの新役員就任式で，政府は台風ベルトより下にあって経済

開発の大きな潜在力をもっ同地域の開発にまもなく資金を注入しようと述べた。

v米比関係セミナー勧告一一4日からニューヨークで、開かれていた比米会議の

セミナーが終了，次の事項を勧告した。①国防上の米国依存に代わる方法を研究

する。東南アジアに平和が回復したなら米軍基地貸与期間協定の25年を検討す

る。 しかし SEATOはより広範な地域機構が設けられるまで維持・改善するの

②1974年までに相互貿易特恵をすべての発展途上国に対する中間的な非互恵一般
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特恵と置き換える。くJ）米凶は統済開発における地域主義および対比外国援助の効

果を改善するための相互努力を支持するω ④ブイリピンの対ベトナム関係ないし

共産主義凶およびその他諸国との関係は全てプイリピンに委ねる。（忌フィリピン

は同国における米国企業の将来における不確定性を除去するため平等待遇権問題

およびラウレノレ・ラングレー協定その他の協定にもとづく無差別問題の解決に努

める。⑨米国はフィリピンの家族計画を支持する。⑦教育交流を拡大する。。平和

部隊を強く支持する。文化交流を一層発展させる。マニラおよびワシントンの両

国大使の空席を早急に補充する。（8）両国の各々の目標と責任に対し相互に賛意と

理解を与える。

（注） このセミナーはコロンピア大学アメリカ会議，アジア協会および比米協

会の主催で行なわれ，両国の官・民・学界の代表約70人が参加した。

v大統領65のエステートの買収指令一一マルコス大統領は，①エステレラ農地

庁長－官に対し次の植付期前にパンパンガ州第2地区内の65のエステート（3640億

0900万ベソ〉の買収準備を指令， （これと関連する事業にパンパンガ上流プロジ

ェクト調整委員会が行なっている農業開発計画一一濯慨を中心とする多目的事業

がある）， (2)ミンダナオ開発庁（MDA）に関する Stanford Research Institute 

Councilの調杏報告を検討し優先リストを提出するよう指令，（奇パンパンガチト！と

ヌエパ・ピスカヤ州にまたがる公有地fi300ヘクタールを処分可能地であると発表

したの

Vインドネシアのコプラと米をバーター一一一Villatu ya開発銀行（PNB）副総裁

はダパオ市で，国家投資開発公社が管理している Batjakココナツ工場の原料コ

フ。ラ必要量（120トン）を確保するためインドネシアのコプラと米をパーター取引

することになろうと述べた。

7 日 V貿易政策一一パラトパト商工相は工業会議所の輸出促進セミナーで政府の貿

易政策を次のように明らかにした。①輸出製品の改良と多様化，＠原料輸出品を

最終ないし中間財の生産に向ける，③対米貿易の改善および外国市場の多様化，

④輸入原材料にかわる国内資源開発のため製造業を統合する，⑤囲内原材料を活

用し，圏内および外国市場に供給する工業の促進，⑥国内原料を使用しその製品

が輸入品との競争力を備えた輸入代替産業の拡大，⑦農業部門の原料需要を供給

し，農業製品の国内市場を拡大する工業の助成，⑧輸出貿易促進を強化する方法

を準備する。

V政府軍フク 4人を逮捕一一政府軍部隊はフク同司令官PetePinedaと部下3
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人をパンパンガ州、iSta. Ana, San Pabloの日itioMosonの水田地帯の2軒の隠

れ家で逮捕，銃8丁を押収した。 このグルーフ。はパンパンガ外ISan Luis, Can-

<laba, Mexico，および Arayatでi，£・動してし、た Gr昭 υrioOcampt九四j名“George

司令官”の20人の部下の一部で，団員の募集を行なっていたという。

V上院外交・財政委員会はフィルガク法案の聴閉会を聞いた。 LTafiada, J. 

Liwag, J. Salonga, B. Aquino各上院議員が法案反対を表明した。

8 日 V工兵隊装備5月までに到着一一大統領は工兵5大隊分の新装備が12日から 5

月にかけて到着すると発表した。マタ国防相によるとこれは比米軍事援助計画の

一部で，直接には66年マルコス・ジョ、ンソン共同声明によるものである。

V大統領はヌエパ・エシハの21町と Cαbαnatuan市を土地改革地区と宣言した。

Cuyapo, Nampicuan, Guimba, Licab, Zaragoza, San Antonio, Cabiao, San 

Isidro, Jaen, San Lenardo, Sta. Rosa, Aliaga, Quezon, Talavera, Santo Do-

mingo, Mu白oz,San Jose, General Natividad, Laur, Bongabongお上び Lla-

nera。なお同地区には14の土地改革班が派遣された。

v上院は第2・3読会で法人税増税法案を可決した。これは大統領が勧告した

20余の税制法のうち上院が可決した最初jの法案で，これによる歳入増は6315万ベ

ソとなる。

, AID援助一一米とうもろこし生産調整会議（RCPCC）の Azada副議長は，

AIDは商品贈与18万ドルを RCPCCに与えると述べた。これは NECと AID

による 250万ペソの見返り資金とは別である。

Vこのほどディオクノ上院議員は，石油類の販売配給業者の適法組合を石油会

社に対する団体交渉単位として認めるとの法案を提出した。

9 日 Vスムロン生存か？一一一去る5日部下に暗殺されたと伝えられたフクのスムロ

ン司令官が，部下と一緒に3月2日アンヘルス市の Pampa時村に姿を現わした

というのこれは同村の政府情報提供者がスムロンの暗殺が伝えられた数時間後，

Camp Olivasに伝えた報告である。また7日逮捕された PetePineda司令官は

政府軍に対し，スムロンは大変元気であったと述べたという。

Vインドネシア・ルートの密輸ーーマノレコス大統領は外務省に対し，インドネ

シアとの国境通過協定に従い両国間の無線通信連絡を早急に設けるようインドネ

シア政府に対し；要請することを指令した。この指令はマレーシアとの密輸阻止協

カ協定実施にともないインドネシア・ノレートからの密輸が増加したためであるの

10日 v先週各種事件に上る死者は28人，負傷者は36人に達した。
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Vフィリピン織物工業協会スポークスマンは，賠償として今年：;oo万ベソ以上

の織物の調達を認めたとして賠償委員会を非難， 20以上の工場の国内生産だけで

年約4億ヤードに達している，もし織物が大量に輸入されねば，これらの工場は

国内需要を満たすために容易に生産を拡大することができると述べた。

11日 V上院外交・財政両委員会のフィルカグ法案聴開会でマヌヱル・サリヱンテ国

防次官はA・トレンティーノ多数党院内総務の質問に対し，フィノレカグの技術部

隊を段階を追って引き揚げ，医療部隊を増員することに個人的に賛成することを

認めた。また同次官の証言からフィルカグは南ベトナム援助法（フィノレカグ派遣

法）に違反し，米国代表を含む委員会に事業提案を提出していることが明らかに

なったという。

v大統領治安回復に本腰一一一大統領はピレガス・マニラ市長ら関係者と犯罪対

策を協議した。その結果，大統領はパパ・マニラ市警本部長の解任を受け入れ，

市長が同市の治安の責任を負い， 6ヵ月後岡市の治安が改善されない場合マニラ

市警を警察軍の指揮下に置くとの合意に達した。その他大統領は直属の治安調整

会議を設けるなど治安改善のための一連の措置を指示した。

V密入国比人サバで、逮捕さる－4日から 6日にかけてサパ州のサンダカン付

近でフィリピン人48人が不法入国のかどで地元響察に逮捕された。なお14人が逃

走しているの（サパ州コタ・キナパノレ発〉

V輸出手続簡素化一一このほど輸出手続が簡素化され，従来17の段階をふみ4

円聞かかっていたものがこれにより 7段階で1日となる。

v比中商業会議所連合（RalphNubla会頭，加盟団体約200）はマルコス大統

領の税制計両を支持するとの決議を大統領に手渡した。

vフィリピン閏有鉄道はマニラとラ・ウニオン州サン・フェノレナンド問の常業

を再開した。

' （南ベトナム発） トピアス・フィルカグ司令官からの報告によると， Binh

Duongと DinhTuongで外科医療隊2隊が孤立してし、るため，物資の空中投下

を命じた。また護衛兵2名が手摺弾で軽傷を負った。

12日 V犯罪阻止運動一一大統領は議会指導者との会談で，①犯罪阻止運動特別基金

の設置，②裁判所再組織提案，③農業関係裁判所設置法修正，⑨1966年警察法修

正に対する議会の協力を要請した。

' s・p・ロベス国連大使は上院外交・予算両委員会で次のように述べた。一一
フィリピンはベトナムからフィルカグを引き揚げても（SEATO）条約に何ら違背
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することにはならないであろう。だがすでに世界とわれわれ自身に対して行なっ

た国家的約束に違背することになろう。またトレンティーノ多数党院内総務はフ

ィノレカグ予算を3500万ペソから1000万ぺソに削減し，ベトナム援助の内容を医療

および外科｜裁と農村保健隊に限るとの修正提案を行なった。

Vロベス大使， ASEANの軍事化を支持一一ロベス国連大使は記者会見では SE

ATOは全く再建不能である， これは生命力ある新組織によリ早急に置き換えら

れねばならない， ASEANが目に入る唯一のものであると述べた。 SEATOの解

体と ASEANによる代置に対し公に支持を表明したのは政府筋ではロペス大使

がはじめてである。ラモス外相はこの種の提案に公式には懸念を表明し， ASEA

Nの軍事同盟化はその社会経済計画の死を意味すると述べている。

v米国の対比軍事政策を非難一一C • Z ・パノレベロ下院議員（L，元准将）は

下院で，米比聞に比国軍に関し米国の指揮を認める秘密取極めがある，また昨年

マタ国防相が統合米軍事顧問団から得たところによると米国は国軍の正規兵力を

小規模にとどめておくことにだけ関心をもってきた，このような態度のため国防

法で企図された民兵軍の創設が防げられてきたと，米国を非難，さらに統合米軍

事顧問団を廃止することが望ましいと述べたQ

13 B Vフィルカグ法案は上院外交・財政両委員会で否決される形勢にあったが，ホ

セ・ロイ外交委員長の提案により12日に終了する予定であった聴開会を延長する

ことになった。

現在，南ベトナム援助の支出削減と内容の変更を求める 3法案が提出されてい

る。①上院法案808号。サルパドール・ラウレノレ（N), J・サロンガ（L）提案，

その他議員署名。支出を 500万ペソに削減し，内容を医療援助に限る。②修正法

案。アノレトゥーロ・トレンティーノ与党院内総務提案。支出を 1千万ベソに削減，

内容を医療，外科班，農村保健隊に変更，＠修正法案。 H・ベニテス（N), A・ 

アノレメンドラス， D・アイトナ提案。支出を 3千万ペソに削減。重点を医療，農

村保健，社会福祉，地域社会開発援助に置く，ただし護衛兵は残す。

V土地改革と地主一一国家土地改革会議（C・エステレラ議長）はヌエパ・エ

シハ州の地主約200人と会談，今年同州の22市町（土地改革地区， 13万8000ヘク

ターノレ）で実施予定の土地改革について説明を行なった。

これに対し地主たちは，土地改革法実施をやむえないとして受け入れることを表

明，①買収代金の一部として支払われる土地銀行債をもうかる政府企業に使用す

ることを認める，③小作料を法定の25%から37%に引き上げるよう土地改草法の
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修正を要請，また新聞・ラジオを，土地改革法による農民の権利を書きたて，地

主の権利を広報することを無視していると批判したυ

エステレラ議長は土地改革の対象となる地主たちのために工業投資の可能性調

査を実施している，この中には養魚池開発，バナナ農園，市街地開発，農地と政

府所有工業用地と農地の交換を含むと述べたQ

' Cジャカノレタ発） アンタラ通信が伝えるところによると，インドネシア第7

海軍区の K K出 enda司令官は，フィリピン・インドネシア国境通過協定を確保

すべき者たちが協定に違反し利用している（密輸を意味する）と非難した。

V第2凶外国貿易全国大会が「輸出拡大」のテーマのもとに聞かれた。 A・C

エスピリツ前工業会議所会頭らの講師は，米凶の伝統市場は狭ばまってきており

フィリピンは国際市場の獲得競争で他国に遅れをとっている，もし輸出を伝統市

場にだけ制限するならば，わが国の輸出は長期的な発展の可能性をもつことはで

きなくなるであろうと述べ，共産圏との貿易開設を主張した。

v米の輸出承認一一ロベス副大統領兼農相は，米とうもろこし生産調整会議は

ミラクノレ・ライス（IR-8,IR 5) 1万トンのリベリア向け輸出を承認したと発表。

また｜司会議は lR5の種籾700トンのサイゴン1i't1け輸出も承認した。米とうもろ

こし局は今年に最低3万トン， 69年に10万トン， 70年に25万トンの米の輸出を計

画している。

14日 Vヤン警察軍長官は不法入国中国人から 1万ペソを強請しようとした疑のある

警察軍首都圏司令部の土官4人を解任した。

Vセ／レギオ・オスメニア Jr.上院議員（L）は，上院で米軍基地の解体を主張す

る「ウルトラ・ナショナリスト」を非難する演説を行なった。

Vマルコス大統領は，①遊休地税法案（2%〕と③輸出奨励法案を議会にサー

ティファイした。

15日 Vヤン警察軍長官はカピテ， リザーノレ，コタパト・ノノレテ，ネグロス・オリエ

ングノレ州の各警察軍司令官らを更迭した。

Vカララン中銀総裁は緊急記者会見で，中銀はポンド当り35ドノレの金価格を維

持するとの米国の立場を全面的に支持すると述べた。

V第2回外国貿易全国大会は閉会にあたって，政府の輸出促進措置の拡大，東

南アジア共同市場設立促進，保税加工地の設置提案などを含む決議声明を出した。

17日 Vフィリピン通信の報道によると12チトし 5市で犯罪取締強化の成果があがりつ

つあるという。先週は三つの犯罪シンジケートが解散させられ， 458人が逮捕さ
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れた。傷害事件の死者は28人と先々週と変らなかったが，負傷者数は先々週の36

人に対し17人と減少した。

18日 V下院教育特別基金法可決一一一下院は第3読会で下院法17066号一一中等教育

年限を現行の4年から 5年に延長するため，増税により特別基金を設定するもの

で，課税期間5年，歳入増年6千万ベソーーを可決した。

19日 V上院外交・財政両委員会はフィルカグ法案の聴開会を再開した。証言に立つ

たM・サリエンテス国防次官は南ベトナム援助に関し66年6月マタ国防相とウエ

ストモーランド米南ベトナム援助軍司令官との間で秘密作業協定が結ばれ，米国

政府はこれにもとづきフイルカグに工兵隊装備580万ドノレ，食糧・給与・武器援

助880万ドノレ，計1468万4710万ド〉レの援助を与えたと述べた。これに対しトレン

ティーノ，サロンガ，アキノらノ、ト派議員は秘密協定と証言内容からして以下の

ようなフィルカグ法違反が明らかになったと追求した。このため次回の聴閉会に

マタ国防相を召喚することを決定した。④大量の米援助により，米軍当局はフィ

ノレカグのプロジェクト決定権をもつに至った。②フィノレカグの各班はベトコンの

勢力地域に派遣された。③フィノレカグ当局と米軍事援助司令部（M.A.C.）当局は

情報交換を行なっていた。これはブイルカグを事実上戦闘部隊に変容させた。

V大統領は首都圏司令部型の犯罪取締部隊を各州に直ちに組織するよう指令し

た。

v権威筋によると，ラオス政府：はこのほど破壊活動の増加に対処するためフィ

リピン政府の援助を要請したO

20日 V特殊部隊基地で虐殺？一一心e伍nMontanoカピテ州知事（L）は次の報告を

明らかにした。 17日以来コレヒドール島のジャングノレで訓練を受けていた特殊部

隊の士官1名を含む軍人7人が給料遅配に対する不満を押えるため殺された。こ

の特殊秘密部隊は国防省民事部により組織された。同部隊の隊員は民生活動のた

めと称してスルー群島から徴募された約150人である。

（注） この報告は，部隊のキャンプから逃げた JibinArulaが知事に伝えたも

のo これについてヤン国防軍副参謀長は訓練は事があった場合中部ルソンに

投入するために行なわれていたものであると述べている。

，フィルカゲ第1陣帰国一一フィルガグの 1部75人が米軍のC-130輸送機で帰

国した。これは国防省のフィルカグ引揚げ計画にもとづく帰国第l陣である。第

1次フィルカグ法による派遣期限は去る 2月29日に失効，経費節減を行ないとれ

まで帰国を延期してきた，しかしフィルカグ派遣延長法案の審議が長引き，資金
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が底をついたため，ついに引揚げを決定したものu 帰国した共上たちの多くは再

び志願するつもりはないと語っている。

Vマタl斗｜防相は上院外交・財政jltj委員会の聴聞会で，マタ・ワェストモーラン

ド協定はマノレコス大統領の承認を得て結んだ，同協定はフイルカグ法に違反して

いないと証言した。

21日 ，外相フィルカゲの比米協定で声明一一ーラモス外相は次のような新聞声明を行

なったυ 一一マタ国防相はすべてのベトナム参戦｜五！と単事上の作業取極（協定で

はなく）を結ぶ権限を与えられた。これはフィルカグが南ベトナム領土内および

米第25歩兵師団の作戦地域内で活動しており，隊員の安全上から，また実施事業

を友軍の作戦による破壊から守る上からも必要であったυ

T Ayala Corporationのエンリケ・ゾベノレ社長・は， A. Ayala y Compafiiaを

解散し，その事業を AyalaCorporationが引継ぐ，凶つの子会社を AyalaCor-

porationに合併すると発表した。

Vロムアノレデス蔵相兼スリガオ鉱床委員会議長は，現在までスリガオ鉱床開発

に関する裁定はどの入札者に対しても行なわれていないと警告した。

v大統領は国防省当局にコレヒドーノレ事件の調査を命じた。その直前， ihj省当

局者は大統領に，コレヒドーノレ島で、の訓練は軍の侵透対策訓練の一部で，事件は

困難な条件下に置かれた訓練生の単なる上官抵抗と脱走であると報告したω

22日 V下院の非フィリピン活動委員会は再発しているといわれる，共産主義者のμ

透から経済活動の妨害に至る外国人の破壊活動の調査を行なうことを決定したυ

23日 Vピレガス・マニラ市長は，同市は更生を希望する前科者や不良には助力する

だが常習犯や市の治安を乱す者は，徹底的に取り締まると警告した。 24日これに

応えて暴力団 Oxoの団員約300人が市長と会談，市長は彼らを正当に扱い，市

の公共事業の仕事を与えると約束，警察当局に対し Oxo団員に身分証明書を発

行するよう指示した。

Vコレヒドール事件（20日参照〉の唯一人の生存者といわれる JivinArulaは

カピテ市の検事に，士官4人と下士官9人に対する一訴訟を起した。

Vマレーシア外務省は，次のような抗議覚書をフィリピン外交官に手交した。

マレーシア政府はニューヨークの国連代表に対しこの重大問題（コレヒドーノレ

品秘密基地）に国連事務総長の注意を促がすよう指示した。マレーシアは最近比

特殊部隊に支給されたと恐らく同ーのタイプの武器で武装した20余人のフィリピ

ン人が今月初めサバ沖の島で逮捕されたことにかんがみ，この報告を重大なもの
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と考えざるをえない。比政府：に満足のいく説明を求めるω

24日 Vマノレコス大統領はパギオの陸軍土J古学校の卒業式でコレヒドール事件に関す

るマレーシアの抗議に初めて公式に論評して，次のように述べた。一一一コレヒド

ーノレ島で訓練された陸軍特殊部隊は近隣諸国に対する攻撃を意図したものではな

い。このような部隊の訓練は，我国における反乱ないし侵入に対抗するに必要な

ので，これからも続けられよう。しかしフィリピンは隣国と友好関係を引き続き

発展させる。在、は国家政策の道具としての戦争を放棄した憲法の規定を厳密に実

施するQ

v最近マニラ南港への米軍艦船の入港が頻繁になっている。これに対して学生・

労働者グループは，｜司港が米軍に専用化される恐れがある，政府は米国人が専有

地域から米国人を立ち退かせることの困難なことを経験から学ぶべきだと主張し

てし、るo

v農地開発を米社に依託一一ロベス副大統領兼農相は，マルコス大統領は広大

な遊休公有地を AmericanFactors A制 Jciates社（ハワイ）の管理計画にもとづ

く大i財莫な機械化米作経営に開拓するプロジェクトを承認したと発表した。この

米社は過去8年26ヵ国で、類似のプロジェクトを実施している。

計画ではこの開拓地域を土地改革改計画の一部である中部ルゾンの地主所有地

と交換することを認めている。モンドニェード米とうもろこし局長によると計画

は4ヵ月内に実施に移され，地主所有地との交換はその後1年内に行なわれる見

込みという。計画では12万ヘクターノレが予定されている。

Vラウレル下院議長は陸・海・空・警察4軍の司令部を単一の司令部に再編し，

軍経費の節減をはかるよう求めた内容の書簡を大統領に送付した。

vラモス外相はマレーシア政府の覚書に対し，要旨次のように回答した。

引 マレーシア政府は恐らくフィ IJピン政府から，比政府がその部隊の訓練

方法と目的に関する説明を比政府がマレーシアの軍の訓練と目的について問わ

ないと同様，求めないと考える。

② コレヒドールの訓練生と逮捕された20人のフィリピン人は類似の武器を

もっていたが，両者の聞には全く直接の関係はない。かかる武器を入手できる

ことは訓練者にだけ限られていない。銃砲火薬の密輸入者は長い間政府の支給

品を含むあらゆる種類の武器を扱ってきている。

(3) 約G千のインドネシプ人がミンダナオおよびスノレー地域に浸透したと報

告されている。インドネシアでの共産主義者ノfージ以後コミニスト分子が南ブ
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イリピンに逃げ込む恐れがあったため特に注意が払われていた。

25日 Vフィリピン通信社の集計によると先週の傷害事件による死者は41入，負傷者

は'27日に達し，最近では1月第3週の死者50人に次ぐものとなった。

V数ヵ月白［jリザーノレチト！の公有地横領転売事件に始まり，土地登記局長の更迭に

まで発展した土地横領事件は，その後 Teehankee法相によると登記済不動産の

再調査により事件の背後に国中に根をはるシンジケートがあることがはっきりし

てきたという Q

，大統領的：は，コレヒドーノレ事件に関係する国防省民事：担当こ貞任者 E.Marte-

lino空軍少位，将校9名，下土官兵14名が22日以来拘引されており，まもなく峯

法会議が聞かれると発表した。

f Felix Amante下院議員（L）は車で帰宅途q1マカティで黒塗の車から銃撃さ

れ重傷を負った。

’コレヒドール事件が下院で取り上げられた。 RasidLucman議員（L）は大統

領はサパに個人的利益を発展させ，サパに佼透するために「秘密軍Jを組織した

と非難した。

’マレーシア外務省スポークスマンは要旨次のような声明を出した一一大統領

および外相の,t・明にもかかわらず，特殊部隊の目的に関し比国内でも疑念、が表明

されている，もし比政府が疑念を完全に除去し，マレーシアとの友好関係を維持

することを望むなら，大統領議会両者によるコレヒドーノレ島の秘密軍事キャンプ

の調査結果を，その特殊部隊の目的も含め公表すべきで．ある。

Vラモス外相は，マレーシアの国連代表はこのほどフィリピンの国連代表にマ

レーシアの行動について報告したと発表。これによるとマレーシアは国連安全保

障理事会への提訴を中止し，かわりに20人のフィリピン人に関する覚書をウ・タ

ント国連事務長に手交した。この覚書はウ・タント氏へのインフォーメーション

としてのみ使用されるもので，国連書類として回覧されない。またマ国代表は比

代表に対してマ政府は国連の行動を期待しなかったと述べた。

Vパンパンガチ1-1カンダパ， PulongPalasau村で， SEATOの資金援助により

建設された道路24.4kmの引渡しが行なわれた。

席上JesusVargas SEA TO事務総長は，フィリピンの中部ノレソン開発援助180

万ドノレ要請を SEATO閣僚会議に提出すると述べた。

（注） この道路はカンダパ混地をカンダパか・らサン・ルイスへ横切るもので雨

j出にも使用できる道路としては最初のものである。

一（ 54 ）ー -136-



フィリピン（ 3月〕

' C東京発） 北ベトナム放送が北朝鮮中央放送局が述べたとして伝えたところ

によると，米情報収集艦プエブロ号のフィリピン人乗組員2人は米政府宛の手紙

の中で，フoエプロ号は北鮮の領海を犯しスパイ行為を行なったと述べた。

26日 ’インド貿易使節団来比一一団長 J.Robere Cutterインド国際貿易局長υ

VインドネシアのSujatno第7海軍区司令官は，このほど， 1千トンのコプラ

がSat明ir・Telaut地域を通ってフィリピン南部に密輸されている，これによるイ

ンドネシア政府の損失は年 160万ドノレと推定される，フィリピンを訪問するイン

ドネシア市民も国境通過協定による 500ペソの所持金制限に違反していると述べ

TこQ

V ロベス国連大使兼駐ワシントン大使は，サパ請求権問題が平和裏に解決され

ないかぎり相互の疑惑や懸念は比・マ両国の友好関係を乱し続けるであろうと警

告し，マレーシアに対しできるだけ早くフィリピンとともに請求権問題に関する

国際司法事た問所の決定を求むべきであると述べた。

27日 V ロスペ大使は，サパ侵入事件についてウ・タント国連事務総長と会談する，

総長はサパ問題の早期解決（国際司法裁提訴と解される〉に全面的に同意するで

あろうと述べた。これより前大統領は同大使にサパ問題解決のため，総長に仲介

の労を求めるよう指示した。

Vスルーからマニラに来た回教指導者たちは大統領に対し回教徒にサパ侵入，

存取を認めるよう要請した。同様の要請は ArsadSali元スノレー州知事からも電

報で伝えられている。これに対し大統領は自制を求め， 28日マタ国防相に武装分

子のサパ侵入を防ぐ措置を講ずるよう命じた。なお回教徒3下院議員（L）はこ

の要請は全く無責任であり，回教の教義にそわないと非難した。

27日 V大統領，東欧諸国と貿易の用意あげ一一マルコス大統領は農業天然資源会議

所（CANR）の大会での演説で次のように述べた。フィリピンは東欧共産諸国と貿

易を開く用意がある。この政策変更は輸出製品の拡大を目指す力強い積極的な努

力の命ずるところである。フィリピンは米国および伝統的貿易相手国と貿易を続

ける。しかしわれわれは伝統的市場と貿易を続けるだけでは，われわれが望むだ

けの輸出を増大させることを期待できない。このような輸出の増大は，もしわが

国が生き残りたいならば，達成されねばならない。わが国の輸出貿易はわが国の

経済成長を決定するであろう。この変化はわが国経済の成長を妨げる条件を除去

する必要の命ずるところである。旧来の貿易政策は米比両国にとって宥易ならぬ

不利益を伴ってきた。これらのうち主要な不利益は，わが国の工業および経済の
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成長を妨げたことである。旧来の取決めはフィリピンが輸出貿易を増大させるこ

とを妨げた。輸出は開発に必要な資本財の支払に必要な外貨を稼ぐ。わが国の開

発能力は輸出稼得を増大する能力にかかっている。わが国が農業原料だけの輸出

で外国から資本財を購入するに十分な外貨を稼せげないことはわかっている。わ

が国の開発に必要な十分な外貨稼得を得るには，他の輸出品が開発されねばなら

ないυ すなわち過去の型から離脱する必要があるυ この離脱およびその他の方向

づけは将来の進歩にとってきわめて重大かつ必須のことであるυ われわれがすべ

てのことを再評価すべき時がきた。このことはわが国が直面する新たな挑戦と新

たな問題によって要求される。われわれは今道の真中に立っている，恐らく引き

返すことのできない地点に。新しい地平線を今見つけ出すことが必要である。再

評価するにあたって，わが国は進歩のために使われている手段が正当な道具であ

るか百か決定せねばならない。この点で‘土地改革計画の実施に関する一致が必要

とされる。地主に対L，政府の購入する地主所有地の費用に対する頭金の支払を

20 %から 30%にせよとの要請を延ばすよう求めるυ この要請は，議会が土地改

草法修正案をnJ決するまで延期さるべきである。もし修正が議会を通過せねば私

は現在のままの法律の規定を実施することによって土地改革計画を実施せねばな

らないであろう。新投資分野特に工業投資に進出することを希望する地主に政府

の全面的支持を与えることを約束する。

（新貿易政策に関し〉政府はこの歴史的事業に率先する者を援助するであろ

う。この政策変更は決して突然でもあるいは分裂的なものでもない。それは国益

の原則から生じたものである。この新政策の詳細一一一特に遭遇するであろう法的

障害一一ーは，解決されつつある。.CANRその他のメンバーにその他の諸国と新

しい貿易関係をうち立てるに際しイニシアチブをとることを要請する。これが新

しい地平線，あなたがたのために更にわが国の経済全体のために新しい民望を聞

くであろうニとを希望する。

（注） ただし交易品目はココナツ1111，アバヵ，家内工業製品その他同種類のも

のに限られ，対中国貿易禁止は廃止されない。

28日 vパリティのテスト訴訟一一米国人弁護士WilliamQuasha氏はリザ｝ル第i

審裁判所に，米国市民により取得された不動産の平等待遇協定失効後における地

位に対する解釈を求める訴訟を起したO

V ラモス外相は，マレーシア政府に対し，マルコス・ラーマン共同コミュニケに

従いサパ紛争に関する公式会談の明確な日程を決定するよう要請すると述べた。
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29日 TA.パレド首席検事は〉平等待遇権協定は米国市民および米国企業に天然資

i原の開発と公益事業の経営におし、てブイリヒ。ン人と同等の権利を与えているが，

法律を詳細に読んでみると，法律はこれら米lc!:lrlJ・民・企業に民有地の取得権を与

えなかったものと解されると述べた。

Vマリキナ靴貿易使節団はシンガポールからジャカルタに到着した。当地の比

大使館商務官によるとインドネシアの外国貿易・経済関係当局者は革靴の合弁企

業設立の申し出を行なった。

V下院は先週共産固との貿易を認める H.B. 16552共産貿易法案を可決した。

法案の通過にあたっては ManuelEnverga議員が尽力した。

V前日エスピリツ前工業会議会頭が大統領の東欧貿易声明を称賛したのに続

き，商業会議所の共産貿易特別委員会もこの決定を記念碑的事件であると称賛，

共産貿易に寄せる大きな期待を表明した。

30日 V銀行国民化法案一一P.R.Roman下院銀行・通貨・会社委員長（N）は上院

に対し，銀行の資本ストックの所有をフィリピン市民にのみ制限し，外国銀行に

一定の要件を課する下院法第80号銀行国民化法案を早急に可決するよう要請し

たの同法案の起草議員は， J.ラウレノレ下院議長， Roman,T. Natividad (N), J. 

Reyes (L）各下院議員，および元下院議員の L Teves上院議員。

V大統領府報道部は次のような声明を出した。一一1968年1月1日スルーのサ

ルタンの後継者たちにより署名された（マルコスに彼らの所有権に関し彼らを代

表する権限を与えた）代理委任状は個人の資格ではなく，大統領としてのマルコ

スに与えられたものである。

V下院予算委員会は，政府提案の一般会計予算案を 2億1700万ベソ削減した，

また最大の削減項目は国防省予算の3200万ぺソである。

vラモス外相は駐比マレーシア大使に以下の要旨の覚書を手交した。比政府は

①マレーシアに対しコレヒドーノレ事件が比政府の純然たる内政問題であることを

保証する，②マレーシアが国際的慣例に従い拘留中のフィリピン人を待遇するこ

とを希望する，③マレーシアがサパ領土紛争の解決を国際司法裁判所に持ち出す

ことに同意するよう要請する。

vラザク・マレーシア副首相は公式声明を出し，マルコス大統領のサパへの武

装浸透を中止せよとの陸軍に対する指令および比のサパ請求権問題＼を，平和的手

段により解決するとのマルコスの保証を歓迎する，と述べながらも一方コレヒド

ール事件に対する覚書の回答を求めたの
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v政府の「同一労働同一貸金」法案に対し労働組合はもとより教育界や労働省

の一部からも労働組合活動を抑制しようとするものだとの非難が高まっているω

, Oμle労相は組織労働者の中心となってU、る 2大組合，フィリピン労働組合

会議（PTUC）とフィリピン労働センター（PLC）の首脳と個別に会談し，両者の

合併：を要請，これによりストライキの主要原閃が取り除かれようと述べた。

' （クアラルンプール発） ラーマン・マレーシア首相は，フィリピンのサバ請

求権問題解決のためマルコス大統領と会談すると，次のように述べた。

フィリピンがコレヒドール秘密キャンフ。は内政問題であると保証したことに

満足している。サパ請求権問題，コレヒドール事件，その他の相違のために比

マ両同聞の強い友好のきずなが弱められではならない。両国は共産主義による

東南アジアの征服を防ぐというより緊急の問題に留意できるよう，白この問題を

今回限りで解決することが好ましい。問題解決のため何時でも，何処ででもマ

ルコス大統領と喜んで会談する。サパ請求権問題を国連に持ち出すことは両国

間の関係を気むずかしいものにするだけであろう。われわれは，われわれがこ

の問題を両者間で解決することが望ましいと考える。マレーシアが捕えた20人

の武装フィリヒ。ン人はサパの永住者で、あった。彼らはフィリピンで軍事訓練を

受けて戻ってきた。グループは3人の非住民のフィリヒ。ン人に伴われていたの

彼らはコレヒドーノレの上官抵抗者がもっていたと同じ型の武器をたずさえて軍

事訓練を受けて後帰ってきた。

31日 ' （コタ・キナパル発） キナパyレ・タイムズ紙社説は，マルコス大統領はサノミ

請求権問題を強調してフィリピン国民の注意をコレヒドール事件からそらしたと

非難。ロペス比国連大使はウ・タント国事務総長の助力を求めに国連に参詣にい

っている，サパ住民は投票によりフィリピンの請求を拒否した。にもかかわらず

マニラは民族自決の原則を完全に無視していることを示したの比政府は侵透と破

壊により隣国を植民地化しようと欲している。

V トレンティーノ上院N党院内総務は，大統領は民間人を代理することはでき

ない，サパ請求者によりマルコスに与えられた代理委任状は不法かっ違憲である

と非難した。
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3月に引き続きコレヒドール事件は議会においても論争の的となり，政府

提出法案の審議は大幅に遅れを出し，野党は大統領選挙を来年にひかえて政

府攻勢を一層強めている。

コレヒドール事件については，議会での調査と並行して軍法会議が行なわ

れているが死傷者・行方不明者ともその数は証人により各様であり，真相は

一向に明らかでない。マタ国防相は，ムノレデ、カ作戦と呼ばれる志願者に対す

るゲリラ戦訓練はサパ侵攻を目的としたものではなくフク団および南部フィ

リピンに対する共産主議者の浸透に対処するもので，常備軍の規模からして

この種の訓練は必要であるのでこれからも続けると主張している。これに対

し野党はこれを違法であり，政府は議会調査と軍法会議をごまかしの手段に

使い真相をかくそうとしていると非難しているO 28日最高裁は事件発覚の発

端となった事件唯一の生残りと主張するアノレーラ氏の訴えを認め軍法会議に

審理停止命令を出した。その中で、大統領は法案審議の遅れについて議会を非

難するとともに，議会収拾に乗り出し与党議員はこれに同調する模様である。

コレヒドーノレ事件とサパ侵攻事件で、険悪となった対マレーシア関係は， 2 

日マレーシアが6月中にバンコクでサパ問題について会談を聞くことに合意

し鎮静の方向をとるかにみえた。だがその後マレーシアがサパに軍隊を増強

し，サパに近接するタートル諸島付近で、マレーシアのパトロール船が比側ラ

ンチを臨検し，サパの比人労働者100人が大量帰国したことなどが比国内で

大きく取り上げられた。マレーシアもこれに強く反発し，両国の世論は更に

硬化し，スルーの回教徒指導者らは強硬にサパ侵攻論をとなえた。これらの

問題に対し，コランラス外務次官が独断で行なった領海侵犯抗議は大統領の

認めるところとならず，またオベノレ労相は出稼労働者問題で強硬抗議を主張

したが，これも外務省の拒否にあうなど政府部内での意見の不一致が目立っ

た。これら比側の動きに対してマレーシアのラザ、ク副首相，ラーマン首相は

戸

h
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ASEANなど地域経済協力の成否はフィリピンの態度いかんにかかっている

と警告したりこれに歩調を合わせるように消息、筋発表のかたちで26日外務省

の研究結果：によると共同市場構想はフィリピンにとって不利であるとの報道

が行なわれた。しかし現実には地域経済協力のその他の側面は経済開会を進

める上で無視しえないであろう。事実4日大統領はアジア開発銀行の開会演

説で地域支払い同盟の創設を提案している。サパ請求権問題の解決策として

フィリピンが主張する国際司法裁判所提訴に対してマレーシアはこれを両国

の友好関係を破壊するものであると警告しており，バンコク会談は難航する

ものと予想される。野党の実質上の総裁であるマカパガノレ前大統領は，マル

コス大統領はサパ請求権を金銭で売り渡そうとしていると非難，大統領は就

任以来最大の危機に立たされている。

下院ではようやく 13日に69年度予算案の審議が開始された状態で，重要法

案の審議はあまり進んでいない。しかし対共産圏貿易法案が15日に下院で可

決され， 22日に同じく下院に破壊活動防止法廃止と共産党合法化を兼ねた法

案が提出され，共産貿易実施のための法的整備は進展している。またこれよ

り先1日大統領はチェコの貿易使節団50名に対するピザ発給を許可してい

る。

ジョンソン声明に対する比政府の反応は同声明をベトナム紛争に解決をも

たらすものとして歓迎の意を表明する一方（ 2日），今後の対ベトナム政策は

和平会談の結果にかかっているとし（ 9日）慎重だが明解なものであった。

フイルカグ法案の審議が遅れているため 3月20日第一陣として75人が帰任し

たのに続き今月に入って更に96人が帰任している。

対日関係では，フィリピン商業会議所が18日にかねてからの主張を繰り返

し，日本商社員の移民法9条G項資格（長期ピザ3～5年〉での入国は日比

通商条約が未批准の現在違法であると移民局にピザの発給停止を要求，移民

局はこの問題について 5月2日聴開会を開くことになった。 28日野党のサロ

ンガ上院議員はこれを受けて上院経済委員会で， 日本商社の比国内営業活動

を認めた国家経済審議会（NEC）の決議は偽造されたものであると非難し，

在比日本商社18社の営業活動停止を要求，政治問題化させた。また一昨年末

米国会社の小売業営業問題で大統領と対立じたマニラのピレガス市長は， 3
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月28日「比国人雇用者差別禁止条例」と「外国人専門職登録・課徴金条例」

を制定し外国人の経済活動制限の動きを強めたのに続き今月も外国人即ち中

国人の帰化条件問題で政府を非難，また市の財政危機問題などで政府と衝突

を繰り返している。

その他注目される動きとしては次のものがあげられる。（1)25日フク団と警

察軍がパンパンガ州で昨年12月来の大きな戦闘を交え， 30日警察軍は中部ノレ

ソン4州でフク団討伐作戦を開始した。（2）インドネシアに比国史上初めての

米の輸出（5000トン）が行なわれた（9日付〉。（3)3月9日マニラの主要日刊

紙が合同で行なった犯罪取締りアピールに応えて，犯罪取締りが強化された

が傷害事件による死傷者は一向に減少する気配がない。（4）人的資源開発計画

の実施。（5）カピテ米海軍基地返還要求。

3 月
26日 V世銀当局の発表によると， IMFはフィリピンに対し2750万ドルのスタンド

パイ引出しを認めた。比国の IMF割当は1億1100万ドルで，現在計5500万ドル

を引き出している。

27日 ' （オロンガポ市 Kalayaan発〉 先に逮捕された2名のフク容疑者は警察軍レ

ンジャーを隠れ家に案内する途中突然パナナの木立に隠してあった武器を取り，

レンジャーと20分にわたり撃ち合ったが， 2名とも死亡した。彼らはタルラック

とパンパンガ州出身で， Freddie司令官指揮下の暗殺隊（8人〕に所属し，当地

に隠れ家を設け，フク団の支阻を確立する任務を帯びていたという。

28日 Vコレヒドール事件下院公聴会一一大統領は下院国防委員会の決議に応えて，

マタ国防相らにいわゆる“ムルデカ作戦”の関係書類を公表するよう命じた。

これより先コレヒドール特殊基地の責任者である国防省民事部長 Eduardo

“Abdul Lafif”Martelino空軍少佐は国防委員会の公聴会で，軍にムyレデカ作戦

といわれるものがあることを明らかにしたが，サパの回復がその目的であると明

言することを拒否，次のように述べた。サパ問題が士官やコレヒドーノレの“民間

志願”訓練生の間で議論されたことがある。しかしサパ侵攻は単に“仮定の”例
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として言及されたにすぎない。ある著名な民間人からある目的を伏した任務のた

め将校任命の申し出を受け，私兵の准将に任命され，特殊部隊結成の権限を与え

られた。昨年12月31日（スルー出身の） 180名の新志願者をコレヒドールの陸軍

幹部に引き渡して後訓練担当士官をやめ心理戦担当教官になった。ムルデカ作戦

はコレヒドールの特殊部隊計画とは全く異なる。

曹コレヒドール事件の唯一の生残者と主張する JibinArulaは彼と他の11名の

回教徒訓練生が3月18日朝基地の土官と隊員に撃たれた，他の40人は行方不明に

なったと述べていた。他方公式発表によると 3月19～20日に単なる上官反抗で3

名が死亡， 2名が負傷したという。

29日 V大統領はサバ請求に関する書類3通を公表した。①スルーのサルタンEsmail

Kiramが作成した比政府へのサパ譲渡証書，③スノレーのサルタンの後継者たちが

署名L，北ボソレネオに対するフィリピンの主権を認めた書類，③北ボルネオ領土

請求権の代理権を大統領に与える⑨と同一人が署名した書類。

4月

Vムルデ力作戦は急進分子抑制のため一一ー「サパ侵攻」のスローガンをかかげ

スノレーで特殊部隊員を募集したといわれるヱドアノレド・マノレテリノ空軍少佐は下

院国防委員会で次のように証言した。特殊部隊の募集・訓練計画は政府を味方に

引き入れ，次いで空軍内部にサパの武力征服を公然と認める民間の軍事組織を導

入し，スルーの急進分子が国の内外で問題を起し政府を困惑させぬよう，彼ちの

能力を弱めるために行なった。

1 日 Vエスピノ陸軍准将は上院国防委員会で，ムルデ力作戦のプロジェクト・ディ

レクターはマヌヱル・シキオ公共事業次官（当時国防次官〉であると証言したo

vマルコス大統領は外務省に対し，サパ請求権問題解決のため会談を開く用意

があるとのラーマン・マレーシア首相の発言の公式確認を取るよう指令した。同

時に大統領府は議会に対しサパ請求権関係の第3の書類の合置性を確認するとい

う第4の書類を送付したと発表した。

vラモス外相は駐比マレーシア大使と会談， 5月15日バンコクで公式会談を聞

くことを提案する政府覚書を手交した。

vマルコス大統領はチェコ貿易使節団50人に対するピザの発給を承認した。

2 日 Vマルコス大統領は国家安全保障会議実行委員会と外務省に対し， 31日のジョ

ンソン米大統領声明の意味内容を検討するよう指示した。また次のように述べた

一一ージョンソン声明はベトナムに直ちにインパクトを及ぼそうが，その効果は結
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局は全般的なアジア情勢に波及しよう。

vラーマン・マレーシア首相は，マレーシアはサバ請求権会談の開催に合意し

たと発表。マ外務省スポークスマンは会談の日程は未決定であるが来月中には開

かれようと述べた。

V上院で、スノレーのサノレタンの後継者たちが大統領に与えた「代理委任権」問題

に議論が集まり， トレンティーノ与党院内総務はその無効を主張， リワグ議員，

バディーラ野党院内総務，サロンガら野党議員は大統領を非難した。

V上院でトレンティーノ， S・ラウレル， J.ディオクノ， J・サロンガ議員は

ジョンソン声明を考慮し，南ベトナム援助を検討することを主張した。

3日 ' R・エスピノ陸軍准将は下院国防委員会で，同准将が上院で当時のM・シキ

オ国防次官をムノレデカ作戦のプレインであると指摘したことを否定した。

v南ベトナム援助法案を審議している上院の外交・財政両委員会とも， 3日ま

でのところ 4種の援助法案のいずれを本会議に報告するか決定する秘密会の開催句

予定を立てていない。

①援助を純粋に医療に限定するラウレル・サロンガ・トレンティーノ議員

合同提出法案にはタニエーダ，ディオクノ，カラウ，アキノ，ツイガ，オスメ

ニイア， リワグ，バディーラ，ロハスの12議員が署名している。

② 政府原案3500万ペソの折衷案であるベニテス・アイトナ提出法案（3000

万ベソ〉はロイ，ペレス，アントニーノ，ペラエス，アノレメンドラス，ラグン

パイ，マグサイサイ，ガンゾンの10議員が署名。

' Cクアランプール発〉 ラザ、ク・マレーシア副首相はサラワク州クチンで，フ

ィリヒ。ンからのサパ浸透の恐れがあるのでサパに軍隊が増強されようと述べた。

また当地の英字紙が伝えるところによると，ラーマン首相は2日フィリピン人

ジャーナリストと会見，フィリヒ。ン政府がサパ請求権を追求しているやり方は両

国間の友好を破るかもしれぬと述べた。

V訪比中のシンガポール貿易使節団はフィリピン米の買付交渉を始めたと発表

した。

vラウレノレ下院議長は議会・政府合同税制委員会で，下院は新課税は必要と考

えるが，大統領のすべての特別税制案に同意するものではないと述べた。

4 日 Vマルコス大統領は，閣議後ジョンソン声明に対し次のような声明を出した。

「この4日間ジョンソン大統領は一連の措置を取り，ベトナムにおける早期和平

の機会をかなり改善した。われわれはこれらの措置が正しい方向に向けられるこ
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とを固く信じ，これらの措置を支持する。私はジョンソン大統領によりとられた

新たなイニシアチプがベトナム紛争を解決に導き，解決が直ちに生れることを真

剣に希望する。」

V外務省当局は，フィリヒ。ンはサパにおける事態の進展を注視している，しか

し両国の友好関係の断絶を刺激することはしないと述べた。

またキャンプ・アギナYレドに回覧された大統領報告によると，大統領は近く国

防軍高級士官を更迭する予定という。

Vマノレコス大統領は， コレヒドーノレ事件の議会聴開会に提出した情報は国防計

画を含むと述べ，国防会議に対し新たな国防構想、とその実施のための訓練計画を

作成するよう命じた。

Vある非公式記録の調査によると，マルコス大統領が1966年6月ムノレデカ作戦

に着手したとの説が行なわれている。下院ではコレヒドール事件調査の有効性を

めぐって与野党問で激論されている。

Vベラ内国歳入局長は外国航空12社に対し総額約1488万ペソの納税不足分を30

日以内に支払うよう命じた。

5 日 vラモス外相はクアラノレンプーノレ駐在比大使館に対し，マングロープ樹皮盗伐

のかどで北ボルネオのサンダカンで36人のフィリピン人が逮捕されたとの報告を

調査するよう指令した。

6 日 V議会は6日現在で会期100日のうち42日を経過したが，これまで第2読会を

通過したのは5法案，第3読会では31法案でそのうち52法案が今年の第2読会を

通過したもの，残りは昨年から継続審議となっていた法案であった。 3月末から

コレヒドーノレ事件，ムノレデカ作戦，サパ領有権の大統領委任代理権問題の調査を

行なっているが，これら事件の真相はまだ明らかでない。

' E・マルテリノら21名はコレヒドール事件の軍事法廷で、軍律94,97条違反の

罪状を全面的に否認した。

7 日 ' 3月31日から 4月6日の1週間の傷害事件の死者は49人，負傷者は26人に達

した。これは前週の2倍である。うち28件は銃によるものO

vフィリピン米とうもろこし業会議所は，インドネシアとの米とコプラのパー

ター貿易を支持する旨声明した。

Vカピテ基地返還要求一一コランテス外務次官はカピテ市のカピテ海軍基地返

還要請覚書を米大使館に手交する予定であると述べた。同基地は米比軍事基地協

定にもとづく米軍保留地の一部で，長い間未使用のまま放置されていたが，現在
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比海軍が使用しており，補修ドックなどがある。

V警察軍は，パンパンガ州、｜カンダパの Paralayaでフク団のグレゴリオ・ガノレ

シア別名ヨヨング司令官の部下2名を逮捕したと発表した。彼らは 1月8日にフ

ク団に参加したという。

Vマルコス大統領はロペス大使に対し，サパ請求権問題は国際司法裁判所によ

り解決さるべきであるとの立場を推進するよう指令し， 「だがもしマレーシア政

府に別の提案があれば，これを考慮する」と述べた。

8 日 ’ロムアlレデス蔵相は第3回東南アジア経済開発閣僚会議出席のためシンガポ

-Jレに出発した。

v外務省は，マレーシアのキナパノレ・タイムズ紙最近号の，ラモス外相はマノレ

コス大統領と外交政策上深い不一致をいだいており，近く外相を辞任するようだ

との論評を強く否定する声明を出した。

vピレガス・マニラ市長は，首席検事が最近67年2月の最高裁判決により市民

権を奪われた外国人600人の帰化条件の緩和を最高裁に申請する計画を立ててい

るとの報告があると，条件緩和に反対を表明した。

Vコランテス外務次官は， 4月1日スピック米海軍基当局が同基地内の内国歳

入局の出張所を何の通告もなく取り壊したことに抗議する覚書を米大使館に 9日

手交する予定であると述べた。

V比印貿易協定調印

Vオプレ労相はプラカン州知事司会の表章宴会でタガログ地域のナショナリス

トの統ーを強調した。主な出席者はパラトパト商相，カララン中銀総裁，シキオ

公共事業次官，ガトヌイタン保健次官，エンリレ財務次官など。

Vフィルカゲ帰国第2陣一一甫ベトナム派遣のフィリピン民生活動部隊（フィ

ルカグ）の将校2，下士官兵70名からなる帰国第2陣がマニラ空港に米軍機で到

着した。

9 日 vマルコス大統領は LaUnion þÿ]Þ Poro Pointでの記者会見で，ベトナムに闘す

る政府のどのような行動も米国と北ベトナムの交渉にかかっていると次のように

述べた。

ベトナム参戦諸国は現在「ベトナムに関する一切のことを特に米国と北ベト

ナム両国間で行なわれると予想される会談」に関し意見の交換を行なってい

る。

（フィリピン民生活動部隊南ベトナム派遣延長法案についての質問に答えて〉

円
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「われわれは北ベトナムと米国の両国代表聞の会談結果を待っている。」「われ

われがベトナムに関して取るであろうほとんどの行動はそれにかかっている。」

v北ボルネオに近い比領海上タートル諸島のTaganak島でマレーシア海軍のパ

トロール船がフィリピンのランチ（15人乗組〕を捕獲したとの報告が入り，比マ

両国関係は再び重大な局面を向えている。マルコス大統領は，①在比マレーシア

大使から報告の真偽確認を取る，③比海軍に調査のためタガナク島に部隊を派遣

する，③第4軍管区にも同様の調査を行なうよう指令した。

Vマノレコス大統領はラ・ウニオン州PoroPainで議会を非難して，議会は何事

も調査できるが，コレヒドーノレ事件は基本的には犯罪を犯したか否かの問題であ

るから，司法権ないし軍法会議の範囲にあると述べた。

, Benguet Consolidated Mining社は GrandBahamas Port Authorityの利

益%取得のため， 1億1600万ドルの株式発行を計画していると発表。

Vロベス国連大使は，米国が突然にアジアから撤退するなら，アジアに危険な

力の真空が生じ，全アジア諸国は共産中国と同列に並ばねばならなくなろうと警

止と
日。

v初めての米輸出一一フィリピン交易公社vi，インドネシア向輸出米1万トン

のうち第1回分5千トンの船積を完了11日シンガポール経由でインドネシアに向

う。米の対イ輸出は比イ貿易協定にもとづく大統領の指示によるもので，米の海

外輸出は今回が歴史上初めてである。なおこれはインドネシアとの米とコプラの

パーター取引とは別である。

10日 V警察軍首都司令部は， 15日から車の盗難取締りキャンベーンを開始すると発

表，同司令部によると大マニラ地区では車の盗難が1日平均12件，つじ強盗は6

件発生しているという。

vマの領海侵犯に抗議一一ーコランテス外務次官は駐比マレーシア大使に対しマ

レーシア海軍哨戒艇が6日フィリピン領海を侵犯し，タートノレ諸島付近でフィリ

ピン船（ボーン・フリー号）を捕獲したことに抗議する覚書を手交した。現地か

らの報告によると同船はその後乗組員15名とともに釈放されたという。

しかし同日，パギオ市のマノレコス大統領はこの種外交措置実施の権限を認めて

いないと述べた。

V リベラノレ党のスポークスマンは9日の大統領発言は議会に対する干渉である

と非難，またコレヒドーノレ事件関係者のあいまいな議会証言，軍法会議がごまか

しの策に利用される恐れがあると警告した。
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Vヤン警察軍長官兼国軍副参謀長は，フク団が過去聖週間に軍に攻勢をかけて

きたことを警戒し，フク団の攻撃の機先を制するため中部ルソンの全警察軍部隊

に警戒待機態勢を取るよう命じた。

vパンディ米国務次官補は米下院外交委員会でこのほど，フィリピンのベトナ

ム援助の規模が小さいからといって米国の対比援助を停止することは全く無分別

なことだ，フィリピンは重大な国内問題をかかえていると証言した。

11日 vティーハンキー法相は16ページにわたる声明を出し，これ以上のサパ請求権

をめぐる国内の論争一一特にサロンガ上議議員に率いられるリベラノレ党によるそ

れ一ーはサパ復帰の努力を妨げるにすぎないと警告，正当な請求を追求する新た

な努力に結集することが全フィリピン人の義務であると述べた。

Vマレーシアのラザク副首相は情報省を通し非公式声明を出し次のように述べ

た。 3月28日と 4月1日マレーシア海軍哨戒艇は2隻のフィリピン船をチェック

したが捕獲しなかった。尋問は公海上では日常事であり， Viado比海軍司令官に

より認められたことであるoしかもわれわれはフィリピンと密輸阻止協定を結び，

密輸絶滅のため同国と協力しているO もしこのような通常問題に対するこれほど

の大騒ぎといざこざが続くなら，われわれが密輸絶滅にあたり比政府に助力する

ために当初の意図通りの役割を果すことは困難になろう。

v駐比米大使館は外務省に4月1日のスピック湾米海軍基地事件に対する陳謝

の意を表する覚書を手交した。

12日 ' E・ロストウ米国務次官はこのほど第2回国連貿易開発会議で次のように述

べた。米国はわれわれに逆特恵を与えているフィリピンと現行協定失効の際この

逆特恵を延長しないことで、すでに合意した。われわれにとりこの問題には公平の

要素がある。すなわち米国が米国製品を冷遇している諸国の製品に米国市場での

特恵的地位を与えるべきであるということは筋の通ったことであろうか……。

Vマノレコス大統領は議会に対し再び法案審議を進めるようアピールした。

Vラウレノレ下院議長（N）は次のように述べた。今年下院はマルコス大統領提案

の主要税制・経済法案を含む 119の法案を可決した。この成果は議会の調査機能

より立法機能に重点が置かれた結果である。このうち29法案は両院で可決され，

21法案は両院協議会でペンディングとなっており，残りは上院の審議を待ってい

る段階である。

，偽造ペソ紙幣調査のため香港に派遣された調査団は，マノレコス大統領は全国

の警察に対し偽札の捜査を命じたと述べた。 10, 11日香港警察当局は印刷会社を

-133- 一（ 67 ）ー



フィリピン（4月〉

手入れし 150万ペソの偽札を押収した。

vピコーノレ地方出身者のピコーノレ市民委員会は，大統領に対し， R・サピドと

M ・クリソノレ両氏を 300万余のピコーノレ人に適当な代表を与えるため，閣僚に任

命するよう主張。

13日 Vコレヒドール事件に関し次のような情報が伝えられている。①「ムノレデカ作

戦」はサパに本拠をもっ共産中国の支援を受けたゲリラの破壊活動に対処すると

とを意図した極秘の対浸透計画である。 「ムノレデカ」とは募集兵一一一ほとんど回

教徒一ーに対する侵入，破壊，ジャングノレ戦および帰還の技術の訓練を含む陸軍

作戦のコード名であった。③サパに本拠をもっ共産中国のゲリラ組織は，中国本

土の南寧で訓練を受けたスパイの指示を受け組織されていた。③サパの共産主義

者は1970年までにフィリピンの共産主義による接収を計画した「粉砕された時間

表」を存続させている。④サパの共産主義者は武力によってサパを奪取するため

組織されたといわれる回教徒の私兵組織を支持していた。事実，生の情報による

と，サパの共産主義者は南部フィリピン特にコタパトの南部の町々でかなりの数

の隊員をもっといわれる“フィリピン解放軍”に高性能の武器や弾薬を供給して

いたという。

V外務省はマレーシアに対する領海侵犯抗議を取り下げた。コランテス外務次

官はこの先すべての声明は，大統領あるいはラモス外相の指示に従うと述べた。

V比人労働者サバから追放？一一一サパから約100人のフィリピン人労働者（ほ

とんど北部ノレソン出身）がスルーのタウイ・タウイ島パト・パトに帰着した。一

行のスポークスマンによると彼らは雇用契約期限をまたずにマレーシア政府に退

去させられた，またマレーシア当局は彼らが軍に参加するならサパ滞在に同意し

ようと述べたという。

14日 Vマルコス大統領はパギオ市での記者会見で米国のアジア撤退の可能性を認め

たが， 「私は米国がタイ，韓国など他国との相互協定を放棄するとは思わない」

しかし情勢は不断の注視を要するので会談を続けていると述べた。

v外務省筋はサパをめぐるマレーシアとフィリピン聞の紛争は ASEANの枠

内で解決がもたらされるだろうとの見解を表明した。

15日 V先週の暴力事件による死者は28人，負傷者は29人と低下を示した。

v聖週間の休会あけの議会は会期をあと27日残すのみとなったが，上院はこれ

までに第2読会で5法案，第3読会で31法案を可決したにすぎずそのほとんどは

前会期からの持越しであった。中で重要なものは法人税率引上げ法案である。
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v農業信用局と農業生産性委員会はまもなく 1958年以来遊休状態にある約325

の購買組合の活動復活キャンベーンを始める予定。

V下院は第2読会でエンベルガ外交委員長（N）提案の下院法 17220Cフィリピ

ンと領事関係ないし外交関係のない諸国との貿易を認める法案）を承認した。本

法案は共産国との貿易を法的に保証するものである。

17日 T 12日サパからずンボアンガ市に帰着した27人のフィリピン人は，サパの労働

条件は我慢できないものになったためサパを離れたとその理由を述べたという。

一方ラモス外相は ASAの枠内でフィリピンとマレーシア両国間の相違を緩和す

るため両国は合同で、努力すべきであると主張，インドネシア，タイ両国に比マ両

国関係回復に助力する機会を申し入れ，またサパ論争解決における ASEANの

役割を支持する態度を明らかにした。

v駐比マレーシア大使館は，調査の結果，サパ政府がコレヒドール事件のため

100人のフィリピン人労働者を退去させたとの主張は全く事実に反するとの新聞

声明を出した。

v下院は69会計年度の予算審議を開始した。アルベノレト予算委員長（N）は予算

額は史上最大だが，他の発展途上国のそれに比し相対的に適当な規模（1人当り

79ベソ）であり， l億4283万7090ペソの黒字を見込んだ戦後初めての均衡予算で

あると述べた。

V新任米国大使一一比政府はこのほどG.Mennen Williams新米国大使（57）の

任命を受諾した。同氏は1949～60年にミシガン州知事， 1962～66年にアフリカ担

当国務次官補を勤めた。

Vコレヒドール特別基地の訓練生のひとり DugasanAhidは上院で， 1月と 2

月分の給料未払の苦情を述べた大統領宛の請願書に署名した同僚が， E・ マノレテ

リノ国防省民事部長兼コレヒドーノレ訓練計画責任者ら士官7名により射殺された

と証言した。

V外務省高官筋は新たなベトナム参戦国首脳会談が実現した場合，政府はベト

ナム和平会談に代表を送ることを申し入れるであろうと述べた。

一方マルコス大統領はもしベトナム参戦7ヵ国による第2国首脳会談が開催さ

れるなら開催地はアジアの国の首府とすべきであると示唆した。大統領府スポー

クスマンによると，これはフィリピンは会議を受け入れるが会談の開催を必ずし

も積極的に支持するものではないということであり，招待の受入もまた米国と北

ベトナムの正式和平会談に先立つ予備会談の械功次第ということであるという。
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フィリピン（4月〉

V人的資源開発促進一一大統領は，このほど建設事業に対する未就学青少年と

失業者の可能性動員を計画する人的資源開発会議の突貫計画実施のため，当初資

金として10万ペソの支出を命じた。

Vサングレイ・ポイント米海軍基地のフィリピン人民間従業員は同基地の米海

軍将校がジープに損害を与え，名誉をき損する言動を行なったとして基地当局を

非難，カピテ市の検事に告訴した。

18日 T 16日発行の国連のアジア極東1967年経済調査報告はフィリピン経済は二重の

困難一一外資は進出をためらい，国内資本は海外に逃避する←ーの中にあると述

べている。

, Ahid Dugasanは上院で，自分は2月25日コレヒドールで、銃声を 3度聞いた

だけで仲間が実際に殺されるのを目撃したわけで、はなく，また2月の給料を受け

取ったことを認めた。

Vラモス外相はラーマン・マレーシア首相が両国政府間に反目はないので、サパ

紛争に仲介の必要はないと声明したことに論評して，フ fリピンのサパ請求権に

関し第三者の仲介より直接会談に賛成すると述べた。

Vプヤット上院議長とラウレル下院議長は上院の有力与党議員とマノレコス大統

領をまじえ会談，コレヒドーノレ事件等の議会調査を両院で合同で行なうととに同

意した。

V比商業会議所日本商社員の入国に抗議一一T・ レイエス比商業会議所会頭は

E・レイヱス移民局長に日本商社員の移民法9条G項事前契約雇用条項にもとづ

く入国は合法的になされうるものではなく，入国を引き続き認めることは事実上

多くのフィリピン業者に損害を与えるものであると抗議した。しかしレイエス会

頭は，この抗議は外資に対する会議所の従来の立場に影響を及ぼすものではない

と述べた。

' L・テベス上院議員はこのほど国家造船鉄鋼公社（N出向co）を株式会社に改

組し民間の資本経営参加を認める法案を提出した。また Nasscoの総裁はこれを

支持する態度を表明した。

19日 Vピレガス・マニラ市長は，市の財政危機に対して取ったロムアノレデス蔵相の

態度およびラキーサ公共相は道路建設の遅れを市当局の責任にしようとしている

と非難した。

Vサパから追放されたといわれる 100人のフィリピン人労働者の件を調査のた

め現地に派遣された調査団は，＆マレーシア当局は一部の労働者にサンダカンおよ
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フィリピン（4月〉

びセンポlレナ退去を認める前に，彼らの労働証その他の書類，ある場合には労働

契約証を没収したものであると第1回の公式報告を外務省に伝えた。

V比・インドネシア国境協定実施協定に調印一一フィリピンおよびインドネシ

ア両国海軍の司令官は比海軍会議室で両国国境地域における直接連絡・合同パト

ロール活動改訂協定の実施協定に調印した。同協定は合同ノミトローノレ，無線基地

の設置等6項目を規定している。

20日 Vオプレ労相は，外務省にサパのフィリヒ。ン労働者に対して行なわれている下

劣かっ組織的な差別待遇行為に強く抗議するよう申し入れた。労働省によると 4

月1日以来300余のフィリピン人労働者が，差別待遇と不当な労働条件のためサ

パを離れており，さらに 200人が帰国を予定しているという。

21日 V外務省スポークスマンは，外務省はサパの労働者問題で、マレーシアに抗議し

ない，現地調査団の完全な報告を待っていると述べた。

V大統領参戦国首脳会談参加を拒否一一ファム・ダン・ラム駐比南ベトナム大

使は大統領を訪問，米国と北ベトナムの和平会談について協議する参戦国首脳会

議への南ベトナム政府の再度の参加要請を伝えた。これに対しマルコス大統領は，

ベトナム和平会談が確実となり，南ベトナム紛争の平和解決の諸条件が合意され

ないうちは，首脳会談は開くべきではないと述べた。

, Albay州のマヨン火山が噴火，火山灰は2千フィート上空に達し，噴出した

熔岩は Camalig町を危険にさらしているという。

vピレガス・マニラ市長は，もし政府が15日以内に3100万ペソの未払負債を市

当局に移転せねば告訴すると警告した。

22日 V信頼すべき筋によると，フィリピンは米国に対し米 RCA社のサテライトに

よるフィリピン・グアム聞の通信線公式入札を，非友好的行為であるとして抗議

した。

v先週の傷害事件による死者は50人，負傷者は32人であった。

v共産主義合法化法案提出さる一一J・ヤップ， A・クエンコ， R・メノレカド，

V・サガン， E・イラノレデ， A・アグパヤニ， R・ ミトラ， L・ ホラ， M ・シング

ソン， A・ロヨラ， J.ロセスら下院議員11名は，現行の破壊活動防止法（共和

国法1700号）を廃棄し，かわりに共産主義者および共産主義組織の登録を規定す

る法案（下院法案16536号）を提出した。またM・ヱンベノレガ下院外交委員長（N)

も直ちに支持を表明した。提出議員は，わが国はその思考を今日の現実に一致す

るものに方向づけし直すべきときであると述べた。
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フィリピン（4月〉

V外務省当局者はサパの出稼フィリピン労働者がサパ当局から差別待遇を受け

たとの労働省の抗議要求を拒否，労働省の主張を裏書ないし支持するものは全く

ないと述べた。これはその後の現地調査団の報告にもとづくものといわれる。

v上院は下院法 14321号一一個人所得税率の不均衡除去を意図した内国歳入法

修正法案一一ーに修正を加え可決した。大統領提出原案は逓減税率を取り結果とし

て160万ペソの歳入増となるものであった。しかし上院の修正可決案は，①最高

所得者層を削除し（原案では所得60万～100万ペソに対し固定税37万5400～66万

5240ペソと超過分に対する75～75%のパーセント税〉，最高限度を 50万ベソとし

固定税を30万5240ベソ，超過分に対する課税率を70%とする（現行60%），②医

療費，教育費，扶養控除を認めない。ほとんどの上院議員はこの最高所得層に属

するという。

' s・ベラスコ国軍参謀長は上院で次のように証言した。①コレヒドール特別

基地から行方不明となった者は訓棟生・民間人あわせて17人で，訓練生8人が脱

走したものであり，民間人9人は出身地に送還された。 （これまでの各証人によ

る行方不明者数は5,8, 14, 26人と多様であった。〉⑨国軍の参謀はムルデカ作

戦に参与も承認もしていない。③作戦の指揮者が誰か述べることを拒否。しかし

マタ国防相が陸軍に情報計画の訓練実施を指令したことを示す書類を提出。④ム

ノレデカ作戦はサパ侵攻を主張するといわれる私兵組織の裏をかくための情報活動

であった。⑥ムルデ、カ作戦の募集段階で、の資金は情報基金から，訓練段階では陸

軍訓練基金から出された。給料の遅配は同作戦が予算に組み込まれていなかった

ためである。⑥志願者の訓練は国防法に規定されていないが，これを禁ずる法律

はない。巨大な常備軍を維持できないことからすれば志願者に対するゲリラ戦，

対浸透作戦の訓練は国防能力を高める。

Vエンリレ関税局長とアラネタ全国輸出調整センタ一次長は大統領を訪れ，輸

出払戻し金手続改正により，払戻し請求に要する時間が70%削減されたことを称

賛した。

v大統領は全国の税務職員に政府歳入特に不動産税の徴収強化を指令した。

23日 Vオプレ労相は外務省にサパのフィリピン人労働者に対するマレーシアの差別

行為に関する証拠書類を提出した。

T James L. Chiong bian ( N，南コタパト選出）下院議員はインドネシアとの

米とコプラのパーターを非難した。

24日 vラーマン，サバ問題で警告一一ラーマン・マレーシナ首相はネ・ウィン・ピ

一（ 72 ）ー -138-



フィリピン（4月〉

ノレマ革命評議会議長の歓迎の宴で，次のように述べた。われわれは隣国との地域

協力を求め， ASAが結成された。 ASAは，ある参加国がわれわれと絶交したた

め休止し， ASEANが結成された。新連合が成功するか否かについてわれわれは

非常な懸念を抱いている。地域協力の成功は参加国間の友好と誠意次第である。

これがなければ地域協力が成功する望みはほとんどありえない。

Vヤン国軍副参謀長兼警察軍長官は，もし共産主義合法化法が立法化されれば

現在の対フク団キャンベーンは妨げられたことになる，大統領はつい3ヵ月前軍

に対し，破壊活動防止法の強化法案の起草を指令し現在議会に上提されている，

議会はまずこれを審議すべきだと述べた。

Vベラスコ国軍参謀長は上院でムノレデカ作戦を承認したのは当時のシキオ国防

次官である，マルコス大統領はそのことを知っていたかもしれない，しかし誰が

作戦の指揮者であるかは秘密事項なので言えないと述べた。

25日 Vスリガオ鉱床委員会は最終会合を開き，スリガオニッケノレ鉱床開発の落札決

定を行なった。後日の発表によると落札者は MarinduqueMining & Iudustrial 

社である。同社はカナダの SherrittGordon Mines社と技術提携する。

, D. Ahidは上院でコレヒドール特別基地の関係記録は事件発覚後キャンブ0.

アギナノレドで“製造”されたものであると述べた。

26日 v外務省のある秘密政治調査は ASEANの自由貿易地域ないし共同市場構想を

フィリピンは拒否するであろうと示唆しているという。同調査は，工業生産の地

域調整は長く困難なものであり，地域経済計画は自由企業の原則に反し， ASEA

N諸国間の特化はフィリピンに利益をもたらすとは思われない，フィリピンの熱

意だけでは成功に導くことはできず，むしろ貿易自由化計画を推進する方がフィ

リピンの利益になる，と述べているo

vカナダ海軍の護衛艦2隻（各2900トン〉マニラを親善訪問， 5日間停泊。

27日 Vフィルカゲ帰国第3陣一一駐南ベトナムのフィルカグの医療要員の一部26名

が米空軍の C-130型機でマニラに帰任した。

V トレンテーノ上院与党院内総務はタパオ市の大学卒業式で，破壊活動防止法

は共産主義を禁止するものではないので，同法を廃棄する必要は全くないと次の

ように述べた。 1957年に成立した同法はただ当時存在した共産党，その軍事組織

フク団および同一の目的を有するその他の組織とその継承組織を非合法化したも

ので，イデオロギーとしての，ないし無神論，私有財産廃止，武力・暴力による

社会変革，および資本主義の転覆，労働者階級の独裁樹立などその一切の主義・
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フィリピン（4月）

教義をともなう社会・経済概念としての共産主義は非合法化されたわけではない。

Vマノレコス大統領は， ミンダナオ島のタパオ州で政府公共事業および開発事業

を視察したυ

V権威筋によると，外務省はこのほど米国務省にサパ請求権の妥当性を示すフ

ィリピン側重要書：類の真偽の認証を行なうよう求めた。

28日 v商業会議所日本商社員の入国に抗議一一E・レイエス移民局長による，フィ

リピン商業会議所（CCP）は移民法9条G項（事前契約従業員〉による日本商社

員の入国禁止の申請を数日前に提出した。現在日本人は工業ないし農業の技術者

で、あれば9条G項により入国を認められ，また在比日本商社の総支配人ないし役

員として働く技術者としても入国を認められている。 CCPの抗議の中心は，在比

日本商社が総支配人補の入国を 9条G項で申請できるか否かにあり， CCPは日

比通商条約未成立の現在，日本商社員は上記手続による入国は認められない，こ

れら不法に入国を認められた者のピザを廃棄し，通商条約が成立するまでこれ以

上9条G項による日本商社員の入国を停止するよう主張している。これについて

移民局長は5月2日に日本商社支店（三井，三菱，住友3社）の9条G項による

スタッフの入国申請とともに CCPの申請に関する聴開会を開く予定である。

（円・） 移民法第20条は，移民でない者の入同ピザはフィリピン人がその職種に

っく意思がないか能力に欠けるとの証明がなければ9条G項にもとづき発行

できないと規定している。

v比・台貿易会談一一フィリピン・台湾両国はマニラで貿易協定に関する公式

会談を聞いた。

V下院は下院法17485号科学技術開発特別基金法案（7300万ペソ）を可決したo

v最高裁コレヒドール軍法会議に停止命令一一最高裁判所は，コレヒドーノレ事

件の唯一の生存者と主張する JibinArulaの申請にもとづき，フォルト・ボニフ

アシオで行なわれているE・ マルテリノ空軍少佐ら24人に対する軍法会議の仮停

止命令を出した。アルーラおよびモンターノ・カピテ州知事は事件はすでにカピ

テの市検察当局にもち出されているから， （事件をごまかしの手段にする傾きの

ある）軍法会議は中止さるべきであると主張している。

Vローデシア制裁一一マルコス大統領は1966年の国連安全保障理事会の対南ロ

ーデシア経済制裁決議実施のための行政命令に署名した。

29日 ，先週の暴力事件による死者は50人，負傷者は34人であった。

Vマルコス大統領はヌエパ・エシハ州の中部ノレソン国立大学の卒業式で，土地
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ノイリピン（4月〉

改革に対する協力を呼びかけるとともに，農業と工業の相互関連を促進するため

に農業地帯付近に工業プラントを建設する計画のあることを明らかにし，開発銀

行に対し中部ルソンの倉庫・集配センター建設用に 1億ペソの貸付資金を用意す

るよう命じ，また政府はすでに 8万4354の農民を含む地域に土地改革地域を宣言

したと述べた。

Vサロンガ上院議員（L）は上院で日本商社の営業認可を非難して次のように述

べた。①何者かが国家経済審議会（NEC）の決議23～66号を偽造し起草した。こ

れにもとづき昨年の選挙の直前日本の大商社17社に， NEC専Eスタッフの反対

を無視し，日比両国政府代表間の正式の了解に反して，比国内での事業活動が認

可せられた。②何者かがカララン前NEC議長に強制してNECが67年1月11日の

第33回会議で決議を承認したものと認めさせた。しかし事実上この時もまたその

他の会議においても向上の決議は議論もまして承認もされなかった。⑧67年 1月

11日の NEC会議の議題は何者かにより変更され，日本の投資家に聞かれる事業

の種類に関するスタッフの調査事項が削除された。④決議は，存在しない修正を

加えられた66年5月17日の大統領行政命令に基づくものである。これは原文から

日本企業の認可前に， NECと協議する必要があると規定した事項を恐らく削除

したものである。…・・・⑥67年11月の選挙の直前57年以来その申請が未決となって

いた日本商社17社に各種の専門委員会の主張した制限を何もつけずに事業活動の

認可が認められた。⑦68年1月17日私が不法を非難したとき，秘密会議が大統領

官邸で大統領とその腹心の高官たちとの間で聞かれた。⑧すでに日本企業数社が

承認を受けていたにもかかわらず NECに対し日本商社の申請クリアーを指令す

る大統領が署名したと称する， 67年12月1日付の覚書が NECに回付されたのは

68年2月6日であった。⑨数千の合法なフィリピン人事業家が巨大な日本商社の

圧迫を受けており，多くの苦情が特にフィリピン商業会議所から出されている。

⑩もしこのような事態の発展について何らかの措置が早急に取られねば，上院の

日比友好通商航海条約保護措置の審議は無意味なものとなる。⑪大統領は友好通

商航海条約が批准されたとしたときよりも未批准の現在の方が有利な立場にある

これら日本商社のライセンスを取り消すべきである。

（注〉 日本商社17社は以下の通り。三井，三菱，日綿，丸紅，住友， 日商，東

洋棉花，安宅，兼松江商，岩井，蝶理，伊藤忠，日比貿易，興和，豊田，野

村， 日航。

Vマカパガル不出馬声明一一マカパガノレ前大統領は香港で，私は1969年に政権
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の交代をなしとげよう，しかし大統領選には出馬しないと述べた。

V米国砂糖法改正に抗議一一消息筋によると駐ワシントン比大使館はこのほど

米国務省に対し，米国内糖クオータの不足分をクオータの増加を要求している米

国内の産糖地に振り向けるとの1948年米国砂糖法の修正案が米議会に提出された

ことに対し，現行法によると西半球における不足クオータの47.22%まではフィ

リピンに割り当てられることになっていると反対を表明し正式覚書を送付したo

▼パンパンガ州サン・ルイスでフク団大部隊と警察軍部隊が午前・午後２回に

わたり交戦，警察軍兵士，フク団員各2名が死亡，兵士2名が負傷した。フク団

の1人はフク団司令官 LeonManalastas 別名 Violaで1万5千ベソの賞金がか

けられていたという。

V，比・台新貿易協定会談開始

30日 V中部ルソンでフク団討伐作戦一一ヤン警察軍長官兼国防軍副参謀総長は，中

部ノレソンの動員可能の全部隊を中部ルソン6州に投入， 150名と推定されるフク

団の中核討伐作戦を開始した。

作戦はパンパンガ州のアラヤットーカンダパ地域に集中される予定で，主目標

は以下のフク団首脳5人に置かれる。① PedroTaruc。フク団最高首脳，書記

長，賞金10万ベソ。② Faustinodel Muudo別名Sumulong，フク団軍事部門の

長，賞金8万ベソ。③ EfrenLopez別名 Freddie司令官，フク No.3，賞金2

万ベソ。④ GeorgeOcampo別名 Tony司令官，賞金2万ペソ。 ⑤ Bernabe 

Buscayno別名 Dante司令官，賞金2万ベソ。

この作戦はヤン長官が約150人のフク団が最近カンダノξーアラヤット地域に集

まり， 5月1日を期して反攻作戦を聞くことを計画したが， 4月29日の一連の遭

遇戦一一フク 6人が殺され，政府兵2人死亡一ーのため食い止められたとの報告

をうけて後指令された。

Vアスピラス報道担当官は，マカパガル前大統領が Dagupan市で行なった演

説で，政府はフィリヒ。ンのサパ請求権を金銭で、解決しようとしているとの主張を

強く否定，われわれは問題を国際司法裁に提訴するため運動していると述べた。

v国防軍予算を審議している上院財政委員会で，①ノ、ト派のサノレパドーノレH・

ラウレyレ議員の質問に対しベエラス国防軍参謀長は，駐南ベトナムのフィリピン

民生活動部隊はすでに予算を費消し，現在国防軍資金からの事前支払で維持され

ている，②またアイトナ議員は1967年に，軍の資金から約760万ベソが国防軍の

総司令部に不法移転されたと述べた。
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日本商社の営業許可問題 先月末フィリピン商業会議所（CCP）の抗議に

続いて野党のサロンガ議員が上院で取り上げ政治問題化した日本企業の営業

許可問題は，今月に入り，営業の一時停止・取消とピレガス・マニラ市長を

はじめとする野党と大統領の対立にまで発展した。しかし大統領が20日営業

再開を指令したことによって一応沈静の方向に向い， 66年末・ 67年初めの米

国企業に対する小売業国民化法適用問題と類似した経過をたどった（詳しい

経過は日誌参照）。問題がこのように発展した背景には主に二つの原因が考

えられる。第1は日本の経済支配に対する警戒である。一般的にいって米国

等の外国市場に大きく依存する農業資本は外資の導入・進出を支持する立場

をとっている。しかし民族資本を中心とする商工業資本は外資導入の必要は

認めながら極めて警戒的である。このためフィリピン特有の政治的要因とか

らんで日比友好通商航海条約の批准は， 60年以来上院で棚ざらしにされてい

る。またその上前大戦以来の根強い反日感情が結び合わさっていることも忘

れてはならない。この反日感情はその広がりと深さにおいて昨年来高まりを

みせた反アメリカニズムより一層大きい。第2は政治的要因である。今回の

事件は昨年の中間選挙で大敗し，来年11月の選挙で、マルコス再選阻止をはか

る野党リベラノレ党の政府攻勢の材料に使われたと考えてよい。現マルコス政

権は，野党のマカパガル前大統領も認めているように，史上最強の政権であ

り，今選挙が行なわれれば再選まちがいないであろう。これが最近野党が機

会を捉えては政府攻撃を強め，国民の信頼を失墜させようとしている理由で

ある。ちなみに野党で、はマルコス大統領の有力な対抗馬として幾人か考えら

れており，何人かはすでに出馬用意を表明している。その中の一人であるピ

レガス市長も 5月24日大統領選出馬を表明した。

今回の事件では国家経済審議会（NEC）の決議が問題とされたが，問題の

発端は日本商社の比国内営業許可を指命した66年5月17日付の大統領政令に
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さかのぼる。政府が営業再開の根拠としたのが向上の政令と67年1月18日最

高裁が小売業国民化法裁判で、下した判決一一同法の実施は大統領に課せられ

た主要任務の一つであり国家政策の問題を含んでいる，したがってこれに関

する大統領見解は地方行政官の決定や見解を越えて効力をもっーーである。

その後67年1月9日の NEC決議を経て67年12月1日付で日本企業の比国内

営業活動の認可を指令した大統領政令が出された。これにもとづき証券取引

委員会は問題の日本商社17社に比国内営業許可を与えた。ビレガス市長は66

年末小売業国民化法事件の際すでに，日比条約が未発効である現在日本人は

商活動を認められていなとして部下に調査を命じていた。この間 CCPは一

貫して日本商社の進出は国内輸出業者の利益を損うものと反対し，許可方針

が確定した後は輸出入業務は比人業者を通して行なうべきだと主張してい

た。 CCP内部では特に日本商社の業務と（取引が日本の本店と現地会社の

聞で直接行なわれる場合でも）直接利害の対立するインデ、ンタ｝協会からの

つき上げが強かった。当初CCPの意図は日本商社支店要員の入国を制限し，

本格的商活動を押さえようとすることにあって，日本商社の活動自体の禁止

まで要求するものではなく，国内政争がからんで強硬な営業停止を主張する

に至ったものと思われる。だからといって CCPが今回の問題で一致してい

るわけではない。このことはピレガス市長派のパブロ市会議員が一審裁にマ

ニラ市内での日本商社の営業停止決定申請を計画したのに対し経済界にこれ

を支持する者がなく提訴に失敗し， 5月31日ようやくインデ、ンター協会の支

持を得て全国的な営業停止決定申請を最高裁に提訴できる体勢を整えること

ができたことに端的に示されている。 CCPなどが提訴を支持しなかった理

由には（1）法的に勝訴の見込みが薄いこと，（2）米国に次いで第2の規模にまで

発展した日比貿易自体に与える影響，（3）日本はもとより諸外国の投資意欲に

与える影響を考慮したことがあげられよう。

ピレガス市長は大統領の日本商社の営業停止解除命令後もいぜん反対の態

度を変えていない。しかし同市長がその対抗手段としてあげている市条例

6517号に対して CCPは商業活動を抑制しかっ不法であるとその廃棄を要求

していること（5月7日入また先に述べたように CCP内部でもかならずし

も一致していないことなどからみて所属政党のリベラノレ党以外からの強力な
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支持は得られそうにない。 （なお5月7日もう一つの外国人規制条例に対し

一審裁は停止命令を出した）したがってパブロ市会議員の提訴結果がでるま

で，あるいは日本商社員の 9Gピザ、による入国問題の結論がでるまで事態は

平静に復すまいが，今回のような規模で再燃することはないであろう。一方

フィリピン工業会議所（PCI)は日本商社活動について直接利害関係をもたな

かったため表面に出なかった。 ただし PCIも国内産業保護策が完全に確立

されないうちは，これ以上の日本企業の比国内営業申請を凍結するよう主張

しており，日本企業の比国進出が次第に本格化するにつれ既存工業界との摩

擦が生ずることは当然予想される。現にその兆もあらわれている。ピレガス

市長は米国企業に対する小売業国民化法適用問題の際と同様今回も，私は反

日（反米〉なのではない，日比（比米〉の利害が対立したとき私がフィリピ

ンの利益を守るのは当然である， （私は反米ではなく親比なのだ）と述べて

いる。このことは権限問題は別として失業問題など比国内の事情とともに無

視されてはならないであろう。

平等待遇権問題 昨年11月の第l回に続き，第2回のラウレノレ・ラング

レー協定改訂予備会談は今年の4～5月に予定されていた。今年1月第1回

会談の内容が公表されたとき， CCPは昨年5月のフィリピン実業家大会の

決定に沿うものであると歓迎の意を表明した（ 1月2日）。しかし今月交渉で

の一方の中心課題である平等待遇権（パリテイ・ライト〉問題の火つけ役と

なったナショナリズム前進運動（MNA）は，比側代表団は1974年以後もパリ

テイを延長することに合意したと非難。更に PCIのボロメオ会頭はL-L協

定第6条と，これとは別に米国人に対する内国民待遇を規定した同7条をも

完全廃棄せよと主張（13日〉。他方第1回会談前はむしろ PCIより強硬に廃

棄を主張していた CCPのタンピュンゲン理事は，対米貿易の重要度・特恵

などの現実を考慮せよと行過ぎをいさめる発言をしている（12日〉。こうした

態度は日本商社問題に対するそれと一脈通ずるものもあるが対照的である。

このような PCIとCCPの態度の差は次のような立場の違いからくるもの

であろう。まず内国民待遇がこれまで、存続したことによりあるいはとれから

も継続することによって受ける利益は直接には殆んどない点では両者とも一

致している。 しかし PCIは米国市場への依存度は低く，むしろ毎年外国投
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資で華僑資本に次ぐ米国資本はこれから進出をはかろうとする日本資本と

って現に園内における直接の競争相手である。一方 CCPは対米依存度は農

業資本ほど直接的ではないが， 貿易面において PCIより強く結びついてお

り，ちょうど日本商社問題で騒いでいて時期的にも悪く，強力な対米交渉の

手段としていた対共産圏貿易がすでに準備段階に入っており，これに対する

米側の対応を知ることを先決としたのではないか。

大統領は MNAに対しパリテイは延長せずと従来の立場を繰り返し声明

した。こうしたさなか米政府は第2回予備会談を今秋まで延期することを申

し入れた。とれは米側が（1)3月28日米人弁護士W.Quasha氏の行なった L-

L協定失効後の米人財産帰属問題訴訟の結果および（2）国連貿易開発会議の決

定を待って態度を決めるためと考えられている。なお在比米国会社の中に

はL-L協定の失効に備えて従業員のフィリピン化，資本の譲渡を行なったり

現地代理店を使っているものもある。

対マレーシア関係 対マレーシア関係で政府は強硬方針に転ずるとの報

道が行なわれ，これを裏書きするように 2日外務省はサパ労働者問題に関し

マレーシアに抗議した。外務省はバンコク会談を放棄せずと決定したが，い

ぜん会談成功の見込みは全くない。

国 内 既に相当に遅れていた上院での法案審議は日本商社問題のため

更に遅れ，予算案すら通常会期で成立せず，特別会期を召集し27日ようやく

成立をみた。この特別会期までに法人税法案のほか重要法案は殆んど成立し

なかった。このため大統領は6月中にもう一度特別会期を召集し未成立の税

制法案と日比条約批准の前提となる園内産業保護3法案を審議にかける予定

である。しかし日本商社問題の直後では後者3法案の成立見込みは薄く，政

府として優先すべきは前者であろう。上院のコレヒドール事件調査は国防委

員会が調査結果を検察当局に送付することを決議，事件は一応裁判所の手に

渡ることになった。

経済面では財界が早期作成を要求していた投資奨励法施行規則が4日公表

され，次いで投資優先順位計画は27日ようやく NECの承認するところとな

った。

一（ 80 ）ー -156-



フィリピン（5月〉

1 日 ，マルコス大統領はメーデー記念式典で演説，野党に対し非難攻撃をやめ，諸

問題解決のため働くことを第1にすべきである，選挙キャンペーンは選挙の5カ

月前に限るべきだとアピール，暗にマカパガyレ前大統領とピレガス・マニラ市長

を非難した。同時に S.Tomas de la Cruz新労働次官の就任宣誓式が行なわれ

Tこ。

（注） 記念式典には約2万～ 2.5万の労働者が参加，例年のように分裂大会を

行なった組合はなく，近年になく盛大であったという。これは組合の合併が

進んだためとみられている。

V外務省消息筋によるとゾュネーブの国際砂糖会議代表団長レオン・マ・ゲエ

レロ駐印フィリピン大使は社会主義諸国と貿易に関するa情報交換のため接触する

権限を与えられており，このほど外務省に指示をあおぎ，ラモス外相自身が指示

を与えたという。

また外務省筋によると微妙なしかし明白な圧力が国府およびフィリピンと社会

主義諸国間の完全な貿易一一およびたぶん政治一一関係の発展に反対する米国筋

から出ているo フィリピンは始めは西ヨーロッパ恐らくハンブlレクやかロッテルダ

ムを東欧とフィリピン貿易業者の接触地点として trading postを設けることに

なるかもしれない。かかるポストの設置は比国内への社会主義国民の入国を承認

する必要を，少なくともイデオロギー的障害がとりのぞかれない問なくすことが

できるであろうとしているo

v政府軍は中部lレソンでフク団索敵撃滅作戦を行なったが1日はフク団と 1回

も接触しなかった。 PNSの得た情報によると少なくとも 3人のフク団司令官が

すでに軍の作戦地域を脱出したという（スムロン，フレッディー， トニイ 3司令

官〉。 4月初日の衝突による死者はフク団側2名となっていたが， 2日付による

とヨヨングとピオラ司令官を含む6名となっている。

2 日 V外務省，サパ労働者問題でマレーシアに抗議一一ラモス外相は駐比マレ｝シ

ア大使館にサパの比人労働者に対する劣悪な待遇に抗議し，マレーシア政府に対

しこの状況の再発防止のため調査を実施するよう要求した覚書を送付した。

vラウレル下院議長はフィリピン在郷軍人会の会合で，大規模な常備軍の維持

は社会・経済開発に必要な財政資源を酒渇させると述べた。
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v国際商業会議所アジア・極東問題委員会第16回会議開催。

Vマルコス大統領はヌエパ・エシハ州の農民97人にハシエンダ・デ・レオンの

農地権利証書発行の準備措置として区画裁定書類（平均3ヘクタール〉を配布，

同時に農民が濯瓶共同組合を組織することを条件として濯概料金をヘクタール当

たり60ペソから12ペソに引き下げるとの農民の要求を承認した。

Vケソン州議会はフィリピン・インドネシア聞のコプラ・米のパーター取引計

画反対決議を採択した。

V南ベトナム，タイニン省のフィリピン民生活動隊基地附近が，このほどベト

コンの砲撃を受けベトナム人3名が死亡， 7人が負傷したo

v外務省は，西ドイツと無査証入国協定を締結したと発表。

V リザ－，レ州タナイに宇宙通信地上局が完成，落成式が行なわれた。

V大統領，特殊部隊訓練を継続一一マルコス大統領はニコラス・フィールドの

空軍創設33週年記念式典で演説， 国際情勢の変化に対処するため国軍（AFP）の

特殊部隊訓練と AFPの武器・装備その他軍事施設の近代化を継続して行なう，

最近フィリピン人の国家観は国際情勢におけるある種の発展から挑戦をうけてい

る，私は AFP総司令官としていかなる固といえどもわが国の名誉を傷つけるこ

とを許さないと述ベた。

3 日 Vラーマン・マレーシア首相はコタ・スタールの統一マレ一国民組織地区会議

で，サパ住民はマレーシア内に留ることを望み，フィリピンへの加入を望まない

と繰り返し表明しており，必要ならば生命にかえてもサパを防衛すると述べてい

ると演説した。

v対マレーシア政策転換か？一一政府高官筋は次のように述べた。政府は対マ

レーシア政策を完全に変更し，これに最大限の軍事的・政治的内容を与え，現在

の懐柔政策を放棄することを決定した。われわれは譲歩を止めた。われわれは現

存する問題に対決せねばならない。政策転換の目的は断固としてサパ請求権を追

求し，サパおよびマレーシアにおける引き続く反フィリピン宣伝と活動を終らせ

ることにある。

Vマルコス大統領はリザーノレ州モンテンノレパのフォード・フィリピン社組立工

場の落成式で，圏内資本に代置せず，稀少な国内資本を補い強化する外国資本は

歓迎されると述べ，フォード社のフィリピン化政策を称賛した。なお同社の従業

員450人のうち非フィリピン人は2%という。

’自由貿易地域より共同市場を一一パラトパト商工相は青年商業会議所国際会
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議で，自由貿易地域案には参加国の旧宗主国との取決めの問題がある，共同市場

案は困難な障害に直面しょうが，非常に有利であると述べた。

Vパタンガス州パラヤンに 1日の処理能力4000トン・遠心分離式の製糖工場の

建設が進められている。同工場は 100%フィリピン入所有， 69年 1月操業開始の

予定。建設資材は丸紅飯田の扱い。なお同州の製糖業は過去40年外国人所有のセ

ントラル・アズカレラ・ドン・ベドロが5虫占していた。

Vフィリピン労働センター（PLC）とフィリピン労働組合会議（PTUC）の2大

組合は合併に合意した。

4 日 v経済開発協会（EDF）のビジネス・インディケーター誌最近号は次のように

述べている。輸出はなお高水準にあるとはいえ，工業生産鈍化の結果，低下傾向

にある。今年第1四半期の輸入増加率は前期の 6%に対し約5%であった。 4月

末の EDFの工業指数は 120で工業生産7%増加，約2万人分の雇用機会が創出

されたことを示している。しかし過去3カ月にわたる金融引締めと納税準備金設

定の直接の結果として約1万5000人分の雇用創出機会が失なわれよう。

v投資委員会は， 1968年4月30日付承認の「投資奨励法施行基本規則および規

定」を 4日付の各全国紙に掲載した。本規則は全国紙2紙に掲載の日より30日後

に発効する。

Vラウレル下院議長は政権交替にかかわらず経済政策の安定と継続性を保証す

るため， 1971年の憲法大会で全国の経済活動を計画，調整する特別権限を付与さ

れた特別機関としてナショナル・エコノミック・ディベロップメント・オーソリ

ティ（NEDA）を創設するよう提案した。

v政府企業審議員はピレガス・マニラ市長の水道料金無料計画（市条例6474

号，費用1000万ベソ）は実行不可能かっ違法であり正当と認められないとの裁定

を下した。すでに市の収入役は資金の余裕がなし、として1000万ベソの支払保証を

拒否している。

' （ジャカlレタ発〉アンタラ通信によると，インドネシアのコフ。ラ生産者たち

はブローカーを使用せずに政府間ベースで対比貿易を行なうよう主張。

5 日 V政府高官筋によると政府はロベス国連大使にフィリピン・マレーシア両国間

のサバ問題解決が失敗した場合は，国連での対決にそなえフィリピン側の票読み

を秘密に行なうよう指示した。また外務省はラザ、ク・マレーシア副首相のパリ等

の訪問を反フィリピン宣伝を含んだものとして警戒している。

’新設の IndustrialEstate公社（Indescor）の理事長にコンスタンシオ E.カ
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スタニェーダ経済調整局長が選出された。 lndescorは国家電力公社の子会社にな

るo

’4月28日～5月4日の1週間に暴力事件による死者は53人，負傷者は38人と
3月11日政府が犯罪取締りキャンベーンを開始して以来最高を記録した。これに

はパンパンガ州サンノレイスでのフク団7人の死亡は含まれていない。しかし犯人

検挙も着実に成果をあげているという。

曹南ベトナム・タイニン省駐在のフィリピン民生活動隊基地が先週ベトコンの

臼砲攻撃をうけ兵1人が負傷，外科チームの居住区が破壊された。同隊の護衛部

隊は米軍の支援をうけ反撃，ベトコン11名が死亡， 4名が捕えられたという。

6 B T Allan Foranフォード・フィリピン社社長はテレビ・インタビューで，フィ

リピンには他国より多くの自動車工場がある，工場数の減少は規模の経済をもた

らしうるとダピッド・シシップ・ノーザーン・モーター総支配人の見解を支持し

fこ。

v米の貯蔵設備の不足一一ロベス副大統領兼農相は，今年の籾米生産のうち約

8000万カパンを貯蔵するため早急に多くの倉庫を建設する必要があると強調，民

間の協力を要請し次のように述べた。現在の倉庫数2715の貯蔵能力4000万カパン

ではなお4800万カパン分不足する。今年の予想生産量は1億0600万カバンで，通

常はその45%が市販され， 55%が自家飯米として残される。

7 日 Vマルコス大統領はリザーノレ州マリキナで政府による初めての低コスト住宅建

設計画の一部完成落成式を行なった。同計画は社会保険機構（SSS）の監督下に行

なわれ，来年5月完成の予定で，規模は500棟， 20ヘクタール。

' 1審裁，外国人規制市条例の実施停止を命令一一マニラ第1審裁判所はピレ

ガス・マニラ市長に市内で働く全外国人に対し，市当局から許可証を受け，年50

ベソの手数料の支払を求める市条例の実施停止を命じた。これは中国人新開発行

人ジョニー・チュアの仮処分申請にもとづき出された。

Vピレガス・マニラ市長はメノール国家上下水道公社（Nawasa）総支配人に，

すでに市の水道無料計画の全面実施を指令したと述べた。これに対し同総支配人

はもし規定期日内に水道料金を支払わねば，水道使用者は水の供給を停止されよ

うと述べた。

vフィリピン商業会議所は，このほどマニラ市条例6517号（3月7日成立〉は

商取引を抑制しかっ不法であるとしてその廃棄要求をビレガス市長に送付した。

同条例によると，本店をマニラ市外にもつ事業家はマニラ市内で商品の販売ない
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し配給業務を始めるに先立ちマニラ市内に販売代理人を任命せねばならず，市内

での販売分に対し2重課税される。

' （コタキナパノレ発〉サバの警察当局は5日Tawauの KunakとMostyn地

域でフィリピン人15人を移民法違反のかどで逮捕した。これは不法入国ではなく

超過滞在と労働証明書の条件不備のためであるという。また4日当局はサパ領海

内でフィリピン小型船を臨検，国防法違反のかどで船主を逮捕した。

V このほど米国・ヨーロッパ訪問から帰国したモンドニエード米とうもろこし

局長は，ロベス農相に世銀および米輸出入銀行は比国の食糧生産に融資援助を与

える見込みである，これは年聞を通して季節作物の豊富な供給を保つための農産

物の加工処理を含む，また6月中に乾燥機を備えた倉庫建設機材が輸入されると

伝えた。 10日の発表によると，米輸出入銀行から得た借款は倉庫建設用の300万ド

ノレ。これは各種設備をそなえた倉庫60棟分にあたる。

Vマルコス大統領は RCAのモンドニエード局長と会談，国立銀行に対し米と

うもろこし局に籾米の価格支持計画（カバン当り16ペソ）用に5000万ベソの追加

クレジット・ラインを与えるよう指示した。また RCA局長によると， IMFは

フィリピンに税制・歳入構造改革などのインフレ防止措置を採用するよう勧告し

fこ。

V南ベトナム・タイニン省駐在のフィリピン民生活動隊の医療隊宿舎がベトコ

ンの臼砲直撃弾3発をうけたが，全員退避し死傷者はなかった。

8 日 V上院財政委員会は政府提出予算案27億ベソから 1.3億ベソ削減，可決した。

B.アキノ議員は，地域・農村開発プロジェクトをマカパガル政府が1億ベソを

使った選挙対策用の緊急雇用案のマノレコス版であると評し，野党はその削減を要

求している。

Vエンリレ関税局長はビラタ商工次官に政府が社会主義国と外交および貿易関

係を結ぶことを禁ずる法律はないと回答した。

9 日 Vセンサス統計局はこのほど標本調査による1966年の商業の売上・給料・雇用

指数を発表した。小売業の売上指数9.2%増（65年比〉，給料18.09，雇用3.960

小売各品目の売上指数は雑貨・衣類・はきものの0.76から食料・飲料の 18.22

（卸売は13.36）にわたり，後者のうち砂糖・食料の給料・雇用指数は各々11.6,

1.67増だが全体では6.5減少，前者の給料指数は42.58増。農業原料グループの

給料・雇用指数は各々14.43,22.42増，粗売上指数は30.2減少，この原因はココナ

ツとアパカの価格下落にあると考えられる。 2番目に大きい売上指数増加は自動

n
h
v
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車・重設備機械類の15.07，雇用指数で、はデ、パート・小間物店の 15増。給料指数

ではガソリン・スタンドの3.71減少を除き増加，衣類・はきものが最大で42.58,

自動車・重設備・機械類29.1，家具・備品・その他設備19.8等。

’2ヵ月間のアジア・ヨーロッパ旅行中のマ力パガル前大統領はヘルシンキで
次のように述べた。もし選挙が今行なわれれば，現政権は非常に強力なので恐ら

く政府が勝つだ、ろう。しかし来年までにリベラノレ党は政権交替に十分な力を確立

できょう。 （日本商社問題について〉国内企業保護法案が可決されるまでは制限

措置が必要である。

' （クアラノレンプール発） H. A. Samah内相代理は先週サパで逮捕されたフ

ィリピン人17人は移民法違反に問われたので、あって破壊活動とは何ら関係ない，

また内閣は不法なフィリピン人移民，破壊活動，好ましからざる分子を阻止する

ための措置としてサパで農民の登録を実施することを承認したと述べた。

v政府の対社会主義国貿易問題パネルは勧告案について協議，政治的紛糾を引

き起さぬような協定にもとづきヨーロッパ社会主義国との貿易を遅滞なく開始す

べきであるとの点で合意した。またフィリピンと社会主義国間のイデオロギー上

の障害が除去されていないので，接触地域は西ヨーロッパに限らるべきこと，領

事送り状の発行も同様とすることなどが示唆された。

10日 Vマルコス大統領は，公共事業計画の新局面がまもなく実施される，これによ

り各州、｜に空港と海港が各一つづっ建設される，夏には地方の公共事業プロジェク

ト援助のため各地に公共事業局の建設隊340を派遣すると発表した。

v小売業国民化法関連判決一一第1審裁判所の F.パノレセロナ判事は，ベンゲ

ット・コンソリデーテッド社（米国会社〉が商工業8社に販売している石灰の量

は，無視しうるほどであるから同社が小売業に従事しているとは認められないと

の判決を下した。

（注〉 こhは小売業問題に関し 1審裁が出したこの種の判決では， 4番目のも
のであるo

vギンゴーナ・ CCP会頭代理はこのほど対社会主義国貿易問題政府委員会の公

聴会で， CCPはフィリピンが社会主義国と外交関係をもたぬ間対社会主義国貿

易の代表機関となる用意があると強調，香港・シンガポーノレ・ハンブノレグの領事

館が領事送り状を発行する形態を示唆した。また CCPのメンパー2名が社会主

義諸国訪問を委任され， 今夏に派遣予定の CCP使節団の派遣準備を行なうこと

が発表された。すでに R.ボテロ氏がユーゴに出発し，コプラ・原木・アパカと
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交換で貨物船を注文できるか調査を行なう予定。別の一行は近く中国に向い，輸

出品目リストの交換を行なう予定という。

Vサラス官房長官は米・とうもろこし生産者・精米業者・取引業者全国大会で

米を交換手段とするアジア共同市場案を提起した。

11 B V平等待遇権はL-L協定満期後延長せず一一マノレコス大統領はパギオ市で正式

声明を発表，米国人に対する平等待遇権は1974年以後延長されない，ラウレノレ・

ラングレー協定（L-L協定）満期後米国人に特権が与えられるだろうとの懸念に

は全く根拠はないと述べた。

同声明はナショナリズム前進運動（議長ロレンゾM.タニヤーダ上院議員〉の，

昨年のラウレノレ・ラングレー協定比米予備会談報告26節で比側代表団は1974年以

降の平等待遇権延長に合意したとの非難（11日〉に答えたものO

大統領は非公式記者会見で，日比平和条約は，議会が国内経済保護措置をすべ

て可決してから批准のため上院に提出すると従来の立場を繰り返し表明した。保

護6法案のうちこれまで議会が可決したのは3法案。

v再びサパ進攻論一一2万の隊員を擁すると称する NorthBorneo National 

Volunteers' leagueは，同盟は政府の援助を得ょうが得られまいが出来るだけ早

い時期にマレーシアから領土を回復するためにサパに進攻すると述べた。同盟の

拠識・手段は明らかでなく，隊員も司令官とみられる MagumaAbubal叫以外

知られていない。同氏は大統領に進攻宣言を提出する，また満足のいく解決が得

られるまで，マレーシアと断交するよう要求すると述べた。

v統計によると1962年に携行を許可された銃器31万0259丁のうち検査照合のた

め警察軍に提出されなかったものは24万1279丁に達する。また毎年ますます多く

の人々にしばしば無差別に携行許可が出されている。マニラだけで4万5252丁

余，イロコス地方および中部ルソンでは7万2000丁余の銃器に対し許可証が発行

されている。

V国軍の民生活動廃止主張一一G.マグサイサイ上院国防安全保障委員長はパ

タンガスで，国軍の民生活動と社会経済フ。ロジェクトの廃止を提案，軍はこれら

活動の予算増額を要求し議会で問題となってきているが，国防・治安秩序・訓練

など基本的機能をいまだに果たせないでいると述べた。

v労働省は管理職および短期滞在者を装う外国人技術者の流入を防ぎフィリピ

ン人技術者を保護するための商業・職業団体から構成される諮問委員会を設置し

た。
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Vマルコス大統領はケソン市イースト・アベニュー（固有公園）の無断借地人

の住宅すべてを取り去るよう命じた。

12日 l L-L交渉は現実的立場で一一一タンピユンゲン CCP理事は対米関係について

次のように述べた。一一一L-L協定の改訂交渉は理想的・学問的目的にもとづかせ

ず，まずはギブ・エンド・テイクの関係である国際貿易の過酷な現実に対処しう

るよう努力せねばならない。フィリピンは⑨対米貿易はなお40%を占めているこ

と，③砂糖その他主要一次産品は，米国市場で特恵待遇を得ていることを考慮せ

ねばならない。より現実的な協定は昨年のフィリピン企業者大会（5月9日）の

決議に沿うものである。

vパリ会談にオブザーバー派遣一一一マルコス大統領はルイス・モレノ・サルセ

ド駐南ベトナム大使をベトナム和平会談のオプザ、ーパーに任命，パリに派遣した

と述べた。

V上院国防委員会はアキノ議員の動機にもとづきコレヒドール事件調査委員会

の調査結果を市検察当局に提出するよう命じた。

13日 ’L-L第6・7条完全廃棄を主張一一F.O.ボロメオ・フィリピン工業会議所
(PCI)会頭はラウレノレ・ラングレー協定第6条に具体化されている憲法の平等待

遇修正とともに米国人に対し，内国民待遇を付与した同7条を完全に廃棄するよ

う再び主張， 1964年 PCIは政府に対し米国は恐らく同条の維持を主張するだろ

うと警告したことがあると述べた。

，米の自給は達成一一一米とうもろこし生産・消費に関する関係機関連絡委員会

(RCPCC）は68作物年度第4四半期の米作見積調査報告にもとづき， 68年度に米

の自給は確かに達成されたとの結論を出した。 68年度の米の推定余剰量は56キロ

入り袋で809万0200袋。総供給推定量は6323万2600袋，内訳は①年度初の推定在

庫1090万3700袋，⑨推定生産量5030万5000袋，③純輸入量202万3000袋。消費需

要量は，食糧用4980万袋，その他534万2400袋。 68年6月末の推定在庫量は809万

0200袋。また69年度も現在の増産傾向が続けば， 68年9月の最逼迫期の在庫は74

万9310袋（4万1961トン一原文のまま）を下回わるまいとみられている。

（注〉 5月21日付ーによると68年9月30日現在の在庫予想、は32万5993トンで， 5 

週間分に当るo

l C.ピリアレアル・リベラル党総裁・ NEC委員は，投資委員会の投資優先順

位計画は不完全であり，現存企業に有利に偏向し，わが国独自の工業化に必要な

新規工業（創始産業〉の創設に正当な誘因を与えていないとして，大統領に送付
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する前に投資委員会と NECの間で合同会議を開くよう主張した。

Vこのほどマニラおよび郊外地区の300の小売業者により PhilippineAssoci-

aion of Sari-Sari Storeownersが設立された。

14日 Vマルコス大統領は再びL-L協定に対する立場を表明，タニエーダ上院議員が

論拠としている L-L協定予備交渉パネルの報告は正確にはフィリピンはi974年

以前の可能な時期に平等待遇権を廃止することは両国の利益にそうものであると

の立場を述べていると語った。

Vパレド首席検事は国家上下水道公社に対し，ピレガス・マニラ市長の水道料

金無料化計画は，法的に実施不能であるとしてこれを無視するよう勧告した。

15日 V米， L-L交渉の延期申し入れー一一米政府はこのほどフィリピン政府に対し今

春ワシントンで聞かれる予定であった第2回L-L協定改訂予備会談を今秋に延

期するよう申し入れた。

Vナショナリズム前進運動の経済委員会（A.リチャウコ委員長〉はピラタ商

工次官に次のように反論した。一一米国人に対する内国民待遇は将来のどの対米

貿易協定にも具体化さるべきだとのピラタ次官の主張は政府の公式の立場を反映

するのか，あるいは単に彼個人の確信を反映するのか。 L-L協定には2種の平等

待遇権がある。ひとつは同協定第6条に含まれ，公益事業および鉱業の特定分野

で米国人に内国民待遇を与えるもの。他は同第7条に規定され，米国人に比圏内

でのあらゆる種類の事業活動において内国民待遇を与えるものである。マルコス

大統領はパリティは1974年以後延長されないと繰り返し述べているが，これは第

6条，第7条ともに延長されないと理解さるべきである。しかしピラタ次官の見

解はある種の例外を設けるのみで第7条の維持・存続を主張している。平等待遇

権は 1974年以後延長されないと明記した共同コミュニケ33条は， L-L協定第6

条のパリティに言及しているだけであり，これについては米国政府自体が3年前

に延長しないと言明してし、る。 L-L協定第7条のパリティに関する決定は共同コ

ミュニケの第26条に含まれている。 （外国人に対する内国民待遇は投資励奨法に

より与えられたとのピラタ次官の主張に対し〉投資励奨法では内国民待遇はわれ

われが一方的に廃棄ないし修正しうる通常の立法によってのみ外国人に与えられ

る点で違っている。一方共同コミュニケではフィリヒ。ン側ノξネノレは条約上の約束

として米国人に内国民待遇を与えることに合意した。これは内国民待遇権を通常

の立法およびフィリピン政府の一方的行動の範囲外に置くものである。

v地主，土地改革違憲訴訟一一フィリピン米とうもろこし生産者連合は土地改
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革法は憲法違反であるとして最高裁判所に仮執行停止命令を求める訴訟を起し

た。今回の訴訟はこの種のものとしては2回目で，直接には土地改革会議による

ヌエパ・エシハ州22市町の土地改革地区宣言に反発した同州のマヌエノレ・ガレゴ

氏らの地主たちが起したもの。同会議は決議の中で地主に対し今月から小作人と

の分益小作契約を廃棄し，賃貸契約に変更するよう求め，また地主たちは地主自

身なし、し家族の近親者が個人で当該の土地を耕作しあるヤはこれを住宅・工場・

病院ないし学校敷地に変更する以外小作人を立退かせることを禁止されている。

最高裁はすでに先の事件で土地改革法は合憲であるとの判決を下したが，地主た

ちは先の決定は判例を設けたものではないと次のように主張している。①同法は

多くの主題を含んでおり，一つの法律のタイトルに一つ以上の主題を含んではな

らなし、との憲法の条項に違反する。②これは地主から正当な補償なしに土地財産

を奪うものであり，正当な補償なくして公共のために財産を取りあげることを禁

じた憲法に違反する。③強制的貸借契約は水田地主にのみ限られており，これは

水田地主に対する法の平等な保護を否定するものである。

' （シンガポーノレ発）米スタンフォード・リサーチ主催の東南アジア経済人会

議最終本会議に提出した書類の中で，パラトパト商工相は比政府および民間はア

ジア自由貿易地域設立構想の調査研究を進めていると述べた。

T 10大労働組合連合の代表は通称ストライキ制限法案（産業平和法第10条修正

案）に反対し全国的な座り込みストを含む対抗策の協議を始めた。

一方約4000人の政府職員組合員は，ミランダ広場で結社その他一般労組員が享

受する諸権利，最賃法の実績・経歴評価制の実施を要求，しのびよる軍事化と政

府再組織計画に反対してデモを行なった。

（注〉 ストライキ禁止法とは，銀行・公益事業・有無線通信事業のストライキ

が10日以上続いた場合，大統領が仲裁移行を宣することを規定し，産業関係

裁判所に仲裁権限を与えるもの。

’ （ザンボアンガ市発〉当地の外国人管理事務所はスルー諸島のパラパグ，タ
ガナク，パトゥパトゥ島を通り入国し不法書類を入手しフィリピン人になりすま

しているといわれる中国人の取締りを開始した。

'T.ギンゴーナ商業会議所会頭代理は政府に対し政府および政府関係機関の

公開入札において適法フィリピン人事業家を不当な待遇から保護し，外国人競合

者に関するフラッグ法の精神と字義を忠実に実施する措置を講ずるよう主張。

'G.プヤット・フィリピン小麦製粉協会会長は政府関係機関に対し日本およ
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び EECから政府の助成をうけた小麦粉が大量に流入し（67年には約200万袋余〉

国内製粉業界は重大な影響を受ける恐れがあるとして，小麦粉の輸入優遇措置を

廃止するよう求めた＠

16日 V第6議会第3通常会期閉会一一例年であれば会期末に多数法案が成立するの

が普通であるが，今回は上院リベラル党の強硬な審議引延ばしにあい69年度予算

案はじめ政府提出重要法案はほとんど成立せず閉会した。会議会提出法案は1270

件，下院が可決したもの366件，このうち 104件は上院も可決した。しかしこれ

らの多くはフランチャイズ関係法案などで重要度は低い。上下両院が可決した重

要法案は①密輸防止のための紙巻タバコ特別税引下げ法案，③内国歳入局（BIR)

長の粗税問題に対する自由裁量権を制限する法案，③汚職・不正防止のための

BIR職員任命規制法案，④租税センサス法修正法案，⑤脱税者に対する BIRの

動産差押え・徴税命令発出期間制定法案がある。個人および法人税両法案は下院

は両院協議会報告を承認したが，上院は未可決。特別基金創設法案のうち下院が

可決し，上院が未可決のものには①病院・医療基金法案，②学校基金法，③科学

技術研究開発基金法案がある。

なお大統領は予算案審議のみに限り，その成立まで続けるとの条件で特別会期

を召集する布告395号を出した。

v大統領はこのほど畜産振興計画推進のため主要地域に牧畜センターを設置す

る資金として先の8地域用91万0896ベソに続き 126万3600ペソの支出を命じた。

v南ベトナム・タイニン省駐在のフィリピン民生活動隊の基地をベトコンが6

時間にわたりロケット砲攻撃を加えた。本部その他に軽度の被害をうけたが死傷

者はなかった。

17日 ，第 1特別会期開会

v比・米所得比較一一一パンク・オプ・アジア・リポート最初号は比米両国の物

価を比較している。それによるとフィリピン人は週5日労働で30ペソを得るが，

米国人は64ドルを得る。年間では米人労働者は，住宅・医療・交通・保険・寄付控

除後，食料・衣類・耐久消費財に消費しうる金を1530ドルもっている。一方フィ

リピン人労働者はほぼ1170ベソである。これは購買力比較にもとづき算出したも

ので， 1ドノレ＝0.77ベソである。例えば牛肉 1キロは米国では1.12ベソ，フィリ

ピンでは6ベソ。卵1ダースはフィリピンで1.80ベソ，米国では0.90ペソ。

v今年の砂糖の推定生産量は民間のフィリピン砂糖協会によると 178万3478ト

ン，砂糖割当局によると176万1641トンで米国クォータおよび国内需要177万4000
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トンと昨年度からの繰入れ12万5000トンの需要に不足するとみられている。生産

見積は両者ともここ数カ月の台風と早越の結果以前の見積より減少している。国

内割当は工業需要増のため60万トンから68万トンに引き上げられている。

その対策として政府は製糖能力の不足解消のため製糖工場の建設を援助， 6工

場の建設が計画され，現在1工場が完成操業に入っている（ネグロス・オクシデ

ンタル州の AIDSISA社）。昨年は米追加クオータ 5万トン（3500万ドル相当〉

を返上した。またこのほど大統領は砂糖の新市場開拓のため R.ナロン砂糖割当

局長のソ連旅行を承認している。

’カノレロス・ P・ロムロ文相兼フィリピン大学総長（69才〉は同大学の評議員

会議で公職から退くと発表した。

vピレガスマニラ市長は日米視察旅行に出発した。

Vマニラ市民3人は一審裁に対し，水道無料化市条例に関し水道料金を支払わ

ぬ場合水道，の供給を停止するとの国家上下水道公社の決定の仮停止処分を申請

した。

18日 v米とうもろとし生産調整会議（RCPCC）はフィリピン肥料協会提案の国産肥

料の農民購入に対する7%売上高税の廃止を支持すると発表。農業信用局もこれ

を支持している。

, F. 0.ボロメオ工業会議所会頭は投資委員会の投資優先順位計画は不完全で

あるが，委員会に引続き同計画改善の機会を与え，この際大統領と国家経済審議

会は同計画を法定期限である 5月19日までに承認するようアピーノレした。

Vオプレ労相は米国の国家労働関係局（NLRB）は， グアム島の基地労働者斡

旋業者 MASDELCOの労働者フィリピン人（2000人）の法律上の雇用主は，

MASDELCOではなく米海軍であると裁定したと発表。 なおグアム島には約

6000人のフィリピン人労務者がいる。

19日 曹マルコス大統領は初めてのラジオ・テレビ放送で，上院でリベラノレ党の反対

にあい，そのため予算案の通過が難行している l億ベソの農村改善・地方開発プ

ロジェクト資金を支持するよう国民に訴えた。

' （パンガシナン州ダグパン市発） s.オスメニア上院議員はリベラル党内に分

裂の可能性があると次のように述べた。マカパガル前大統領は67年のリベラノレ党

の大統領候補のひとりとして私の名前をあげたが，一方ピリアレアル総裁は党の

大統領候補に彼の個人的選択としてロベス副大統領をリベラノレ党に勧誘したとい

われる。（立候補宣言について）まだ早すぎるが，もし党に指名されれば受ける。
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（選挙争点について）経済的資産がなければ国は偉大になりえない。マルコス氏

は軍人だが，私はエコノミストだ。

T NECおよび AID共同の農村電化第1号試験プロジェクトがまもなくネグ

ロス・オクシデンタル州マナパルで活動を開始する。同プロジェクトの受益者は

ピクトリアス，マナパノレ両町とカディス市の約7000世帯。

20日 L-L 協定交渉比米両ーパネルは先に， L-L協定に代わる新協定は友好通商航海条

約の線に沿い，貿易特恵，投資その他関連問題の合意事項を含むよう適当に修正

されたものとすることで合意している。また平等待遇権と投資法の関係について

比国内では次のような解釈が行なわれている。投資奨励法においては外国投資家

は議決権を有しない株式を取得し投資資金の40%以上を出資し，利益の40%以上

を取得できる。米国会社が投資法にもとづく特典を受けようとする場合，その会

社の議決権付株式の60%をフィリピンが所有し，理事の60%はフィリピン人でな

ければならない。しかしその場合米国市民および会社は L-L協定にもとづく平

等待遇を享受できない。一方フィリピン側パネル（議長ビラタ大統領経済顧問〉

は，米国市民支配会社は「優先」分野に入れるが，特典を与えられないとしてい

る。しかし第3国人支配会社は3年間の待機期間を経過せねばならないと見られ

ている。また米国人支配会社は税制上の特典の点でフィリピン人支配会社と同等

の待遇を与えられないものとみられている。しかし米側パネルはこの見解に反対

しているという。

V南ベトナム・タイニン省駐在のフィリピン民生活動隊基地がベトコンの激し

い臼砲攻撃をうけた。死傷者なく被害は軽微。

v世帯所得分布一一センサス統計局は世帯所得分布に関する統計（1965年〉を

発表した。①マニラ首府圏の平均世帯所得は6590ベソと全国最高で全国平均の

2.5倍。③南部ノレソンおよび周辺諸島3025ベソ。③中部ノレソン2595ベソ。④その

他平均2000ベソを超える地域は北部ミンダナオ2342ペソ，ピコーノレおよびマスパ

テ2024ベソ，南部ミンダナオおよびスルー2004ベソ。⑤一方最低の地域はカガヤ

ン渓谷とパタネスで1322ペソ，次いでイロコスとマウンテンの1633ペソ。

中位値所得世帯の所得は1961年に比し49.1%，平均世帯所得は40.9%増加。こ

の増加率は同期間の消費者物価指数のそれを24.8%越えている。中位値世帯所得

の増加率が全国平均のそれを越えた地域は北部ミンダナオ200%，中部／レソン57%

南部yレソン53.3%，ピコーノレとマスパテ51.9%。1957年から65年にかけて中位値

世帯所得は78.4%，平均世帯所得は72.7%上昇した。消費者物価は同期に37.6%

Q
U
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上昇した。

また年500ベソ以下の所得を得ている世帯の比率は11.6%（全世帯所得の1.4%)

500～999ベソは17.7%(5 .3%), 1000～1490ペソは16.7%(8.1%）。 1万ベソの所

得を得ている世帯は 2.6%(20%）。なお企業の中間管理者の 1ヵ月の給料は約

1500ベソである。

21日 V比・マ会談放棄要求一一コランテス外務次官は， 6月17日バンコクで開催予

定のサパ問題に関する比・マレーシア会談代表団の諮問会議メンパーで、あるホピ

ト・サロンガ上院議員（L）から，パンコク会談は恐らく何らの成果なく決裂す

るだろうとのラーマン・マレーシア首相の警告にかんがみ，フィリピンは同会談

を完全に放棄すべきだとの提案が出されていることを明らかにした。

ラーマン首相は外国報道を通じ間接的に比側に繰り返しサパ請求権を放棄する

よう要求していると伝えられ，比国内では倣慢であるとの批判が高まっている。

また外務省は国際司法裁提訴訟に必要な費用の調査を慎重に進めているという。

Vサラス官房長官は，米とうもろこし生産調整会議（RCPCC）はバターン州を

閉会議の食糧計画第 1優先地域に指定することを承認したと発表。その他の第1

優先地域は以下の14州。ブラカン，カガヤン，カマリネス・スル，コタパト，イ

ロイロ， イサベラ，ラグナ， レイテ， ミンドロ・オリエンタノレ， ヌエパ・エシ

ハ，ヌエパ・ピスカヤ，パンパンガ，パンガシナシ，タルラク o

vマノレコス大統領は，現在重大な段階にあり 2年ないし4年のうちに災害に直

面するだろうといわれているアパ力産業対策として①生産者融資促進と生産調整

のため砂糖・米と同様梱包アパカにケダン方式を導入するようアパカ公社と繊維

検査局に指示，③アパカの輸送費節減のため船積用アパカを高密度に圧縮梱包す

る方式（50%減）を直ちに実施するよう指示した。

，比・台両国は貿易協定会談を無期延期すると発表した。会談は4月29～31日

に行なわれた。国府側が中国人の比国入国条件緩和を提案，比側がこれを拒否し

たため会談を中断，国府側代表はこの2週間帰国し本国政府と協議したが打開で

きなかった。なお貿易協定は現在の往復2000万ドノレから1970年までに8000万ドル

にすることを目標にしていた。現在は1956年の議定書により行なわれている。

22日 vバンコク会談放棄せず一一外務省はもしフィリピンがパンコク会談を放棄す

ればマレーシア側にサパ問題解決の努力を妨げたのは比側で、あると主張させるこ

とになりマレーシア側の宣伝が奏効するとみて，会談を放棄しないことに決定し

た。
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Vロベス農相はコタパト州当局と同州が同州内の1万4000ヘクターノレを開発，

農業協同組合に経営させるとの協定に調印した。

V約2000人の労働者が通称ストライキ制限法案，政府再来E織法案など 4法案に

反対して議会・大統領府前でデモを行なった。

Vベプシ・インターナショナノレ社の P.Warren社長は食品の製造・配給を行

なう比資本との合弁会社設立の可能性調査を進めていると発表。

23日 ' （プノンベン発）カンボジアはコミュエケを発表，同国海軍は20日カンポジ

ア領内約1マイルのメコン河でフィリピンのダグボート 1隻を捕獲，乗組員は米

兵2名を含む10名，マシンガン等各種武器が発見されたことを明らかにした。

v来月米2万トン輸出一一モンドニエード米とうもろこし局長は大統領に同局

は来月 2万トンの米を輸出する予定であり，公開入札は6月5日に行なわれると

報告した。先に通貨委員会は同局の価格安定計画の資金不足問題および倉庫不足

を緩和するため米の輸出を勧告していた。輸出用米は IR8, 35～40%砕米1万

トン，③特別品種米， 35～40%砕米1万トン。

V農業の低生産性の原因は農民の消極性一一（東ミンドロ，カラバン発〉米と

うもろこし生産調整会議がこのほど行なった調査によると農業の低い生産性の社

会学的原因の一つは生産の革新に対する農民の消極的態度にあることが確認され

たと次のように述べている。多くの農民はまだ近代農業の技術進歩に無知で，こ

れからも旧式の農具を用い経験に固執するだろう。しかし多額の費用を必要とす

るため多くの企業農は農場機械化をあきらめている。ただ地主だけが急速な機械

化を始めている。

Vサラス官房長官は食糧生産計画の一部として政府は鯉の稚魚500万尾を輸入

すると発表。

24日 Vミンダナオに分離運動？一一イングレス外相代理は，回教徒の居住するフィ

リピン南部で外国のエージェントが活動している，これはある回教徒グループが

ミンダナオのフィリピンからの分離論を宣伝しているとの報道を説明するものと

も考えられる，しかし分離は内乱ないし反乱なしには不可能であると述べた。

V上院は29億ペソの69年度予算案を可決。大統領は直後議会に法人税引上げ法

案をサーティファイした。

V法人税増税法成立一一上院は法人税増税法案（H.B. 14543）の両院協議会報

告を承認，これによる増収予想額は8000万ペソ。要旨次の通り。国内法人①課税

純所得10万ベソ以下－25%，②10万ベソ以上ー35%，③私立教育機関－10%,
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⑨一般銀行法にもとづく建物・貸付協会一12%。外国法人④比国内で事業活動に

従事せざる非居住法人が比国内源より得た総所得に対し35%，③比国内で事業活

動に従事する居住外国法人に対しておないし35%，③生命保険会社の場合は課税

対象所得の25ないし35%，あるいは従来最高の純投資所得の8.75%。

v駐南ベトナムのフィリピン民生活動隊基地はベトコンの 122ミリ・ロケット

砲攻撃を受けたが，建物に損害を出したほか，死傷者はなかった。

vイタリア貿易使節団来比

25日 ’ミンダナオ分離運動？一一一政府高官筋によると，マレーシアは，恐らく第3

勢力の援助をうけ， ミンダナオに人為的な不隠状態を造り出し，フィリピンは分

裂の恐れに直面しているとの誤った印象を与えようとキャンペーンを始めた，こ

のキャンベーンは政府がサパ紛争の即時解決を迫るに比例して高まると予想され

る。しかし政府部内ではマレーシアはサパ支配の永久化を望むあまり行過ぎに走

ることはなかろうと考えられている。

v国軍大幅異動一一一マノレユス大統領はマタ国防相と協議後，国軍の大幅な人事

異動を発表した。①参謀総長にマヌエル・ヤン少将（警察軍長官・参謀次長一一

セグンド・ベラスコ参謀総長は引退〉。②参謀次長にラファエル・イレト准将。

③陸軍司令官にルーベン・マグラヤ准将。④警察軍長官にピセンテ・ラパノレ准

将。⑤空軍司長官にファン・ゲ、パラ大佐。⑥海軍司令官にイスマエル・ロミパオ

准将。

vピレガス・マニラ市長はヨーティ・ロスアンジェルス市長を訪問，米国は適

当な時期にすべての在比米軍基地をフィリピンに返還すべきだと述べた。

'B.アキノ公共事業次官は道路建設状況について次のように報告した。 1966

年5月～1968年4月の2ヵ年の総建設量約6029キロ，費用2億4700万5677ベソ。

うち260.8キロ（4.3%），費用1404万4082ベソ（5.66%）は軍工兵大隊による。橋

の建設は1966年 1月～1968年3月の聞に 269橋968万3091メートルですべて道路

局によるもので，軍は参加せず。コンクリート道路：道路局651キロ，軍38キロ。

アスフアルト道路：道路局959.3キロ，軍113キロ。砂利・支線路：道路局4159キ

ロ，軍 107キロ。

26日 , Civil Liberties Union （委員長 JBarreva元法相）は， L L協定改訂予備

会談比側パネルは昨年11月のパギオ会談で、米側に協定失効後米国法人は法定の米

側所有比率を実施する必要なしとの印象を与えたと述べ，大統領に平等待遇権問

題に対する明確な政策を示すよう主張した。
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V社会福祉省新設一一マノレコス大統領は下院法17310号社会福祉局を廃止し社

会福祉省を新設する法案に署名，初代社会福祉相にグレゴリオ・フェリシアーノ

前社会福祉局長を任命した。なお同法は今年の通常議会で可決され，大統領の署

名を得た最初の法案である。

27日 V国家経済審議会（NEC）は投資委員会作成の投資優先順位計画と第13賠償年度

計画を承認した一一賠償計画は賠償委員会作成原案1億0400万ドルから4500万ド

ノレに削減された。なお投資計画は投資委員会・ NEC・大統領経済顧問の3者で

作り直された。

T 69年度予算案成立一一両院協議会は1968～69会計年度予算案を可決した。

，大統領府は CivilLiberties unionの質問に答えて，大統領は74年の L-L協

定満期後平等待遇権を延長する意思はなU、とナショナリズム前進運動に対する声

明を繰り返し表明した。

’比米軍事基地雇用条件改善協定調印一一オプレ労相と J.ウィルソン米代理

大使は在比米軍基地比人従業員の雇用条件改善協定に調印した。同協定により米

軍の直接雇用するフィリピン人2万6000人が年総額2000万ベソの利益を受ける。

このほか間接雇用されている約3万4000人も間接に受益するものと考えられてい

る。なお引き続き米軍在外基地の比人労働者の雇用条件改善交渉が行なわれる予

定。

' 1ヘクタール2カバンの損失一一一米国の援助で行なわれた調査によるとヘク

タール当り少なくとも 2カパンの籾米が熟し過ぎや野外乾燥や不適当な貯蔵法な

ど旧式な農法のため失なわれている。米とうもろこし局によると損失総量は年約

600万カパンに達するという。

28日 V第1特別会期閉会一ーなお大統領は与党議会指導者と会談，来月初めに第2

特別会期を召集することに決定した。政府がサーティファイを予定している法案

は未成立の税制法案と日比条約批准の前提である国内産業保護6法案のうち未成

立の次の3法案である。①外国銀行業規制法案（H.B.80）一銀行の資本ストック

の所有をフィリピン市民にのみ制限し，外国銀行にある種の制限を課する。②関

税法修正法案（HB6103）ー貿易協定にもとづき賦与された特権の結果以外の事由

により輸入割当を設定しうるよう共和国法1937号（関税法）第l編タイトノレ2第

3章402条の第1および2節とG項を修正する。③外国人・外国法人事業活動規

制法案（HB6101）一外国人ないし資本の25%以上を外国人が所有ないし支配する

法人は比国で事業活動に従事する場合登録および認可を必要とする。
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V投資委員会はこのほど大統領に対しフィリピン交易公社（PEC）を代理機関と

して中国本土を含む共産主義諸国との貿易を完全実施し，社会主義国の貿易業者

に59日間のフィリピン訪問を認めるよう勧告した。

29日 Vオプレ労相は労働関係局長に対し財政報告の提出を怠りあるいは露骨な脅迫

を行なった疑いのある19労働組合の登録証明書を取り消すよう指示，事情調査を

開始した。

v砂糖業界代表はマルコス大統領らと会談，砂糖価格を現行水準に保つためピ

ク／レ当り25ペソに維持することおよび砂糖生産会議（議長サラス官房長官）を設

置することで合意に達した。

Vマニラ一審裁は，マニラ市民3名の水道無料化条例に関する仮処分申請を却

下した。

31 B V中国入学校新設で調査ー一一大統領は教育省に対し私立学校局が中国人学校の

分校新設申請を承認しているとの報道を調査するよう命じた。分校新設は事実上

学校新設と同等と考えられている。なお教育省は中国人の同化促進のため 5年前

に中国人学校の新設を禁じている。

V今議会で成立したアパカ開発委員会廃止延長法（ 6月より 4年間）はアパカ

繊維の工業用開発研究など長期計画の継続を可能にするものと歓迎されている。

7大統領は投資委員会委員長を閣僚待遇にするとの行政命令を出した。

日本商社問題

1 日 vサロンガ上院議員は力ララン前 NEC議長に論駁する要旨以下のような書類

の写しを発表した。①決議23～66号は承認されていなし、ので同決議は効力を有し

ないとの68年1月31日付の NEC委員会報告（委員長 L.タニヤーダ上院議員，

委員 R.メルカード下院議員， G.リカロス比開銀総裁）。②NEC決議が承認さ

れたといわれる会合の2目前，カララン氏は NEC書記 AButed氏から日本企

業を許可せよとの証券取引委員会宛の大統領指令はなかったとの報告を受けてい

た。 しかし NEC決議はこの存在しない指示に言及している。③Buted氏が用

意した議題が会合の直前何者かによって変更を加えられた。これは日本人投資に

聞かれる事業の範囲に関するスタッフの研究を討議することを要求する第5項を

削除している。④サロンガ議員が68年1月17日NECの会議で偽決議を非難した

あと， NEC.は週の定期会合を開くことになっているにもかかわらず，今日まで
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会合は招集されていない。

なお上院経済委員会は2日から調査を開始する。

v前 NEC議長，サロンガ議員に反論一一カララン中央銀行総裁（前 NEC議

長）はサロンガ議員の非難に対し次のように反』駁した。一一ー比国内で事業を行な

う日本企業ないし法人の登録を認める政策は法により認可され，故ベドロ・トウ

アソン法相の意見に支持され，すべての関係者を代表するカヴンスノレ・オブ・リ

ーダーとラモス外相・パラトパト商工相およびユーロ法相の閣内委員会により是

認されたものである。 NECはこれらの事実をすべて考慮して，証券取引委員会

は日本国民ないし法人に憲法上の制限と現行法にもとづき課される制限にのみ従

い比国において事業に従事することを認めるべきであるということが NECの政

策上の立場であるとした決議23～66号を1967年 1月11日に採択した。 （以下間決

議に至る経過を説明）上記の事項にもとづき二つの観察が行なわれている。第1

に決議は正式に可決されたということである。第2にたとえこの趣旨の NEC決

議が存在しないとしても大統領の指令がすでに認可されたという事実は存続する

ということである。

2 日 Vマニラ市長，日本企業の営業許可停止一一ピレガス・マニラ市長は移民局お

よび上院の調査開始をまたず，日本企業に対して比圏内営業を許可した NEC決

議の確実性が証明されていないとして，市当局が在マニラの日本商社17社に発行

した営業許可を一時停止するよう命じたと発表した。

〈注〉 上記17社は以下の通り。三井物産，三菱商事，丸紅飯田，伊藤忠，住友

商事，日綿実業，東洋棉花，日商，安宅産業，兼松江商，岩井産業，蝶理，

日比貿易，興和，豊田通商，日本航空，野村貿易。なおこのほかに日本楽

器，松下電器，味の素，川崎グループなどの合弁会社数社がある。

V比商業会議所（CCP）は移民局に対し日本人を事前契約雇用者（9Gピザ〉と

して入国させたいとの日本商社の要請を拒否するよう主張。

V移民局は日本商社員の入国問題に関する公聴会を聞いた。これに出席したの

はCCP代表。同時に岩井産業，三菱商事，住友商事の支店要員9人の短期ピサ

から 9Gピサへの変更申請に関する聴開会を行なった。またレイエス移民局長は

問題の決議が未決定となっているので，未決となっている 9G資格での日本人条

約商人の入国申請をすべて凍結することに決定したと述べた。

3 8 Vピレガス市長は市内の各日本商社支店にあてた3日付書簡で，営業許可を取

り消すことに異議があればフィリピン人顧問弁護士を通じその理由を72時間以内
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に市長あてに提出するよう通告した。

'E.レイエス移民局長は， 日本政府がマニラ市長の営業停止の妥当性に関し

比政府に公式質問を申し入れるととに決定したとの報道に言及し，営業許可の妥

当性は全く比政府の関心事であると反発した。

4 日 V大統領，日本商社18社に営業停止命令一一マルコス大統領は証券取引委員会

を通じ， NEC決議23～66号の妥当性が未確定なので問題となっている日本商社

18社に営業活動を一時停止するよう命じた。同時にこの問題に関する政策が明確

にされるまで，日本人および日本企業の新規営業登録ないし許可申請の受理を停

止するよう指示した。

（注〉 18社とは2日付日誌注，オランダの17社に山本商店が加わったもの。

5 日 V大統領日本企業の営業分野調査指令一一マノレコス大統領はピラタ商工次官に

外国投資家に認められる投資分野を規定した大統領令21号に日本企業が違反して

いるか否か調査を行なうよう命じた。同令は16の投資分野を定めているがこれに

は商業は含まれていない。しかし日本企業はこれに違反し輸出入業の営業許可を

受けたのではないかとされている。大統領は，もし日本企業が行政命令21号に定

められた分野内で営業していないことがわかれば，その営業許可を取り消すと示

唆した。

（注〉 16の投資分野については1966年9月の日誌参照。

6 日 Vオプレ労相は移民法9条G項にもとづきマネージャーを入国させた外国企業

の活動と 9Gに関する移民法および労働規則を順守しているか否か現場点検を行

なうよう命じた。

vマニラ商社会抗議一一日本支店24社で結成しているマニラ商社会はピレガス

市長に対し「日本商社は NECの許可に基づいて支店活動を行なっており，不当

行為はない」と異議申し立てを行なった。

vピレガス・マニラ市長は夕刻，日比友好通商航海条約が批准されるまで在マ

ニラの日本企業〈商社18社〉の営業許可を取り消すと発表した。岡市長はその根

拠として大統領は上院議員の3分の2の同意がある場合にのみ条約を結ぶことが

できる，したがって日比条約が批准されていない以上，大統領は上院の同意があ

ったものと考えて日本人に比圏内で商活動に従事することを認めてはならないと

述べた。

ピレガス市長は更に，市警察に対し日本商社が命令を順守しているか否か厳重

に監視するよう命じた。
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（注〉 正式通告は 8日関係日本商社に屈けられた。

7 日 Vピレガス市長は市警察署長に対し，在マニラの日本企業の営業許可取消し命

令を直ちに執行するよう命じた。同市長は公式に取消し命令に署名した後，この

措置は日本の経済的圧迫と支阻からフィリピン国民を保護するためとられたもの

であり．議会が適切な国内産業保護規定を設けたうえで日比条約を批准するまで

命令は有効であると述べた。

V上院経済委員会は日本商社問題に関する聴閉会を聞いた。席上カララン中銀

総裁は次のように証言した。一一日本企業が選挙の直前に登録を認められたとの

非難は不正確ではない。問題の18社のうち 5社は67年3月， 4社は4日， 4社が

5月， 1社が6月， 1月が7月， 1社8月， 10月に 1社， 11月28日に 1社が各々

整録された。決議23～66号は 1月4日の会合で口頭で伝えられ， 1月11日の会合

の前に NECの手続に従い，コピーが配布された。私は全委員が同ーのものを読

んだものと思う。出席者のうちその主旨の正確さについて異議を唱えた者はいな

かった。 1月11日の会合の際も誰も反対しなかった。

V日本外務省の牛場次官はラウレノレ駐日フィリピン大使と会談， 日本商社の営

業問題について善処を要望した。席上同次官は，日比友好道路建設資金として当

面3000万ドル（108億円〉の借款を与える用意がある旨非公式に表明した。ラウ

レル大使は本国政府と協議のため8日帰国した。

（注〉 大蔵省は 8日「関係各省間でいくら援助するか話がまとまらないのに勝

手に撲助額を明示したりするのは今後の低開発問援助に悪影響を及ぼし，き

わめて遺憾であるJときび、しく外務省に抗議することになった。なおフィリ
ピン側は総工費の約3分の 1(6000万ドル〉の借款を要求しているが，マニ

ラの消息筋は日本政府は6000万ドルの借款供与の約束を3000万ドル削減した

と述べている。

vピラタ商工次官を議長とする 3人委員会は大統領の5日の指令にもとづき日

本商社の営業内容調査を始め，日本企業代表が証言に立った。

v大統領は問題の日本商社が法定の規定どおり税金を支払っている否か日本商

社の税金支払い記録を綿密に調査するよう命じた。

8 日 V大統領はピレガス市長が在マニラの日本企業の営業許可を取り消す権限を持

っているかテーハンキ一法相に調査を命じてあると述べた。

V上院経済委員会は3日聞にわたる調査を終了，委員会は①カララン氏自身が

1月11日の NEC会議の議題から日本企業の事業分野の研究項目を削除した。

②決議23～66号は同日の会議で正式に提出も，議論も，確認もされなかったなど
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の点で一致したという。

夕日 Vピレガス・マニラ市長は，内外からどのような圧力がかかっても日本商社の

営業許可を取消し命令を撤回する考えはない，日比条約が批准されるまで，日本

商社のマニラでの営業活動は許されないとの立場を変える意思はないと述べた。

10日 Vマルコス大統領は国民経済保護協会（NEPA）で， もし日本企業ないし国民

が大統領政令21号で規定された分野以外で営業している証拠があれば，営業許可

を直ちに取り消させると警告した。

’ （パタンガス州パラヤン発〉フィリピン・シピノレ・エンジニアー協会はこの
ほど労働省に対し短期ピザしかもっていない外国人（日本人）専門家が共和国法

544号に違反して当地で製糖工場の建設の仕事を続けていると訴えた。なお丸紅

飯田が建設資財供給，建設の監督にあたっている。

11日 'C.アベラ・トレード・ミッション・クラブ会長は新聞芦明の中で， 日本企

業の営業許可を即決的に取り消したことは（大統領の5日付指令を指す）フィリ

ピンと貿易関係を維持している多くの諸国に連鎖的に反発を生むだろう，日本企

業の比国内営業の合法性に対する攻撃の根拠は薄弱であり，日本その他わが国に

同情的な諸国の失望から起りうる損失は予想、できないと述べた。

14日 曹上院， NEC決議は未承認一一上院経済委員会は次のような調査報告を発表し

た。①NEC決議23～66号は67年1月4日あるいは7日あるいは他の日にも事実

上も法的にも承認されていず，大統領に送付されたのは偽物であることは疑問の

余地はない。②日本商社は広範な輸出入業務に従事し， 398人を雇用しているが，

うち 111人が日本人である。これらの事実は外国商社の活動に関する法律に違反

している恐れがある。③輸出入業務，卸売業，代理業などの分野は大統領政令21

号〈外資導入促進政令）ないし投資奨励法により認められていない。一般に在比

外国企業における外国人の身分は投資奨励法により社長・会計係・総支配人およ

びこれに相当する者にのみ限られる。④会社法修正勧告一一外国会社の事業が公

共の利益・便宜を促進せずあるいは国家および国民の利害を損う場合，その外国

会社の営業許可を否定しうる商工相の自由裁量に対する疑問を除去し，商工相が

比国および同国民の利益を保護できるよう会社法を修正する。⑤外国商社の活動

規制強化のための法案を早急に審議することを勧告。同法案の内容は，①外国商

社の営業許可には相互主義をとる，②現地支店を設置する場合，必ずフィリピン

人だけを使う，③現地債権者に優先権を与えるとなっている。

また委員会は当時NEC議長であったカララン氏が公文書を偽造した疑いがあ
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るとして法相が何らかの懲罰措置をとりうるよう，法相に調査の写しを送付する

ことを5対2で可決した。

なお委員は NECは開放政策ではなく，制限政策を効果的に採用しえたはずだ

としているが，問題の許可が妥当であるか否か，取消しあるいは無効としうるか

について意見を出していない。

17日 TT.ギンゴーナ CCP会頭代理は， CCPは対日貿易に全く反対しているとの

報道に関連して次のような声明を出した。一一－CCPの法律ノξネノレは移民局に日

本商社3社岩井産業・三菱商事・住友商事の移民法9条G項による社員入国申請

に反対する覚書を提出した。しかし CCPは対日貿易に反対するものではない。

多くの会員が日本企業と直接取引をしており， CCPの基本目的のひとつは国内

および外国両事業・貿易を促進することにある。

’農業会議所超ナショナリストを批判一一A.モンテリパーノ・フィリピン農

業天然資源会議所会頭はフィリピン大学商学部の卒業式で，超ナショナリストや

党派的利益のとりこになった者たちはわが国が社会的・経済的成長をより早く達

成しようとする努力を妨げている，これらの者は小数者の利己的利益に利するた

め全体の福祉を装ってナショナリズムをスローガンにしている，われわれは経済

開発の現段階では日本や外国投資家を必要としていると述べた。

18日 Vピレガス・マニラ市長訪日に出発（～20）。

v市長命令は国策に反する一一マルコス大統領は全国の地方行政官に宛てた回

状を発し，ピレガス市長の日本企業18社に対する措置は独断的であり，国策に反

するとのティーハンキ一法相の意見を順守するよう指令した。同日大統領に提出

された法相の意見書次のようである。①通商協定は貿易関係再開の前提条件では

ない，②66年5月17日付大統領政令は日本商社が比国内法・規則の制限に従い営

業する限りこれを認めるよう政府機関に指示した。したがってピレガス市長の日

本企業営業取消し命令は独断的であり国策に反する，国家の政策と決定は全政府

機関・地方政府に適用すべきもので，地方行政官はこれを取り消すことはできな

い。③1956年上院が対日平和条約を批准している以上，日本商社の比圏内営業に

関し法的障害はない。

19日 Vマニラ市長，命令は依然有効一一訪日中のピレガス市長は東京から特別秘書

宛にテレックス・メッセージを送り，マニラでの日本商社の営業停止命令はあく

まで続ける，この問題を決着させるためいかなる法律的訴訟をも歓迎すると述べ

た。
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20日 Vマルコス大統領はマニラの力ピガオ市長代理（N）に対し日本企業の営業許可

を復活するよう指示した。この指示に続き外務省の依頼より，ピレガス市長の許

可取消し命令は越権行為であり無効であるとのティーハンキー法相の2度目の意

見書が発表された。

意見書は次のように述べている。日本企業は，市長が証券取引委員会の登録条

件下で営業することを妨げる強制措置に訴えた場合にのみ，裁判に訴えることが

できる。また政府は市長を大統領の取消し無効決定に従わせるために司法上の措

置をとる必要はない。昨年のティーハンキ一対ピレガス事件で、最高裁が示したよ

うに大統領決定が憲法・現行法に違反すると考える地方行政官が訟訴を起こすべ

きである。 （このとき最高裁は大統領の決定が法廷により違法と裁定されないか

ぎり市長は命令に従うべきであるとした。〉

21日 V力ピガオ・マニラ市長代理はマニラ市内の日本企業 18社の営業許可を復活

し，市の各部局に対しこれら18社の市内営業許可を認めるよう指示した。

市長代理は，指示は市長が取り消すまで有効である，法相の二つの意見書は日

本人にマニラ市内で活動を再開する権限を回復させたので，日本企業18社は新規

の許可を申請する必要はないと述べた。

（注） マルコス大統領は同日日本人記者団と会見日本商社問題，日比関係につ

いて見解を表明した。

' （サンフランシスコ発）訪米中のピレガス市長は記者会見でカピガオ市長代

理がマニラ駐在日本商社の営業再開を許可したことは「不幸で間違った措置」で

あると次のように述べた。一一一この措置は私が帰国すれば是正されよう。これら

日本商社がフィリピンで大規模な輸出入業務にたずさわることを認めた正式な行

政協定や双務条約が上院で批准されたことはない。

22 B V在マニラの日本商社の一部はカピガオ市長代理の営業許可復活発表にもとづ

き15日ぶりに店をあけた。

T PARGO （改革と政府活動に関する大統領機関〉のスポークスマンは， ピレ

ガス・マニラ市長を市の備品を不当に高い価格で購入したといわれている件で，

今週告訴すると述べた。

Vエンドリガ財務次官は日本商社問題について，問題の解決が長びくほどフィ

リピンは多額の税収を失なうだろうと述べた。

Vマニラ郊外のパセイ市議会は日本商社を同市内に誘致し，営業活務をさせる

ことを歓迎するとの決議を全会一致で可決した。
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23日 vパプロ・マニラ市会議員（L）は「日本商社がマニラ市で1社でも営業を再開

すれば，裁判所に対し営業禁止を求める訴訟を起す」と述べた。

Vエンリケ・ R.アンヘノレス商業会議所理事はケソン市ロータリークラブの会

合で次のように述べた。私は日本企業が比国内に存在することに賛成でも反対で

もない。しかし日本企業問題に関する議論は国益を考慮ししかも日比両国間の相

互理解と協力にもとづき冷静に行なうようアピールする。アントニーノ，マニア

ラク，アキノ，サンチェス，サノレミエント，プラサ，サンピクトレス，それにソ

リアーノ，エリザソレデ，カパノレーセなどの企業の純資産は日本の原料需要の結果

100倍にもなったのである。 しかし日本企業の進出は国益に不利となろうから，

これらに対してはローンおよび、小数株式投資などの形で国家経済に利する数分野

が聞かるべきである。

24日 vピレガス市長，大統領選出馬表明一一〈ロスアンゼノレス発〉訪米中のピレガ

ス・マニラ市長はヨーティ・ロスアンゼノレス市長を訪問したさい「来年の大統領

選挙にマルコス大統領の対抗馬として出馬する」と言明した。

, SECはマニラ市に登録している日本企業の現地事業所110のうち 23社に対

し所在地が不明であるとし同委員会に直ちに通知しなければ営業許可を取り消す

と警告した。これらのうちには湯浅貿易，石川島播磨重工業，小野田セメント，

汽車製造などが含まれている。

26日 Vマルコス大統領はラジオ・テレビ番組「大統領に聞く」の中で次のように述

ベた。一一一日本の占領時代あなたがたと共に被害をうけた一人として，私が大統

領である問，私は日本人ないし他のいかなる外国人が進出し，わが国経済を浸蝕す

ることは許さない。日本商社の比国内営業を認めることは政府の政策であり，マ

ニラ市長は営業許可を取り消すことはできない。日比条約が末批准であっても，

日本の企業は他の諸国の企業と同様比国内法の範囲内で営業できる。政府は日本

企業の経済支配を防ぐ適切な措置をすでに講じている。ピラタ商工業次官に対し

日本商社が大統領政令21号および投資奨励法，その他憲法，現行法の範囲内で活

動しているか否：か調査を命じてある。違反の事実があれば，日本商社の営業は当

然停止させる。

27日 Vマルコス大統領は PARGOの R.Bagatsing委員長に対し市町村長に対する

訴訟決定を行なう場合法務省と事前協議を行なうよう命じた。

Vピラタ商工次官は「調査結果では日本商社が登録書類に従って活動している

ことは明らかである」と述べた。
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28日 v米国のサンアントニオ訪問中のピレガス市長はマニラにテレックス・メッセ

ージを送り，マノレコス大統領は3000万ドノレの日比友好道路建設借款と引替えに日

本商社を助けようとしていると非難した。

, SECは在比日本企業の営業活動を予備調査するため連絡事務所代表を30日

召喚することを決めた。 SECは発表後，委員会は日本企業の営業活動に関する

規則の一部が順守されていない理由を見い出すのが目的であるとの声明を出し

た。

29日 V日本業者はもっと現地業者活用を－ードミンゴ・アルセガ元商業会議所会頭

は日本商社問題について次のように述べた。一一日本の工業家および輸出業者は

対比貿易を行なう場合できるかぎりフィリピン人のインデンターや代理店を通し

て事業を行なうべきである。そうすることによって将来最近の日本商社事件から

生じた摩擦や誤解は避けられようし比国内ではフィリピン人業者は日本業者より

有利な立場にあり日本人業者の側にも利するところが多くある。

30日 , SECは在比の 115の日本企業連絡事務所に対し， 6月4日までにフィリピン

圏内での営業活動について詳細な報告書を提出するよう申し入れた。

31日 vマニラ市議，日本商社問題で提訴一一パブロ・マニラ市議は，来週最高裁に

全国にわたり日本商社の営業禁止を求める訴訟を起こすことを決定したと述べ

た。また岡市議は，次のように述べた。一審裁に営業禁止処分を求める計画であ

ったが，財界の支持が得られないため提訴しなかった。 CCP内にもこれに対し

反対があった。しかし31日インデンター協会の緊急理事会は全面的支持を決定し

たので，最高裁に提訴することに決めた。
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サパ問題 17日予定どおりフィリピン・マレーシア両国間で、サパ請求権問

題につし、てバンコク会談が開かれた。しかし会談前マレーシア砲艦の領海侵

犯・武力示威行動が伝えられ，マルコス大統領は南部国境の軍の増強を指令

するなど依然両国とも譲歩の動きを示さず，状態は全く改善－されなかった。

会談自体も初めから手続問題で折り合わず，その後双方とも自国の主張の正

当性を主張するのみで，中断を重ね，具体的解決策に一歩も近づいておらず

会談の不毛を互に非難するにとどまっている。その上マレーシア代表が，ス

ノレーのサルタンを海賊呼ばわりしたことは会談の決裂を更に早めたようであ

る。このため比国内では野党はもちろん与党の一部に対マレーシア断交を主

張する強硬論もではじめた。しかし政府としては来年の大統領選挙を控え後

に引けない立場にあるため強硬な態度に出てはいるものの， ASEANを通ず

る地域協力の粋は維持強化する方針であり，国交を断絶しマレーシアと直接

対決する意図はないものと考えられる。両国とも初めから会談にほとんど期

待しておらず，マルコス大統領も最終的には首脳会談を予想し，ラザク副首

相は外相会談を提案している。

一方国内では先月ミンダナオ分離論の形で表面化した南部回教徒の不満を

ゅう和するため大統領は無法回教徒政策の変更，回教徒地域の開発促進を指

令した。分離論はそれほど強硬なものではなく，むしろ中央からの援助を取

り付けるために使われたものと思われる。また資源に富むサパに投資し，実

益を得る方が賢明であると解される外務省次官補の発言も注目をひく。

外貨流出と輸入制限論 66年の信用緩和以来経済は上向いたが，一方で物

価上昇・外貨流出が続いたため67年6月貿易外支払抑制・金融引締め措置が

とられた。しかし一向に効果なく依然として外貨流出は続き， 67年の輸入は

前年比24%増加，輸出は 2%減少し，貿易収支は2億4200万ドノレとここ19年

来最大の赤字を記録した。そのため，外貨借入により危機の切抜けをはかつ
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たが，この傾向は今年に入っても続き， 1～5月の貿易赤字は9380万ドルで，

前年比23.3%の増加となった。そのため今月11日には輸入引締め措置が年末

までの期限で実施された。しかしながら砂糖，木材など主要輸出品の不調，

貿易外の外貨流出の継続している現状では，この措置により外貨流出が期待

通り減少するとは考えられない。また6月現在返済期日の迫った借款8000万

ドノレの支払延期交渉が進められている。こうした外貨危機の根本的打開策と

しては輸入割当制の実施が一部で主張されている。しかし政府が投資環境に

悪影響をおよぼす輸入割当制に直ちに踏み切るとは考えられない。来月の特

別会期で審議が予定されている開発資金確保のための増税法案の結果いかん

によっては，一層広範な金融引締めが行なわれる公算が強い。
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6見
1 日 Vマレーシア砲艦比領海侵犯一一タガナクの国境通過監視所からの公式報告に

よると，マレーシアの砲艦がスル｝のタガナク島沖1.2マイルの地点に進入，比

領海を侵犯した。またこれより先マレーシアのものと思われる双発機が比領空に

侵入，タガナク監視所の上空を通過した。砲艦は北西方向より侵入，サンダカン

方向に去った。

他方フィリピン通信社（PNS）は，国籍不明の武装した90人の1団がパシラン

島に，更に 100人がスルー群島のサンガ・サンガとタウイ・タウイに上陸したと

伝えた。

V史上初の米の公式輸出一一国立銀行のベネディクト総裁から 5月31日フィリ

ピン産米10万カバン（170万ドル）がインドネシアに輸出するため船積みされた，

比国史上公式に米が輸出されるのはこれが初めてであるとの報告を受けたマルコ

ス大統領は，これはフィリピン農業の勝利であると述べた。以前にいわゆる奇蹟

の米1R8がピルマ，エジプト，パキスタン，インド，タイ，ラオスに輸出され

たが，これらは援助としての種籾である。

（注） なお4月9日付日誌に「初めての米輸出とあるが、これは準備が遅れた

ため， 5月31日になったものと思われる。

V大統領，投資優先順位計画を承認一一同計画による投資目標総額は39億9444

万ペソで期間は3年（1968～70年，年平均13億ベソ）。従来の現実投資額は1962年

の12億ベソから15億ベソに上昇しているので合計54億ベソとなる。

｜一一竺一一九月竺旦日＿＿部門別　　 ＿＿竺一三！__ ト数　　
｜ ｜優先分野 創始分野 計

農業｜ 28億0600万ベソ 70.3% I s o s 
鉱業｜ 7億9000 11 19. 8 " I 5 2 7 

製造業｜ 3億9844 グ 9.9" I 21 11 44 

計 1 39億叫 " 100.00" I 40 19 59 

V旅行者用ドル制限措置一一中央銀行は外貨流出防止のため海外旅行者用ドル

を原則として滞在1週間に対し210ドルから30日に対し， 1500ドルに制限すると

の規則を出した。
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2 日 V内国民待遇分野規定法提出を計画一一マルコス大統領はラジオ・テレビ番組

「大統領に聴く」で， 7月8日からの特別会期に外国人投資家に内国民待遇が与

えられる通商および投資分野を規定する法案を提出すると述べ，またラウレノレ・

ラングレー協定に関するフィリピン側の立場を公に論争することは，きたるべき

比・米交渉で比側をしばることになると，公開論争を停止するよう求めた。

T PNSの集計によると先週（5.26～6.1）の暴力事件による死者は49人，負傷

者はお人であった。 1～5月の各月の犠牲者数は次のとおり， 1月＝死者174，負

傷者側。 2月＝117, 890 3月二125, 1270 4月二211, 1190 5月＝244,210。

Vマルコス大統領は投資奨励法に従い投資優先l順位計画実施のための一連の政

令を公布した一一①大統領政令21号（外資導入促進政令）は比政府の長期的投資

目標を総括的に明示したものとして今後も有効である。同政令に掲示された経済

活動に従事する企業は，投資委員会登録企業が投資奨励法にもとづくより広範な

奨励措置を利用する権利をさまたげないかぎり，同政令に明記された奨励措置を

継続して享受する。②GSISおよび sssに対し投資法第12条の実施を指令する
政令。⑨政府金融機関に対し投資法第10条例目守と実施を指令する政令。④移民

局，外務省，労働省および投資委員会に対し，投資委員会登録企業が監督，技術，

顧問の地位に雇用する外国人の入国に関する投資法の規定を調整実施するための

作業取概めの採択を指令する政令。⑨登録企業の必要とする道路その他の公共事

業フ。ロジェクトの建設を迅速に行なうことを指令する政令。（⑥内国歳入局に対し

投資法の税制規定実施にあたり投資委員会と調整を行なうよう指令する政令。⑦

全政府機関に対し；投資計画の効果的実施に協力するよう指令する政令。⑧関税局

に対し登録企業の設備およびその他の必要物資の通関手続を簡易化するにあたり

投資委員会と調整するよう指令する政令。

v雇用差別禁止法一一一議会は，先の通常会期で性別，社会的地位，人種，皮膚

の色，国籍ないし社会的出身を理由とする雇用上の差別を禁じ，違反者に対し1

～2年の懲役ないし国外追放を課することを規定した上院法案914号を可決した。

（注） 同法の原案は1965年マカパガル前大統領により拒否されたが， 1966年3

月21日夕ニヤーダ，ガンゾン，ロイ 3議員がほとんど修正を加えず提出した。

3 日 Vタイ海軍のチャロン司令官は比海軍の招待に応じ来比。

’マノレコス大統領は，パターン火力発電所の設備公開入札で落札した（昨年7月

・ 18日）三菱商事に対し，フィリピシ人会社が日本の調達契約において同ーの入札

権利を享受する証拠を示すよう命じた。これは共和国法5183号第1条にもとづく。
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Vフィリピン高官筋は，もしマレーシアの領海侵犯停止を求める外支交渉が失

敗した場合，政府は結局は南部フィリピン領海に機雷を敷設するかあるいはマレ

ーシアの侵犯船を逮捕ないし撃沈することになるかもしれぬと述べた。

V大蔵省は刺繍産業における不正行為防止のため刺繍産業の活動を南港内の3

ヘクタールに制限するとの省令を出した。

4 日 V南部国墳の軍増強一一マルコス大統領は， 5月29日， 31日， 6月1日にマレ

ーシアが国境を侵犯したとの公式確認、を受け取った後，フィリピン南部国境沿い

に海軍，空軍を増強するよう命じた。

またイングレス外相代理は外務省に在比マレーシア大使を呼び，抗議覚書を手

渡した。

Vサロンガ上院議員（L〕はマニラ青年会議の会合で，大統領に対し日本企業

17社は政策に違反して輸出入業に従事していることを確証していると恩われるピ

ラタ商工次官の報告を公表するよう要求し，ピラタ報告にもとづき日本企業17社

の営業許可を取り消すべきであると述べた。

v大統領は，不正行為防止措置として森林局幹部の改造を直に実施するよう命

じた。大統領によれば在マニラの多くの森林局職員は全国の不正業者から月300～

1000ベソの依頼料を受け取っているという。

Vレイエス・フィリピン商業会議所（CCP）会頭は，大統領はしL協定の再交渉

にあたり民間部門の立場を採用した，われわれはこれに満足していると述べた。

V比政府と SEATOの後援で農村地域における国内治安セミナーが開かれた。

5 日 V大統領の命令にもとづき，フィリピン軍はマレーシアの国境侵犯を阻止する

ためF5ジェット戦闘機など空軍と海軍部隊を南部フィリピンに派遣した。

V議会，マレーシアの武力示威に反発一一パラパック地区視察から帰ったミト

ラ上院議員（L）は，マレーシア空軍は南部ノξラワンとサパ問で演習を行なって

いる，これは明らかにフィリピン人とくにパラパックーーカガヤン・デ・スルー

航路を使用するフィリピン人を威嚇することを目的にしていると述べ，大統領に

対しパラパック・サパ聞の諸島でのマレーシアの活動を注視するよう主張した。

Vナショナリスト・ローヤーズ・リーグ（会長 E.deベラノレタ）はしし協定改

訂交渉予備会談の比側代表は比米合同準備委員会報告第30項において1974年以後

も平等待遇権（パリティ・ライト）は存続することを事実上認めたと批判する声

明を出した。

（注） 報告第30項：比国憲法第17章第1条は， 1946年7月4日以前にパリテイ
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分野におけるリースおよびフランチャイズを合む財産権の完全なる享受を保

護していることから， 1946年7月4日以前になされた米国投資はほとんど問

題を起こしていないことで合意した。したがってかかるリースおよびフラン

チャイズはその期限を通じて引き続き有効である。

6 日 TR・ラパル警察軍長官はキャンプ・オリパスで，キャンプ・クラムの武器部

門で銃の許可証発行に際し不王が行なわれていることを明らかにしこれに対し

同部門の大幅人事異動を行なうと述べ， 1またイロコスおよびザンパレスの海岸地

域に中国人不法入国者を密輸するいわゆる“Plea汎irecraft，，を警戒するよう命じ

た。また次のように述べた。一一私は同地域にある種の学校が設けられているこ

とを知っている。これらの学校は，中国人不法入国者がブローカーたちによりマ

ニラや郊外に送られる前に，皮膚を焼き原地語を教えられる場所に置かれている。

Vバンコク会議方針一一サパ問題ノミンコク会談の比側代表団と諮問団は外務省

で2回目の協議を行ない次の点で一致した。一一①マレーシア政府によりサパ請

求権に対し激しい宣伝戦が行なわれているがフィリピンの要求を平和裏にしかし

力強く追求する，②フィリピンの立場は，比マ両国の領土紛争の最良の解決策は

法と国際関係および東南アジア地域の安全保障の関係においてこの問題を国際司

法裁に持ち出すことである。

TM・シキオ公共事業次官は上院で次のように証言した。一一一ムルデ力作戦は

国防次官当時に考えつき，自身の権限で作戦を開始してからマルコス大統領に報

告した。ムノレデカ作戦の目的はサパ進攻のため組織されている私兵組織からスル

ーの無法分子を抜き出すことであった。

' （クアラノレンプール発）マレーシアの I.N. Shah国王は第2議会第5会期の

開会にあたり，マレーシア政府はサパをいかなる形態の攻撃からも防衛する決意

である，また東部マレーシアに対する安全の点から政府はある種の防衛措置を講

じていると述べた。

Vマルコス大統領は住宅および不法占拠者の移転事業を行なう調整委員会を設

置した。

vパデ、ィーラ・リベラノレ党上院院内総務は，大統領はフィリピン人の利益保護

措置を取らずに日本の経済浸透・支配にドアを聞いた，日本商社の活動を通ずる

日本の工業製品の輸入による電子工業，化粧品，合板工業などの圏内産業の崩壊，

退歩の責任を避くべきでないと非難した。

7 日 V関税委員会，輸入割当を提案一一R.Haresco関税委員長はこのほど，技術
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的密輸のため特別課税，従価税，相殺関税やダンピング税などの関税保護はほと

んど用をなさなくなっている，製造工業は工業化のため国産品を過大な輸入から

保護するための十分な措置を有すべきであるとして，大統領に輸入制限の権限を

与える輸入割当制の採用を提案した。

vマレーシア領海侵犯を否定一一マレーシア政府は領海侵犯抗議に対し回答し

同国の艦船はタガナク島から 4～5マイル離れて航行しており，領海を侵犯して

いないと述べたという。なお比外務省は南部フィリピンとサパの聞にはマレ｝シ

アの領海は存在しないとの立場をとっている。

またコランテス外相代理は，両国間の外交上の緊張は ASEANおよびその他

の地域協力を失敗させるほど重大なことではない，オーストラリア，ニュージー

ランド，インドネシア，シンガポーノレ，タイ同様マレーシアの協力は域内貿易を

増大させるための「アジア決済同盟」の設立作業に必要であると述べた。

v無法回教徒政策を変更一一マルコス大統領はミンダナオおよびスルーの与野

党指導者との会談でベンダチュン下院議員 CL）から出された回教徒の無法者に

対する政策を変更し，政府の権威に挑戦する者には武力政策をとると同時に，法

の支配に服する者は受け入れるとの政策を採用し，回教徒強盗団に対する警察軍

の一切の作戦を停止するよう命じた。

Vスピック米海軍基地の倉庫で火災が発生，約6時間燃え続け，約4千万ベソ

の損害を出した。

Vロベス駐米大使はワシントンでウィリアム駐比米大使と会談，ラウレノレ・ラ

ングレー協定の第2回予備会談を年内に出来るだけ早く開くことを要望した。

Vマルコス大統領は砂糖生産能力増大のためにすべての計画および活動を調整

する砂糖生産会議を設置した（議長ノラン砂糖割当局長）。

8 日 Vボロメオ CCP会頭は，通貨当局に対し既に国内で生産されている製品の全

面的輸入禁止を実施し，不必要かつ過度の外貨支出を抑制する措置を直ちに採用

するよう主張，輸入割当制の実施に賛意を表した。

9 8 Vイノセンテス外相代理はグアム，南ベトナム，沖縄，ウェーキー，ラオス等

のフィリピン人労働者を雇用する企業の代表と会談契約を変更し，これら労働者

がドルで、得た給料をフィリピン国立銀行を通じて送金するよう要請した。これら

の労働者の給料は年1億ドル余と見積られている。

' 6月2～8日の暴力事件による死者は30人，負傷者は30人であった。

, Manila Bulletin紙によるとフィリピンはサバ請求権問題の解決のための
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ASEANの役割を受け入れる用意はあるが，請求権の放棄を求める要求はいかな

る筋からのものであろうと，現在も将来も拒否するとの立場が明らかになったと

いうο マレーシアのラーマン首相はこれより先7日，タイに対し ASEANの名

で請求権を放棄するようフィリピンに圧力をかけるようアピーノレした。

10日 V地域別の経済成長一一フィリピン大学経済学部の G.Sica教授が行なった地

域経済発展調査 (1948～66年）の主要な結論は次のようである。

①デイコントロールの影響にもかかわらずマニラはリザール州に次いで粗生産

の成長は高かった。マニラ首府閣とリザールで GNPの4分の lを占める。 1人

当たり粗生産ではカガヤン渓谷が最低，マニラが最も高く次いでリザーノレ州であ

った。②1948～61年の間ルソンが経済成長で第1位， 1962～66年ではミンダナオ

が第1位であった。 1948～61年の間南部ミンダナオ（コタパト，ザンボアンガ，

イリガンを含む）とスルーは全国の成長に遅れていなかった。同期にマニラとリ

ザーノレ以外の地域で高い成長を示したのはセブ州およびセブ市の成長に牽引され

た東ピサヤ地方だけで、あった。ピコールとイロゴス地方は高い成長を示さなかっ

た。カガヤン渓谷と西ピサヤ地方は1948～61の全国成長率より低かった。中部ノレ

ソン，南部ノレソン，北ミンダナオの成長率の遅れは小幅で、あった。③1960年代の

デ‘イコントローノレは西ピサヤ地方の経済を鼓舞したが，一方ミンダナオの成長は

1961年以来の移住者の流入によって高まった。糖業の中心地である西ピサヤ地方

の劇的な成長は同期間において顕著であった。この前進は第1にキューパ輩命，

第2にデ、イコントローノレの結果糖業が得た有利な立場によるものである。ミンダ

ナオの経済指標は，林業のインパクトと移住者の急速な流入により顕著な増加を

示した。⑨ミンダナオの GNPに対する寄与は増加しているが，ピサヤ地方のそ

れは次第に減少している。ミンダナオの地域組生産は1948から66年までに2%以

上増加している。他方1948～66年にピサヤ地方のGNP寄与は3%下落した。⑤

最低の成長率を示した地域では人口が減少している。リザーノレ，南西および北東

ミンダナオ，東ピサヤはこの順序で人口増加率は最大であった。リザーノレは人口

の社会増加率が最高で、あ守ったが， ピコーノレ地方は変化がなかった。しかし人口の

純流出により地域粗生産の成長は高まった。⑥多くの市の成長は所属各州のそれ

より高い。マニラの成長は平均。ケソン市の成長はずっと早く，パサイ市の経済

は1961年まで非常に早く拡大したが1961年以後その成長は下降している。パギオ，

パシラン，ナガ，ロハス，タガイタイの成長は1961年以後相対的に低い。 1人当

たり生産で全国平均より高成長を達成した地域はパタンガス，プラカン，セプ，
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レイテフサマーノレヲネグロスラオクシデンタルで、あった。 GNP寄与率でみると

ピコール，イロコス，カガヤン地方はその相対的重要性を失ったようだ。ピサヤ

地方のうち西ピサヤの粗地域生産は急速に減少している。

' R・ラパノレ警察軍長官は独立記念日式典の間10日深夜より 13日深夜まで全中

部ルソンの警察軍部隊に対し，フク団の活動激化にそなえて警戒体制に入るよう

命じた。

Vマニラ市長，日本商社の営業許可取消しは依然有効ー←23l:1聞の日米訪問か

ら帰国したピレガス・マニラ市長は，①大統領府は日本商社営業再開政策をとっ

たが，マニラ市内での日本商社の営業許可取消し命令は依然有効である。②東京

滞在中マニラのさる法人が価格の25%の上前を取っているため日本から調達され

る資材は過大評価されているとの’情報を得たと述べた。

vワンダー・ライス一一一このほど農業生産性委員会が発表したところによると

フィリピン大農学部が開発した Peta種と BPI-76の交配種 C-4-63は IR-8よ

り味が良く，病害虫に強く， 収量が多く， IR-8の“ミラクノレ・ライス”に対し

“ワンダー・ライス”と呼ばれている。実験によるとヘクタール当たり収量は，

IR-8より 125カパン多く約325カバン（ 1カパン＝約75リットノレ），熟成期間 125

日，幹の長さ約115センチ。

またフィリピン大農学部はとうもろこしの新品種も開発した。これらは在来種

のヘクタール当た!'.l12カバンの収量に対し，63,62,67カバンを産し，各々 URCA

種1, 2, 4と正式名称をつけられ，普通ワンダー・コーンと呼ばれている。昨

年政府はその普及のため25万ベソを支出しているO

, AID駐比代表は，米政府は中部ルソンで行なわれている SEATOの“ライ

ス・ボール作戦”プロジェクトにとりあえず2万5000ドルを割り当てると外務省

に伝えた。

11日 マルコス大統領はサパ問題のパンコク会談比側代表団に対し，サパ請求権を国

際司法裁判所に持ち出すとのフィリピンの立場を確固たる方針で追求するよう指

示した。

Vコラード香港移民局長はコランテス外務次官会談し，中国系英国人に対する

比国入国制限を緩和するよう要請した。

' （サイゴン発）ベトコンのサイゴン砲撃により比大使館職員5人が負傷した。

vピレガス・マニラ市長はフィリピン経済の「日本化」反対キャンベーンを開

始した。①日本から調達される設備，商品価格が25%程過大評価されているとの

-113ー 一（115）一

2・
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情報を調査するため東京に腹心の調査団を派遺した。②市の許可証発行部に対し

マニラ市内で自由に営業活動を行なっていた日本企業14社の税支払状況を調査す

るよう指示。③日本航空のフィリピン人マネージャーが仕事を奪われ，日本人が

入れ替ったとの報告の調査を命じた。

V回教徒差別政策矯正を要求 Hadji Datu Abdulkarim Mangelenフィリ

ピン・イスラム会議議長は全国の回教徒指導者の団結を求めて次のように述べた。

一一会議は，スルー・パラワンの宣言に付加され， PatuUclto宮 Matalam前コタ

パト州知事により出されたミンダナオの分離を要求する覚書を承認した。 6月29

日の全国会議で1968年5月1日のマタラム党書に述べられている回教徒に対する

過去の差別・無視の誤りを正す機会を政府に与えるため宣言が起草されよう。政

府が，南部の回教徒の不平その他の問題解決のための措置を直ちに取ることを希

望する。

V中銀，輸入引締め措置一一中銀通貨委員会は下記の輸入引締めを行なう通牒

第260号を採択，即日実施， 68年12月31日まで有効。

(1）輸入信用状の開設には下記の特別定期預金の設定を要する。定期預金の積

立期間は信用状開設の日から12013，商銀はこれに対し100%の準備を要する。①

必需生産財および必需消費財一一50%，②半必需生産財一一75%，③非必需生産

財および半必需消費財－100%，④非必需消費財および非分類品目一－175%。

(2) D/P, D/Aおよびopenaccountによる輸入 (1967年6月26日現在有効な

既契約によりカパーされる輸入を含む）も上記と同様120日間， 特別定期預金の

積立を要する。ただし7月1日以前に積出し地を離れた輸出品には適用されない。

今回の措置により現在の貿易赤字2億7500万ドルが1億0100万ドルに縮小する

ものと期待されている。

12日 vピレガス・マニラ市長は，一一一秘密情報によると賠償委員会が承認した一連

の決議は公共事業設備の調達を，賠償法に違反して，必要な公表，公開入札なし

に行なう権限を与えており，その総額は6600万ドルに達していると警告した。 13

日賠償委員会は決議は違法でないと反論した。

13日 Vピラタ工業次官はフィリピン大学学生会議で次のように述べた。（1）東南アジ

アにはマレーシア，タイ，シンガポーノレなど多くの投資先がある。もし有利な内

国民待遇を与えねば外国投資家はフィリピンに殆んどやって来ないだろう。内国

民待遇の有効期限は外国資本を誘致するに十分な長さでなくてはならない。（2)

（平等待遇権＝パリテイ・ライトについて）フィリピン側代表団の立場は，パレ

《
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フィリピン（6月）

ラ判事のそれより厳しいものである。代表団はパリティは1974年に失効さるべき

であると示唆した。その見解は①米国市民は比国においてどのような要求に対し

でもその一切の権利を失う。②米国会社は60%のフィリピン人投資と40%の外国

人投資に転換するとの要件に適合せねばならないというものである。

V民間，輸入管理を主張一一実業家・教育家・民間指導者のク勺レープはこのほ

ど輸入管理について次のような決議を大統領・議会・中銀に送った。

1962年の自由化から始まった経済開放政策の徹底的な破棄だけが，増大する失

業や国際収支の問題を解決できる。そのためには次の2措置がとらるべきである

(S，アラネタ起草〉。①非必需品およびすでに国内で生産されているかあるいは

生産可能な品目の輸入に外貨を振り向けるべきではない。②乗用車・トラック・

トラクターの組立部品，ある種の抗生物質，鉄・アルミ・銅インゴットの輸入も

同様である。日本・台湾・米国でさえ国内産業保護と経済成長のため輸入管理を

行二なっている。

Vロムアノレデ‘ス蔵相は国内製造工業者に対しフィリピン人消費者の心にフィリ

ピン製品優先購入の習慣を育成し，植民地主義の最後の痕跡を除去するよう求め

T乙。

14日 Vマルコス大統領はテレビ番組「大統領に聴く」で次のように述べた。①政府

税制法案が次期特別会期で可決されねば，通常の政府活動に対する支出を削減せ

ねばならなくなろう。②サバ請求権交渉は現実にまた最終的には私とラーマン首

相との首脳会談になるだろう。③もし税制法案が議会の承認を得ない場合，開発

プロジェクトの資金需要を充たすため通貨の増発は行なわないがp 一部開発プロ

ジェクトを取り消し，外国借入に頼らねばならなくなろう。④外為管理は行なわ

ない。しかし単なる旅行や自にあまる消費には外貨制限が取られよう。⑤L-L協

定会談再会の遅延はUNCTAD会議が開催中で， 比米両国ともに準備ができて

いないためである。⑥食糧生産が十分であるのに米価が下がらないのは，米の生

産を確保するため米価を原価で買入れることを規定した法律があるからである。

V輸出糖を圏内糖に転換一一砂糖割当局は，次の製糖期11月まで退蔵投機など

による割楯供給の不足を乗り切るためパッファー・ストックとして輸出用砂糖8

万トンを国内用に転換すると発表した。同局によるとこれにより 12月までの期間

の国内用糖ストックは38万8000トン，月間消費率6万トンとなる。

Vエステレラ土地局長は，ヌエパ・エシハ州、lLicabのピリアロマン町長がLicab

が土地改革地域に宣言された直後小作人たちに対する地主たちのいやがらせ行為

間同
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が急に多く発生したと非難したことについて調査するよう命じた。

V回教徒地域開発促進を指令一一マルコス大統領は回教徒指導者と会談後， 、

ンダナオ・スノレーの回教徒地区開発促進のため以下の措置を指令した。①公共事

業省・大統領経済顧問・国家瀧瓶局に対しスノレー，ラナオ・デソレ・スノレ，北コタ

パトおよびラナオ・デ・ノルト地域の，特別インフラストラクチャ一計画を準備

するよう指令。②土地局および農業省に対し[81教徒入植者用に土地を留保するよ

う指令。③大統領校舎建設委員会に対し回教徒地域に対するマノレコス型校舎の建

設割当を 2倍にするよう指令。④教育省に対し回教徒学校役員の団体を設置する

よう指令。

V去る 2月工場が完成したコロンピア・カーボン・フィリピン社はこのほど初

めてカーボン・ブラックを輸出した。同社のプラントは東南アジアで最初のカー

ボン・ブラック製造設備であるO

V一審裁雇用，差別禁止市条例に執行停止命令ーマニラ第1審裁判所 (J.p 

Morte判事）は，福建タイムズのジョニー・チュアの申請にもとづき 2月22日成

立したマニラ市条例6538号の執行停止を命じた。同市条例は比人雇用者を差別し，

外国人雇用者に対し比人雇用者以上の待遇を与えることを禁じた。

15日 Vアキノ議員，サバ進攻について一一一このほどシンガポーノレとクアラノレンプー

ノレから帰国したアキノ上院議員（L）は次のように述べた。①サパに対するフィリ

ピンの意図を阻止するためマレーシアとインドネシアは同盟を結んでいる。しか

しコレヒドール島から行方不明となったと伝えられる26人の回教徒訓練生のうち

誰もマレーシアに姿を現わしていないし，逮捕もされていなし、。マレーシアに抑

留されているといわれる26人の侵入者は 3人を除いてもともとサパの居住者で、あ

った。②自称、サラワクのインドネシア解放軍の指導者 AbangKifliはマレーシ

ア当局に対しある国防関係の高官（M ・シキオ国防次官）に招かれ， 1967年始め

マニラを訪問したと語った。③キフリはサパに進攻しサパをマレーシアから解放

するさい， サルタン故OmbraAmilbangsaの私兵組織の司令官を引き受けるよ

う申し出を受けた。④国防関係の高官はキリフのマニラ滞在費を支払い，フィリ

ピン人がサパに進攻する間，彼がもしサラワクの前線を聞くなら，銃・弾薬その

他軍需品を与えると申し出た。③サパの首相TunMustaphaはフィリピン人の

進攻に対抗するためサパの警備軍増強を要請した。⑥マレーシアはスハノレト政権

からボノレネオのインドネシア人急進派その他の反乱者を阻止するとの強力な保証

を得た。⑦ムノレデカ作戦はサパ住民にマレーシア政府の転覆を主張するリーフレ

一（118）ー 円。



フィリピン（6月〉

ツトを通じてマレーシアの情報機関に1967年11月頃から知られていた。そのリー

フレツトにはサパ解放軍の総司令官と自称する「AbdulLatief」なる者の署名が

あった。⑧TunMustaphaはカガヤン・デ・スノレの生れで，スルー特にタウィ・

タウィ諸島に多くの親類がおり， 故 AmbibangsaMustaphaの遠縁にあたる。

これらの親類がサパ政府にムノレデ‘カ作戦を通報した。

Vオプレ労相によると，PhilippineTrade Unions councilとPhilippineLabor 

centerはこのほど合併に合意した。

’国連プロジェクト一一一国連開発計画（UNDP）の理事会はこのほど，フィリピ

ンに対する今年2・3番目の特別基金フ。ロジェクトとしてフィリヒ。ン大学Physical

planning研究所の設立と全国輸送調査を認めた。資金は140万ドノレ余となる見込

み。

Vフィリピン協会の法律特別委員会は大統領に対し先の通常会期最終日に両院

で可決された上院法案194号同一労働同一賃銀法案は国民経済に有害な影響を創

り出すと警告，同法案の拒否を勧告した。

（注〉 同委員会には， J. B. Fernandezフアーイースト銀行頭取（委員長〉，

Chester Babstフィリピン銀行家協会会長， R. V. del Rosarioフィルオイ

ル社長，カスティーリョ前中銀総裁ら財界首脳が名を連ねている。

V森林保護を要請一一ロベス農相はフィリピン・ラン’パーマン第8回大会で次

のように述べた。業界の存続は森林の賢明な保護維持にかかっている。その破滅

は世界に類例がない。業界は不正業者を謁責するためにチェック・エンド・バラ

ンス・システムを設けるべきである。この期間われわれは木材資源の40%を失っ

た。 このうちわずか6.6%が合法的な伐採活動で， 33.4%が不法伐採や不法占拠

者のために失われた。 ミンダナオの森林の削剥だけで7.9%に達すると推定され

る。 （森林行政について〉①最大限の効率を実現するため現在の小規模なコンセ

ッションを経済的実効単位に組織する。②原木を最終製品に加工し，原木輸出か

ら完全な木材の活用に移行する。

16日 Vマルコス大統領はラジオ・テレビ番組で，国民に対し森林資源・魚類その他

の天然資源の保護・維持に協力するようアピ－；レした。

’6月9～15日の1週間の暴力事件による死者は21人，負傷者は26人であっ

Tこo

Vタノレラク州 Maliwaluの sittioBorraで正午頃フク団と警察軍が衝突，

Eliseo Salas別名 Cruz司令官， 同夫人， Fernanなる側近のフク団3人が殺さ
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れ，去る 3月25日マカテイで自動車で帰宅途中のアマンテ下院議員を銃撃し重傷

を負わせた容疑者2名R・サントス， R・ ミランダ別名エノレネストが逮捕された。

この2名は事件後ブク団に加わったという。

Vマノレコス大統領は新予算の支出が遅れているため予算局に対し AID援助計

画による農業プロジェクトの見返り資金（841万8000ベソ）に政府余剰金を当て

るよう命じた。

V農業の比重拡大一一ー国家経済審議会（NEC）の統計調査部発行の Statistical

Reporter 1～3月号によると昨年の統計は農業に対し工業部門が拡大するとい

う健全な戦後の傾向は停止し，逆転したことを示しているという。この傾向はま

た過去数年間続いている。 66年の農業雇用人口は629万で65年10月のそれを 56万

5000, 9.9%を越えた。他方非農業部門の雇用増加率は6.2%にすぎ‘なかった。そ

のため農業および関連産業の雇用比率は56.7%から57.5%に増加した。

同誌65年7～9月号によると58～63年には現在の傾向とは著しく異なり農業の

比重は減少していた。農業雇用は58年の総雇用の63.4%から63年の59.2%へと下

落した。製造業，商業，建設業の雇用比率は63年は58年に比し各々0.6,1.6, 0.9 

%増加した。 58～63年総雇用の年増加率の最高は建設業で14.7%，次いで商業7.7

%，製造業4.7%の順であって，農業は1.9%と最低を記録した。

65～66年に製造業の雇用指数は58～63年の年成長率4.7%に対し， 10.9%から

11.2%にわずか0.3%増加したにすぎなかった。一方政府，地方自治体， 事業・

娯楽サービスの雇用は6%から7.2%に増加した。しかし同年に建設業は2.9%か

ら2.6%に，商業は11%から10.3%に，圏内サービスは5%から4.6%に減少した。

NECの別の報告（PhilippineEconomy Bulletin, Vol. V, No. 3, 1967）は60

年には労働力人口のわずか55%が農業に従事していたことを示しており， 65～66

年農業の雇用指数が56.7%から57.5%へ増加したことは警告的である。

v経済実績は NEC推計より良好？一一フィリピン大学経済学部（UPR）と統計

局が中心となり23万の企業からの資料，その他補足資料を使用し作成した投入産

出表によるとフィリピン経済の実績は NECの推定よりもずっと良好なことを示

しているという。①GNPはNECの以前の発表より2.5%高い。 NEC推計では

61年の GNPは134億ペソだが， UPRによると 168億ベソと34億ペソ増加してい

る。②逆に農業生産は NEC推計よりずっと小さい。 NEC推計では国民所得に

占める農業の寄与率は33%だが， UPRでは13%。UPRの各産業部門の国民所得

寄与率は以下のようである。商業・銀行業・不動産業36%，製造業27%，サービ
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ス業14%，農業13%，鉱業・建設・輸送10%，⑨国内貯蓄・投資は NECのほぼ

2倍。 UPR－粗国内投資35億ベソ， NEC26億ペソ。④10年間巳政府支出は国民

総支出のほぼ10%に達した。税の主要使途は給与47%，製造23%，その他サービ

ス22%。⑤間接税の大部分は殆んど低所得世帯からなる世帯部門1が支払ってい

る。⑥賃金は GNPの1んに過ぎない。 「このことは全体としてフィリピン労働者

の現行賃金が，最低生活を維持するにぎりぎりのものであることを示唆している

と思われるん⑦この段階でのフィリピン人世帯は， その支出のわずか%%をテ

レビ・ラジオ・冷蔵庫などの耐久消費財に支出しているにすぎない。支出の大部

分（23%）は食料に向けられている。⑧利潤・賃貸料・利子収入は GNPの約65

%で広範な資本不足を反映しているO

' L，ロペス上院議員（N）は声明を出し，バンコク会談の間コレヒドールおよ

び、サパに関する議論を中止するよう主張し，アキノ，マグサイサイ上院議員およ

びモンタ｝ノ知事ら 4人をマレーシアの陰謀に加担するものであると非難した。

Vイノセンテス労相代理は，オプレ労相とマニカパサガム・マレーシア労相は

ジュネープで昨年11月以来中断しているサパ労働者会談の再開の見込みについて

非公式に討論したと発表。

17日 Vサバ問題バンコク会談聞く一一（バンコク発）フィリピン・マレーシア両国

代表団はパンコクで初会合を聞き，手続き問題が話し合われただ、けで、実質討議は

行なわれなかった。

Vマタ国防相は国軍当局に対し， 15日8時40分両翼を黒く塗った国籍不明の双

発機が東からタガナク島4～5000フィート上空を通過し，サンダカン方面に向っ

たとのタガナク島の警察軍からの報告について詳細な調査報告を提出するよう命

じた。

' P・メダラ下院議員（N）は下院で，十年来イロコス両外｜のパージニア・タバ

コ栽培業者に与えられている助成はブローカーを兼ねた政治家たちの個人的利益

に利用され，彼らは農民を搾取していると，タパコに対する助成廃止法案の立法

化を推進すると述べた。

Vロペス農相は農業関係者の会議で，政府は米とうもろこし以外の食糧増産拡

大計画（農業保証貸付基金など）を開始すると述べた。

V回教徒に漁業技術訓練一一フィリピン漁業委員会（PFC）はこのほど PFCの

漁業技術訓練船2隻を JoloとSuluに，また回教徒に対する 3ヵ月の近代漁法訓

練コース実施のため20人の技術者を派遣した。
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, ASEANの海運特別委員会（マニラ）は， 既成の商船隊と競合しうる ASE

AN独自の地域商船隊の設立について3日間にわたる会談を開始した。

Vピレガス・マニラ市長は， ロムアノレデ、ス蔵相は市の副収入役に J.R. Gloria 

氏を任命したが， その任命権は市長に属するとして Diego収入役に対し同氏の

就任を認めぬよう指示する覚書を， Gloria氏には就任を断念するよう覚書を出し

た。 Diego氏はすでに承認している。

18日 ' （バンコク発〕 2回目のサパ問題会談は18日に予定されていたが，フィリピ

ン側が技術的理由で会談の延期を申し入れた。

Vインドネシア，マレーシアに味方？一一（ジャカノレタ発） UPI通信によれば

マリク・インドネシア外相はM・フアローラン駐インドネシア比大使に，インド

ネシア政府はフィリピシ・マレーシア紛争が ASEANを危うくすることのない

よう希望すると述べた。

またバンコク特派員によると，マリク外相は，インドネシアがフィリピンの一

部を請求することを妨げるものは何もない，しかし平和のためにそうはしない，

フィリピンの要求は少々不合理である，マレーシアはフィリピンの面子を立てて

やるべきだと述べたという。このことから，インドネシアはフィリピンのサパ請

求権を否定し，マレーシアを支援する第3勢力となったのではないかとの観測が

’行なわれている。

Vスルーのサノレタンの後継者たちはマルコス大統領を訪問し，サパ請求権に完

全な支持を与え，請求権の正当性を再度強調した。

Vパレド首席検事は，平等待遇協定の結果米国人が獲得した諸権利は1974年7

月3日をもって失効すると次のように述べた。一一ー米国人は比国の天然資源およ

び公共施設の運営の2分野でのみフィリピン人と同等の権利を行使できる。これ

らの諸権利は米国人による私有農地ないし住宅用・事業用土地の購入を含まないo

Quasha事件の論議をパリティ協定の有効期間中米国人により獲得された諸権利

が既得権となったのか，およびもはや協定の失効後失われるのか否かの問題に限

定する。 Quasha氏の住宅取得はパリティ協定によりカバーされていないからこ

れに対し財産復帰を実施することは国の権利であり，これは放棄しないo

T Diegoマニラ市収入役は Gloria副収入役に対しその職を退くよう忠告する

とともに， ロムアノレデス蔵相に対し指示をあおいだ。

v上院議長，輸出税反対を表明一一ープヤット上院議長（N）は第8回フィリピン

材木伐採業者大会開会式で，輸出製品に対する課税は国益にとって有害である，
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上院では輸出税法案の否決に努力すると述べた。

Cl主） 輸出税法案は政府提出の増税法案の一つで，原案では原木，糖蜜に10%
の税を課するものだったが，下院でコプラおよび銅鉱石も課税対象に加えら

れた。

v食糧の配分一ーもし1968年の全食糧生産が3588万3000人の全人口に正確に配

分された場合の 1人当りの摂取量が次のように算出されている。 1人当り 330キ

ロ。その内訳は①米・とうもろこしないしパン124キロ，②魚類32キロ，⑧豚肉・

牛肉・卵18キロ，④ミルク17キロ， ⑤果物・野菜llOキロ， ⑥その他30キロ。こ

れは 1日当り約900グラムO ぜ）米Mカップ，あるし、はアメリカ・パン1l枚， ②マ

ッチ箱大の milk-fish，③豚・赤肉%切（35cmりまたは鶏卵1個，④野菜Jiカッ

プとバナナ 1本とリンゴH置l，ブドウ12粒。⑤その他食品82グラム。

1965年の所得配分データを使い低額所得層（0～1500ペソ， 人口の46%）と高

額所得層 C1万ペソ以上， 人口の2.6%）の食糧支出の上記平均消費に対する比

率を1968年についてみると以下のようになる。

低所得層 高所得層

総 食 キヰ 63% 292% 

穀 物 79 203 

魚 葬i 57 207 

！持 ¥11 41 650 

手L 42 615 

根菜類・野菜・果物 70 360 

その他 61 365 

V野菜増産にも重点一一カランダン作物産業局長は米とうもろこし生産調整会

議の協議会で，野菜栽培は新食料生産キャンベーンで米・とうもろこしと同様の

注意を受けようと述べた。野菜生産促進優先地域は，ベンゲット，パギオ市，ヌ

エパ・エシハ，ラグナ，パタンガス， リザ－；レヲカピテ，セブ，ダノミオ，ブキド

ノン，ネグロス・オクシデンタノレ，ネグロス・オリエンタノレ， ピコール地方で、あ

る。

DBPは5ヵ年融資計画を立てており，初年度に野菜栽培ι500万ベソの貸付を

行なう予定である。 DBPによると1961～65年の平均野菜生産量は87.06万トンで

同期の年平均消費量は87.23万トンであるが， 野菜の摂取量は必要量の約50%で

ある。
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19日 Vサバ問題バンコク会談一一（バンコク発〉サパ問題に関する第1回のブィリ

ピン・マレーシア会談が開始されたが会談進行上の手続問題で合意に達せず，開

始後90分で閉会した。

V大統領選挙資格年令の引下げを支持 マルコス大統領は10人の優秀学生表

章式で，選挙資格年令の21才から18才への引き下げに賛成する，若者に対する敬

意の宣言ないし彼らに対する信頼の断言はこれなくしては本当の意味をもちえな

いと述べた。

Vマニラ市長事務所は全市従業員に対し改革と政府活動に関する大統領機関

(PARGO）の召喚状は，法的強制力をもたず無効で、あるとしてこれに従わぬよう

命ずる覚書を出した。 PARGOは現在ビレガス市長の不正事件を調査している。

vフク団，バギオ市に進出？一一－P.J. Arevaloベンゲット警察軍司令官は，数

人のプク団指導者がパギオ市をその聖域にしようとしているとの報告について調

査を命じた。同司令官は中部yレソンでの反フク運動の圧力でこれらのフク団指導

者たちはこの山地町に隠れざるを得なくなったと述べた。また，ハギオ市内で、こ

こ数週間平服の警察軍隊員が増加しているという。

v労組の登録註取消し一一A.G. Inciong労働関係局長は年間財政報告を提出

しなかったとして次の6労働組合の登録証明証を取り消した。 theNational wor-

kers Brotherhood of the Philippines, the Confederation of Independent Or-

ganizations, the Food and Allied workers, the Confederation of Industrial 

and Allied Labor Organizations, the Confederation of Free Trade Unions, 

the National Commercial, Industrial and Agricultural Workers of the Phili 

ppmes. 

vラパノレ警察軍長官は，全国に2万0029人を雇用する民間の警備引受会社があ

るが，その従業員は正規に許可をうけた以外に未許可の銃器を使用しているとの

報告をうけた，これらの会社の銃器および社員の検査のため調査班を派遣すると

述べた。

大マニラ地区243社，許可済銃1万5564人。マニラ市173社， 9190人， 4262了，

-2215社に社員を派遣。ケソン市52社， 5526人， 2168了。カローカン市10社， 566

人。パサイ市8社， 282人。

Vフィリピン開発銀行は大統領の指示にもとづき出水制卸プロジェクト実施の

ためブラカン州に100万ベソの貸付を与えることを決めた。大統領はまた公共事

業局に中部ルソンの河川の提防建設を含む中部ノレソン出水制御プロジェクトの計
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画書を作成するよう指示している。

T MAN，外為管理を主張一一一A・リチャウコ・ナショナリズム前進運動（MAN)

議長は，中央銀行はわが国における強力な既得権益を代表する外国民間銀行に負

債を負っている，中央銀行が金融上IMFや外国民間銀行の手中にあることは，

政府の通貨および外貨危機対策が通常ならざる異常な方法であることを示してい

るとして借款の詳細について議会が調査を行なうよう提案さらに次のように述べ

た。一一外貨負債は現在6億5000万ドルに達している，国際収支の赤字が明白な

場合，どの国の中央銀行もずっと以前にある種の外為管理を実施するのが普通で

あるO 米英独日台印など各国は現在でも外為管理と輸入制限を維持している。私

の示唆していることは，これらの借款が恐らし自由外為制度を維持するとの条

件のもとに中銀に与えられたのではないかということである。その場合われわれ

はたとえ為替自由化がわれわれに不利益な場合でも自由化を維持せねばならない

し，金融は非常にひっぱくし，比実業家は外国の競争者のなすがままの状態にお

かれよう。

' B・アキノ道路局長は道路建設状況を次のように報告した（5月中完工分）。

①コンクリート道路一－62キロO 総延長751キロ。③アスフアルト道路一－81キ

ロ。総延長1154キロ。③開発支線道路一一314キロO 総延長4581キPo ④橋一一

1万0292メートル， 285橋（66.1～68.5.31）。

20日 Vインドネシア，中立を表明一一（バンコク発）マリク・インドネシア外相は

フアローラン比大使とマレーシア大使を呼び，インドネシア政府はサパ紛争に関

し中立の立場をとる旨伝達した。これに対しバンコクのフィリピン代表団はイン

ドネシアの公式保証に対し満足の意を表明した。

また一方マレーシアはフィリピンに対し，フィリピンがインドネシアのカリマ

ンタンの一部（歴史的にはサパのサルタンの土地所有証書に基づきサパ地域に属

する）に対し請求を主張しうる程度にのみサパ請求権を追求するよう要求する計

画があるといわれる。これは，マレーシアがインドネシアはマレーシアの立場を

支持すべきである，なぜならば遅かれ早かれフィリピンはカリマンタン地域を請

求するだろうからであると述べているものと解されている。

' （クアラノレンプーノレ発）ラザ、ク・マレーシア副首相は，サバ請求権討論のた

めいつでもどこででもラモス外相と会う用意があると述べた。

21日 v中国人の滞在を90自に制限一一レイエス移民局長は短期滞在の全中国人に対

し90日以内に出国しない場合，逮捕および現金有価証券類を没収する旨通達した。
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現在永住中悶人，帰化中国人の親類など約1000人いるといわれる。新政策は，収

容所にいる約llO人の中国人を台湾に追放するとの移民局の要請に対し，国府が

態度を明確化しないためにとられたとみられている。

v上院，コレヒドール事件調査を終了一一上院国防委員会は， コレヒドーノレ事

件の生存者の 1人 AhiclDugasanは脱走兵であるとの軍の主張を誤りであると

する新聞記者と警察軍大佐の証言を最後に 3カ月にわたったコレヒドール事件の

調査を終えた。専門スタッフが国防・外交・財政３委員会（2３人）からなる調査

委員会に提出する報d告書を作成する。

Vアジア開銀，比に濯班技術援助 アジア開発銀行（ADE）はこのほど比政

府から要請のあった国家濯概局に対する技術援助を承認した。この技術援助プロ

ジェクトは ADEで3番目，フィリピンに対するものとしては初めてである。援

助はアンガット川謹瓶系およびベニヤランダ川濯瓶系に集中され，他の 6試験地

域では一般的な技術的助言に限られる予定。 66Fifの米作面積310万ヘクタールの

うち雨期に濯概可能な面積は67万θ240ヘクタール（21%), 乾期は28万2220ヘク

タール（ 9 %）であった。

22日 V警察軍通報者の連絡を受けた政府軍部隊はフク固と午前5時タルラク州コン

セプシオンの Ligaya村で衝突，フク団指導者 AlbertoMercado 別名 Tronco司

令官（償金5000ペソ）が死亡，その妻 DoloresPinedaが逮捕された。他の4人

のフク団員は逃走した。

Vマルコス大統領は国軍の技術士官52名の昇進を承認した。

v米とうもろこし局（RCA）の籾米購買計画は先月資金不足のため遅れていた

が，今週に入り ChinaBanking corporationがRCAに200万ペソのクレジット・

ラインを与えたことで再開された。 これに続き22日他の4民間銀行が400万ベソ

のクレジット・ラインを RCAにー与えた。

Vインドネシアの森林資源開発進出－F.V. Pajarillo下院議員（N）は，森林

伐採業者に対し国内森林資源保護と収入引上げの手段として，海外の林木事業に

投資するよう主張，インドネシアはフィリピンの13倍， 1億2000万ヘクターノレの

森林を有している，最近 GonzaloPayat and Sons社はインドネシア・グうレープ

とカリマンタンとボルネオの40万ヘクターノレを開発する契約を結んだと述べた。

23日 V最高裁は PhilippinePacking社（米系）の小売業国民化法訴訟を却下した。

一一却下は同社が訴訟取下げを申し入れた後行なわれた。同社は，米国人は小売

業国民化法の適用を受けるとの H.Jarencio第 1審裁判所判事の判決を不服とし
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て最高裁に提訴していた。

, Eugenio J. Puyat・Mandaluyong商工会議所会頭は，パリティの失効以前

に米国人により獲得された諸権利は十分に認められ顧慮されるべきである，これ

はフェアーなばかりでなく，威信ある国家に期待されることであると述べた。

V大統領，投資促進をアピール一一マルコス大統領はラジオ・テレビ番組「大

統領に聴く」で内外の資本家に対しフィリピンの経済成長を助け，同時にこれに

参加するようアピーノレし次のように述べた。一一政府は4ヵ年開発計画の目標を

超過達成したが，開発促進のためより多くの投資がなされることが望ましい。農

業生産計画と密輸防止キャンベーンが前進した結果，農村地域には工業製品の新

市場が開かれた。だがこの事実を理解している者は少数である。工業の成長は投

資奨励法はじめ各種の措置を通じる投資環境改善の努力の結果，誰が予想したよ

りも早かった。投資を一層奨励するため次の特別会期に下院法案6101号，輸出奨

励法案をサーティファイする。

Vフィリピン砂糖研究所はこのほど砂糖の国内生産を175万トンから 1970～71

年度までに200万トンに引き上げることを目標に調査・開発重点計画を開始した。

v野党，与党議員をかつぎ出し一一リベラノレ党ヤング・タークのスポークスマ

ンVincenzoSagun下院議員は，同グノレープは GenaroMagsaysay上院議員（サ

ンパレス選出， N，故ラモン・マグサイサイ大統領の弟〉に来年のリベラル党大

統領公認候補となるよう要請する動きを強く支持する，イロカノ人としてはマグ

サイサイ氏だけがいわゆる SolidNorthでマルコス大統領の支配を破ることが

できると述べた。

24日 Vサバ問題バンコク会談一一一（パンコク発）バンコク会談比側代表団はマレ｝

シア側にサパ請求権の法律的根拠を示すとともに，マレーシアのサパ占領支配の

法的根拠を示すよう求めた。これに対しマレーシア側は，その根拠はマレーシア

が英国が85年間北ボルネオにおいて行使した事実上，法律上の統、治権の継承者で

あるということであると回答し，フィリピン側は，サパ請求権はサパの原所有者

スルーのサルタンと比政府の聞の1962年の譲渡書類を含む1878年以来の一連の協

定・書類・行為・取引にもとづいていると反論した。

v野党の大統領候補一一ピレガス・マニラ市長（L）は，侵入者がその個人的な

政治勢力強化のためリベラル党を利用するのを阻止するため全力を尽す，私はそ

のようないかなる動きにも反対するが，もし必要ならば私自身大統領候補の指名

を受けると述べた。
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また， S.P. Manalo 市長秘書・リベラノレ党マニラ支部副支部長は， L党は非党

人を候補にすえたことで苦い思いをしたことがある， Sagun氏の動きは市および

全国の大多数のL党員の考えに反していると述べた。 Lucero市議はL党の大統

領候補に適任の人材にはパデーラ上院議員，ロハス上院議員，ピレガス市長，ビ

リアレアノレ下院議員，オスメニア上院議員，サロンガ上院議員がいると述べたo

v大統領は昨年の選挙以前から行なわれていたパサイ市響察に対する警察軍管

理を廃止した。

’資源に富むサバ一一－ W. Ve伊外務省経済問題次官補はテレビ番組で， サパ

は非常に鉱物資源に富んでおり，農業生産に有利でかつ東南アジア地域で戦略的

に中心の位置を占めている，フィリピンのある大会社は現在 LabukとPao・ao地

域で銅と鉄の採掘を行なっており， サンダカン・ジュセノレトン間260マイルの道

路建設を申し出ており，また Labuk湾のくるまえび漁に 1000万ぺソの投資を行

なっていると述べた。

25日 ’サパ問題バンコク会談一一（バンコク発〉マレーシアは会談をサパ紛争の適

河な解決策を選択する問題に移そうとの比側の提案を，サパ請求権の討議はまだ

不十分であるとして拒否。これに対し比側代表団は，マレーシアはサパ問題に関

する法律上の紛争点を認めようとしないため，当地では討論は何らの結果も生ま

ないだろうと考えられていると非難した。

Vマルコス大統領は政府の人的資源開発計画により開発された熟練労働力の企

業による吸収促進のため全国に雇用センター綱を直ちに設けるよう命じ同時に

人的資源開発促進計画用に 100万ペソを支出するよう命じた。 これらは昨年夏の

同計画に続くものO

訓練計画は1963年以来の熟練労働力の不足を充たすことを目標とする。調査に

よると，現在半熟練労働力16万，熟練労働力4万が必要とされている。建設・エ

ンジニアリング労働者に対する年間需要2.8万人のうち，職業学校と徒弟学校は

7000人を供給しうるにすぎない。計画では69年度だけで半熟練労働者を 3万から

5万人訓練することを目標としている。

f T.ギンゴーナ・フィリピン商業会議所（CCP）副会頭は CCPの役員選挙を

平静に行なうよう要望するとともに， 同副会頭が①CCPの政府税制計画支持を

阻止しようとしている，③日本商社に対する憎悪キャンペーンを行なっていると

の主張を否定した。

，マクタンの米空軍クラークに移動一一（セブ市マクタン空軍基地発）発表に

一（128）ー -126ー



フィリピン（6月〉

よるとマクタン米空軍基地駐在の米軍1400名は装備・ C-130輸送機とともにパン

パンガ州のクラーク米空軍基に移動中である。約800名がマクタン基地に残り，

空輸基地として引き続き使用する。今回の移動は設施の拡張工事によりクラーク

基地に余裕が出来たためで、あるが，マクタン基地を撤去するにはまだ不十分であ

るという o

v中銀年報概要一一中銀の67年年報は比国経済の実績と見通しを次のように伝

えている。

経済調整のための適当な財政措置とすでに過重となった通貨政策に一一後者に

は相対的に少なく－ーより大きな信頼が置かれねばならないであろうという結論

は避けられない。最終的に承認されれば， 68年の税制提案は開発努力を追求しう

る限度を拡大するに大きな効果を生み出すであろう。かかる財政立法に代るもの

は成長率の鈍化か高低交互の経済活動である。

①66年に実施された信用緩和政策は1967年中頃まで続き，経済活動を促進した。

しかしそのため輸入は激増し， 1966年より24%増加し， 15.4億ドyレに達した。主

要輸出品ーコプラ・ランパー，アパカーは2%減少した。全体として輸入は輸出

を2億4200ドル超過し，過去19年来最大の赤字となった。

②外貨準備は1966年の 1億5100ドルから 2億2100万ドルに増大した。しかし増

加は人為的なものであり，外国銀行からのローン・レシートや reducedloan 

paymentsの形での資本の流入一約1億ペソーによるものである。国際収支は，

1966年より1000万ドル増の7000万ドルの黒字であった。しかし黒字は，公式の短

期ローン1億1100万ドルおよび IMFからの引出し2750万ドルがなかった場合，

6800ドノレの赤字に転じていた。

③67年の生産は大きかったが， 66年の成長率に比べ低かった。農業生産は3.9

%で66年の8.3%の半分以下であった。製造業の非耐久財生産は66年の9.1%に対

し3.5%であった。鉱業は例外で66年より 4高く13.7%を記録した。金，銅，マ

ンガンの生産は著顕な増加を記録した。④67年には約138万8000人が職を得た，総

労働力は1327万4000人となった。しかし失業者は50万人に増加した。新規労働力

は仕事を獲得する者よりはるかに多い。熟練・未熟練労働の実質賃金率は4.7%

上昇した。しかし小売卸売消費者物価指数は5.9%上昇した。

26日 , C. Z. Barbero下院議員（L）はL党のいわゆる VaxPopuliブロックから選

ばれた9人グループが，現在前回の選挙の時のように，数人の大物が候補選びを

することに反対する運動を進めていることを明らかにした。
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’暗い投資法の見通し一一中銀69年年報統計は投資奨励法の見通しの暗いこと

を確認する傾向にあるという ρ

昨年1万1846の企業が開業し， 4億1900万ペソを投資した。 1957の民間資本投

資は前年より3100万ベソ多く，増加率は8%に達した。フィリピン人投資は3億

3810万ペソ，中国人29000万ベソ， 66年より100万ペソ多い。しかし米国人投資は

400万から300万ベソに減少。

部問別では農業投資がこれまでになく多く， 1700万ペソ， 前年比142.9%で工

業製品の市場を拡大する長期的効果が期待されている。

工業投資は8600万ペソで前年（9600万ベソ〉比10.4%減少，投資の大部分は卸

売業と小売業に流れ， 1億3000万ドノレ， 前年比9.2%増であった。銀行業投資は

3360万ベソで、相対的に小規模だが，前年比73.7%の増加であった。

67年の新規設立企業は2年前より多く 1269で，増加は主に個人経営（1224）と

株式会社（69）の増によるもので，合名会社は24に減少した。

Vミンダナオの開発状況一一ミンダナオ開発方はこのほど同庁が行なった「約

束の地」ミンダナオ地区の次のような経済調査・分析結果を明らかにした。

①ミンダナオ（スyレー，パラワンを含む〕の1967年の総所得はこれまでの最高

で44億6860万ベソで，前年より 5億7700万ペソ増加した。国民所得寄与率は65年

の21.3%, 66年の21.8%から22%(195億ベソ）に増加。②地区の経済成長に占

める部門別比率の 1位は建設の36.5%，次いで製造業28.7%。③地区の 1人当り

所得は65年の474ペソから67年545ペソに増加。一人当り国民所得は65年507ベソ，

67年567ベソ。④ミンダナオからの外国輸出は66年に対し8億7350万ベソ， 24.2

%増加。地区の貿易黒字は65年の 1億3180万ペソ， 66年4億7540万ベソに対し7

億6110万ベソ。 1968年の輸出指数は2倍になるものと予想されている。輸出収入

の65%は原木，合板，ベニヤで， 30%はコプラ，鉱石，アパカ，バイナッフ。yレ，

その他。⑤籾米生産は前年比109%,. とうもろこし生産は40%増加。籾米生産は

260万カパンで、67年の全国推定生産量の78%。 コプラ生産は21.7%, ゴム生産は

8%増加。⑥畜牛生産は20.8%，豚は20.7%, 鶏は20.01%各々増加。同地区の

畜牛数は94万7000頭，豚287万6000頭，鶏は3110万羽。⑦漁業生産は44万9400トン

で全国生産95万2000トンの47%を占める。⑧製材生産は2兆1890億ボード・フ

ィートで全国生産の約80%。⑨製造業部門では製紛・米，化学工業，非金属製品

加工の伸びが著しかった。現在同地区には16の合板工場があり日産量は285万立

方フィートで，その 21のベ二ヤ製造設備は日産520万立方フィート。合板の生産

一（130）ー -128-



フィリピン（6月〉

は全国生産の79%を占める。インフラストラクチャーの建設増大により，建設は

36.5%増加した。⑩学生・生徒数は12%, 12万1000人増加。公立学校の学生・生

徒数は128万1600人，私立学校のそれは27万5000人（30%増）。大学水準の学生数

の増加が最も著しく， 45%増。公立職業学校の生徒数の増加は5.8%であった。

27日 V第8囲サバ問題バンコク会談一一マレーシア側はサパ請求権を裏付ける 2通

の書類を要求に応じ提出できなかったことを批判したが，フィリピン側はマレー

シア代表が（議場外で）スルーのサルタンを海賊呼ばわりしたことに対し正式に

抗議，両代表団は会談が何ら実質的成果をあげず，中断を繰り返していることを

相互に非難している状況である。

T 69年度予算案成立一一マルコス大統領は総額29億ベソの1968～69会計年度予

算法案に署名した。

①一般基金予算25億3349万2539ペソ（政府原案25億9380万8000ベソ）。うち既定

費は21億1380万8000ベソで68年度予算より1.99億ベソ多く，非既定費は4億1968

万4539ペソで，支出は大統領の自由裁量と資金状況による。後者には給与調整項

目4200万ベソなどが含まれる。③特別基金3億4810万9000ペソ。③信託基金608万

7000ベソ。④公債基金1500方ベソ。⑤賠償基金309万3000ベソ。

V外国借款返済延期を交渉一一ロムアlレデ、ス蔵相は，政府は現在支払期日の到

来する外国借款8000万ドルの返済期日延長交渉を行なっていることを明らかにし

た。そのためカララン中銀総裁が海外旅行に出，交渉にあたっている。

vフィリピン自動車協会が発表した4月現在の乗用車販売台数は次のとおり。

①フオルクスワーゲン 25.0%, 1301台， ②トヨタ 24.4%1270台， ③Northern 

Motors 16 .1 %, 838台，④クライスラー9.0%,469台，⑤フォード7.6%,397台

⑥メルセデス・ベンツ6.9%,361台，⑦日産35%,183台，⑧ルノー3.3%,74台。

その他はいすゾベレット，フィアット，ラムプラー，マツダ，日野，コンテッサ

等。

28日 Vコレヒドール事件の生残りといわれる JibinArulaはモンターノ・カピラ州

知事に伴われ大統領官邸を訪れ，事件について大統領に対し証言することを申し

入れた。これに対し大統領は，もし真相を告げたいなら，新聞にだけではなく裁

判所に告げると述べこの申し出を拒否した。

，大統領，野党を批判一一ーマルコス大統領は PARGO主催のセミナー出席者

を前に，外国旅行中自国のことを悪くいい自国に大きな害を与えた，もし外国で

立候補について語り，立候補宣言をするなら，外国で大統領に立候補すべきだと
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暗にマカパガル前大統領ピレガス・マニラ市長，アキノ上院議員を批判した。

T ILO，マニラ訓練センター設置承認一一ジュネープの第52回ILO年次会議に

出席しているオプレ労相は， ILOはマニラに熟練労働者養成のために試験訓練セ

ンター（500万ペソ〉を設立するとのフィリピンの提案を承認したと報告してき

た。

Vフィリピン・セメント協会の発表によると， 10セメント工場の1～5月生産

は昨年同期より26.7%増加，また売上げは31.1%増加し2566万1568袋であった。

' （クアラyレンプーノレ発） ASEAN通信・貿易特別委員会開催。

29 B V対マレーシア断交主張一一サパ問題ノξンコク会談が何ら解決の兆もなく，ま

たマレーシア側の R.Ramani代表がスルーのサルタンを海賊呼わばりし侮辱し

たことから比圏内では与野党の一部で強硬意見が出はじめている。ミトラ下院議

員（L）はバンコク会談を中止し，サパ回復のためのより効果的・迅速な手段を考

慮すべきだ。②フィリピン，イスラム会議は， Mangelen議長を通じ，スルーの

住民はマレーシアに対し武器を執ることを申し入れたといわれる。③ガンゾニ上

院議員（N）は対マレーシア外交関係を断絶すべきだと示唆した。

Vマルコス大統領はマニラ各紙とのインタビューで，比マ両国代表に対し冷静

に両国間の諸問題について実際の会談を始めるようアピールし遇然事以上の何事

かを期待すると述べた。

Vアキノ上院議員は，大統領が28日同議員は土地改革に反対していると暗に批

判したのに対し，自分自身常に改革を支持してきた，おそらくある人の利己的目

的を追求するために事実がゆがめられることに反対する，自身富裕な地主である

自分の近親者も土地改革を明白に支持していると反論した。 （同議員の母親はタ

ノレラク州コンセプシオンの所有地の一部を小作人に配分した。）

Vラウレノレ下院議長はダク守パン市ロータリー・クラブで演説，諸国間の平和共

存は恐怖の均衡を強めることによってではなく，善意と理解を通じて達成されね

ばならないと強調した。

T CCP，共産圏貿易の早急実施を要求一一フィリピン商業会議所対共産国貿易

委員会は対共産圏貿易を直ちに実施するよう主張し次のように述べた。一一社会

主義国市場に対する競争激化はもちろん世界的なインフレ状況は政府に共産主義

諸国との貿易を開く以外の方法を残していない。政府の対共産諸国貿易拒否の唯

一の説明は，米国政府がわが国の対外経済政策に有する支配力である対共産圏貿

易はわが国における米国企業の各種独占の終末を確実に意味しよう。政府は共産
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諸国から入手可能な低価格品や共産圏に対する自国産商品の輸出にともなう各種

雇用機会を利用することを無視し，国民に対し経済的な罪を犯している。

V外貨流出増大一－A.V. Antiporda中銀外為部長は， ある業者は中銀の外貨

流出抑制措置の裏をかくことに成功し，輸入支払は増加していると，外貨を適正

な目的以外に使用せぬよう銀行家に求め次のように述べた。①彼らは，銀行から

無駄な支出のために入手することに失敗した外貨を暗闇市から入手できる貿易外

の数字は，外貨受取の減少（1億8460万やゆと外貨支払 (1億8400万わゆが

殆んど同一であることを示している。②67年 1～5月貿易赤字7730万ドル，貿易

外黒字は4880万ドルで，総合収支赤字は2850万ドルであった。 68年同期貿易赤字

は9380万ドノレ，貿易外収支黒字4800万ドル，総合収支は4580万ドノレの赤字で前年

より60%大きい。③1～5月輸出実質受取が520万ドル，輸出支払が8270万ドル

増加したことは注目される。貿易外受取は67年の4億1880万ドルから68年の2億

3400万ドルに， 1億8480万ドル減少した。他方貿易外支払は3億7000千万ドルか

ら貿易外受取にほぼ等しい額に減少した。
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6月
30日 ' 6月23～29日の1週間の暴力事件による死者は42人，負傷者は39人であっ

7月

た。なお6月1日以来の死者は計144人。

vマルコス，副大統領候補にロペス氏を推す一一一マルコス大統領は記者会見で

もし大統領候補に再指名され，副大統領候補の選択を任かされれば，現ロベス副

大統領を選ぶと述べた。

Vマルコス，バンコク会談を継続一一（タクロパン市発〉マルコス大統領は非

公式記者会見で，与野党から出ているバンコク会談中止要求について，海賊発言

が予定の行動であったことはありうるが，われわれは忍耐強く交渉を最後まで進

めるべきである，私はなお会談の成功を希望していると述べた。

' （バンコク発）ガザ、リバンコク会談マレーシア代表団長は非公式に，マ政府

はサパの土地の処分についていうべきことは何もないと述べた。これはマレーシ

アがフィリピンに対し，サパ請求権の解決はサパ住民の意思に依存するものでな

ければならないと告げたものと解されている。

1 日 V投資委員会，投資申請受付開始一一投資委員会は投資優先計画に基づく優先

および創始産業のプロジェクト申請の受付を開始し，午前中に25件受理した。

Vマノレコス大統領は議会に対しフィル力グ（フィリピン民生活動部隊〉南ベト

ナム派遣延長法案の審議を再開するよう要請した。しかし大統領が同法案の可決

要請を控えたこことはフィノレカグの引揚げを含む政策の変更がありうることを示

唆したものと受けとられている。また大統領自身最近のベトナム戦争の発展およ

びアジア地域に関係するその他の国際事件を考慮し，将来のベトナム政策のあり

方を討議するため councilof leadersを招集すると述べている。 （シンガポーノレ

発AFP)

' L党内， 大統領候補で内部対立一一来年の大統領選挙の候補選出をめぐりマ

カパガノレ前大統領とピリアレアノレ総裁の間で対立が生じている。マカパガノレ氏は

ナショナリスタ党員をL党候補として「輸入」しようと計画しているといわれ，
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その対象となるN党不満分子にはロペス副大統領，プヤットN党総裁， トレンテ

ィーノ上院N党院内総務， G.マグサイサイ， ディオクノ両上院議員があげられ

ている。

これに対しピリアレアノレ総裁は下院L党員と自宅で協議し， 69年選挙に大統領

候補を輸入することに反対，また候補は党全国大会で選出すべきだと言明した。

一方， V.Sagun下院議員は，大統領候補にマグサイサイ上院議員を推してい

る。

vバンコク会談一一一フィリヒ。ン代表団はサパ請求権の詳細な説明を求めたマレ

ーシア側の要請を拒否した。ピスナーノレ比側首席代表は，われわれは Quintero

代表がマニラから書類と新たな指示をたずさえ，バンコクに帰任するとの報告を

マニラから受けている， Quintero氏が帰任するまで 1962年の書類ないしその他

の事についての質問に答えられない，比側代表はすでに十分な説明を行なってい

ると述べた。

2 日 ' （タクロパン市発〉マルコス大統領は，バンコク会談比代表団にサパ請求権

の解決案に関する合意をとりつけるよう指示し，請求権の合法性ではなく解決案

を討議することは 1月の共同コミュニケに沿うものであると述べた。

vラモス外相は FAQの食糧援助協定に調印した。過去4年間同様の援助で

350万ドル相当の食糧が与えられている。

V下院，対共産関係の樹立主張一一一下院の共産問題特別委員会（委員長M.エ

ンベノレガ下院議員）は 318ページの報告を出し，国内法および政策から対共産国

関係の開設にとって妨げとなるものを除去し，外務省に共産問題を扱う部局を設

置するよう主張。また同報告は共産主義国・その言語・歴史を研究する研究機関

の設置，共産国への使節団派遣，政府に対しどの共産主義政府とも関係を開設す

るよう求める合同決議の可決を勧告している。（シンガポール発 AFP)

3 日 , Marinduque Mining and Industrial社は政府とスリガオのニッケル鉱床20

万ヘクターノレ（推定250億ベソ相当〉の開発契約・協定覚書に調印した。

4 8 Vインドネシア，フィリピン米の輸入禁止一一一インドネシア政府はフィリピン

および韓国から米を輸入することを禁じた。 (5日 B.Arifin計画局長はこれを

確認〉これは先にフィリピンが同国に輸出した米の1部5千トンの品質が悪かっ

たためとみられている。

5 日 Vナショナリスタ党の上院議員はプヤット上院議長事務所で会談し，次期特別

会期でフィルカグ法案の再審と輸出税法案に事実上反対することで一致した。
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V第13回バンコク会談一一マレーシア代表団はサパ請求権の正当性の問題を討

議すべきであると主張，一方フィリピン代表団は会談は解決策の問題に限定すべ

きであると主張，平行線をたどっている。

V今年1～6月のココナツ製品輸出は1億3100万ドルで，前年同期を3700万ド

ノレ・ 39%上回った。輸出量は前年同期の53万7000トンに対し， 52万2000トンと減

少したが輸出価格は49%上昇した。輸出量の減少は，生産が30%減少したためで

ある。一方価格上昇は中東危機およびポンド切下げ予想によるものとみられてい

る。しかし同時に価格はナイジエリアかインドネシアの輸出，その他油脂類の競

合力増大，合成代替品の生産増大，下半期の生産増加が予想され2月頃より低下

し始めている。またラグナやダパオでは芽ぐされ病，ケソンの Mabubauではカ

ダン・カダン病の被害が報告されている。昨年11月の台風による30%生産減少結

果は来年末に表われるものと予想されている。

' （ワシントン発〉米AIDはこのほど国際稲作研究所に40万ドルを贈与したo

vリベラル党の党再建特別委員会（議長マカパガル前大統領他国人〉は，現政

権に不満を抱く者に対しL党とともに連合反対グループのもとに提携するよう呼

び掛けることを決定した。

v圏内投資の伸び鈍化

I.粗国内投資指数（1962～1966ニ100)

暦年｜四半期｜建設 l耐久設備｜在庫｜合 計

1967 I I i 130.9 134.8 I 133.9 ! 133.2 

I II I 134.4 I 160.3 I 154. 7 I 149.2 

i皿 I 1；；引 172.0 I 凶8.7 I 山
百 l 15s 6J 135.1 I 150.6 I 146.1 

1968 I I I 136. 7 I 1必 1 I 145.0 i 141.5 
I II I 140. 7 I 143.5 I 143.2 I 142.3 

E 耐久設備輸入（米ドル〉

暦 年 l町駅非電機械！輸送設備｜電気機副合

問67 I Ⅰ　　 I þÿ�5�1�,�3�4�40�0�I þÿ�2�9�,�8�0�70�0�I þÿ�9�,�3�7�90�0�I 
I m I 65 , 669 I 37,049 I 10 659 I 

I IV I 52,843 I 26,479 I 11,745 I 

－十t三日

90,530 

106,188 

113,377 

'91,067 
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1968 I I ) 弘同｜ 28，印｜ 1s, 160 I 96,847 
I n I 54,190 I 21,201 1 14,283 I 95，似

（出所） EOF-CRC 

6 日 Vマノレコス大統領は外交政策会議を招集し，サバ問題について協議したが新政

策を打ち出すに至らず，従来通りバンコク会談を継続し，比代表団は請求権の解

決方法だけが討議さるべき唯一の問題であることを主張することで合意した。ま

た消息筋によると，会議はもし比代表団が耐忍強く請求権の解決法の問題に関し

てパンコク会談を続ければ，マ代表団は交渉を中断し，会談失敗の責任を負うこと

にななろうという点で一致した。会議に招待されていたL党員のうちFSerrano 

前外相， S.Ututalum下院議員〈スルー）を除き全員欠席。マカパガlレ前大統領

は，代りにサパ問題を国際司法裁に提訴できなかったことについてマルコス大統

領を非難する断り状を送り，これに対し大統領はこれはサパ問題に派閥政治をも

ち込むものであると批判した。

vフリーマン米農務長官は南ベトナム視察の帰途，フィリピンを訪問。 （～ 7 

日）

Vマノレコス大統領は46法案審議のため， 8日に第2特別会期の招集を要請する

宣言427号を発した。またナショナリスタ党の議会指導者は大統領府で協議し，

21税制法案のうち10法案と日比条約防護3法案の審議を優先することで大統領と

一致した。

, Republic Flour Mills社は7月1日投資委員会にボーキサイトを原料とする

アルミニワム溶解施設の登録を申請したと発表した。これはこの種のプラントと

してはフィリピン最初のものであり，また同社は投資委員会に対する登録申請第

1号である。同社は比人65%，外国人35%の資本構成の AluminumCompany 

of Malayaを設立し， 1972年にアルミ・インゴット年産3万4千トンのプラント

の建設と 7千トンの輸出を計画している。

' （サイゴン発〉ヤン国軍参謀総長はフィリピン民生活動部隊を視察，マルコ

ス大統領はフィノレカグの派遣継続に非常な関心をもっている，また私は共産主義

の侵入および破壊の脅迫がこの地域の安全に対し脅威を提起し続ける間，フィリ

ピンはいたずらに傍観しないものと確信すると述べた。

7 日 vマルコス，マ力パガルを非難一一一マノレ戸ス大統領はマカパガル前大統領宛の

書簡で，マカパガノレのサパ請求権に対する態度は統ーとバンコク会談比代表団の
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努力を損うものであると批判した。

vピレガス・マニラ市長はミンダナオのパシラン市への出発に先き立ち（L党

大会に備えるためと考えられている）， L党が来年の大統領選挙で勝利するには

政府計画に代わる具体的計画を提出すべきだと述べた。

8 日 Vマルコス大統領は GaudencioTobiasブイルカク司令官・准将を国軍副参謀長

に任命，少将に昇任させた。また後任のフィルカグ司令官には副司令官Ceferino

Carreon准将を任命した。

V第2特別会期開会

V第15回バンコク会談でガザリ・マレーシア代表団長は，マ代表団はサパ問題

交渉は問題の明確化とその解決策に限られるべきであるとのマルコス大統領とラ

ーマン首相との合意を守ると述べ，しかし比側のサパ請求権を明確にするにはさ

らに2回以上会談する必要があろう，その後にただちに次の段階に入ろうと示唆

した。

またアスピラス大統領報道官は代表団顧問として新指示をたずさえパンコクに

到着した。

vフリーマン農務長官は帰国に先き立ち，比米関の友好はかつてないほど強力

であり，両国間には伝えられるような摩擦の証拠は何もないと述べた。

l 67年の外国借款状況一一中銀の1967年年報は政府の大規模なインフラストラ

クチャー計画が外国借款の主要な原因となっていると次のように指摘している。

①67年の外国借款は66年の5億1420万ドルより 1億6160万ドノレ多く 6億7600万ド

ノレとなった。②中央政府の直接負債は l億9000万ドルと前年比1800万ドノレ増。増

加の主要因はインフラストラクチャ一計画用の公共事業建設設備の輸入である。

③中銀および国立銀行の外債は各々 1億3500万ドノレ， 2400万ドノレ増加した。これ

は外貨準備減少のためである。④中央政府保証借款は66年の 1億7000万ドノレに対

し900万ドノレ減少し 1億6100万ドノレとなった。⑤政府直接借款の借入先は，米輸

出入銀行（3600万ドル）， AID (1400万ドノレ〉，国際復興開発銀行（1000万ドノレ〉，

Morgan Guaranty Trust社（340万ドノレ）， Standard Electric Lorenz Aktien-

gelshatt (190万ドノレ〉， Standard Telephone Cable Pty社（140万ドノレ〉， ベノレ

電話会社（140万ドノレ）， IMF (9050万ドノレ〉および米民間（1560万ドル〉。 その

他中央政府の負債には利率6.5%,15年満期（1980年）の外債1320万ドノレがある。

④その借入先は，米輸出入銀行（760万ドノレ〉，世銀（7090万ドル〉，米民間商業銀

行（840万ドノレ）， Creditanstalt fur Wiedenaufbau (340万ドル）， 日本の造船業
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者（60万ドル）， International General Electric社（210万わめ， 日立製作所

(6万ドノレ〉，三井（280万ドノレ〉，伊藤忠（270万ドル）， N. V. Philipps Telecom-

municate Industries (60万ドノレ〉。 ⑥国鉄，中銀，国立銀行の政府保証なしの直

接負債は各々700万ドル（仏I，日本8社〉， 2億6300万ドル (IMF，世銀，米民

間商銀）， 5300万ドノレ（米民間商銀〉で計3億2400万ドノレ， 66年は 1億7200万ド

ルより 1億5200万ドル増加した。⑦また外債の満期構成は67年に一層短期化し，

借款総額に対する短期借款の比率は66年の59%から63%に上昇した。これは主に

新規借入のうち95%が短期物であったためで、ある。これに対し長期負債は20%か

ら16%に下落，一方中期借款は前年の21%を保った。

9 日 v警察軍パトロール5人とフク団とがプラカン州 SanIldefonsoの北東11キ

ロの Kasalat村で遭遇，午後2時半と 6時の2回にわたり交戦，警察軍兵士3名

とフク団員l名（Armandode los Santos，パンパンガ州カンダパ出身〉が死亡，

フク団員2名と警察軍兵士1名が負傷した。負傷したフクは同僚に助けられ逃走

した。フク団は Roldan司令官に率いられた15人の 1隊で7月6日以来この地区

の政府軍作戦の目標となっていた。また男 12人， 女3人から構成され， Roldan

司令官は先月 GregorioGarcia別名 Yoyong司令官が殺された後（パンパンガ

州サンルイス〉ブラカンのフク団組織指導権を引き継ぎ， 同行の Hermogenes

Buco別名 Zaragosa司令官も LeonManalastas別名 Viola司令官の死後その

地位を引き継いでいるといわれる。

10日 Vカララン中銀総裁は訪米の成果について次のように述ベた。①中銀は米商業

銀行に対する短期債務（120日） 8150万ドノレを中期借款（4年〉に転換できた。

これは欧米銀行に対する中銀の債務2億2500万ドルの一部で，このうち 1億8500

万ドルは米商銀23行から借り入れたものである。返済期間の延長は外貨準備圧力

を緩加するものと期待されている。外貨準備は5月末現在の2億1380万ドルから

7月3日現在2億0530万ドノレにわずかながら減少した。②他の短期債務返済にあ

てる予定の中銀外貨預金3050万ドルは，債務返済以外の目的ないし90～120日以

内に期日の到来する4700万ドルの債務返済にあてることができょう。上記債務も

先の例と同様期間の延長が可能となろう。また米商銀から 6千万ドノレのスタンド

パイ・クレヂットを獲得できる。③IMFからの引出し限度は金拠出 2750万ドル

第1次引出し，第2次引出し各々2750万ドル，計8250万ドルであるが，中銀はす

でに1750万ドノレを残して6500万ドルを引出した。③ IMFおよび米商銀コンソー

シァムからの中銀借款とは別に，フィリピン開発銀行・国立銀行・国家投資開発
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公社は1967年末現在1億9500万ドルの借款保証を民閉会社・政府法人に与えてい

る。これらは中期借款で，中銀はこれを年間輸出総額12%の安全水準以下にある

ものとみている。

Vオスメニア上院議員（L）はフィルカグ延長法案を支持する旨正式に声明し

た。これにより賛否票数は12対12となった。

v上院酒税法案を修正可決一一上院は蒸留酒精・アルコール飲料税法案を国内

アルコール飲料については現行通り，輸入アルコール飲料およびワインの税率を

25%引き上げるとの修正を加え可決した。

Vエッソ・スタンダードと Pan-MarconaShippingの両社は， Standard

Tankers (Baha was）社が Pan-Marcona社に10万4000トンの油送船の建造を発注

したと発表。同船の積載量は原油75万ノミーレノレ， 1970年完成予定，比国籍最大の

船となる。 Pan-Marcona社は Pan-MalayanManagement and Investment社

(A. y吋 1engco社長〉とMarconaCorporation of San Franciscoとの合弁会社

である。

vタルラク州副知事暗殺さる一一一フク団の最も強硬な敵の1人として知られる

ニコラス・ Y・フェリシアノ・タノレラク州副知事と護衛1人は午前10時45分タル

ラク州議事堂内の階段で2人の男に狙撃され死亡した。警察軍当局は暗殺者をフ

ク団員とみている。またフク団は中部yレソンの州政府首脳の暗殺を計画し，今回

の事件がその最初のものとみられている。

11日 ' （パンコク発〉バンコク会談〈第16回〉比側代表は新方針を打ち出しマレー

シア代表に対しサパ請求権の説明は終ったものと考える，したがって請求権の解

決策の討議に移るべきだと要求。一方マ代表は請求権の説明を続ける用意がある

か否か質問したのに対し，比側はこれを拒否。このためマ側は会談の休会を要

請，会談は開始以来最も短い15分で終了し， 3日間の休会に入った。

' （プラカン州マロロス発〉政府軍は9日警察軍と交戦したフク団のー隊の捜

索を続けているが，タナベ警察軍第1管区副司令官は，メノレコール国防次官に対

し，フク団はブラカン州で新団員の募集を行なっており，すでにブラカン東部の

町の住民と接触をもっている，数人の住民は報復を恐れてフク団に協力している

と報告した（12日同副司令官はこの報道を否定した〉。

Vカノレロス・ロムロ前文相は記者会見で，日本は軍国主義を復活させるよりも

むしろアジアに経済支配を広げる恐れがあると予測，われわれは将来を注視し，

L-L協定の不平等からわれわれ自身を守ったと同様再び搾取の犠牲とならぬよう
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注意すべきであると警告，一方日本はマーシャノレ・プラン型の経済援助をアジア

の遅れた近隣諸国に提供すべきであると述べた。

V関税局の発表によると68会計年度の関税収入は67年度の8億9094万5531.93

ベソに対し6.3%増加し， 9億4727万6155.50ベソとなった。これは65・66年度比

各々40,45%増であった。

v下院リベラノレ党の VoxPopuliグループ（24人〉は C.Z.パノレベロ下院議

員の動議にもとづき，来年の上院議員候補8人の選出は党再建特別委員会によっ

てではなく，全国党大会によって行なわれるべきであるとの要求を行なった。パ

ルベロ議員の動議は特別委員会が親マノレコス・リベラノレ党員（MarcosLiberals) 

をL党から追放することを計画しているとの報道に反発したものである。

また同じ会合で R Ablan, Jr.下院議員（N）は先に VoxPopuliのメンパー

に対しN党への参加要請を自己の意思で行なったことを明らかにし，同メンバー

がN党に加入するよう実際に打診したのではない，国民の最大の利益のためにマ

ルコス大統領の仕事を助けるよう働きかけたものであると述べた。

T J.M.レイエス下院議員（L.パンガシナン州選出〉はL党の大統領候補とし

て A.バデ mイラ上院議員（L.パンガシナン）を支持すると声明した。

T 67年の政府財政一一中銀の67年年報は政府の財政状態について次のように述

べている。①政府国内借入は66年の35億1960万ペソに比し15%・6億3960万ベソ

増え41億5920万ベソとなった。これは主に現金勘定の赤字を埋めるために行なわ

れた。②中央政府の現金勘定は67年末で2億0300万ベソの赤字であった。また中

央政府の借入は24億9040万ペソ，政府法人の借入は25億7990万ベソで，後者のう

ち3億8660万ベソは政府無保証分であれ地方政府の中銀からの借入は8890万ベ

ソであった。前年に比べ，中央政府・政府法人・地方政府の負債は各々4億4000

万ベソ， 1億8960万ベソ， 100万ベソ増加した。③中央政府負債のうち 1億8000

万ペソは DBP債を公債に変え， DBPが引き継いだものである。政府法人の負

債増は主に DBPによるものでDBP債の発行総額は2億2400万ペソ，その他政

府法人の債券発行額は第1回土地銀行債1000万ベソを含め9700万ベソで政府法人

の新規発行証券の総額は3億8100万ベソであった。④これら国内借入のうち，長

期債務は66年の45%から57%に，短期債務は31%から19%に変ったが，中期債務

は24%と変らなかった。

T 67年の政府現金勘定 中銀の67年年報は中央政府の現金勘定について次の

ように伝えている。①現金受取は66年の30億ペソから35億ベソに約18%増加した
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が，現金支出は66年の31億ベソから37億ペソに増加し，勘定の赤字は66年の 1億

5300万ペソから33%・5000万ペソ増加し2億0300万ペソとなった。②現金収支の

赤字を補うため3億4830方ペソを借り入れたが，このうち33%は中銀およびその

アレンヂによる信託資金， 57%は商業録行から借り入れた。中銀からの直接借入

7200方ペソ，大蔵省証券9530万ペソ，公債I億8100万ベソ。③2億0300方ペソの赤

字は第4四半期に第1～3四半期の良好な財政状態が逆転し，影響をうけたもの

である。 1～9月現金受取は平均3億2400万ペソ， 10～12月同2億2100万ベソ，

I～9月現金支出は平均3億1500万ベソ， 10～12月間3億2500万ペソであった。

12日 Vマルコス大統領と下院N党指導者は大統領府で会談し，特別会期で犯罪恥締

のための6法案を優先審議することに合意した。

, A. Cruz警察軍第1管区犯罪調査部長は，同管区警察軍が米統合軍事顧問団

から受け取ったクラーク空軍基地支給武器のリストによると殺されたフク団員の

所持していたアーマライト銃の一部はクラーク基地から流出したものであると述

べた。

また別の報告によると南ベトナムからアーマライト銃が密輸されているともい

われる。

, National Association of Trade Unionsの IP. Lacsina議長は，いわゆる

同一労働同一賃金法案は今なお外国企業に一般的な「植民地主義のこん跡Jを除

去するものであると述べ，大統領に対し同法案に署名するよう要求，またフィリ

ピン協会の拒否要求を非難した。

また労働省は同法案の承認を勧告しており，一方投資委員会は外国投資に水を

さすとして反対している。

13日 Vマルコス大統領はキャンプ・アギナノレドで治安警察関係首脳と協議，犯罪取

締強化のため 1千万ベソを支出するよう命ずるとともに，議会に対し英国のロン

ドン警視庁にならった首都圏警察庁設置法案の早期可決をアピーノレした。

V米比断絶の損失はより大きい一一マルコス大統領は国立図書館講堂での米国

在郷軍人会第48回年次大会で要旨次のように述べた（マタ国防相代読〉。

米国とフィリピンは両国の紐帯を断絶することによって得るととろよりも失う

ことの方が多い。米国は成長しつつあるアジアの固から利益を得ることができる

し，フィリピンはもし米国がこの国の無数の重荷を軽減するのを助けるならばそ

の目標を急速に達成できる。今日の世界の複雑さとストレスは米比の特殊関係の

将来を予測することを困難にしている。しかしこの関係を維持するため，これま
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で以上コミュニケーションを改善することにより引き続き鼓舞されるより成熟し

た理解が設定されうる。刺激的な出来事が時に両国民の忍耐を試練にかける。し

かしこれらは正当な交渉によって手際よく解決できる短期的な問題である。現段

階では米比両国人が両国市民および政府代表の相互利益のための協力の基礎の範

囲と役割を拡大する相互の能力を認識することが重要である。

14日 ' （クアラノレンプール発〉当地のソ連大使館スポークスマンは，科学者・経済

学者・ジャーナリストを含む17人のソ連使節団がマレーシア・シンガポーノレ・フ

ィリピン3国を友好・文化訪問す一る，使節団はまず7月26日当地を 5日間訪問す

ると発表した。

' （パンコク発〉バンコク会談マレーシア・スポークスマンは， 「われわれは

フィリピンの要求を受け入れる，これに代るものは会談の決裂以外にないであろ

う」，しかしながらマレーシアは15日の会談で比国には国際司法裁に提訴すべき

事件がないことを通告し，マ側の理由説明がなされよう， （フィリピン政府はた

とえ国際司法裁の判決が比側に不利なものとなっても，これを受け入れる用意が

あるとの比側スポークスマンの声明に対し） 1963年の国連監督下のサパ住民投票

および1966年1月の会談の約束に対する比側の態度は，フィリピンには名誉にか

けた約束といったものがないことを示している，比側の国家的約束は偽ペソ通貨

と同様価値のないものとなったと述べた。

一方ゲレロ代表は，英国のサパ併合およびそのマレーシア編入はフィリピンが

拒絶すべき政治的攻撃行為であると非難，もしマレーシアが現実的解決策に関す

る交渉を開始するならば，比側代表はパンコクにおいて解決策を策定する用意が

ある，また国際司法裁提訴という先の要求に拘束されるものではないと述べた。

15日 vマレーシア，バンコク会談打切りを声明一一一（パンコク発〉ガザリ・マレー

シア代表はフィリヒ。ンのサパ請求権を拒否し「マレーシアに関する限り会談は終

った」と述べた。同代表は席上その拒否理由を明らかにした17ページの声明を読

み上げ，その結論として「フィリピンの主張は法的にも政治的にも根拠に欠けて

いる」と述べたが，サパにおける経済および防衛面での両国の協力について話し

同うことをフィリピン側に申し入れた。一方ゲレロ・フィリピン代表は反論のた

め16日に会談を開くよう要請したが， 「会談決裂の責任はマレーシアが負わねば

ならない」と述べた。

16日 Vバンコク会談決裂一一〈バンコク発〉第17回会談官頭ゲレロ・フィリピン代

表は6ページの声明を読み上げ，ガザ、リ・マレーシア首席代表はフィリピンの主
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張を拒否する権根をもっていない，同代表の個人的な拒否はすでに ASEAN諸

国間の相互理解と諸協力関係を危うくした，会談決裂の責任はガザ、リ代表にある

と非難し，同代表に再考を求めた。これに対しガザリ代表は11日に6月のコミュ

ニケの約束を拒否したのはゲレロ代表である，したがってすでにそうなったこと

以外にわれわれは行なうべきことは何もない， 〈比側の国際司法裁提訴の主張に

言及して〉比側は会談開始以来その他の解決法への一切のドアをわざと閉じたと

非難，話し合うべきことはこれ以上何もないと述べた。 ManilaChronicle紙に

よると次いで、ピスナール・フィリヒ。ン首席代表がサパ紛争の解決法の討議を行な

うよう求めたのに対しガザリ代表は他の代表とともに議場を退場，会談は事実上

決裂した。

会談後グレロ代表は，マレーシアは議場から退場し会談決裂の全責任を認めた

と声明。一方マレーシアのスポークスマンはわれわれはそういうことは何もして

いない，付け加えることがないか否か質問し，何もなかったので会談は終ったも

のと考え議場を離れたのであって退場ではないと反論した。

Vマルコス大統領は外交政策会議を招集し，マレーシア側のサバ請求権拒否に

対する対抗措置を協議した。しかしマレーシアと断交し問題を一方的に国連に持

ち出すべしとの提案について意見が分れ，一致を見るに至らなかった。しかし大

統領は外相とレガラ前最高裁判事に一方的に国際司法裁に提訴しうる可能性につ

いて，イングレス外務次官とマタ国防相に対マ断交の諸効果を研究するよう指示

した。また会議前大統領はバンコクの比側代表に対し会談再開の望みをもって交

渉を続行するよう指示した。

V会談決裂に対する議会の動き一一一パンコク会談の決裂に対し下院では一般に

対マ断交の主張が強く，一方上院では国連等国際機関提訴を要求する意見が強

い。またイスラム問題全国調整会議（NACCIA）はサパのマレーシア移譲の際3

千万ドルの取引が行なわれ，英国とマレーシアの役人が利益を得たと主張してい

る。断交論者は，ヱンベノレガ下院外交委員長（N),A. Pimaporo (N.ラナオデノ

ノレト）， R. Lucman (L.ラナオ・デ・スノレ）， S. T. Utatalam (L.スルー）， A. 

Sagun (L.ザ、ンボアンガ・デル・スノレ〉各下院議員，後者はトレンティーノN党

院内総務，ロイ上院外交委員長など。

v地方選挙に対するフク団の影響力一一ヤン国軍参謀長とぜノレード警察軍第1

管区司令官は中部yレソンにおける地方選挙へのフク団の影響力について異った見

解をもっている。ヤン参謀長はフク団は，もはやかつてほど強力でなく，まだ待
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伏せを行なう力を備えてはいるが， もはやそれほど強力でないとしており，そ

の根拠を数ヵ月にわたる政府軍との衝突での一連の敗北で，フク団が多くの首脳

司令官や部下を失ったことを指摘している。これに対しゼノレード司令官は次のよ

うに述べている一一政府軍との衝突にもかかわらず，フク団はなお選挙に影響力

をもっている。過一去中部ノレソンのある州、｜では公職候補者のある者の勝利は主にフ

ク団の支持が理由とされてきた。もし今選挙が行なわれればフク団はなおその候

。補者を勝たせることができる。しかし来年の選挙までには l年以上あり政府軍が

選挙からフク団の影響を除くに十分の時間がある。

また軍情報によると，最近中部／レソンのブク団地域の政治家たちは以前ほど熱

心にフク団の支持を求めていないという。フク団はその勝利した候補者に部下の

雇用，公共の福祉に有害な措置の承認，など多くの要求をし，役人たちが要求に従

わないときには，暗殺されるという。

' （ワシントン発〉フィリピンの ILO代表 LJoson下院議員と A.E.クリ

ストパノレ社会保健委員会委員長は，マレーシアの ILO代表はフィリピンが来年

ILO議長に選出されるのを阻止しようと加盟共産国との友好を深めていると非

難，このマレーシアの動きは明らかにサパ問題の当然の成行であると述べた。な

お今回オプレ労働は ILOの政府委員会議長に選出された。

V倉庫建設資金一一一フィリピン開発銀行は米とうもろこし局（RCA）が米輸出

入銀行から得たクレヂット・ライン 106万9850ドノレに保証を与えることをこのほ

ど承認した。 RCAの計画ではこのうち74万8895ドノレは米貯蔵庫の20棟建設に当

てられ残り32万0955ドノレは国内資金に使用される。 RCA筋によると倉庫20棟の

建設はターミナノレ倉庫10，中継倉200棟建設計画の 1部である。

，現在マレーシア訪問中のソ連貿易使節団17人はこのほどフィリピンに入国ピ

ザ、の申請を行なったといわれる。これについてフィリピン商業会議所の共産貿易

特別委員会は大統領に対しソ連使節団訪問のを認めるよう主張。

一方ポーランドもフィリピンに商業目的で自国船が比国港湾を訪問しうるか否

か打診してきているともいう。なお現在ポーランドの駐インドネシア商務官 Jan

Giedwidz氏がマニラに滞在している。

またソ連の観光団は入国ピザ申請についてカノレメロ・ z.パノレベロ比・ソ連友

好協会会長（下院議員， L.アプラ〉に協力を求めている。

vフィルカゲの派遣延長費一一ー今年3月にブイルカグの派遣予算が使い果たさ

れ，一方で議会が延長法案を可決していないためその派遣費用は国軍の余剰費か
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ら出されている。ヤン国軍参謀総長によると 3月22日から 6月30日までにフィル

カグは国軍の余剰資金560万ベソを使った。しかし下院の超党派グループは，米

軍がフィリピン部隊の滞在延長の資金を出しているとの疑惑を避けるためフィル

カグの呼戻しを要求しており，引き続き派遣資金が国軍の余剰資金から引き出さ

れる可能性は強い。国軍の余剰資金の額は不明だが，一部軍部内ではフィノレカグ

を一年間支えるには不十分であるとみている。また軍の一部には，国内にはもっ

と困っている部隊がいるとして，フィノレカグにこのような多額な資金を与えるこ

とに疑問が出ている。

16日 V比開銀の農業融資－67～69年度に DBPが承認した農業貸付は16,864件，

1億2549万ベソ。 67年度1万1485件， 7695万ペソに比し件数で45.1%，額で64.3

%増加。農業貸付の対象耕地面積は 1億2253万1161ヘクタール。件数で最大は食

糧作物で9295件， 6万3928.38ヘクタールの開発に 4056万ベソ。この大部分は籾

米生産で7644件，；3537万ベソ。貸付額の最大は商品作物で， 5713件， 4567万ベ

ソ。 このうちココナツが最大で5800件， 3065万ベソ， 3万3898.64万ヘクターノレ

の改良， 6424.20万ヘクターノレの開墾。

17日 Vマノレコス大統領は声明を出し，バンコク会談におけるマレーシア代表の退場

は不幸なことであるが，マレーシア政府が交渉を正式に終らせたものとは考えな

い，マレーシア代表の行動は公正な第3者の仲介と裁定の必要を強調したもので

ある，比側代表団は会談の正式終了まで、バンコクに留ると述べた。

18日 Vサバ問題で閣僚級会談を追求ー一一マルコス大統領と外交政策会議はサパ問題

を討議した結果3 比側としてはサパ紛争に関してマレーシアと閣僚級から首脳級

の交渉の開催に努めることを決定した。との方針は国連にサパ請求権を持ち出す

前に段階を一つ置くためと考えられている。

' （クアラノレンプーノレ発〉ラザク副首相は，バンコク会談マレーシア代表団は

フィリピンのサパ請求権を拒否するに必要な一切の権限をもっており，マレーシ

ア代表のサパ請求権拒否は，問題に関するマレーシアの最後の言葉であると述べ

た。

v対マレーシア断交の影響一一政界・貿易業界では対マ断交による経済的影響

はそれほど大きくないと次のようにみてν、る。

比国の主要輸入品はタイヤ・靴・パッテリ｝等に使われる生ゴムでp 昨年の生

ゴム輸入量は 912万4617ベソであった。 10年来3大タイヤ会社はゴムをマレーシ

アから輸入してきたが， 7年前頃からこれら 3社はサンボアンガやダパオに自社
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のゴム・プランテーションをもつようになり，最近ではほぼ自給体制がととのい

つつあり，輸入の殆んどは中小生産者が使用するもので，これも輸入先をインド

ネシアに容易に移すことができる。

対マ貿易は常に比側の入超である。これは主にゴムと錫の輸入が大きく，比側

の輸出品はほとんど鉱物燃料・機械油・紡績糸で小量であるためである。なお63

～67年の輸出は年平均2074万2778ペソ，輸入は767万7200ペソ，赤字は1306万ベ

ソ。

v米下院歳出委員会は在比米軍基地の各種プロジェクト支出に220万6000ドノレ

を承認した。内訳は次のとおり。クラーク基地190万7000ドノレ，スピック基地6

万9000ドノレ，サングレイポイント 9万2000ドノレ，海水蒸留装置13万8000ドル。

Vマルコス大統領は財界首脳との晩餐会で，大マニラ地区での政府の犯罪恥締

キャンベーンに協力し民間の自警グノレープを組織するよう要請，また輸入制限お

よびペソ切下げは行なわないと述べた。

Vインドネシアと米2万トンの輸出契約一一一（ジャカノレタ発〉インドネシアは

フィリピンが先にインドネシアに輸出した粗悪米の賠償金に50万米わレを支払う

との条件で，フィリピンからの米の輸入の再開に合意した。

また先週交渉のため訪イし，賠償金の支払を保証し17日帰国したモンドニェー

ド米とうもろこし局長は，誤解はすべて解消した，インドネシアは RCAとIRS

およびマカン種をトン当り FOB161.50ドノレで2万トン輸入する契約に調印し

た，またこれとは別にインドネシアは比国米3万トンの追加輸入を要請したと述

べた。

T Mohammad Ali Dimaporo下院議員（N.ラナオ・デノレ・ノ／レト州選出〉は

マレーシアからサパを奪取するためミンダナオの回教徒が「jihad」（聖戦〉を起

こすことを支持すると発表。

19日 V米砂糖クオータ一一〈ワシントン発〉米農務省は68年の推定砂糖需要量を昨

年より10万トン増やし1090万トンに改訂，各国に対するクォータを発表した。増

加分のうち8万2667トンは米国以外の諸国に割り当てられる。フィリピンのクオ

ータは 112万6020トンだが，生産不振のため全量を応じえないものと考えられて

おり，政府は8月1日までにその理由を米国に説明せねばならない。今年の供給

可能量は約105万トンとみられている。

V租税控訴院は SocieteAnonyme Eternit社〈ベルギー〉の訴訟に対し，非

居住外国法人が比国外の事務所維持のため使用した費用は，その粗所得から控除
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されないと判決した。

v基地労働者給料のドル送金取極め一一（サイゴン発〉比国大使館の発表によ

ると大統領派遣の代表団は①在サイゴンの米国会社と比人出稼労働者（現在約6

千人〉の給料（年間3千万わけを毎月米ドノレで、フィリピン国立銀行に送金する

との取極めを結んだ，②南ベトナム労働省はフィリピン人熟練労働者・技術者の

就職を有利に取り扱うことに合意した。また米国の太平洋地域の基地・軍事フ。ロ

ジェクトで働いているフィリピン人熟練労働者は現在1万6千人で， ドノレ送金取

極めが全員に適用されると全総額1億ドルに達するという。

vラパノレ警察軍長官は全国の警察機構を一つの機関に統合するとの下院提案に

対し，警察軍は他の機関と異なり治安維持と国軍の不可欠の一部というこつの機

能をもっていると述べ，反対の態度を表明した。

Vマルコス大統領はフィリピン工業会議所から提案されていた Coordinating

Council for Businessを設置するとともに議長にロムアノレデ、ス蔵相を任命した。

20日 ' 1人を残し，駐マレーシア大使館の引揚げを命令一一マルコス大統領は外交

政策会議の勧告にもとづきサパ請求権交渉をマレーシアは不当かつごう慢にも拒

否したと非難，館員1人を残し，大使を含め，駐マレーシア大使館員全員の引揚

げとバンコク会談比側代表の帰国を命じた。

T CCP役員選挙が行なわれ，会頭に Teopisto Guingona, Jr.，国内問題担当副

会頭に ConradoCalalang，外国問題担当副会頭に GregorioLicaros Jr.，開発担

当副会頭に RogelioManalo，その他理事に JoseTambunting, Sotero Laurel' 

Alfonso Yuchengo, Simeon Modella, Eduardo Escol】ar,Clemente Abella, 

Victor Lim, Teodoro Kalaw （リム，カラウ両氏は6ヵ月交替〉， 各地域代表理

事にJoseR. L. Orosa （北部ルソン）, Justiniano Moneano Jr. （南部ノレソン〉，

Ramon Pedrosa （ピサヤ〉， Teodoro Araneta （ミンダナオ〉の各氏が選出され

fこ。

今回の役員選挙では31名の候補が立ち，過去19年間 CCPを牛耳ってきた

Aurelio Periquet Sr. の「TheEstablishment」に対しペリケット派の追出しを

狙うタンピュンティンら若手実業家の「Progressive」グループが15人の候補を立

て3度挑戦したが，ベリケット派の「Actives」ルーフ。グが再び勝利した。

vパターン州 Limayに軍の弾薬工場の建設が予定されているが，その建設に

二つの障害があり実現が危ぶまれている。サリエンテス国防次官によると，その

第1は日本政府が憲法の規定を理由に武器製造機械の輸出を拒否していることに
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あるが，同次官はその本当の理由は日本の「共産主義の友人たち」の反対にある

と見ている。第2は比米軍事援助協定により武器工場の建設には米国の承認が必

要なことにある。しかし同次官らは，米政府はもし米国の会社が工場を建設する

ならば反対しないであろうと希望的に考えている。同次官によると工場の生産開

始は来年の予定で，建設資財の30%は既に到着している。完成時の生産能力はカ

ーピン用および45口径弾約1500万発。

vフィリピン・ニュージーランド両国は最恵国待遇を規定した期間1年の貿易

協定の更新協定に調印した。対ニュージーランド貿易はこれまで比側の入超で，

66年の輸出は45万7千ドノレ，輸入は740万7千ドノレで、あった。

vこのほどフィリピン開発銀行など政府金融機関の出資で流れ作業により低所

得層用のプレハブ、住宅の製造を行なう国家住宅公社が設立された。資本金1億ペ

ソ，会長リカロス開銀会頭，設立時の払込資本金は2千万ペソ。

21日 Vマレーシア，駐比大使の召還を考慮一一（カトマンズ発）ネパールを公式訪

問したラーマン首相は，比側の大使館員引揚げに対し「対抗措置を取らざるをえ

ないで、あろう」と述べた。またクアラルンプーノレ発によるとラザク副首相は24日

の閣議で駐比大伎の召還について決定を行なうと述べた。

Vマルコス大統領はテレビ・ラジオ番組「大統領に聴く」の中で，マレーシア

はサパ請求権に関する七つの「厳粛かつ正式な約束」を破ったと非難，フィリピ

ン国民は自らの権利と名誉が踏みにじられているのに頭をたれおとなしくしてい

ないで、あろうと述べた。

v治安会議の発表によると 7月12～18日の犯罪発生件数は884，前週は 1045件

で15.5%減少したが解決率は 60.2%で前週より 7.8%低下した。全犯罪のうち

62.4% C前週より11.2%減少）はマニラで発生， 15.3%(21.4%減少）はケソン

市で発生した。その他地域では21.6%減少。死者61,1'1li週81人。うち46件解決，

前週は41件。未登録銃61丁を押収。

22日 Vサバ問題を ASEANに一一8月7日から ASEANの外相会議がジャカノレタ

で開催されるが，イシグレス外務次官は外相会議にフィリピンはパンコク会談で

不当な扱いを受けた被害者としてサパ問題を提出するであろうと述べた。

Vマルコス大統領は閣僚に対し直ちに各省を経済的・効率的に再組織し，給与

の余剰を経済開発計画にまわすよう命じた。

v外国人の土地売却増加一一パレド首席検事が先に政府はフィリピンにおける

外国人の所有地の没収を計画していると述べたことから，最近スペイン人がマニ
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ラの広大な土地をフィリピン人会社に売却するなど外国人の土地処分例が増加し

ている。しかし今のところ検事側は大統領の指示を待っている段階であり，一方

法務省は没収措置に反対で、，外国人に処分の機会を与えることを支持していると

いわれる。

T 67年通貨供給一一中銀の67年年報によると67年の通貨供給量は66年の 33億

7120万ペソに比し12.2%増加， 37億8250万ペソとなった。増加要因は国内信用の

拡大にある。増加分4億1120万ペソは前年の3億0400万ペソ， 9.9%増より 1億

ペソ余大きい。各部門の寄与度は，公共部門2億9400万ペソ，民間部門1億8800

万ペソ，貿易部門7千万ペソ。流通現金貨は2億1230万ペソ増え， 17億5570万ペ

ソ，一方ベソ要求払預金は l億9890万ペソふえ， 2億0280万ペソとなった。した

がってその構成比は通貨の場合66年12月の45.8%から67年12月の46.4%に増加し

た。一方要求払預金は54.2%から54.6%に減少した。 66年には通貨供給増加のう

ち80%余は第4四半期に生じた。一方67年l～9月通貨供給は4570万ベソ，1.4%

増加したにすぎないが， 10～12月に3550万ペソ， 10.5%増加した。これは主に季

節的要因による国内信用および政府予算の週期的要因による 6億 l千万ペソの増

加によるものであるO 政府は前2四半期に 1億6500万ベソを返済後，中銀から 2

億1200万ベソの財政借款を行なった。他の要因は目標を超過した米作の好調にあ

る。

23日 V中銀の発表によると68年l～3月の通貨供給量は前年比0.2%,800万ペソ減

少した。 3月末ゑ通貨供給量は 37億7450万ペソで年率で、は前年比10.札 3億

5300万ベソ高い。通貨供給の減少は園内銀行の純ドノレ資産の減少によるものであ

る。純外為取引により 2億2300万ベソが引き上げられ，国内取引による拡大圧力

が停止された。第1四半期の商業銀行の純外貨資産は7千万ベソ減少し，一方中

銀のそれも l億7800万ベソ減少した。 67年同期の中銀・商銀の純ドノレ取引は通貨

供給を l億4200万ペソ減少させた。

政府支出一一政府支出も第1四半期に増加し，政府の creditinstrumentsは1

億4700万ベソに達した。政府の銀行預金残高も4700万ベソ減少した。他方民間部

門の信用は2月に減少したものの2億2300万ペソ増加した。前年の増加は 1億6

千万ベソであった。

銀行預金一一同時に普通預金および定期預金は 1億1100万ベソに達し，民間商

銀のその他勘定も 6500万ベソ増加した。民間部門の通貨供給寄与度は4800万ベ

ソ，これに対し67年第1四判期のそれは3900万ベソの減少であった。通貨供給の
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減少は流通通貨に反映しており，後者は3月末で4500万ベソ減少し， 7億7110万

ベソであった。 67年の減少は3300万ペソにすぎなかった。要求払預金は前年同期

の8400万ベソ増に対し3700万ペソ増であった。その増加はほとんど比政府による

もの200万ペソと米政府機関によるもの100万ベソである。しかし民間会社および

半官の企業の要求払預金は各々 4900万， 800万ベソ減少した。なお総通貨供給に

対する流通通貨量の比率は3月末現在45.3%，要求払預金のそれは54.7%であっ

た。

23日 v上院は残る圏内産業保護3法案のーつ外国人・外国法人事業活動規制法案を

次の点に大幅修正を加えて可決した。①下院案では「外国人また資本の40%以上

を外国人が所有している企業が，比国内において事業活動・投資を行ないあるい

は比国法人の株式・持分を取得しようとするときは，証券取引委員会（SEC）その

他の政府機関による免許等の取得に先立つて，当該事業活動が国家経済審議会

(NEC）その他の機関が策定する総合経済開発計画に適合し， かつ比国経済の自

立的基礎に立ち，健全で均衡のとれた発展に寄与するものである旨の NECの文

書による承認を得なければならない」となっていたものを，投資奨励法の適用を

うけず，また外国人の資本参加率が30%以上の投資は投資委員会の事前許可を得

る必要がある〈第3条〉と修正。②ここにu、う事業活動は（a）注文・購入・役務契

約，（b）事務所の開設（連絡事務所たると支店たるにかかわらず）， (c）比国企業の経

営・監督ないし支配に参加すること，（d）その他を含むものである（第1条）。⑨い

かなる外国人，および比国内法によらず設立されあるいは先国籍でない企業およ

び外国人の資本参加率が30%を越える企業は，事前に投資委員会の文書による許

可を受けない限り，比国内で事業活動やその他一切の経済活動に従事したり，

SECその他機関への登録およびその許可を得ることは出来ない（第4条第1項）。

④投資委員会の許可は次の事項を条件とする。（a）比国人法律代行人を任命するこ

と。（b）比圏内に事務所を開設し SECに対し住所等をすみやかに通報すること。

(c）取引相手保護のため事務所の資本金として投資委員会が適当と定める種類およ

び価値を有する資産を比国内に持ち込み，これを在比活動期間中保全すること。

(d）外国人が比国内において認められると同種の活動を比国人が当該外国人の本国

においても認められることを立証すること等（第4条第2項）。⑤但し1966年9月

6日付大統領行政命令第21号の公布以後において比国内で、事業、活動を行なう許可

を取得した外国企業は，比国内で有効に事業活動を継続するため再申請を行ない，

さらに第4条の諸要件に従わねばならない（第8条〉。
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Vソ連使節団に査証発給許可一一外務省は，マルコス大統領の権限にもとづき

ソ連使節団17名は駐クアラノレンプーノレ比大使館ないし駐シンガポール比総領事館

から入国ビザの発給を受けられると発表した。

24日 Vイングレス外務次官はl駐西独比大使館に対しココナツ油の対 EEC輸出割当

の引上げ（3万から 6万トンに〉などココナツ油の輸出促進のための5項目提案

を正式に EECに提出するよう指示した。

vモスクワで核拡散防止条約に調印しこのほど帰国したロペス駐米大使は官邸

に大統領を訪ね，モスクワ滞在中ソ連外務省の極東問題担当官 NemTchinaから

ソ連が対比外交関係の開設を望んでいる旨を大統領に伝えるよう要請されたと述

べた。

（注） 今回の申し入れは 3度目で，第 1回は1961年訪ソした比人報道関係者を

通じて，第2回はやはり訪ソしたエンベノレガ下院外交委員長に対して行なわ

れた。またソ連は駐パンコク比大使館を通じてタシケントで行なわれるアジ

ア・アフリカ友好祭への参加を要請している。ロベス大使はソ連の申し入れ

に対し支持勧告を行なっている。なお同大使は共産圏に入った最初のフィリ

ピン人外交官である。

v米輸出入銀行はロムアノレデ、ス蔵相と34空港の設備購入に対し380万8717ドル，

返済期間 14年， 利率6%の延払い協定を調印したと発表。空港設備は Interna-

tional Wilcox Electric社製。

Vマノレコス大統領は帰国中のロペス駐米・国連大使にサパ問題について国連事

務総長と会見するよう指示した。

' 2週間以内にサバ奪取可能一一一バンコク会談中サパおよびその他マレーシア

国内を旅行した比国軍のー情報士官は，比マ戦争が起った場合，フィリピンは2

週間以内にサパを奪取できるとその理由として以下の点をあげた。①マレーシア

は英国海軍に多く依存している。②マレーシアはタイ国境・サラワク・サパの共

産主義の侵入に注意を奪われており，戦争下にはその活動はより活発となる。

③サパにはミンダナオ・スルーの住民と血縁関係のある約6万のフィリピン人住

民がいる。④マレーシアの人口は1千万で，これではフィリピンの人口と対抗で

きない〈，⑤サパ人はマレーシア連邦の第3級市民であって，マレ一人とうまくい

っていない。⑥サパは地理的にマレーシアよりフィリピンに近い。

25日 Vクアラノレンプーノレ発の報道によると，ラーマン・マレーシア首相はマレーシ

ァはサパ問題についてフィリピンと更に会談を開くつもりはない，もしフィリピ

ンが請求権を追求したいなら英国と会談せねばなるまいと述べたという。

に
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Vタグナク島の沖9マイルに9隻のマレーシア砲艦が現われたとの報告を受け

ラパノレ警察軍長官はマレーシア艦船の監視に当っていた海軍の砲艦と警察軍部隊

を現場に派遣したが，イレト国軍副参謀長は航空写真によると漁船8隻と砲艦1

隻であると否定。ロミパオ海軍司令官はもし事実としても現場は公海上であると

述べた。

，議会はここ 3年来未成立となっていた政府再組法案を次のニつの修正を加え

可決した。①実際の再組織を69年の大統領選挙以後に延期する。②大統領は改善

計画を議会に提出し，その承認を得る必要がある。

v外務省は，マルコス大統領は昨年フィリピンの事業家グループがチェコを訪

問したことを考慮し，チェコの貿易使節団15人のフィリピン訪問を認めたと発

表。使節団の訪問日程は未定だが今年中。

V中部・北部ノレソンを襲った第l号台風 Diclangは死者5，行方不明数人，パ

ンガシナン州では約100万ベソの損害を残し，台湾方面に去った。

f ADB, 漁港建設に援助一一アジア開発銀行は比政府のマニラ湾漁港建設計画

に対し用地調査・設計など技術援助を与えることを決定した。

（注） 1.0¥類は米に次ぐ主要食料で， Ii品1J1生産は65イドの40〆勺．トンから66年の70万

トンに噌加している。 66年の生産は 8億ベソで国民所得の約4%，同年の輸

入は 5万トン・ 5950万ベソ，輸出は2500トン・ 490万ベソ。

vパンディ次官来比一一w.パンディ米東アジア・太平洋問題抑当国務次官は

マルコス大統領・マタ国防相・ラモス外相と会談後，ベトナム参戦国訪問のため

ノξンコクに向った。

f 68年第 1四半期貿易赤字は5680ドル一一輸出は 1億9330万ドル，輸入は2億

7010万ドノレであった。これに対し67年同期は輸出 1億9010万ドノレ，輸入2億3240

万わレで，赤字は4230万ドルで、あった。 16%の輸入増加は量が15%，価格が 1%

増加したことによる。生産財は3千万ドノレ・ 14%増加し， 2億3400万ドルに，消

費財は900万ドル・ 29%増え， 3700万ドノレとなった。輸出は 2%増えたが，これ

は物価が上昇し，逆に量が10%減少したためである。

26日 V米兵，比人青年を射殺一一一サングレイ・ポイント米海軍基地の正門付近で

Rogelio Gonzales (18才〉が同基地から自転車を盗み出そうとしていたとして警

備の米兵 KennethSmith伍長に射殺された。基地当局は事件は基地内で発生し

たと報告しているが，ゴンザ、レスの仲間の青年は基地の外であったと主張してい

る。
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Vサニヱル警察軍第4管区司令官はマレーシアの砲艦 Komarがタグナク島沖

約2マイノレに目撃されたとの報告を受け，ラパノレ警察軍長官は直ちに国境の偵察

活動と警備の強化を命じた。

T Jamat駐比マレーシア大使は外務省にラモス外相を訪問，パンコク会談につ

いて比側代表を非難する覚書を手交し，駐比大使館存続に関し本国政府と協議の

ため27日帰国すると通告した司

27日 ' （クアラノレンプール発）マレーシアの国営通信社 Bernamaの伝えるところ

によるとラザ、ク副首相はジャカノレタで ASEAN外相会議とは別にラモス外相と

サバ請求権を討議する用意があると述べた。

しかし28日マレーシア外務省が出した正式声明は，ラザ、ク副首相は地域協力の

枠内で比マ両国の友好関係を一層強化する方法を討議するためラモス外相と会う

用意があると述べたものであると上記報道を否定した。

v無断借地人の問題はマニラ地区ではケソン市などで都市建設の障害になると

して大統領もその対策に頭を悩ましているが，米AIDの調査報告によるとそのマ

ニラ地区の無断借地の人口構成比は15%で， Marawi・Batuan各45%,Catabato 

:-m%, Ozamis 25%, Baguio 25%, Iligan・タパオ各10%に比べるとまだ少ない

方に入る。報告によるとフィリピンの人口増加率は3.2%だが，都市のそれは5

～10%あるいはそれ以上で， 特に都市の無断借地人のそれは 12%と高い。また

GNPに対する住宅投資の比率は66年で約3%で，米国・ヨーロッパの5～6%

よりずっと低い。報告は都市の住宅新設必要戸数を年間8.5%から10%と，農村

のそれを10%と推定している。一方 GSIS,SSSは今年度住宅に3億ペソを投入

すると期待されるが，これは推定必要額6億ベソの半分にすぎない。また住宅問

題大統領補佐事務所の推定によると今年度の住宅投資必要額は7.59億ベソ，来年

度は9.70億ペソである。毎年住宅を必要とする都市新世帯の増加を 6万とし，住

宅1戸の建設費を 6千ベソとすると，最低必要投資額は毎年3.70億ベソとなる。

V第1四半期雇用指数一一中銀報告によると68年第1四半期の非農業事業の雇

用指数は前年同期比1.2%，サラリーマンのそれは4.8%上昇した。個人サービス

業の雇用増加が最大で7.8%，建設業2.3%であったが，その他運輸・通信・政府

・鋳業・石切・製造業の増加は僅かであった。公益事業の雇用は 1.3%減少した

がそのサラリーマンの平均月給は 11.3%上昇した。賃金労働者の月平均賃金は

1.4%増加した。特に鉱業と石切業は3.6%増加した。熟練労働者と非熟練労働者

の名目賃金は8.8%,8.7%，実質賃金は8.5%,8.2%，各々上昇した。ただ商業
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の賃金労働者の賃率は0.7%下落した。これは超過勤務の減少による。運輸・通

信業の賃金は0.7%上昇した。

vピリアレアノレ・リベラノレ党総裁は同氏を党首の地位から追い出そうというマ

カパガノレ前大統領の計画を阻止するため緊急党幹部委員会（53人，ピリアレアノレ

氏の支持者が多い〉を招集したが，マカパガノレ氏が自身でピリアレアノレ氏に電話

して委員会の延期を求めてきたため委員会は延期されることになった。

vネズミによる農作物の被害増加一一一7月に入って中部ノレソン・ピザヤ・ミン

ダナオ各地でネズミによる農産物の被害が増加し，ネズミの駆除活動が行なわれ

作物局の報告によると同局はこの夏の期間に 1672万3158匹，中部ノレソンだけで

1037万4034匹のネズミを駆除したが，米の結実時に再びネズミに襲われる恐れが

ある。このためマルコス大統領は米とうもろこし生産調整会議（RCPCC）に対し

国防軍や公立学校生徒の動員を含め，あらゆる利用可能な手段を用いネズミ退治

に全力をあげるよう指示した。

28日 v比・マ外相会議打診一一イングレス外務次官は，ラモス外相がサパ請求権に

関する意見の相違調整のためラザク副首相と ASEAN外相会議で会談すること

を希望しているとのクアラノレンアーノレ報道を確認し，その旨のメッセージを駐比

マ大使を通じ同副首相に送ったと述べた。

T CCPの内部対立一一フィリピン商業会議所（CCP）は現在65年の歴史で最も

深刻な危機に直面しているという。その一つは来年の CCP会頭選挙をめぐる

Active派内部の争いにある。 AurelioPeriquet Sr.と AurelioJr.は現理事で

］.モンターノ・下院議員（カビテ選出，ゲーム娯楽委員長〉の義理の息子である

Rogelio Manalo （銀行家）を支持しまたそのトップ・アドバイザーに新たに理事

に選出された ］.モンターノ Jr.を迎えているといわれる。しかしカララン中銀

総裁の息子でフィリピナス銀行頭取であるコンラッド・カラランは自身で会頭就

任を望んでいて，理事の中にその支持者がいる。また皮肉なことにはギンコーナ

新会頭はベリケットとマナロ派が聞いたといわれる秘密会合に顔を出していなか

ったともいわれる。

その二つはプログレッシプ派が去る20日の選挙結果を認めず抗議を申し入れた

ことにある。抗議には前理事の Francisco]. Nicolas, Virgilio Garciaが， J.

N.恥foraks,Francisco Teodoro, Eseeban B. Cabanos, Enrique R. Angeles, 

Amelito Mutuc, Domingo Guevara, Hilarion M. Henares, Hermilo R. Rodis 

の8名を代表して署名している。
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Vアジア太平洋閣僚会議開催〈キャンベラ，～8月3日〉。

Vミンダナオで入植者の殺害増加一一政府の土地なし農民に対する政府所有地

配分計画でミンダナオに入植したキリスト教徒の入植者に対する現地人による襲

撃事件がこのところ増加し， 6月以来コタパト州で14人が殺された。この原因は

大部分土地紛争にあり，ある場合には事件後開拓地に現地人が入り込んでいると

伝えられる。

' 7月22～28日の 1週間の暴力事件による死者は44人，負傷者は34人であっ

た。

Vマルコ1ス大統領はティーハンキー法相にサングレイ事件の調査を命じた。

また「KabataangMakabayan」はクラ｝ク空軍基地でフィリピン人青年 R

Balagtasが米兵に殺されたことに抗議しアンヘノレス市とマニラでデモ行進を行な

ったが， ホセ Ma.シソン議長は29日に事件に抗議して米大使館前でテモが行な

われよう，デモは米軍基地に対する比側の裁判権と基地の撤去を要求するもので

あると述べた。

29日 ' （クアラルンプール発〉ラモス外相はこのほどキャンベラで，フィリピンは

国際司法裁による解決に固執しない， 「調停，仲裁あるいは裁定」を受け入れよ

うと述べたと伝えられたが，これに対しラザ、ク副首相はわれわれは自身の立場を

明確にしており，それについて会談することは何の益もないと述べた。

T 68年度末道路建設状況一一アキノ道路局長はマルコス大統領の就任以来今年

6月末までの道路建設状況を次のように発表した。①コンクリート舗装， 789km,

費用1億6071万6482ペソ。②アスフアルト道路， 1203km,4525万5043ベソ。③開

発道路， 4714km,5527万1768ペソ。④橋， 1万0584m,3440万8442ペソ。

v公式確認はないが，大統領が同一労働・同一賃金法案を拒否したことに対し

同法案の提定者の 1人であるタニエーダ上院議員は，同法案は外国企業のフィリ

ピン人従業員に対する差別がないからではなく，外国投資家を追い払うことを恐

れたために拒否された。外国資本の必要はそれほど激しくはない，その上富は国

家の尊厳をあがなうものではありえないと非難し，再度同法案を提出するつもり

だと述べた。

30日 ' （キャンベラ発） .A,..SPACの開会演説でラモス外相は間接にサパ問題に言及

し，もし関係諸国が誠実に諸国間の意見の相違を調整することを決定するならば

いかなる重大な困難も解決されうると暗にマレーシアを批判した。

v南ベトナム派兵反対学生デモ一一約500人のフィリピン大学の学生は南ベト
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ナム派兵継続とオスメニヤ上院議員がフィルカグ派遣延長法案支持に態度を変え

たことに抗議して議会前でデモを行なった。また別のデモ隊（200人）はマルコス

大統領がグアム島から南北ベトナム攻撃に向う B52のフィリピン上空航行を認め

る秘密協定を米政府と結んだと非難，米大使館前でデモを行ないデモ隊の一部は

米大使館構内に侵入した。

vこのほど大統領が任命した貿易拡大に関する閣僚委員会（議長外相〉は大統

領に対し一部社会主義国と選択ベースで貿易を開設できるか否か調査のため政府

使節団を派遣すること，輸出基金（輸出銀行〉の創設，貿易政策会議の設立を勧

告することで合意した。

Vテイ｝ハンキ一法相とカウフマン在比米海軍司令官は，サングレイ基地事件

について協議した結果，各々独自の調査を行ない，調査結果を交換するととに合

意した。その後基本的問題である米兵の裁判権がいずれに属するかを決定するも

のとみられている。

l AID援助で農村電化計画一一ー米 AIDはこのほど次の2地域の農村電化計画

に借款を供与することを承認した。④200万ドノレ， ネグロス・オクシデンタル州

ピクトリアス，人口25万。②110万ドノレ，ミサミス・オリエンタノレ州の海岸地域，

人口12万。
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7月8日に招集された今年2回目の特別会期は 8月10日に閉会した。マノレ

コス大統領は統合歳入法案（内国歳入法修正案，歳入増3億ペソ〉と10特別

基金法（2億1500万ペソ）を主体とする税制法案と日比条約批准の前提とな

る未成立の国内産業保護3法案などを提出した。しかしこの会期では政府再

組織法案が修正可決されただけで，その他の重要法案は 1件も成立しなかっ

た。ひきつづき13日には更に特別会期が招集されたが，議員の集りが悪いた

め会期12日を残して31日に閉会した。しかもようやく両院を通り大統領に送

付された重要法案は注目の保護法案・外国人事業活動規制法案，教育，科学

技術2特別基金法案（8700万， 4000万ペソ）のみで輸入割当制法案，銀行国

民化法案の保護2法は未成立であった。政府が道路建設を中心に進めている

公共事業計画は資金不足のため遅れはじめるのではないかとみられ，また海

外からの大量の建設資財購入は対外債務を増加させ外貨危機の一因ともなっ

ている。しかも現状では年度末約6億ペソの財政赤字は必至といわれる。来

年は大統領選挙の年であり，不人気な税制法案を来年の通常会期に持ち越す

ことは与党にとって不利である。もしこれを強行すれば与党内を分割する事

態にもなりかねない。したがって大統領としては今年11月にもう一度特別会

期を招集する意向を固めているとみられる。

議会審議に反映されているように大統領選挙をめぐる動きは活発となって

いる。与党のナショナリスタ党ではマルコス大統領に対する批判はあるが，

彼が次期大統領候補に指名されることは確実と思われる。再出馬の場合大統

領は現ロベス副大統領と組む意向を表明している。一方野党リベラル党の候

補指名争いは激しい。 8月初めに開かれた同党執行委員会で、ピリアレアノレ上

院議員は党総裁を辞め，後任にロハス上院議員が選ばれた。翌日ピリアレア

ル議員は大統領候補指名選挙出馬を声明し，本格的キャンペーンを開始した。

また先に出馬を声明したピレガス・マニラ市長は副大統領候補としてビリア
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レアノレ議員と組むのではないかとの推測もある。こうした中で野党は一方で

アキノ上院議員やビレガス市長を中心に公共事業に不正取引があるとして政

府攻撃を活発に続けている。

サパ請求権問題と関連して焦点となっていたミンダナオのコタパトで17日

回教徒モロ族がキリスト教徒を襲撃する事件が発生し， 20日回教徒が反乱を

計画しているとのうわさが流れた。コタパトは緊迫し，キリスト教徒が隣接

のダパオやアグサンに多数避難したと報じられ，警備のため軍が増強された。

結局20日には反乱は起こらなかったが，緊張状態は依然続いている。現地か

らの報道は， 「反乱」をキリスト教徒の追出しをはかる単なる想像上の騒ぎ

にすぎず，これをある党派が来年の選挙を有利にはこぶため，マタラム前知

事（回教徒）とベンダトウン下院議員の離反に利用しようとしたものだと伝

えている。

回教徒はスルーと南西ミンダナオに特に多い。この地域の人口構成比を19

60年についてみると回教徒は南ラナオ94.0%，コタパト34.6%，南ザンボア

ンガ24.0%，北ラナオ20.9%，北ザ、ンボアンガ5.8%となっている。騒ぎの

発生地となったレパク，マグペット，カルメン等の町は回教徒70%，キリス

ト教徒30%の割合であるとし、う。もともとミンダナオは海岸地帯を除き回教

徒の支配する地域であった。政府は191:3年コタパト地域開発のため入植計画

をたてたが，実際にピサヤ，ノレソン地方から数10万にのぼる入植者が回教徒

の先祖伝来の土地に入ったのはここ10年間のことである（1948～60年の年平

均人口増加率は8.6%と全国で最高であった）。その結果回教徒の人口構成比

は1939年の55%から， 60年には35%に，キリスト教徒のそれは同じく35%か

ら55%にと全く逆転した。こうした「反乱」騒ぎの背後にはキリスト教徒の

著しい進出の結果，土地所有に対する考え方などの相違から生ずる経済・政

治・宗教にわたる潜在的対立・不満がある。こうした対立を融和し破壊活動

に備えるために軍はミンダナオ，スル｝に8ヵ所の民生活動センター（全国で

は27ヵ所）を設けているが，同様の少数種族問題はキリスト教徒の入植の進

展にともない発生し，既存の権利の侵害や圧迫に対して少数種族が武力に訴

えてキリスト教徒入植者を追い出そうとする事件はあとを絶たない。 22日に

も同じミンダナオのアグサン州で原住民のマボノ族がキリスト教徒の木材切
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出し人夫を襲い25人を死傷させる事件が起こっている。

7月
30日 l ASPAC閣僚会議一一ラモス外相は第2凹ASPAC閣僚会議最終日に演説し，

会議はどのようなベトナム平和を望むのか，英軍のアジア大平洋地域撤退，米国

内の孤立主義的傾向につU、て考慮すべきである，しかし私は米国は政権が交代し

でもその条約上の義務を履行するものと確信しているし，共産中国に対する態度

を変えるべき理由は全く見あたらないと述べた。また域内の8経済機関の活動報

告作成のため経済専門家の特別研究グループを設けるよう提案した。

31日 V大統領，輸出促進基金設置を命令一一マルコス大統領は財政顧問，政府金融

機関に対し，輸出製品開発および輸出業促進のための条件の有利な貸付基金設置

を命じた。これは政府の輸出拡大政策の具体策第1号とみられている。

v比マ密輸阻止協定は維持一一一ラザク・マレーシア副首相は，マ内閣は比・マ

密輸阻止協定を廃棄しないことに決定した。しかし，もし両国の関係が悪化を続

けるなちば同協定を廃棄せねばならなくなろうと述べた。またマレーシアのLim

S. Aun商工相は，同協定はサパ経済に手痛い打撃を与えたと報告した。

v予備役動員演習の規模縮小一一ヤン国軍参謀長は， 11月に予定されている全

国的動員演習は予備役4方 8千人を越えない規模で行なう， ミンダナオでは前回

の1歩兵大隊に対し，最低1個師団を動員することを明らかにし，大規模、演習は

不可能に近い，この演習は対マレーシア関係と何ら関係ないと述べた。演習計画

は先にR・マグラヤ陸軍司令官が発表したもので，その際同司令官は， 80万余の

予備役将兵が緊急事態に対しいかに早く対処しうるか決定するため大規模な演習

を行なう必要があると強調した。

V犯罪増加傾向は警告的一一C・カストロ警察委員会委員長は上院司法委員会

で，現在の犯罪増加率は非常に高く，警告的であると証言した。これはラパル警

察軍長官が先に下院で，いわゆる犯罪増加は新聞のフィクションであるとこれを

否定した証言と対立する。カストロ委員長の証言内容は次の通り。

全国の犯罪の58.4%は大マニラ地区に集中し，同地区では対人，財産，性犯
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罪が増加している。１９６７年同地区での人口１０万人当りの犯罪発生率は４８０３件，

マニラ市が最高で7376件であった。殺人事件は65年の10万人当り12件から67年

の18件に，傷害事件は同期間に 216件から 278件に，対財産犯罪は684件に増

加した。性犯罪も29件から35件に増加した。このように犯罪は14%増加したが，

これは警察機関の全般的な悪状態のためである。全国の警察官の70%は不適任

で堕落し無能であるO 3万0033人の警察官のうちわずか34%が国家調査局ない

し警察軍から適当な警察訓練をうけたにすぎない。この34%のうちほんのわず

かな者が犯罪調査の訓練を受けたにすぎない。

（出） 4ヵJJH1iマルコス大統領は 6ヵ月以内にマニラ地区の犯：wを駆逐すると
の条件で，ピレガス・マニラ市長に犯罪取締を任せることに合意し，バパ警

警察長を解任し，同 rtf長はモラレス現特長を任命した。

v反米デモ計画一－KabataanMakabayanのホセ Ma.シソン議長は，国中の

全支部は各々，またマニラでは大規模なデモが2週間以内に米軍基地の撤去およ

びフィリピンのベトナム介入廃止を要求し行なわれると発表， 31日のデモを前例

のないほど戦闘的であったと称賛した。

，世銀借款－－67年末現在フィリピンの世銀からの借入残高は8380万ドルで、8

月2日以前の利子率6.25%の適用を受ける。しかし現在比閣は世銀に対し1400万

ドノレの借款を申請しているが，これには6.50%の利子率が適用される。 1500万ド

ル借款はパンパンガ州上流ノfンタパンガン/JiJKフ。ロジェクトおよび農業機械化計

画に使用される。

一方米輸出入銀行は比民間航空局とテレコミュニケーション局に 660万ドルの

借款を供与することを認めた。このうち360万ドルは近代航空施設購入に， 300万

ドルは電信電話施設の改良に使用されるが，資本財の購入は米国製品に限られる。

P・マパ大統領経済顧問委員長は，フィリピンの負債返済額は輸出収入の 7%に

すぎなく，安定していると述べている。

比国の各種国際金融機関からの借入総額は6億7590万ドル。借入先は米連銀，

IMF, USAID，米商銀。

vソ連親善使節団来比一一アレクセイ S・ジューコフ・ソ連対外友好協会諸国

体連盟東南アジア部次長を団長とするソ連親善使節団（非公式〉一行15人はマニ

ラに到着，ソ連・東欧を訪問したことのあるM・エンベルが， C• パルベロ， C·

ナパロの 3下院議員の出迎えを受けた。ジューコフ氏は，同使節団がフィリピン

入国ピザ、を発給された最初の社会主義国使節団であることを知り喜ばしいと述べ
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た。一行は約1週間滞在の予定。

8 月
1 日 V治安秩序委員会再建一一一マルコス大統領は民間の寄付により治安・秩序キャ

ンベーンのための資金を集める治安秩序委員会を設置し，アノレブレッド・モンテ

リバーノ Sr.を委員長に任命した。キリノ大統領の時代には同様の委員会が反フ

ク団キャンベーン資金集めのため設けられ，マグサイサイ時代にも治安・改善資

金委員会が設けられたことがある。

V精米業者，米の輸出許可を要求ーブィリピン米とうもろこし協会連合の精

米業者（4千人（は大統領に対し，今年11月に始まる次期の収穫期までに余剰米

の輸出参加を認めるよう要請した。政府当局は来年4月に終る作物年度に10万ト

ンの余剰米をトン当り 160ドノレで、輸出できるものと期待している。

v米軍基地従業員レイオフ交渉一一マルコス大統領は7月16日に予定され，そ

の後労働省の抗議で延期されているクラーク基地およびサングレイ基地の比人労

働者各々93,18人のレイオフ問題を話し合うため比米合同委員会を召集した。

v不振産業に外債保証一一一フィリピン開発銀行理事会はこのほどリカロス会頭

に同行の再融資を受けている織物会社その他の工業の運転資本として使用される

短期の外国借款（50万ドノレ以下〉の保証を与える権限を与えた。現在マニラ市内

および郊外にはおの織物工場が操業している。

2 日 , Paulino J. Garcia保健相は心臓まひのため死亡した。

vマニラ地震一一午前4時21分北部ノレソンからサマーノレにかけ震度4～6の地

震が発生した。震源地は南部イサベラ Jones町付近の地下35kmと推定された。

マニラ始めケソン州は震度6を記録，被害はマニラ地域に多く特にサンタ・クノレ

スのラオドロ・アロンゾ通りの5階建中国人アパート・ルビー・タワーが倒壊し

死傷者多数を出した。全体の推定被害は死者200人，負傷者不明，その他被害額

は数100万ベソに達するものとみられる。

3 日 Vロハス議員， L党総裁に就任 リベラノレ党は執行委員会を開き，同党総裁

にゲラノレド・ロハス上院議員を選任した（C・ピリアレアノレ前下院議長は総裁を

辞任）。またアンプロシオ・パデーラ上院議員が副総裁を辞任したため同職をも

兼任する。またD・マカパガノレ前大統領はロハス氏を支持し，党再建特別委員会

委員長を辞任した。執行委員会には53委員のうち36委員が出席したが，大統領志

望者であるS・オスメニア上院議員， A.J・ピレガス・マニラ市長， A・キリ

ノ元判事らは出席しなかった。席上マカパガノレ前大統領は全L党員に対し，今日
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から先団結し；意見の相違を避け，現政権の恐しい策略かt）われわれの民主主義を

守るという誠実かっ高潔な目的のため自己を犠牲にする準備をするようアピーノレ

した。

4 B Vビリアレアル議員，大統領選出馬を表明一一C・ピリアレアノレ下院議員は69

年のリベラノレ党大統領候補指名を得るためのキャンベーンを開始した。同議員は

全L党指導者宛の手紙の中で，党総裁の任期は1971年7JJまであったが， 69年選

挙で党の大統領候補指名を獲得することを決意したので，そのために活発に運動

できるよう総裁を辞任した，しかし来年6月の党大会後もし指名されれば総裁に

再び就任すると述べた。

なおピレガス市長は以前に，もしビリアレアノレ議員が指名獲得を決定すれば，

同議員を支持することを約束していると語っており，同市長は副大統領候補指名

に動くのではないかとも観測されている。

V日本商社，スリガオ・ニッケル開発に融資 （東京発） 南洋物産貿易株式

会社は金融機関および，工業会社とマリンズケ・マイニング・エンド・インダス

トリアノレ社の北スリガオ州ノノック島のニッケノレ鉱床開発資金融資について交渉

を行なうと発表した。 同鉱床の開発所要資金額は計画によると 7500万ドノレで，

1970年までに生産を開始する。当初生産目標は年間5000万ポンド。

v土地関係裁判所の68年度実績一一土地関係裁判所（CAR,1962年設置〉の68

年度年報によると，同年度の事件処理件数は66年度の2979件に対し7.9%増加し

3215件となった。事件の大部分は小作人の小作契約から賃貸契約への変更申請に

かかわる。ブラカン，ヌエパ・エシハ，パンパンガおよびタノレラクの4州は1967

年に提出された総件数のうち約半数（1354件〉を数える。このうちヌエパ・エシ

ハが56州中最も多く， 次いで、パンパンガ（半分の地域が土地改革地域） 320件，

イサベラが3番目で316件であった。また今年度始めの CARの未処理事件数は

5017であった。

5 日 V大統領，対ソ国交検討中ー ジューコフ団長らソ連親善使節団一行は官廷に

マノレコス大統領を訪問した。大統領が社会主義国からの来訪者と会ったのは今回

が初めてである。席上大統領は一行に，比国首脳は比ソ両国の関係設立提案を真

険に検討していると述べ，また経済関係開設に引き続き直ちに外交関係が聞かれ

ようと示唆した。

6 日 V西ドイツ，ネズミ駆除援助一一ーマノレコス大統領は西ドイツから申し入れのあ

ったネズミ駆除技術援助計画協定を承認した。
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Vサバ問題で、冷却期間一一（ジャカノレタ発）第2回ASEAN閣僚会議出席のた

め当地に来ているラモス比外相とラザク・マレーシア副首相は午後サパ問題につ

いて1時間会談し，冷却期間を置いて（サパ問題に関する〉和解の方法を考慮し，

討議することに合意した。これより先ラモス外相は記者会見し， ASEANの将来

は，もし比マ両国がサパ問題である理解に達せねば重大な影響を受けよう，もし

ラザ、ク副首相との会談が行詰りを打解できない場合には，第3者による仲介，調

停が望ましい，それにはタイが適任であると述べた。

v比会社，インドネシア漁業権獲得一一〈ジャカノレタ発〉 インドネシア農業省

はフィリピンのFincom社を含む6外国会社にインドネシア水域でのえびおよび

真珠採取の許可を与えたと発表した。 Fincom社は持株会社（木材，漁業会社数

社を有する〕で受権資本金は5万ベソ，同社は先にインドネシアからValsons社

他1社とともに森林伐採許可を受けている。

7 日 Vサバ問題は除外一一一ラーマン・マレーシア首相は，冷却期間を置いて比・マ

両国の和解をはかる動きは「良い動きだ。それはわれわれ友好国間の戦争の危険

を取り除くJと評した，しかし比固との和解はサパ請求権に関するものではなく

両国が防衛・貿易・商業問題で共同するための可能な方法に関するものである，

またフィリピンが大使ら外交団の引揚げを再考したことは喜ばしいと述べた。

（注〉 在クアラルンプール比大使は－先週，引揚げはラモス・ラザク会談の間無

期限に延期されると発表した。

Vマルコス大統領は警察軍創設'67周年集会で演説し，全警察機関統合法案に反

対することを明らかにしまたG・トピアス少将・国軍副参謀長を首府圏司令部

(MAC）司令官に任命， F.タナベ大佐・警察軍第1管区副司令官を警察軍首府

司令部司令官に任命した（兼任〉。

' 2番目の合繊プラント計画一一一このほど新設された FilipinasSynthetic 

Fiber社（受権資本600万ペソ〕は， 6月に設けられた ChemicalFibers社に続

き，合成繊維の生産を行なうことになった。

（注〉 67年の合織がi績糸の輸入は 476万キロ， 620万ドル，合成繊維の輸入は

486キロ， 630万ドルであった。 63年上半期前者は423万キロ，後者は491.4万

キロで，両者合せて1200万ドルであった。

T IMFから 750万ドル引出し一一一カララン中銀総裁は， IMFは①第2次クレ

ヂット・トランシェ分2750万ドルからの750万ドル引出し，②米商銀団からの8150

万ドル借款の短期から中期への変更，③同じく米商銀団からの6000万ドルのスタ

ンドパイ・クレジットを新たな条件を付けずに承認したと発表。
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従来の条件は国内信用に対するfill]［坂で，信用の拡大を出｛j'.l～6 fajの問、1信、ペ

ソ以下， 68年3Jj27日から69年3月27日の間5000万ベソに制限するものと考えら

れている。今回の引出しは第2次トランシェから 2同日で，先に1000万ドノレが引

き出され， 3年白ljの米の輸入代金支払に当てられた。今j11］分は米商銀に対する未

払借款の返済に使用される。また外貨準備は6月の2億1384万ドノレから 7月末に

は1億8800ドルに急落した。 67年7月末のそれは 1億9920万ドルυ 今年1～5JJ 

の外貨支払は7億7:113万ドノレ，受取は7億 1700万ドルで， 6137:iドノレの赤字であ

った。

なお米商銀からの8150万ドル借款の中期変更は各四半期jに少なくも 800万ドル

の外貨を白Jflにするものと考えられている。比［:mの1968年5JJ現在の IMFのゴ
ーノレド・サプスクリプションは2750万ドノレ，カランシイ・サプスクリプションは

8250 Jiドノレ。 ｜斗じく fi)H見｛£の IMFからの借入れは， 昨年第1次トランシェ

2750ドノレを引出してし、るので， 5500万ドノレで、ある。

8 日 V冷却期間後の会談議題で対立一（ジャカ／レタ発j ラモス外相iとラザク・マ

レーシア副首相は個別に記者会見を行ない，それぞれ次のように述べた。ラザク

……サパはわが［:filの・部であり，サパ問題会談の再開には何の疑問もない。和解

に関する問題のみが，私とラモス外相が同意した未確定の冷却l期間をおいた後に

両国により議論されよう。会談継続へのドアは閉された。両国は外交関係を維持

しており，また平和のうちに生活することを望んでいるので，紛争解決のために

第3者は必要とされない。ラモス…・・・比マ両国が外交関係を完全に断絶しなし、か

ぎり，サパ紛争はともかくも解決に至るものと確信している。サパに関する比マ

紛争の場合のように， ASEANが加盟国間の問題解決のため将来調停者の役割を

引き受けるものと考える。

Vマルコス大統領は大統領官邸で聞かれた第5回土地改革法制定記念式典で，

一部には反対があるが，政府は土地改革計画を強力に実施する決意である，しか

しこれは私有財産制度に対する攻撃ではないと述べ，中部ノレソンの地主たちに対

しその所有地をミンダナオ・パラワン・ミンドロの未開地と交換し計画を援助す

るとともに，彼らの資本をより有効に経済開発に利用するため，工業に投資する

よう要請した。また大統領は農業信用局（ACA）と土地銀行に政府財産および政

府債の売上げ1550万ペソを手渡した。

この資金の一部は7月に成約した第 1[i:t_Jの政府所有地2区画の売上げ4567万

7890ペソを含む。
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現在中部ルソンのパンパンガ，タノレラク，ブラカン，パンガシナン，ヌエパ・

ヱシハ5州の45町が改革法にもとづき土地改革地域宣言をうけており，土地改革

会議によると水田20万5888ヘクタール， 6万9511の米作農民を含む。

v生産過剰で，米価下落？一一一M.Moreno米とうもろこし生産者連合会長は

雨期作米が市場に流入し，米がだぶっき現在米の取引は非常に不振で米価は下落

している，もし余剰米が輪山されねば米価は更に下落し，農民に対する米増産の

刺激は失われようと替予もまた RCAの米輸出計画に対する米とうもろこし協会

連合の反対は農民の利益に反するものである，同連合が自身で輸出することを望

んでいるといわれるが，とれは製米業者に利益を与えるが，農民の利益を間違い

なく損うものであると強調した。

v国立造船所を民間に貸与一一カスタニヱード経済調整庁長官は，パターン国

立造船所（BNS）を民間企業に賃貸するとの，先の閣議決定（1968.6.5）を実施

に移すよう命じた。

（注） 同長’百によると1953年以来11年間に約600万ベソの損失会IiiI,, ＝こ 3
会；十年度に26万7000ベソの利治をあげた。

T Bantegui統計調整標準部長は上院で， 67年度のネズミによる籾米の被害は

258万7500カパン， 3684万9300ペソに達すると報告した。

v大統領府貿易委員会は大統領に貿易に関する常設機関と貿易代理業者に現職

訓練を与える機関の創設を勧告したと発表。

9 日 v在マ大使召換せず一一（ジャカルタ発） ラモス外相は次のように述べた。ラ

ザク副首相は私にクアラルンプールにフィリピン外交官を残し先に発表されたよ

うに引き揚げぬよう申し入れた。私は外交政策会議の承認にしたがい彼らがその

ポストに留るべきであると考えている。冷却期聞がクアラノレンプーノレとマニラの

感情的高まりをおさめることを希望する。

v比・インドネシア無線局設置協定一一フィリピンとインドネシアはダパオ市

で、両国に海軍の連絡用地上無線局を設置し，共同で千百輸・密入国ノfトローノレを実

施することで合意した。

V道路資金借款で対米交渉一一（ヱューヨーク発〉 ラクイザ、公共事業相は米銀

行家グループに対し，訪米の主目的はパン・フィリピン・ハイウェイ建設（約1

億2500万ドノレ）資金借款交渉にあり，長期借款，できるならば20年借款を希望し

ていると述べた。

10日 v第6議会第7特別会期閉会一一今年2同日の特別会期で、両院が可決した税制
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法案は蒸留アルコールおよび発酵リキュール増税法案のみであるが，両院協議会

で調整の終わらぬうちに閉会となった。その他通過法案は政府再組織法案，訴訟

手続法修正案2，改正刑法修正案1，私法案および地域法案7である。

しかし政府提出の税制法案が一つしか可決されなかったことについては，同ー

の法案が1月の通常会期にすでに提出されていたにもかかわらず，政府側が増税

による特別基金設置の十分な根拠を示すにたる計画を提示しなかったことに責任

ありとするのが議会のほぼ一致した見方である。

また上院は第2・3読会で次の法案をrfJ決した。⑨日比条約に対する国内産業

保護2法案一一外国人事業活動規制法案および輸入割当法案。③フィリピン領海

の基線規定法案。⑧投資委員会経費200万ベソ支出法案等。

v日本に大量の木材密輸？ このほど日本での実情調査から帰ったクノレツ密

輸取締活動センター（ASAC）議長は， 1964～66の3年間の原木および製材の対

日輸出額は日本の外務省と商工省との記録で9443万11729.84ドノレの不一致がある

（比側数字3億9871万0047.16ドル， 日本組1]4億9314万6777ドノレ）， これは大規模

な原木・製材の対日密輸が行なわれていることを暗示していると述べた。

v北部イ口イロで皐魅一一イロイロ州北部の Balasan,Carles, Estancia等の

多くの町ではここ 6ヵ月にわたって続いてし、る早越のため水稲が枯れ，多くの被

害が出ている。

V輸出促進に関税政策の活用を－R.Haresco関税委員長・は経済記者フォー

ラムで，今こそフィリピンは厳しい現実を直視し，貿易拡大の最上の手段のーっ

として関税政策を利用することを公式に考慮すべきである，関税は他国との貿易

特恵交渉の交渉手段として，比国製品を国際的に注視させる手段として，また力

のある貿易ブロック内にフィリピン製品を売り込むてことして利で用きると述べ

た。

11日 V対ソ・中貿易は除外一一マノレコス大統領はテレビ番組「大統領に聴く」の中

で、対共産貿易について次のように述べた。①輸出市場多様化の手段として東欧共

産貿易実施のため出来るだけのことをしている。チェコ，ユーゴなど東欧諸国に

はアパカ・ココナツ油に対する需要がある。当面対ソ貿易は除外する。外交関係

開設が先行するか，貿易関係開設と並行するか，そのいずれもありうる。貿易は

政治関係と同等に考えらるべきではない。②中国の指導者はアジアにおけるヘゲ

モユ一樹立について引き続き語っている，フィリピンは中国を本拠とする国際共

産主義の目標に含まれており，対中国貿易は考慮されたことはない。③共和国
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法1700号・破壊防止法を修正する必要はない。また共産貿易開設により国家の安

全が破壊される恐れはほとんどない。

v多数の在比中国人が2年に 1田中国本土を秘密裏に訪問していることがこの

ほど明らかになった。彼らの多くは香港・マカオ経由で本土に入り，友人や親せ

きを訪問している。最近で、は広東の国際交易会に行った者が多いといわれる。こ

のため移民局長は中国人の国外での活動の監督強化，不審な日的で本土を訪問し

た疑いのある中国人の再入国を拒否するよう指示した。

vアキノ公共事業相代理は，先にパンガシナン州で公共事業の契約にかかわる

1900万ペソのピンハネに関する証拠をもっていると演説したピレガス・マニラ市

長に対し名誉誹段訴訟を起こすと発表した。

T 45品目の輸入関税引上げーエンリレ関税局長は，大統領の命令にもとづき

輸入削減のため関税引上げを行なう非必需品45品目のリストを作成し，大統領に

提出したo

v建設業の活動鈍る 上院が新税制法特にガソリン・石油増税法案に強く反

対してし、るため，政府は道路・橋その他共公事業フ。ロジェクトの支出削減を余儀

なくされるのではないかと見られている。これはすでに 6ヵ月前からの傾向で，

68年第2四半期に急激に低下した建設活動に一層の影響を与えるものと見られて

いる。建設活動の低ー下の原因は一つには建設資財の生産低下と値上りにある。第

2四半期末の建設基本資財の価格は前年同期の14%高である。

12日 Vマニラ市長，汚職で政府攻撃一 ピレガス・マニラ市長は，政府は総建設費約

3億、9500万ペソの12路線建設契約を資本金わずか7万ベソの AsianEngineering 

Development社に与えた，同社の取締役の 1人は大統領府高官の父で，その上政

府金融機関の理事でもあると非難した。

v最大の利益は対中貿易に－E・ヤップ教授（昨年社会主義国訪問政府公式

使節団に同行，下院議長顧問）はテレビ・インタビューで次のように述べた。ソ

連や他の社会主義国よりもフィリピンは地理的に近く，歴史的接触も多い中国と

の貿易から結局は最大の利益を得るようになろう。しかしフィリピンが台湾の国

府政府との関係を維持するかぎり，現時点で‘は共産中国との貿易は政治的に不可

能である。共産中国政府は，もしわれわれが対ベトナム参戦，特にフイノレカグの

派遣存続を公然と追求しないならば，フィリピンと非公式に進んで通商に従うだ

ろう。しかしフィリピンの官界が現在共産中国と貿易関係を開く立場にあるいは

気持にない。
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V第6議会第8特別会期開会

13日 Vマレーシア，サバの共同開発申し入れ？一一一外務省高官筋によると，マレー

シアはフィリピンのサパ請求権放棄とサパの経済開発をマレーシアと共同で行な

うよう提案する妥協案を申し入れた。これはマレーシアの比・マ経済協力計画草

案にもとづくものといわれる。

また大統領は，⑦サノミ問題に冷却期間を置くことに同意し，⑦通常の外交ノレー

トを通じ請求権を追求することを決心し，⑨R.Busuego在マ比大使の滞在延期

を決定したといわれる。一方外務省のある高官は，国連から得るものはせいぜい

サパ請求権に有利な決議にすぎ、ず，なしに等しいとしてサパ紛争を同連に提訴す

ることに反対すると述べた。

しかし14日マレーシア外務省スポークスマンはこれを奇定した。

Vマノレコス大統領は議会に対し10税制法案および国内産業保議3法案およびフ

イルカグ法案を合む18法案サーテ 17アイした。

V犯罪取締強化のための方法を作成してし、たクナベ警察軍首府司令部司令官

は，国軍の混成部隊1800人を同司令部に投入することを明らかにした。

' （イロイロ市発） 西ピサヤ地方の米の配給にあたる当地の RCA倉庫に現在

米国からの輸入米約3万2千袋の在庫がある。この精白米はガンタ当り 1.40ぺソ

で販売される予定で，すでにカピス，アクラン，アンティークおよびネグロス・

オクシデンタノレに米国米約6千袋が両日給された。 H宇年の今ごろは 1Hの処分量は

2千袋であったが今では 300袋に落ちている。

T 1968年第2四半期消費支出構成推定 センサス統計局の推定によると第2

四半期の総消費支出は 185億ペソで，その内訳は以下のようである。

食 キヰ 50.7% 光 拶L 2.6% 

住宅・什器 18.0 耐久消費財 2.0 

衣 類 5.8 個人支出 1.9 

教 育 4.2 医 療 1.6 

交通・通信 3.5 そ ぴ〉 ｛也 2.5 

修、 楽 3.9 fr 99.9 

タノミコ・アfレコーノレ 3.2 

v米輸銀， DBPに400万ドル借款ー一一米輸出入銀行は比開銀に 400万ドノレの借

款を供与することを承認した。同借款は民間業者の米国製品・サービス購入コス

トの80%に供与され，残り20%は業者が製品受取時に｝支払う。主に穀物乾燥機・
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貯臓施設，家畜飼育に貸付けられる。返済期間は3年から 5年，年手116%。

14日 Vマニラ首府圏の犯罪一一一警察委員会発表によると67年の全国における犯罪発

生件数は15万0003件で， うちマニラ首府圏は11万6251件， 58.4%を占める。対

人・財産犯罪は増加傾向にあるが，条例違反は減少した。首府圏における人口10

万人当り犯罪発生率は65年：1840件， 66年5932件， 67年4sm件であった。地区別に

みるとマニラ市7376件，サンファン5104件が特に多い。窃盗罪は74件， 23%，傷

害罪48件， 19.8%増加した。

15日 V大統領はパラトパト商工相と民間航空局に対し，外国籍の全航空会社に比国

乗入れを認める方針で実施方法を検討するよう指示した。

Y NEC, 日比合弁申請処理を延期一一国家経済審議会（NEC）はこのほどディ

オクノ上院議員の外国人企業活動規制法案が両院協議会で審議中であるとの申し

入れを入れ，次の比国企業3社から申請のあった日比合弁（日比各々40,60%) 

企業設立申請の決裁を延期した。 Racliola社（東芝）， Union Chemicals （味の

素）， Filnan社（輸出入業，日本人2名〕。

v米価上昇一一一マニラ市内の小売業者がこのほどフィリピン米とうもろこし協

会連合にLHした報告によると，ここ数日米価は品質日！Jにガンタ当り 5～10センタ

ボ値上りじた。米価はここ 5ヵ月品質別にガンタ当り1.50～1.80ベソで全国的に

安定していた。しかし米とうもろこし局（RCA）が米10万トン（400万カバン〉輸

出計画を発表したため都市部で特に9～10月の端境期に RCAが価格安定に十分

な在庫を確保しうるか否かに疑問がもたれ，米価および中部ノレソン週辺諸外！の籾

米価格は予想どおりカバン当り 2ペソ値上りした。上記連合の会員は毎年籾米1

億カバンを精米し， RCAの10%に対し米とうもろこしの70%を売買してし、る。

Vサバ請求権放棄せず一一（ワシントン発） ロベス！駐米大使は，サパ問題につ

いて冷却期間の設定はフィリピンがサパ請求権を放棄したことを意味するもので

はない，対マ会談は冷却期間後確実に再開される，しかし新会談はバンコク会談

より高いレベルのものになろうと述べた。

vペレス上院議員（N）はリベラル党は現政権の公共事業計画の成功に明らかに

恐慌をきたし，アキノ議員が公共事業契約の不正を非難しているように，法律家

を組織し，証拠集めをやり，裁判所に訴訟を起こし，計画の実施を阻止しようと

していると非難した。

vラザク・マレーシア副一首相はマラッカで，フィリピンは今年中にサパ請求権

問題を国際司法裁判所に提訴しないであろうとティーハンキ一法相が述べたとの
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報道に論評して，マニラが冷却期間を置くとの同意の精神を守ることは満足であ

ると述べた。

16日 v上院，ストライキ禁止法修正可決一一ー上院はトレンティーノ上院ナショナリ

スタ党院内総務提出のストライキ禁止法を，ストライキの強制仲裁，大統領が労

働争議を産業関係裁判所にサーティファイする権限などを廃止し原案より弱めた

形で修正可決した。

Vサングレイ事件・治安悪化抗議デモ一一一フィリピン学生全国連合（NUSP）と

フィリピン社会党（SPP）のデモ隊約350人はサングレイ事件と国内の治安悪化に

抗議して，米国大使館と大統領が集会に出席していたマニラ・ヒノレトン・ホテノレ

前でデモを行なった。その際傷害罪のかどで2名が逮捕された。

v政府法人の業績ーカスタニヱーダ経済調整局長は政府法人に対し投資可能

資金を創始ないし主導事業に投資するよう指示した。｜司局の監督下にある 9政府

法人の68年度の純益は総額6586万0221.95ぺソ（67年度より 1380万ベソ増〕でそ

の内訳は以下のとおり（括孤内は赤字）。④セブ・ポートランド・セメント（ 1 

万８５９４．０４ペソ）。②公務員保険制度３９１７万０３５８．７１ペソ。③ＭＧＯ150万7366.04

ペソ。（心MHC(9万2750.02ペソ〕。（母国家開発公社81万2570.48ペソ。⑥国家

電力公社2602万6731.27ペソ。⑦国家造船鉄鋼公社52万5852.96ベソ。⑨人民宅地

住宅公社制万0198.60ペソ。⑨フィリピン固有鉄道（255万1522.05ベソ）。

vフク団の現勢 ーエンカノレナシオン警察軍情報部長は退役軍人を前にフク同

の勢力にっし、て次のように報告した。一一一フク団の脅威は弱まったが今なお残っ

ている。フク団はij1核ないし正規団員293人で，約23:3挺の各種武器をもってい

る。この下には:34:l人の武装戦闘支援隊員がし、る。役務支援隊員は公立学校教師，

実業家，地主，金持からなり，約2976人いる。このグノレープにはまた警察官，村

役人など公職者も含まれる。大衆基盤は 3万3900人で， 1t1部ノレソンだけで2万

6500人を数える。南部ノレソンの勢力は中核106人，大衆基盤6000人，同じくミン

ダナオでは30人と 300人，ピサヤでは大衆基盤100人である。

また最近の犯罪傾向について Bereuguer刑事部長は， 1963年以前殺人の多く

は刃物を使用したものであったが， 63年以後は火器を使用したものが増加し，そ

の元は未許可銃によるものであった，また66年から今年にかけて対人犯罪は減少

したが，財産犯罪は増加していると報告した。

vベネズエラと大使交換一一一外務省はフィリピンとベネズエラ両国は大使級の

外交関係を樹立することに合意したと発表した。現在ラテン・アメリカで大使を
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交換しているのはメキシコ，アノレゼンチン，ブラジJレの 3国である。

V米政府は対比戦災賠償支払の1部，校舎建設資金1300万ドルの最終分37万70

00ドルを比側に引き渡した。

17日 Vマルコス大統領は森林局に対しダミー業者の排除等不法伐採活動阻止のため

三つの指示を出した。

v外務省公式筋は政府は9月にワシントンでラウレノレ・ラングレー改訂予備会

談を再開することを希望していると述べた。

vピリアレアノレ下院L党院内乱釘売は2ヵ月の予定で南米，米国， ヨーロツノミ視

察旅行に出発した。

v北コタバト・レパク緊迫一一回教徒2人が Basal.王村で何者かに殺され，同

地域の住民は恐慌をきたし，状況は緊迫し，著名なレピクの住民は付近の警察軍

本部のある Kalamansigの町に脱出したという。レパクの現町長 G.Labogはキ

リスト教徒だが，高lj町長 DatuMadiは回教徒である。またレパクの警察官の50

%は回教徒，残りはキリスト教徒であるO 町の多くの商店は戸を閉め，人々は回

教徒・キリスト教徒戦争の発生の恐れを口にし続けているという。

v回教徒，北コタバトで衝突26人死亡一一一（南ダパオ州デイゴス発〉 北コタパ

トのマグベット町からの報告によると， 同教徒が同町を襲撃， 回教徒24人とマ

タ・マグペット町長と側近2人が殺された。この報告を受け南ダパオ州警察軍司

令官は全地方警察に対し「同教徒の反乱Jに備え警戒体勢をとるよう命じた。ま

た警察軍は北コタパトに軍特別部隊を空輸するなど対策を進めている。そのため

北コダノ汁、のカノレメン， ピキット， ミドサヤプ，パラングなどの町のキリスト教

徒はタパオやアグサン州に避難を続け苛ここ 2週間に約4千人のキリスト教徒が

家財ともどもにパスやトラックで避難し，ピキットやパラングの町はゴースト・

タウンになったという。避難民の話によると，彼らは回教徒指導者から居住地を

去るよう要求され，もし8月20日までに居住地にとどまるならば大虐殺が行なわ

れようとの最後通牒をつきつけられたという。

またケソン市の警察軍本部に入った報告によると北コタパトのレパク町のパサ

ク村パンガワンで衝突があり，同町の警察署長が殺されたことを確認した。

V革命の機は熟している？一一16日付ワシントン・ディリイ・ニューズ紙の

Scripps Howard報告（R・H・シャツクフォード〕は， フィリピンに革命の機

は熟していると次のように伝えている。

革命の古典的要因が，これみよがしに振舞う少数の寓者が増大する貧しき大衆
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を無視しているフィリピンには明らかに整っている。労働組合全国連合の I.ラ

クシナ議長は，フィリピンには10年以内に反乱が起こると述べている。しかしフ

ィリピンのある人々は，フィリピンに大規模な軍事力と民間人を居住させている

米国はいかなる反乱をも阻止するものと考えている。彼ちは米同の潜在的に強大

な反革命勢力が比政府の背後にひかえているかぎり，どのグループも反乱を助長

できるとは考えない。第：1グノレープは，真の危険は反乱の脅威ではなく悪化する

社会的アナーキーにあると考えている。ジェスイット教団の FranciscoAraneta 

は草命は不可避であり，唯一の疑問は草命が流血を伴うか，無1（止で、あるかである

と考えている。

vタス通信，マニラ事務所開設を要請一一ソ連の新聞記者として初めて比国入

国ピザを発給されたセルゲ、イ・シュピリン記者は，比政府にタスJlli1fl.のマニラ事

務所設置を認めるよう要請する計画であると述べた。

18 B V北コタパトの警備強化一一ラパノレ警察軍長時’は，マグペット町の衝突で26人

が殺されたとの報告を否定，レパクの町長・副町長が射ち合いをし通行人が殺さ

れたとの報告を明らかにした。腎察軍は本部からの特別部隊を加えた機動部隊を

コタノ〈トの治安維持のため動員した。

一方S・ベンダトウン下院議員（L，コタパト選出）は，マルコス大統領はコタ

パト州に政府軍部隊を派遣し緊張を一層悪化させ，同州内の数町からのキリスト

教徒の避難を引き起したと非難。 また［r-11議員はレパクのN党町長が前知事 Datu

Matalamとその部下がキリスト教徒に対する反乱を計両しているので戦いに備

えるようにと他のN党町長をアジったと非難，ラジオ放送でコタノミト州民に対し

平静を保ち，同教徒・キリスト教徒戦争のうわさを信用せぬようアピーノレした。

さらにコタパトの緊張はキリスト教徒に対する回教徒の憤りをあおるためマレー

シアが利用したので、はないかとの懸念も表明した。

またピリヤーノ・コタパト州警察軍司令官によるとレパクの緊張状態は14Ar司
教徒の警察官が警察署長を射殺した事件が発端であるという。

また回教徒独立運動（議長マタラン前知事〕がキリスト教徒入植者を脅してい

るとの報告について，ベンダトウン議員は同運動は敵対行部jを全く行なっていな

い，この報告はわが政権の信用を滞しめるため政治的反対者が流したものである

と述べた。

Rulletin紙記者のグパオ発報告によると，マタラン自fi知－，f下は記者会見で彼の勢

力が8月20Hにストライキを計阿しているとのうわさを否定，この報告に悶惑し
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ている，私は子供時代からキリスト教徒と生活し，彼らを愛することを覚えた，

しかしもし軍が攻撃を加えてくれば，自身を守るため反撃すると述べた。

' Cベンゲット州ラ・トリニダード発） ベンゲット市長連合は州内公立学校役

職者に対し， 同州に低地の教員を輸入じたとして非難した。同連合（Agosto

Santos会長〕は，これは州出身者の申請を同州内の教員任命にあたっては優先す

るとの州・市町役人と公立学校責任者の紳士協定に違反するものであり，州出身

の教員で任命された者の多くは辺地に遺られ，低地出身者は交通の使の良い場所

を選ぶ特例を与えられていると非難している。

Vフ。エブロ号比人乗組員一一外務省の消息筋によると，ブ。エプロ号に乗り組ん

でいた3人のフィリピン人の釈放問題に関連して，フィリピン市民は比国市民権

を放棄せずに米国法に従い，米軍に従軍できるとの米比相互防衛条約の規定が再

検討される予定という。

19日 V比国における米政府支出一一ベトナム戦争のエスカレーションは疑いもなく

フィリピンに有利に働き，対比米政府支出はこれを確認している。米政府の支出

増大は1967年から始まり， 68年初めまで続いている。 67年第1四半期の米政府支

出は3200万ドノレで66年同期より 900万ドル， 39%増加した。またテト攻勢により

米政府の支出は増大してし、ると考えられてし、るが， 68年第l四半期の米政府支出

は4300万ドルで， 67年同期より 1000万ドノレ， 39%増加したといわれる。

他方在外公館の維持・活動費も増加し， 68年第1四半期の比政府外貨支出は67

年同期に比し 100万ドノレ， 17%増え， 650万ドルとなった。したがって対比政府

支出と比政府の対外純支出の収支はドノレ受取の増大となり， 67年第1四半期のそ

れは約2600万ドノレ， 68年同期は約3700万ドノレと40%の増大であった。

vコタバトの緊張頂点、に一一北部コタパトの緊張は， UcltogMatalam前コタ

パト州知事が，彼の息子が同州、INulingのナイト・クラブで国家調査局員によっ

て殺された1周年を期して20日に「反乱」を起こすのではないかとの推測のため

頂点に達したという。警察軍部隊と増強部隊が，あらゆる事態に備え完全装備で

北コタパトのバラング港に上陸したことは緊張度を一層強めているともいう。マ

タラム前知事はこの反乱計画を否定しており，またベンダトウン下院議員（L，前

知事の義兄弟〉もキリスト教徒の開のパニックはクリスチャンをそのブロックか

ら排除しようとするコタパトのナショナリスタ党員が引き起こしたものであると

述べ，これを否定し，コタパトへの部隊派遣に回教徒は憤っていると述べ，コタ

パトの回教徒を刺激せぬよう政府に強く警告した。

司
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Vサングレイ事件は不当一一法務省調査団の公式調査によると， 7月26日サン

グレイ・ポイント米海軍基地正門でゴンザ、レス青年が米軍警備兵K・スミスによ

り射殺された事件は正当化できないものであり，基地当局が警備兵に与えた指示

にも合わないという。

v大植林計画一一22日からラグナ州ロスパニヨスで， 4ヵ年間に92万1000本の

各種樹木の再植林計画が実施され， 同じ日に LosBanos Seed Bank for trans-

plantingが発足する。大統領府によると森林の年間破壊は17万2000ヘクタールに

のぼる。

V比ソ関係の雪解け 米誌ニューズウィーク（18H）は，比ソ関係の雪解け

の中でフィリピンは，ソ連と直接貿易を開くかもしれなし、と次のように報じてい

る。 「ソ連に対するフィリピンの長い間の敵対は，後背地におけるブク団運動の

引き続く反乱にもかかわらずゆるみつつあるように思われる。ソ連観光団の一行

一一一タガログ語を話す者が1人いる一一ーが今月マニラを訪問し，マルコス政府と

非公式会談を行なった。外交筋は今ではフィリピンが今年中に対ソ直接貿易を開

始するものと予想し，来年末までに外交関係を樹立するものと予想している。」

v土地改革一一マルコス大統領は土地銀行に政府山資分として 850万ぺソの小

切手を渡した。またエストレラ土地庁長官は，次のように報告した。合計・51の町

が一一ーそのほとんどは中部yレソンにある 現在土地改草計画に含まれている。

その結果籾米の生産はヘクターノレ当り 39.4カバンから77カバンに37.6カバン増

加した。土地庁は5万4000ヘクターノレを耕作する 2万1900人の農民に対し1485万

8460ペソを貸付け， 10万8500ヘクターノレを耕作する農民4万3400人に2493万7201

ペソを貸付けるところである。

V石油産業監督委員会設置法提出 大統領は議会に対しガソリン，ガス，オ

イノレ，石油，同製品の輸入，船積み，精製，マーケッテイング，阻給，販売を行

なう者および企業の活動を規制，監督する石油産業3人委員会の設置法案（上院

法678号）をサーティファイした。

vラーマン，サバ請求権を認めず一一一ラーマン・マレーシア首相は下院で，マ

レーシアは，たとえマニラが国際司法裁に提訴しても，フィリピンのサパ請求権

を受け入れることはない，サパ問題が国際司法裁にもち込まれる前に，フィリピ

ンはマレーシアの同意を得なければならないと述べた。

20日 v北コタパトの緊張続く一一うわさされていた北部コタパトでの回教徒の反乱

は結局起こらなかったが，暴力事件を引き起こしかねない不安定な状況は依然続
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いている。①L・サノレミエント下院議員（N，ダパオ〉は， ミンダナオにおける

回教徒問題は反乱ではなく，キリスト教徒入植者を排除しようとする回教徒の組

織的運動にあると非難，回教徒は財産を放棄させようとピストルでキリスト教徒

を威してきた，そのためコタパトから 2千人がすでにタパオに避難したと述べた。

②信望ある同教徒指導者の一人であるプリンセス・タノレハタは，どれほどの銃弾

も正義を叫ぶ回教徒を沈黙させることはできないと述べ，政府に対しコタノミトお

よび南ラナオの緊張した状況を解決するため軍隊で、はなく民生活動家を使うよう

要求した。③T・ジュリアーノ・コタパト市長は，ベンダトウン下院議員がもち

出した政府の回教徒軽視という論点は，本当の問題が政治にあることをカムフラ

ージュするものであると非難，マタラム前コタパト州知事（4期在住〉は昨年の選

挙で知事出馬をベンダトウン議員から制止されるという不当な取扱いを受けた，

同教徒はこれに憤慨したのだと述べた。④北コタパトのパグラス・コロンピオ町

長・同教徒問題全国調整会議事務局長は， うわさは明らかに回教徒と政府の衝突

を刺激し，回教徒にサパ分離要求を起こさせ，サパ請求権を弱めさせようとする

ものであると述べた。

危機状態にあるピキット，パガノレンガン， カノレメン，プノレドン，ダトウ・ピア

ングの5町の家族数は約20万で，総人口の70%は回教徒， 30%がキリスト教徒で

あるという。

vマニラ市長，汚職でプヤット議員非難一一ピレガス・マニラ市長は上院公共

事業委員会でアキノ上院議員が取り上げた公共事業の不正査定にからむ2千万ベ

ソの収賄事件について証言し，アジア・エンジニアリング・デイベロップメント

社のナショナリスタ党員である役員がフ。ヤツト上院議員・ N党総裁に便宜をはか

るよう依頼し，その謝礼にプヤット議員が会頭をしているマニラ銀行に2千万ペ

ソの小切手を振り込んだと証言した。

これに対しプヤット議員は，同行の会頭をしたこともなく，取締役になったの

は今年だけである，マニラ市長の証言は事実に反すると述べ，岡市長を政治山師，

無責任なデ、マゴーグだと非難，また同市長に対し名誉段損・損害賠償訴訟を起こ

すと述べた。

V教会に土地改革反対の動き一一ラウノレ・ s.マングラプス前上院議員・キリ

スト教社会運動（CSM）議長は，同運動の学生オノレグを前に，土地庁長官が勧告

し， M・ ガビオラ・カソリック・ビショップ会議事務局長がこれを支持している

にもかかわらず，ラグナ司教管区の数人の高位聖職者たちは KhiRho青年運動
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や自由農民連合のラグナ第1地区土地改革地域宣言申請に反対しているど批判し

た。

21日 ミンダナオ分離運動拡大か一一フィリピン・プレス社の報道によると，ラシド・

ノレクマン下院議員（L，南ラナオ〕はコタパトの分離運動はミンダナオのブキド

ノン，東ミサミス，北ザ、ンポアンガの他の三つのキリスト教州にも拡大している。

また同議員によると彼は北ザ、ンボアンガ州の共和国からの分離を要求する同州政

府の決議をもっている，これはガノレドソン・ノレード知事代理から渡されたもので

あると述べた。！可決議は以下のような分離要求の理由をあげているといわれる。

①中央政府がミンダナオに必要な援助と注意を与えなかったこと。③ミンダナオ

は中央政府の“乳午”にされ，そのためその経済は澗渇させられた。③わが国の

貿易はミンダナオに大きく依存している。ミンダナオの寄与がなければ，貿易収

支はゼロに等しくなろう。またプキドノン，西ミサミス州の役人たちから分離の

希望を表明した電報を受け取ったと述べた。

Vコタパトの兵力増強せず一一ー大統領命令でコタパトの現状視察に来たヤン参

謀長は，現存兵力の引揚げも，また現存兵力はいかなる事態にも備えるに十分で

あるので兵力増強も行なわれない，状況は調節しうるものであると述べた。

コタパト市のT・ジュリアーノ市長はベンダトウン議員，今まで昨年の選挙で

選出された知事職に何故就任しなかったのかと非難，彼によると同議員はもし知

事に選ばれれば， 6ヵ月以内に州の犯罪を押え阻止すると約束した，しかし同議

員は人々が州の治安悪化で彼を非難できないように，口実として知事に就任しな

かったのだと述べたo

vラザク，サバ会談再開拒否一一一ラザク・マレーシア副首相は下院に対する政

府政策声明のlj］で次のように述べた。 「フィリピンにより提起された問題はわが

国の領土保全と主権を侵害するものであるO したがってどのようなレベルでも再

びパンコク会談を繰り返すことは望ましくない。マレーシア政府はマレーシア内

に留まるとのサパ住民の決定を守らねばならないし，またそうするであろうj。

vピレガス，汚職暴露攻勢一一ピレガス・マニラ市長はダクパン市で，自分に

も名誉段損訴訟や停職処分が行なわれる恐れはあるが，①以前人民宅地住宅公社

に対し200万ベソで売却申し入れがあり，却下された土地を sssが700万ベソ
で購入した，②校舎建築の中央政府への集中に不正がありうる，これら政府のや

み取引を調査し暴露すると述べた。

22日 Vサバ請求権放棄せず一一ラモス外相は，フィリピンは，ラーマン首相のサパ
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問題に関しいかなるレベルの会談も再開するつもりはないとの声明にもかかわら

ず，サパ請求権を放棄していないと述べた。

V反乱騒ぎは入植者の追出しが目的一一一（コタパト市発〉 いわゆる「回教徒の

反乱」はキリスト教徒入植者の追出しをはかる単なる想像上の騒ぎにすぎないこ

とが明らかにされたという。ヤン国軍参謀長らは北コタパトを視察その結果次の

ことが明らかになったという。①想像上の緊張，発展しつつある革命，回教徒，

キ引スト教徒戦争，高まった分離運動などは，選挙が16ヵ月先の現在，実際にも

う選挙運動を開始した政治党派が引き起こしたものである。また現地の住民は，

現在のトラブlレを回・キ戦争に結びつけないよう訴え，回・キ戦争は現実に彼ら

を政治の外部での激しい反目に引き入れかねない非常にデリケートで煽動的な言

葉であると述べた。②回教徒の反乱の首謀者とみられてし、るマタラム前知事（67)

は，この推測を一笑に付し，また彼が回教徒の私兵軍を増強し，自宅を砦に造り

変え，あるいは外国からの武器援助のため飛行場を建設している，との非難を否

定，分離運動については自分が執筆し署名したものであることを認め，しかし武

力に訴えたくはない，これを合法的に行ないたいと述べ，さらにインドネシアと

マレーシアの友人たちは彼の分離運動を支持していると述べ，関係者を驚かせた。

こうしたことから，ある党派がマタラム前知事と明らかにその強力な政治的支

持を得ているベンダトウン議員の聞に分裂をでっち上げようとして，マタラムの

分離運動を利用したことは明らかであると見られている。

Vマノボ族，木材切出し人を待伏せ一一ミンダナオのアグサン州上エスベラン

サのサロク守村で、マポノ族が二つの木材切出しキャンフ。を同時に襲い，木材切出し

人夫14人を殺し， 11人を負傷させた。

V南ベトナム・タイニン市がベトコンのロケット・臼砲攻撃をうけ，同地に駐

在するフィルカグ部隊の 3人のフィリヒ。ン民間人が負傷した。

v相互主義で空路開放一一マルコス大統領は外務省に対し，相互主義により空

路開放政策を採用し12ヵ固と空路協定の交渉を行なう権限を与えた。

23日 vエンベルガ議員，対ソ声明を批判－M ・エンベノレガ下院外交委員長（N）は

テレビ・インタビューで次のように述べた。

チェコのワルシャワ条約侵害は全くフィリピンに関係のないことだ。もっと

別の理由で政府は欧州、｜社会主義諸国との関係を結ぶべきだ。かかる関係により

フィリピンは，アメリカのプロパガンダの手段に依存することなく，かの陣営

における事態の発展に密接に接触するようになろう。これらの諸国は，米国が
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フィリピンにおいて行なっている経済侵略を行なわず， HtlJな援助と貿易を与

えよう。すべての侵略は非難さるべきである。しかしもしチェコにおける侵略

が非難されるならば，ベトナムにおける侵略も非難さるべきである。米国は，

在比米軍基地の継続存在によって証明されているように，フィリピンに対する

経済的のみならず政治的侵略について有罪である。 （ソ連はどこにおいても自

由と平和の敵であると非難した22日の外務省正式声明について）外務省の正式

声明は，プラハにおけるソ連の行動ではなくソ連の体制自体を非難している。

外務省は事態を分析すべきであり，あわてふためいて一般化すべきではない。

ソ連を一貫して非難せずに，ソ連共産主義と平和的に共存することは可能であ

る。

V比・伊科学技術協力協定実施 マルコス大統領は，モラレス南コタパト州

知事との会談の席上，市コタノミトの農工開発に関する一般調査を手始めに比・伊

科学・技術協力協定を即ちに実施することを承認したと発表。同調査プロジェク

トの費用は推定10万ドルで，このうちイタリア政府が8万ドノレ，残りを比政府が

現地通貨で支出する。

24日 vプヤット，ビレガス市長を起訴 プヤット上院議長・ナショナリスタ党総

裁とマニラ・バンキング社は，第1審裁にピレガス・マニラT1r長が公共事業契約

にからむ汚職事件に関し行なった発言に対L，各々 2千万ペソの名誉段損・損害

賠償訴訟を起こした。

一方ピレガス市長はマニラ銀行とプヤット議長に手紙を送り，新たな情報によ

ると同行は公共事業契約にからむ汚職に関係なく，小切手はマーチャント・パン

キング社のものであったと述べ，正式に謝罪の意を表明した。

25日 V大統領，対東欧政策変更せず一一マルコス大統領はテレビ番組「大統領に聴

く」の中で次のように述べた。

原案は，チェコとユーゴと選択ベースで輸出貿易を開始することであった。チ

ェコにおける現在の事態は，このような貿易を遅らせるかもしれない。ひとつに

は両国を訪問する予定であった貿易使節団がチェコ危機のため変心するかも知れ

ないからである。公式レベルでは政府はチェコの事態を評価しており，これがわ

が国の外交政策にいかなる影響を与えるか知らねばならない。実施は延期される

ことはありうるが，政策はなお変らない。

v回教徒地域民主活動計画作成一一国軍の民生活動センター担当官の会議で，

ミンダナオ，スルー，パラワン地域に対する民生活動に重点を置くべしとの大統
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領の指示に従い，同地域での民生活動強化計画が策定され，まず南・北ラナオ，

南・北コタパト，パラワンおよびスルーに民生活動センターを直ちに開設するこ

とが決定された。

Vタイニンからサイゴンに向う米軍輸送部隊がベトコンの待伏せ攻撃を受け，

米兵多数が殺され，数人が負傷した。負傷者のなかにはフィルカグ部隊の兵士2

人が含まれている。

26日 Vワルシャワ条約加盟国への旅行禁止－マルコス大統領は，既に承認されて

いたフィリピン人のソ連および、チェコに侵入したワルシャワ条約加盟国4ヵ国へ

の旅行許可の取消しを命じた。この措置は外務省の勧告に基づき間接的にチェコ

侵入を非難するためとられた。ただしソ連公演契約を民間ベースで結んだ民族舞

踏団パヤニハンのソ連入国は除かれる。

v下院，サパ領有宣言法案可決一一下院は，サパを自国領の一部と宣言する法

案を可決した。同法案はすでに上院を通過し原案では単に将来サパを自国領に含

めるため国境を修正することを規定していたものを修正し，サパに対する管轄権

およびサパを国境内に入れることを規定している。（UPI)

T L-L会談10月7日に再開一一米国はこのほどラウレル・ラングレー協定改訂

予備会談を（ワシントンで） 10月7日から再開することに合意した。

27日 vラーマン，サバ領土宣言法案を非難一一一ラーマン・マレーシア首相は，比下

院がサパをフィリピンの一部と宣言する法案を可決したことを批判し次のような

声明を出した。

マレーシアはフィリピンのかかる動きを無条件に拒否する。その行動は全く

無責任である。フィリピンはマレーシアと国交を回復した時サパがマレーシア

領の一部であることを認めたの、であり，今回の行動は全く不穏当である。また

これは冷却期間協定を破るものである。

28日 V米，軍人の自動車登録料支払に同意一一一陸運局は在比米兵およびその家族の

自動車（約1万4千台）は自家用であって，軍用とはみなせないとして米軍基地

当局に自動車登録料の強制支払を要求していたが，米大使館は外務省に本国政府

の要求合意覚書を手渡した。これによる年間歳入増は200万ベソとみられる。

29日 vラーマン声明に抗議覚書一一一ラモス外相は外務省にマレーシア大使館参事官

を呼び， 27日のラーマン声明に対する次のような抗議覚書を手渡した。

フィリヒ。ンは首相の用いた趣意と言葉づかいに深く困惑している。伝えられ

る言葉づかいは冷却期協定の精神に従うものではないと考えられる。下院の行
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動は平和的手段で紛争を解決するとの比側の決定に沿いサパ請求権を強化する

ことを意図したにすぎず，マレーシアに対し侮辱的な言葉は全く使っていない。

冷却期間に合意したことにより，比政府が平和的手段によるサパ請求権の追求

を放棄し，あるいはマ政府が請求権を拒否するという一方的な行動を受け入れ

る意思は全くない。

またサパ・タイムズ紙はフィリピンのジェット機が領空を侵犯したと報じて

いる。一方 PNS通信によるとサノミからフィリピン人が大勢帰国した，彼らの

話で、はサパで、は壕の構築，海岸のパトロール強化など準備が進められていると

いう。

Vノレソン島の大部分に2日続きのJ豪雨のため洪水が発生， 10人が死亡し，作物

や家屋，道路等に被害が出た。

30日 vラーマン再び非難一一（クアラノレンプーノレ発〉 ラーマン・マレーシア首相は

29日のフィリピン政府の抗議覚書に対し次のように述べた。

サパをフィリピン領として併合する法案が比下院で可決されたことは，マレ

ーシアの主権の侵害である。かかる行為はたとえ紙の上で、行なわれようと非友

好的な行為とみなさないわけにはいかない。マレーシアは異議を唱え，これに

対し強い抗議を行なわねばならない。

vマルコス，財界に輸入自制要求一一ーマルコス大統領はフィリピン商業会議所

の新役員就任式で，国際収支は輸出特に砂糖や鉱物の輸出が増加して徐々に改

善されるだろうし，また経済界が完成財の輸入を自制するならば12月までに金

融を緩和できょうと述べた。

v鉄鋼3社，ローリング・ミル建設－ElizaldeIron and Steel (Eliseo), Puyat, 

Bacnotanの主要鉄鋼3社はこのほど共同で新会社を設立し， 1億ペソのコーノレ

ド・ローリング・ミノレを建設するとの覚書を結んだ、。新会社は ElizaldeSteel Rol” 

ling Mills (Elirol）で，初回の応募株式比率は Bacnotan社20%,Puyat社20

%, Eliseo社60%。工場は現在リずールナトiノミシグのサンホアキンに建設中で69

年中頃に操業開始の予定，計画能力は年間20万メトリック・トン，初期能力14万

トン。

vメタノール・プラント申請受理一一投資委員会（BOI）はこのほど Resins社

から申請のあったメタノール製造プロジェクト（2万トン，所要投資額700万ベ

ソ， 67年9月完成予定〉を同社の授権資本株式の10%を公開することを条件に承

認した。メタノーノレはこれまで全て輸入され，そのうち80%は合板業に使用され
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る接着剤製造に消費されている。これで申請受理は4件目。

31日 v第6議会第8特別会期閉会一一今年3回目の特別会期で両院はようやく次の

二つの税制法案を可決（31日〉，大統領に送付した。①教育特別基金法（不動産付

加税1%，タバコ助成金の1%を転換）。③科学技術開発特別基金法（外国旅行

・自家用車・証紙付加税， 約5千万ペソ〕。この法案は下院原案では輸出産業や

精米業に課税するものであったが業界の圧力が強く，教育基金法案と同様上院で

財源の変更が行なわれた。

しかし大統領の税制計画の主要提案，特に 3億ペソの歳入増を見込んだ統合歳

入法案（H17839号）や道路特別基金法などは可決されなかった。そのため大統

領は11月に4回目の特別会期を召集する予定といわれる。なお今年度の財政赤字

は6億ベソに達するものとみられている。

vこれまでの会期で両院が可決した税制法案は次の11件である。①蒸留酒精，

ワイン，発酵アノレコーノレ増税法案，②租税微収に civilremediesを与える法案，

③BIR局長の租税に関する自由裁量権を制限す法案る，④BIR職員任命規制法

案，⑤脱税者に対する BIRの動産産押え等の権限付与法案，⑥個人所得税引上

げ法案，⑦法人税引上げ法案，⑧ Nacida法を修正し，免税の適用を受ける家内

工業の資本制限を引下げる法案，⑨租税センサス法修正法案，⑭教育特別基金法，

⑪科学技術開発特別基金法。

v小売業国民化法関連判決一一第1審裁判所（F・アノレカ判事〉は，小売業国

民化法の規定の明確化を求めた米国会社 theProcter & Gamble Philippine 

Manufacturing社の訴訟に関連して，同社は大規模な産業用使用者に大量にその

製品を販去するものであるが，小売業に従事しているものではないとの判決を下

した。またアノレカ判事は，同法はプロクタ一社のよううな事業を阻害するととを

意図したものでない，政府の役割は事業活動における官僚的形式主義，政治の干

渉，困惑等によりわが国への外国投資が阻害される恐れがあるので，これらの要

因を減ずることにあると述べた。

v権力集中に批判一一A ・トレンティーノ・ナショナリスク党上院院内総務は

セブ市で次のように述べた。

わが国の多くの大統領の最大の欠点は，大統領だけの個人崇拝と依存を造り

出す傾向である。増大する権力集中の雰囲気は民主主義にとって危険である。

それは人々を独裁に対レ心理的に受け入れやすくし，他の公務員から各自の任

務の効果的遂行に必要な独創力と責任感を失わせるものである。
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T AID農村電化計画承認一一大統領は米 AIDの資金援助：no万ドノレを費用の

一部に使用し農村電化を行なうための法案に署名した。①200万ドル一一西ネグ

ロス州ピクトリアス，受益人口25万人。⑨ 110万ドノレー一一東ミサミス州，受益人

口は海岸地域の12万人。
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フィリピン

先月 6日ジャカノレタの ASEAN外相会議の際当分の問冷却期間を置くこ

とで合意し，一応沈静していたフィリピンとマレーシアの関係は，サパ問題

をめぐり66年の国交回復以来最悪の事態を迎え，両国内でデモの嵐が吹きあ

れた。 18日マルコス大統領はマレーシア側の再三の警告にもかかわらずγ 外

交政策会議の勧告に従うという形をとり， 8月に相次いで上下両院を通った

領海基線規定法修正案いわゆるサパ併合法案に署名した。同法案の原案は上

院与党議員が提案したもので単に将来サパを自国領に含めるため国境を修正

することができると規定していたものだが，下院の野党議員がサパに対する

主権および管轄権即ちサパ併合を規定する修正提案を行ない，これが下院で

次いで上院でも可決された。武力行使をともなわぬ紙上の併合であるとして

もマレーシア側がこの法案の署名に強く反発することは当然予想されていた

であろう。しかしマルコス大統領としては，サパ紛争の再燃以来政府の態度

を規制している来年の大統領選挙をひかえ，引き続く野党の政府攻撃の中で

その頂点ともいえるサパ併合法案に署名せざるを得なかったといえる。また

月末には署名をまたずに自然成立するという事情もあった。

マレーシア政府は19日対抗措置として事務関係職員1人を残し駐比大使・

外交要員の引揚げと比マ密輸阻止協定の破棄を正式通告し，大使は本国政府

との協議のため召還された。密輸阻止協定は，昨年9月に調印され昨年12月

に実施に移され相当の成果をあげたといわれる。しかし7月のパンコク会談

決裂以来再び密輸が増加し，今月にはいってサンダカンの倉庫は香港からの

紙巻タパコで一杯になったといわれる。密輸協定実施以来取引が減少し，サ

ンダカン等の商店は戸を下ろすものが多く，サパの経済は沈滞したため，サ

パの経済界には協定廃棄の要求が強かった。

マレーシアではサパ法案成立後直ちに全軍が特別警戒体制に入り，一方比

側も予備役を動員してミンダナオ，スノレーで軍事演習を行ない，重要地点に

-143ー 一（ 185）← 



フィリピン（ 9月〕

部隊を展開した。だが両国の軍事力その他の条件を考慮すれば，武力衝突は

考えられなし、。比国内ではサパ紛争に関する英米両国の態度に対する抗議が

高まり，マニラでは英大使館にデモ隊が乱入し，米大使館にもデモ隊が押し

かけ，非同盟外交政策やソ連製武器の購入が提案されたりした。また関税局

は米軍貨物に対する港湾規則の適用を命じた。米国は中立の立場をとること

米比相互防衛条約にしたがい有事援助を行なうことを確認した。しかしサパ

問題に対する米国の態度は，一般に米国に対する少なからぬ疑惑を生んだよ

うであり，マノレコス大統領も英国はじめ大国は分割統治を行なっていると非

難した。

こうして険悪化した比マ両国関係打開のため，引き続き両国首脳会談開催

の努力が行なわれているが，現状で、はいずれか一方が他方の主張を受け入れ

ることは全く考えられない。首脳会談の前提として閣僚級会談が提案されて

いる。いずれにしても会談において，正式議題とせずともサパ問題は取りあ

げざるをえないであろうし，その場合の最も現実的な道は，サパ問題につい

てふたたび冷却期間を置き， ASEANその他の側面での協力を強めることで

あると思われる。こうした方向は，今月末マニラで開かれた ASEANの第

1回経済会議に比マ両国代表ともに出席し，参加諸国はサパ問題について何

ら言及していないことからもうかがえよう。
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1 日 マルコス，比マ会談の用意表明一一マルコス大統領はテレビ番組で，サパ問題

討議のためラーマン，マレーシア首相と会う用意があるかとの質問に対し， 「平

和と静穏とをもたらすため誰とでも会う用意があるJしかし「われわれはサパ請

求権を主張しており，妥協するつもりはない」と述べた。

4 日 Vフィルカグ交代部隊今月中に派遣一一一マタ国防相は，南ベトナム派遣のフィ

リピン民生活動部隊（フィルカグ〉は南ベトナム駐留継続のため米国の援助をう

けているとのー下院ノ、ト派の非難に反論し，駐留延長は国軍の予算と余剰資金によ

るものであると述べた。また PNS通信社によるとヤン国軍参謀長は，フィノレカ

グの交代部隊は議会がフィノレカグ法案を可決すると否とにかかわらず今月中にベ

トナムに派遣されると示唆した。

Vマレーシア，サパ併合法案に抗議一一一ラーマン・マレーシア首相は，もしマ

ルコス大統領がいわゆるサパ併合法案に署名するならば，マ政府は（対抗〉措置

を取らざるをえないだろう，また問題の起った場合英国，オーストラリア，ニュ

ージーランドは，マレーシアを援助するものと信頼していると警告した。

これに対しラモス外相は，マレーシアは比の対国連措置に反論すべきだ，もし

マレ｝シアがサパ併合法に同意で、ないなら国連に抗議できる，英国その他諸国は

フィリピンの友人でもある，われわれはオーストラリア，ニュージーランドをわ

れわれに反対するマレーシアの同盟国としてではなく，問題の平和的解決を助け

る双方の友人として両国の調停を歓迎する，と述べたo

v漁業協会日比条約に反対－F・ カイコ前インター・アイランド深海漁業協

会会長は，日比友好通商航海条約には次のような不備な点が多くあると，批准に

反対の意向を表明した。⑨条約第5条により日本人業者は憲法の外資合弁制限規

定を欺くためダミー業者を使う恐れがある。（立領海拡大条約の明確な規定がない。

③ヱスケープ条項がない。

V国際収支悪化は政府の責任一一M.V.delロザリオ UrethaneIndustries and 

MVR Picture Tubes社長は貿易収支の悪化についての民間に対する政府の批判

に反論し次のように述べた。①輸入の70%は必需生産・消費財である。 67年の数

字によると，生産財の輸入は21%，原料20%，機械設備34%増加した。中銀回状

260号は産業界に部品・原料・資本財の輸入削減を課しているO これは生産を削
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減することを意味するのではないか。③インフレ出力の県本的））j(怯｜は公共事業の

費用と政府活動支出をまかなうための超過公共支出にあることは民間では周知の

ことである。 1967年中銀からの政府直接借入は66年の2億4000万ベゾに対し4億

5200万ベソに達し，大蔵証券の発行高は66年の 1億5200万ベソに対し4億6500万

ペソに達した。同じ傾向は今年上半期の数字にも反映されている。輸入の増大は

政府が責任の多くを負う通貨供給の拡大によって引き起こされたものである。

5 日 Vマレーシア，サバ法案に覚書一一』政府てはサパ併合法案に対する要旨次のよう

なマレーシア政府の4日付覚書を受け取った。

比上院法954号修正案（サパ併合法案）の完言はもはや政策の問題としてで

はなく，法によってフィリヒ。ンがサパに対する主権と統治権を獲得したと宣言

することはサパをその構成領土とするマレーシアの主権と領土保全を侵害する

ものである。マレーシアは同法案の立法化宣言にもかかわらず，同法案がサパ

がマレーシアの一部であることを否定せず，またサパをその一部とするマレー

シアの主権と領土保全を認め，尊重し続けるとの比政府の確認を求め，更に比

マ両国間の外交関係が存在し，これがかかる確認を基礎として存在しうるにす

ぎないとの了解を求めることを希望する。同法修正案の比議会による採択はす

でに比ヤ両国関係に重大な問題を引き起こしている。かかる確認なしに立法化

宣言を行なうことは，危険な結果を引き起こすであろうし，それに対する責任

はいつにかかって比政府にある。

Vアグサン入植計画一一土地局はアグサンの入植プロジェクトを間もなく開始

すると発表した。｜司計画は1955年公有地法により処分可能と宣言されたグアダル

ーペおよびサンタ・イネス町の公共保留地1万6400ヘクタールを入植用に開発す

る。大統領は最近のマポノ族とキリスト教徒の争い後関係当局にミンダナオの少

数民族の窮状改善を指令していた。また北ザ、ンボ、アンガチト上ノロイとシンダンガン

の3万5000ヘクターノレも間もなく入植地に指定される予定。

6 日 V軍曹，フク団に射たる一一一パンパンガ州マパラカットの自宅前でジープニイ

に乗ろうとしていた警察軍の B.Tuazon軍曹と運転手は接近した赤塗のジープ

ニイに乗った5人の男にカービン銃で射たれ死亡した。男たちはフク団のダンテ

司令官に率いられた暗殺隊のメンパーといわれる。 3日にもフロリダプランカで

同様の事件があった。また南コタパト州、｜キダノミワンのパコ村付近を走行中のパス

の中で警察軍軍曹と政府役人が3人の男たちに射殺され，武器を襲われたが，他

の乗客に被害はなかった。
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Vサバ法案を外交会議に付議一一マルコス大統領はコタパト州で，サパ併合法

案の決定前にこの問題を外交政策会議に提出すると述べた。

7 日 Vストライキ多発一一先週 NPC,SSSに続いて17労働組合が労働省にストラ

イキ通告を行なった。このうち10の争議は，民間・政府の大企業で起っているも

ので，うち5件が実際にストライキに入ればフィリピン経済は打撃を受けると予想

されている。しかしこれについて労働省関係者は楽観していて，争議が多いこと

はわが国の労働組合運動の成熟を反映するものだと述べている。

V トレンティーノ，サパ法案署名を要求一一トレンティーノ上院N党院内総務

は，マレーシアはフィリピンの立法にいわれなき干渉をしていると非難，大統領

に対し上院法954号（サパ併合法）に署名するよう主張した。

（注） サパ併合法第2節一一「本法におけるフィリピン群島の領海基線の規定

は，比共和国が支配と主権を獲得した北ボルネオのサパ領周辺の領海基線を

叙述する権利を侵害するものではない。」

vラーマン，共産主義の進出に警告一一ラーマン・マレーシア首相は，サパを

めぐる比マ両国の紛争は東南アジアにおいて「自由な生活様式」を破壊しようと

している共産分子に利用される恐れがあると警告，サパ併合法案の通過はフィリ

ピンがサパを要求しているばかりでなく，サパを植民地にしようとしてし、ること

を示していると述べた。

V密輸減少一一一Centerfor Research and Communicationは密輸はホット・イ

ツシューではなくなったと次のように伝えている。密輸金融取引を非分類外貨取

引と同ーとみることは全く不可能だが，これら両者が同一方向に動くことは考え

られる。貿易外その他支出・収入ともに減少を示しており，全国的な密輸取締の

効果がでたものといえる。貿易外その他支出は66年上半期2億5500万ドル， 67年

同期1億5000万ドノレ，と減少し， 68年同期は8000万ドルに過ぎ、なかった。一方貿

易外その他収入も66年以来減少し， 67年上半期は前年同期比20%減， 68年は10%

減少した。その結果66年の貿易外その他勘定は9300万ドルの赤字であった。次い

で67年赤字は1500万ドルに減少し， 68年上半期4000千万ドルの黒字となったυ

8 日 Vフィルカグの派遣継続一一ーマノレコス大統領は，議会はフィノレカグを南ベトナ

ムに派遣するとの原決定を変更していないので，同部隊は引き続き南ベトナムに

駐留する，また同部隊の派遣費用は法に従い国防省の資金によりまかなわれてい

ると述べた。

9 日 V無断借地人問題一一このほど国家住宅会議の要請にもとづき民間・政府専門
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家チームがまとめた無断借地人問題に関する報官古がサラス官房長官に提出され

た。その要日は次のようである。

① 最新のデータによると，マニラ首都出lの私イイ地のスラムやスクオットに

110万2554人が居住している。その最大の），引土地はマニラ市自体とパサイ，カ

ローカンおよびケソン－，hに集中している。それはまたリザーlレ什｜のマラポン，

ナボタス，サン・ファン，マンダノレヨング，マリキナ，マカテ f，パシグ，タ

グムグ，パラナケ，ラス・ピニヤスの町に広がってu、る。②問題は特にマニラ，

ケソン，カローカン市で重大で、ある。無断借地人およびスラム）川住者の43%は

マニラ市に，ケソンおよびカローカンi!J・に30%が）』｛主している。③マニラでは

トンド地区だけで市内スラム人口８万０４３６世帯のうち４万６２９７世帯がいる。次

いでサンパロック 1万2914世帯。④カローカンの旧市街は2万4000の無断借

地・スラム居住世帯の影響で急速に悪化している。パサイおよびピノンドの火

災， トンドの高率の犯罪発生率，無断借地地域内の伝染病の記録的な発生は問

題の重大性を示している。

’72時間内にサバ奪取可能一一一アプラン下院議員（N，北イロコス）は，われ
われは72時間以内にサパを奪取で、きると述べた。またディマポロ下院議員（N,

北ラナオ）も，もし政府から武器をlj－えられれば，ラナオナト｜の回教徒だ、けでサパ

を取ることができると述べた。

’L党議員ら， N党に入党一一最近大統領がパギオ市に滞在していた聞に， 4
年前リベラノレ党から立ち当選したアンドレス・ A・ コサラン下院議員他6人のL

党町長らは，ベンゲットナHN党支部長パリスピス知事らを前に， N党入党宣誓を

行なった。

（注〉 上記6ヵ町は Mankayan,Sublan, Kaliayan, Bokod, La Trinidadおよ

び Tublay。

10日 Vルイス・タルク特赦さる一一マルコス大統領は特赦・仮出獄委員会の勧告に

もとづき，大統領誕生日を記念して，①元フク団軍事最高司令官ルイス・タノレク

(56才）（条件付特赦〉，②長い間 Jolo島で精鋭政府軍と戦い，後政府軍に待伏せ

の方法を教えた山賊のリーダ一 IIadji Kamlon，③かつて西ネグロス州をテロと

政治的暗殺の恐怖に包んだ元同州知事 RatuelLacsonら166人に特赦を与えた。

（注〉 ルイス・タルクは1954年5月18IJ政府軍に投降し， 1958年終年禁鋼刑の

判決を受け， 62年上級審で刑が確定して，以来同軍本部のあるキャンプ・ア

ギナルドに留置されていた。
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曹ポメロイ，タルクの特放について一一タノレクと一緒に捕えられ数年後釈放さ

れたウィリアム・ポメロイはロンドンで，タノレクの特赦は予想されなかったこと

ではない，もしタノレクの釈放ができるのなら，他の多くの政治犯も特赦できるは

ずだ，これらの政治犯が1950年に捕えられタノレクと同様の罪状で起訴され18年間

留置されていることは不正義であると述べた。

（注） これらの政治犯とは，ホセ・ラパ， FedericoMaclang, Ramon Espiras, 

Angel Bulcing, Simeon Rodriguezである。彼らは転向していない。

11日 Vタルク，記者会見一一ノレイス・タノレクは14年半の刑務所生活後，釈放を待つ

聞に警察軍本部で記者会見し次のように述べた。

社会主義に対する志向は放棄しないが， 「憲法とキリスト教の教えの精神の

範囲で， 国のいかなる基礎法にも違反しないつもりだJ。私の土地改革および

農村開発における経験は政府の社会主義計・画に大いに役立つで、あろう。もし希

望が受け入れられれば私は何の対価も求めず非．党派で、援助しよう。

またタノレクはかつての中部ノレソンの同志に対し暴力の生活を放棄するようアピ

ーノレし，一方フク団員に「選択的条件付恩赦iを与えるよう要請した。

v地主，農業労働者に射殺さる一一西ネグロス州ピクトリアスのハシエンダ・

サン・ピセンテの所有者ロケ・サンソンはパコロド市の労働省地方事務所の一室

で農業労働者 Urdasの未払賃金について激論， ウノレダスが会談内容に激昂し，

ナイフでサンソンを刺し，更にサンソンのピストルで射殺，またサンソンの護衛

を射って重傷を負わせた。

14日 v上院，コレヒドール事件報告作成完了一一上院国防委員会は 302ページにわ

たるコレヒドーノレ事件の報告書の作成を完了した。その中で委員会は，ムノレデカ

作戦に対する軍の説明は矛盾しており，法の承認を受けておらず不法であると述

べ，また事件調査に対する軍関係者の非協力と誠実の欠如を非難し，ベラスコ前

国軍参謀長とエスピノ国軍司令官らを偽証罪で告訴するよう勧告している。

vラゲナ州第 l地区を土地改革地域と宜言一一マルコス大統領はラグナ州第1

地区を土地改革地域と宣言した。同地域に含まれるのは，次の11町l市で米およ

び玉萄黍農地1万2556ヘクタール，受益農民数1万3000人。 Alaminos,Bay, 

Bifias, Pila, San Pedro, Santa Rosa, Victoriaおよび SanPablo市。

vパンパンガで‘地主・村長ら殺さる一一フク団員と思われる何者かにパンパン

ガ州アラヤツトのラクミット村の村長，警察官および監査役である地主が自動カ

ービン銃と45口径ピストルで殺された。ぜノレード警察軍第1管区司令官によると
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ラクミット村・の住民は事件調査に対し全く非協力的態度で、ある。また事件の報告

が第l管区当局に達したのは15日になってから，公表されたのは18日であった。

V南部の密輸，再び活発化一一消息筋によると昨年12月の比マ密輸阻止協定実

施以前に密輸を行なっていたとみられる船のうち少なくとも 5隻がサパで、密輸品

の船積を再開し，サパの倉庫は再び香港からの紙巻タバコのストックで一杯にな

っているという。

（注） 比政府のタバコ世輸による歳入国失は年5～8低ベソまた，協定実施に

より数ヵ月後には40%削減されたとみられている。

Vマレーシアのニつの敵一一ラーマン・マレーシア首相は統一マレー国民組織

第21回年次総会で，われわれは二つの敵に直面している，第1の敵は国内の共産

主義者とそのシンパで、あり，別の危険は下院でサパ併合法を分別なく成立させた

フィリピンからのものである，マレーシアは全力で自国の権利を防衛すると述べ

fこO

15日 V道路建設実績 アキノ道路局長は同日のマルコス政権2年半の実績を報告

した。①コンクリート道路。 854km，費用l億[7853万1752ベソ。 4ヵ年計画目標

2350km。②アスフアルト道路。 1257km,4919万3730ペソ。 2000kmo③永久橋。 1

万1210m,3609万6779ペソ。 3万mo④支線・開発道路。 5070km, 5905万6319

ベソ。 3900km。

Vコタバトで木材会社調査員襲わる一 コタパト州ブノレドンのヌヨ村・で，木材

会社コンセッシヨン内で，同社の調査隊が7人の武装した一同に待伏せ襲撃を受

け， 1人が殺され， 7人が負傷した。木材会社のマネージャーによると回教徒を

警備員に雇うことを拒否したことがあり，これが待伏せの動機ではないかといっ

ている。また事件前，回教徒たちは事業を停止するか，さもなくば何か悪いこと

が従業員の身に起こるだろうと威してたという。

16 B Vモスクワ・セミナ一代表任命 マルコス大統領は9月25日～10月22日にモ

スクワで聞かれる ECAFE・ソ連政府共催の国営企業に関する地域セミナーの代

表にカンポス商務次官，マナラァク比林業会議所名誉会頭，ザラテ・バンコク駐

在商務官を任命した。

vビリアレアル，米国を批判一一（ワシントン発） ピソアレアノレ前下院議長

(L）は米国官・民界を批判，ナショナリズムに対する米財界の態度は極端に短期

的で無分別である，フィリピン人の聞には既得権に対する反対が広がっている，

米政府がこの問題を交渉の場であるいは比国の法廷で問題とすることは誤りであ
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る，フィリピンのナショナリズムと自由世界の強化をはかる米国の政策とは必ず

しも衝突するものではないと述べた。

17日 Vインドの米輸入契約を落札一一一米とうもろこし貼（RCA）はニューデリーで

行なわれた公開入札で、比国産米2万5千トンの輸出契約を獲得したと発表。内訳

は，①1万トン， IR-8号， t，米， 35～40%砕米， トン当り CF価格163Jご／レ，今
年10月15日以前に船積，②1万5千トン，白米， 30～35%砕米， トン当り CF価

格158.50ドノレ， 11月151::l以前に船積。なお②の部分は中部ノレソンの精米業者が取

り扱う。

18日 Vマルコス，サバ併合法案に署名一一マルコス大統領は外交政策会議の勧告に

基づきサパの約5分の3をフィリピン領とするいわゆるサパ併合法に署名した。

また大統領は声明を発表し， 「この法案の条文も目的もサパをフィリピン領に力

によって編入しようとするものではない。法文第2条はこれまでの経緯から，フ

ィリピンがサパ地区に対する主権と統治権を獲得したとの従来からの長い間かっ

広く知られてきたフィリピンの立場を単に繰り返したにすぎない。したがってフ

ィリピンは平和的手段によってサパ請求権を追求するというわれわれの基本政策

を改めて宣言しておくことは適切であろう」と述べた。

vラーマン，侵略行為と非難一一ラーマン・マレーシア首相は緊急閣議後の記

者会見で，マルコス大統領がサパ併合法案に署名したことについて「これはマレ

ーシアの主権と領土保全を犯し，極めて挑発的な行為であり，侵略に等しい。わ

れわれは自国を守るため，あらゆる必要な措置をとらねばならない。もしフィリ

ピンが力で、サパを併合するならば，われわれは力には力で対抗するだろう」と述

べ，協議のためジュマト駐比大使に帰国を命じたことを明らかにした。

，非フィリピン活動委員会一一下院非フィリピン活動委員会は次の各項につい

て調査を行なうことを決定した。①マレーシアはサパで軍務につかせるため 1千

余のフィリピン人同教徒を募集しているとのアプラン議員（N）報告。②2人の百

万長者を含む帰化フィリピン人が，刑事事件で有罪であるにもかかわらずフィリ

ピン国籍を取得したとのアマンテ議員報告。③外国企業で比国人従業員に対し差

別が行なわれているとのパルベロ議員報告。

v輸出手続簡素化一一一大統領は輸出手続簡素化をはかり，政府の全商品関係機

関の機能集中実施のために代表を派遣する旨の内容の大統領命令を出した。

vフィリピン米とうもろこし生産者協会（ARCPP）は24日総会を聞き，次の三

つを主要議題にとりあげる。①中部yレソンの地主所有地をミンダナオの土地と（後
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者を政府委託の AmericanFaじtorsAssociates tJ:.が開発・機械化し，政府に引き

渡して後）交険するとの政府提案っ⑨民間による米輸出機構ω③土地改革法に関

する最高裁提訴事件υ

19日 Vマレーシア，外交要員引揚げを決定 （クアラノレンプール発） ラーマン・

マレーシア許制は緊急閣議後要円次のような戸fifjを発表したο①マレーシア政府

は111，；伐比政山：から覚；書を受け取ったが，フィリピンはマノレコス大統領がサパ併合

法に署名したにもかかわらず，内政干渉であるとしてサパに対するマレーシアの

主権を確認することを拒否した。この非確認は今や比マi珂1:fヰの外交関係正常化の

基盤そのものを完全に捌りくずした。比政府のこの行為はマレーシア政府に比政

府が6JJに事務担当官を 1人残し在マ大使および大使館員の引J易げを決定したと

同様の行為をとる以外選択の余地を残さないものである。③このような事態のも

とで，マレーシア政府はサパからフィリピンへの信輸根絶のために同国と協力し

ていくことはもはや不可能であり，密輸阻止協定の終結を要求するQ したがって

サパ駐在の比税関職員の引揚げを要求する。

V英極東軍司令官マレーシア支持を表明一一（呑港発） カーパー英極東軍総こj司

令官は次のように述べた。①極東軍の全軍は北部サノミをめぐる比マ危機において

マレーシアの真うしろにいる。②マレーシアの要請に基づき，極東軍司令部はジ

ェット戦闘機6機をコタキナパノレ上空経由で、19日燃料補給のため付近のラグアン

空港に着陸させた。③われわれは常にサパはマレーシアの一部であるとのマレー

シアの見解を支持してきた。③英国は英マ防衛協定を尊重する。③軍事対決の危

険は少ない。

これに対しトレンティーノ， ミトラら上院議員は対英抗議を行なうよう要求

している。

vラモス，サパ法案はマの主権侵害せず一一ラモス外相は国連総会出席のため

米国への出発に先立ち，次のように述べた。①サパ併合法はサパのフィリピン領

への物理的併合を要求するものではなく，単に1962年サパがスノレーのサノレタンか

らフィリピンに割譲された時に，フィリピンがサパに対する主権を得たという，

比国の従来の立場を法律に加えたにすぎない。フィリピンは，サパをマレーシア

の完全な一部であると認めたことはない。したがって同法の通過は，マレーシア

の領土保全と主権を傷つけるものではない。⑨国連総会で、サパ問題を持ち出すつ

もりだ。

' 1 1日に予備役演習一一ヤン国軍参謀長は， 11月初めミンダナオおよびスルー
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で｜司地域の陸海軍3軍の予備役動員態勢テストのため演習を行なうが，実際の演

習は行なわず，予備役の動員センターへの集合をテストすることが主眼であると

述べた。

V圏内糖価上昇一一ガノレシア全国マーケット・ベンダー協会理事は，国内糖価

は供給が豊富であるのに史上最高に達しつつある，原因は外国人業者の価格操作

と砂糖安定委員会が，コスト上昇による価格変動防止に失敗したことにあると述

べ，政府の対策を要求した。なお首都地区で行なわれた調査によると，糖価はす

でに精白糖で0.80～0.85ペソ， washedで0.70～0.75ベソ，ブラウン糖で0.60～

0.65ペソ，政府設定の上限価格より 30%方高い。 この上限価格は精白糖0.60ペ

ソ， washed0.55ペソ，ブラウン0.55ペソ。

T 50人の本土中国人が密入国？一一海軍情報部によると，約50人の中国人共産

主義者が中国本土からはしけでパラワン島に密入国したという。これはロミパオ

海軍司令官が全海軍部隊に対し 1週間前パラワン島付近を漂流していたというは

しけ YanLun Hong Kong号の捜索強化を指令したことから明らかになったo

'sss労組スト解除一一一19日前から給料調整問題でストに入っていた公務員保

健；hill支の労組は最高裁の決定に従いストを解除した。

Vアグサンで木材キャンフ襲撃計画？一一一アグサン州の警察軍と木材伐採キャ

ンプの警備員たちはp キャンフ。に対する原住民の広範囲な襲撃が追っているとの

報告を受け警戒体勢に入った。カガヤン・デ・オロ市の警察軍第4管区司令官は

本部に電報を打ち，武器弾薬，通信機を送るよう要請した。州警察軍司令官によ

ると， Higaenon族の軍事組織「Mabahat」のメンパーは Tirador,Nalcoおよ

び Anakonの木材会社のキャンフ。に同時攻撃をかける態勢を整えているという。

20日 Vマレーシア軍，特別警戒態勢に一一タナパラシンガム・マレーシア軍参謀長

代理は，マ軍はサパ併合法に対し特別警戒態勢に入った，政府はいかなる事態に

も対処しうるに十分な部隊，艦船，航空機をもっていると述べた。

v比人労働者のサバ入国禁止一一マニカパサガム・マレーシア労相は，比マ両

国間の緊張した関係を考慮し，マレーシアは今後フィリピン労働者のサパ入国を

認めない，またすで、にサパにいるフィリピン労働者には厳重な監視を行なう，も

し破壊活動に関係すれば帰国を要求されようと述べた。

vマルコス，米国の説明を求む一一マルコス大統領はG・メンネン・ウィリア

ムズ駐比米使に対し21日大統領官邸に出頭し，サパ紛争に対する米国の立場を説

明するよう求めた。これはマクロスキー米国務省スポークスマンが，米国はサパ
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をその一部とするマレーシアを承認していると述べたことに対してとられたもの

で，大統領は先にイングレス外相代理とロペス駐米兼国連大使に対し，！駐比米大

使館および米｜玉l務省から米国の立場を確認するよう指示していた。

Vマニラ市警察の政府管理行なわず一一マルコス大統領はマニラ首府圏の各市

長，警察署長と会談したが，会談後！也力管察に噌強制球と装備を供給するとの普

察軍首都l剖I司令部（PCMetrocom）と首都岡管察組織（Metropol）の協定を完全

実施するよう命じただけで，マニラ市警察署を警察軍管理下に置く，ないしは市

内の犯罪取締りの指揮を引き継ぐなどの措置はとらなかったり

v基地労働者，協定違反で当局を非難一一解隔を恐れ｜歪名を希望する米軍基地

の比人労働者たちは，基地当局は比人基地従業員の賃金スケール決定のため，国

内で実施される賃金調査に基地労働組合代表を加えることを一貫して拒否してい

る，当局は 6JJに結ぼれた比米労働協定を実施する志・凶を全くもっていないと非

難した。

v米砂糖クオータと圏内糖価一一アンソン砂糖割当局（SQA）砂糖積出委員長

は比国に対する米砂糖クオータの残額17万8588.78ロング・トンは1968年12月31

日の期限j)[Jに米国に到着させるため11月15F:lまでに船積されようと述べた。この

報告を受けたノラン SQA局長は，同内糖価を現在の正当な水準に保つため効果

的で十分な措置が取られた。砂糖割当命令第1号により68年9月1日から11月24

flの期間に精製されるすべての砂糖の80%は輸出に， 20%は国内に向けられる，

この20%部分は供給を補い，総量を同期間に少なくも23万トンにしよう，これは

3ヵ月間の需要量を 5万トン超過する， 19の製糖工場がすでに操業を開始して

おり，同期間に少なくも25万トンの砂糖を生産しよう，うち80%,20万トンは輸

出に， 5万トンは国内消費｜占］に入手11J能な18万トンを補う（計2;3万トン）ことに

なっている，と述べたo

vサバに分離運動？一一軍情報部が明らかにしたところによると，多くの部下

をもっサパの一部指導者がマレーシアからの分離運動を開始した，彼らはマレー

シアからの分離ないし近接性と経済的考慮からフィリピン帰属を望んでいる，ま

たこの運動はサパ生れのフィリピン人および、サパ州の長期在住フィリピン人の支

担与をうけているという。

V外務省は英大使館にカーパー英極東軍司令官の声明に対する抗議覚書を手交

した。

v米砂糖クオータ ノラン SQA局長は，カガヤン・デ・オロ市で，もし生
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産不足のため米砂糖クオータを失うことになれば，比経済は重大な打撃を受けよ

うと次のように述べた。

危機の原因は，過去3年間に米クオータ140万トンを充たせなかったことにあ

る。ある米当局者にあなたがたは台風や早魅の弁解で、はなく，なぜ砂糖を送ら

ないのか，必要なのは砂糖だといわれたことがある。また国内需要は人口増加

のため年3～3.5万トン明加した。 もし生産が2～3年間同一水準にとどまる

なら輸出用糖は全くなくなってしまうことになろう。

Vサパ発の報道によるとサンダカンで1万余のデモ隊がサパ併合法に抗議して

行進，その一部は比税関の駐在員事務所に集まり机などを打ちこわした。

21日 Vマレーシア学生，比大使館に乱入一一一約1千人のマレーシアの学生は在比マ

大使館構内に乱入し，フィリピン国旗を引き降すなどしたが， 30分後1マイル離

れたラーマン首相邸に引きあげた。報告を受けたイングレス外相代理は直ちにジ

ユマット在比マ大使に抗議覚書を手交した。

V大統領，米大使に覚書手交十一マノレコス大統領はウィリアムズ駐比米大使を

官邸に呼び，フィリピンが外国の攻撃を受けた場合の対比軍事条約の履行確認お

よびマクロフスキー米国務省スポークスマンの声明に言及し，サパをめぐる比マ

紛争に対する米国の立場を明らかにするよう求めた覚書を手交し，また米国が中

立の態度をひるがえしたとして失望の意を表明した。

v南部の4軍を統合一一ヤン国軍参謀長はミンダナオおよび、スルー地域の4軍

を増強し「南西司令部」の下に統合，パパ海軍准将の指揮下に置いた。

vヌエバ・エシハで地主・小作関係緊張一一ヌエパ・エシハ州の土地改革地域

で， 3月14日に同地域の土地改草地域宣言が行なわれて以来，小作農と地主の聞

の緊張が高まっているという。小作農たちは，賃借制から分益小作に逆戻りさせ

ようとするあらゆる形のいやがらせを受けていると地主たちを非難している。こ

の地域では4月1日に分益小作契約を無効とし，賃借契約に強制変更する措置が

実植されている。

また小作農たちは，士地改革法に基づき金融機関から借りられる最大限度は400

ペソで，これだけでは植付の費用しかまかなえない，それに貸借付金の支出も何

枚もの書類が必要なため必ず遅れが出るといっている。 Sta.Rosaの町では農民

が資金不足のため，自発的に分益小作に逆戻りした例もある。地主たちは小作農

に賃貸契約を放棄することを納得させて，個人資金から金を貸し与えている。

他の町では甫床や植えられたばかりの稲が秘かにめちゃくちゃにされ，農民た
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ちは地主のJ拠出をl出似せればならないというがf'I：が；＠，Jている。また農民たちの

役畜も何者かに射ち殺され／こ。

資金1foではこの地域の土地改W<t地のために支山された資金はこれまでにわず

か600万ベソで，計画されている費用4000万ベソ余には程遠い状況である。

V住宅資金貸付の強化検討一一カララン1t--1銀総裁は，住宅資金貸付強化のため，

貯苔および貸付協会に中銀からF咋1］引，／Jlj貸，貸付を受けることを認めた R.A. 

3779号実施のための規則および細則に関する公聴会を開くよう指示した。

Vマッシュルーム栽培に特別融資一一一比開発銀行は， 50床（：300平方メートノレ〉，

貸付資金3千ペソを最低限とするマッシュノレーム栽培特別融資計両を承認しベ

ンゲット，ヌヱパ・ヱシハ州、｜など 9州を優先地域に指定した。

22日 Vサバで、フィリピン・ゲリラとマ軍が衝突？一一一消息筋が北ボルネオから最近

帰同した者から得たという報告によると，サパ中東部のトウンク山付近でフィリ

ピン「ゲリラJとマレーシア軍が衝突し，ゲリラ 2人が死亡，マレーシア側にも

負傷者が数人IL¥たといわれる。コレヒドール事件のE・マルテリーノ少佐はゲリ

ラが元の部下であるか否かの確認を拒否しているの

しかしある消息筋は，過去数ヵ月フィリピンd人秘密軍事組織がサパで－活動して

いるとの報告を確認してし、る。同筋によると，秘密組織はほとんどスルー出身者

から構成され， TamhisanPonit, Lahad Datuの丙および Crockerrangesのジ

ヤングPレに憎んでいる。また衝突は semporna突提て、秘密組織員数人が捕えられ

たことがきっかけで，秘需組織員がマレーシア部隊を奇襲，戦闘は15分間続き第

105旅団司令官はグノレカ部隊を現場に派遣したといわれる。

vマレーシア，大使館侵入事件で謝罪一一一マレーシア政昨日士在マ比大使館侵入

事件および比同旗胃潰事件について謝罪した。

ヵ－約 lOO人のfiil教徒学生は米大使館前でデモを行なったの

Vインドネシア，調停の用意表明か－ースハノレト・インドネシア大統領は，マ

ルコス大統領宛の個人メッセージの中で，双方ともに｜析一交を避けるため相互に自

制するよう希望する旨表明した。同趣のメッセージがラーマン・マレーシア首相

にも送られたものと考えられている。

Vマルコス，首脳会談の用意あり マノレゴス大統領は，ラジオ・テレビ番組

「大統領に聴く」で次のように述べた。

フィリピンは米国あるいは他の外国勢力の援助がなくともいかなる武力攻撃

も撃退できる。またわれわれはサパに侵入する計両をもっていない。現場の全
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国軍司令官に対し，自衛の場合およびそれ以外の手段が残されていない場合以外

発砲してはならないとの命令を出しているυ （またアメリカが，サパに関しマレ

ーシアを支持しているとみられる点にかんがみ，フィリピン民生活動部隊の引妨

げと，比米軍事基地協定の破棄提案について，このような趣旨の「公式J提案は

うけていないと述べ，拒苔することを示唆）第3者が紛争終結のため交渉をはか

ろうと努力している。私は，引き続く緊張を避けるために国連あるいはどこへで

も行くし，誰とでも会談する用意がある。米政府はウィリアム駐比大使を通じ紛

争に関し中立の立場をとることを宣言したが，フィリピンはこの点に関しワシン

トンから，より明確な確認を待ち受けている。また駐サパの3人の比人税関職員

を帰国させる計画はない。

Vマレーシア，サパに増派一一ラザ、ク・マレーシア副首相兼国防相は，フィリ

ピンからのいかなる攻撃・侵入あるいは浸透にも対処するためサパに増強部隊を

派遣した，サノ〈へ来るフィリピン船はサパへの入港を認められないと述べたの

またサパのコタキナパノレで、はサパ併合法案抗議集会に集まった約5千人を前に

ムスターファ・サノリト｜政府首相はサパ東岸の作ー民に対しフィリピンの急襲に｛耐え

るよう警告した。

23日 v学生，米英大使館にデモ一一多数の学生グルーフ。が米英両国のサパ紛争干渉

に抗議して大統領府，米英両国大使館前でデモを行なったσ フィリピン商科大学

の学生は午前中集会を聞き，次いでロハス通りの英大使館ピルの窓およびドアの

ガラスを破り，更に英国旗を引き降ろそうとした。また同じ通りの米大使館前で

は英国の象徴ジョン・ブノレの人形を焼いた。一方マヌエル・ L・ケソン大学の学

生は米大使館の門と扉を閉め大使館への出入を妨害した。

v英国船の無害航行権を認めず一一イングレス外相代理はアディス英大使を呼

び，英国船は比国領海内のいわゆる無害航行権を主張で、きず，事前許可を要する

旨の覚書を手交した。同覚書は，英国軍艦が23ないし24日にシンガポールからオ

ーストラリアに向う途中パラックおよびシプツ海峡を通過するとの英政府の非公

式通告に答えたものο

V下院，比米関係の全面検討主張一一J・M・アルジェガー下院議長代理（N）が

召集したハト派，タカ派を含む下院幹部会議は次のような決議を採択し，大統領

および外交政策会議に対し同決議を採択するよう要請した。①下院はラーマン・

マレーシア首相の首脳会談招待を含むマルコス大統領のサパ紛争の平和的解決の

ための努力を確聞として支持する。②米国がフィリピンを明らかに放棄したこと
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にかんがみ，議会は大統領がIJ1防・ rl1／川Jに外11;:j援助に依存することなくわがi玉｜

自身の能力のみを基礎として国の防衛計闘を準備するよう指示すべきであると考

えるυ ⑨比｜司経済は，米凶以外からの武器弾薬の購入を合む！日防に使用しうる貯

蓄を創出するため在南ベトナムのフィルカグの資金を節約すべきであるQ ④米国

は表jfa上は中立の姿勢をよそおいながらマレーシアを支持している点にかんが

み，比米軍事・経済関係の全両的再検討が行なわれるべきであるO

Ot) ウィリアムズ米大使は，上記同決議採択後，マルコス大統領を訪れ，米
｜珂がサパ紛ゃに関し中立の立場をとる旨再度通告した。

V比マ会談の2条件一一ムスターファ・サパ州政府首相はクアラルンプールで，

比マ首脳会談開催の条件として，①サパ請求権はとりあげない，③密輸阻止協定

を丙締結しなし、の二つを示したo

v外交会議，首脳会談打診を決定一一外交政策会議は大統領と協議した結果，

エューヨークでのラモス・ラザク会談を合め比マ首脳会談開催のため，ラーマン

首相が受け入れるとの公式確認が得られた場合，直ちに正式に招聴するための打

診を行なうことを決定L〆た。外務省は在比マ大使と夜ちに接触をはかろうとして

いるが，会議後の報道によるとラーマン首相はサパ問題を討議するつもりはない

と伝えており首脳会談の開催はあやぶまれている。

v米大使，中立確認覚書を手交一一ウィリアム米大使は以下の要円の覚書をマ

ルコス大統領に手交した。

比米相互防衛条約は依然として有効であり，フィリピンが武力攻撃を受けた

場合直ちに発動される。領土紛争に関し一方の立場をとらないことが米国の伝

統的政策であり，サパ紛争に関しても米国政府は依然中立かつ全く不偏であるo

v帰営時間変更で基地経済悪化一一四クヲーク米空軍基地のあるアンヘルス市で

は，某地当局が約2週間前米空軍兵士が市内のナイトクラブで殺された後，帰営

H寺聞を月曜日から金曜日はzr後10時，士曜日は午後11時に変えたため，市内のナ
イトクラブの収入が以前より70～90%減少し，市の経済はかつてないほど悪化し

ているという。関係者は正当な理由なく帰営時間を早めたと基地当局を非難し，

スアレス市長は基地当局に対する帰営時間の変更申し入れを計画している。

また警察は5目前基地内で3人の比人警察官に暴行を加えたかどで， 5人の米

少年を告訴した。

24日 V比マ閣僚級会談の開催打診一一一マルコス大統領は，ジュマット・マ大使から

イングレス外相代理に伝えられた首脳会談に先立ち，閣僚級会談を聞くべきだと
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のラーマン首相の示唆を受け，東南アジア地域の関係正常化と平和のためラーマ

ン首相といつでも，どこででもまた何についても会う用意があると述べ，外相代

理に閣僚級会談開催の可能性を打診するよう指令した。

Vマレーシアタ閣僚会談に関し覚書一一マレーシア外務省筋によるとジュマッ

ト駐比マ大使は比政府に，双方の相違の解決および関係改善のための首脳会談に

先立ち閣僚会談を開くことが望ましい，しかしサパ請求権自体は討議できない旨

の覚書を手交した。また同筋によると，マレーシアは会談前にサパ併合法は撤回

さるべきであるとは主張しておらず，また駐比大使およびl人を除き全スタップ

の引揚げは行なう予定であり，約2万のサパ在住フィリピン人は滞在を認められ

るという o

vラーマン，サバ問題討議を拒否一一一ラーマン首相はマルコス大統領と会う用

意がある旨再確認したが，われわれはサパ請求権に関しすでにバンコクで（態度

を）決定した，しかし以前に両国関係正常化のため会談を開くことはできると述

べたことがあると言い，サパ請求権を首脳会談の議題に含めない旨表明した。

V元フク団員殺さる一一警察軍によれば EfrenLopez別名 Freddie司令官に

卒いられるフク暗殺隊と思われる 1隊に20日自宅から連れ去られたパンパンガ州

メキシコの Pandakake村の村長と Tangle村の警察署長が射殺死体となって

Tangle村の Suarez部落で発見された。警察軍の調査によるとこの2人は元フ

ク団の合法幹部で，フク団の資金を横領した容疑を受けていたという。また14日

にも Tangle村の農場監督が射殺されているという。

v回教徒の経済一一D・プラガタ・ミンダナオ国立大学経営学部長は，マラウ

ィ市での現代における回教徒に関するシンポジュームで次のように述べた。

回教徒の経済問題は複雑かつ重大である。極端な富の不平等は経済資源の効

果的配分の促進を妨げている。回教徒地域には十分な不熟練労働を吸収できる

規模の工場はほとんどなく，他地域から投資を誘引する要因を欠いている。サ

ルタンの子孫たちは富を菩積できた。少数の者はスルー・ボルネオ聞の交易で

成功した。しかし大部分は教育や家柄が全くないため貧乏を承け継いで来た。

このグループには小作農民や労働者が属する。経済的困難のためある者は不法

な仕事に誘われた。小農民の耕作地の平均面積は1～2ヘクターノレである。多

くの農民はほとんど全く降雨に頼っていて，適当な肥料の使用や種子の選択は

全くわずかである。農業の機械化は全く行なわれておらず，主な役畜はまだカ

ラパオと牛である。漁業においても回教徒は旧い伝統的なしかけと漁網を使っ
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ている。経済成長の滞停は公共および民間の建物，商店，工場，通信，運輸，

技場，産業会社からみた地域社会の規模や構成に反映されている。もし変化に

対する不合理な抵抗を振い搭し，発恨の代制［jとして草新を受け入れる経済的社

会f内環境が生れなければ， Jr］教徒地域の物質的進歩は持続できない。

25日 V比マ戦争で外国援助要請せず マノレコス大統領は大統領就任1千日記念の

記者会見で、サパ問題について次のように述べた。①現在の比マ両r:1:1間の緊張はサ

パ問題をめぐって起ったものであるから，首相会談で、サパ紛争を取りあげないこ

とは無意味である。②たとえマレーシアの要求通り私が会談前にサパ併合法案の

廃棄を望んだとしても，議会はそうしないであろう。③比マ両国ともに他に戦争

を仕掛ける力はないから，サパ紛争をめぐる｜山j国間の戦争の可能性はないし，も

し対マ戦争にまき込まれでも SEATO諸国に援助は要請しない。③いかなる第

3者の調停も勧迎する。しかし今までのところ非公式の申し入れはあったが，公

式な申し入れはない。④サパ住民が独立を望むかあるいは比マいずれの国に加わ

ることを希望するかはには，余り関心はない。重要なことはサパ請求権の合法性

がまず決定されることである。その日寺にフィリピンが要求する領土内に居住する

サパ住民は住民投票を行なうことができょう。⑥サパにフィソピン人の浸透工作

員ははいっていない。⑦（まずサパ問題を国際司法裁に提訴する約束をとりつけ

ずに，マレーシアを承認すべきで、はなかったとの野党の非難に対して）同意を得

るために努力をしたが，マレーシアがこれを拒否したため留保をつけてマレーシ

アを承認したのであるo・

V資金がなくなればフィルカグは撤退一一マノレコス大統領は記者会見で，フィ

ノレカグ派遣資金が底をつけば，フィノレカグを呼び戻すことになろうと述べた。

v非同盟政策は考慮せず一一マノレコス大統領は記者会見で，米大使館に対する

学生デモは米国の態度に不満を抱く世論を反映するものである，非同盟外交政策

とソ連製武器の購入のいずれも真剣に考えたことはないが，こうした内容の提案

を受けたことはある，と述べたo

v南部で、軍事演習計画一一一陸軍の1個師団が空海軍部隊との動員・演習のため

ミンダナオおよびスルーの戦略地点に展開しており，マグラヤ陸軍司令官はザ、ン

ボアンガ市で海・空・警3軍司令官と新設された「統合南西司令部Jの組織につ

いて会談後マニラに帰任した。先の国軍総司令部の発表では南部での動員・演習

は紙上のもので実際の演習は行なわず，時期も例年通り 11月の予定であった。

，元町長，フク団に射殺さる一一パターン州デイナノレピハン町の反フク団キャ
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ンベーンの支持者で元町長 FedericoMuliは同町から 3kmほど離れたサンホセ

村でフク団の Porting司令官に率いられた3人の暗殺隊に，町長自身のカービン

銃とトンプソン軽機関銃で射殺された。

v米の生産予想一一リサーチ・ヱンド・コミュニケーション・センターは今年

の米の生産を次のように予測している。

全米作地の約10%の収穫は不明だが， 68年6月に終った作物年度の米の生産

は現地報告によると67年度より 6.5%増加したと見られる。これは過去5ヵ年間

の年平均増加率1.5%とは較べものにならない。増産の主要な理由は高収量品種

の植付けである。たとえばカガヤン渓谷ではとれらミラクル・ライスを広はんに

使用した結果13%以上の増産が見込まれている。その他の理由は肥料，農薬の大

規模使用，濯瓶その他施設の拡大である。増産は主に農地の生産性の増大による

ものである。前作物年度に米作面積は約7万ヘクタール約2%増加したにすぎな

い。作付の増大は主に西ピサヤおよび南タガログの2地域で起った。一方ピコー

ノレ，東ピサヤ，南西ミンダナオの3地方では逆に作付面積の減少が生じた。

また現在の米価は米の自給体制がかなり前進していることを示している。 68年

上期のガンタ（約3t）当り米価は前年同期に比し4.5%低い。

26日 v真の敵は英国一一マルコス大統領は全国的なサパ請求権キャンペーンの手始

めにパンガミナン州ダグパン市で演説，サパ請求権問題でのフィリピンの真の敵

は1946年にサパを併合した英国で、あってマレーシアではない，米ソなど世界の大

国がマレーシアに味方しているが，法にもとづいてフィリピンの要求を追求する

方針は変えない，またマレーシアは首脳会談を不可能とさせるような多くの障害

を置いていると非難した。

v密輸阻止協定破棄に抗議一一外務省はカシム駐比マ代理大使を呼び，デモ隊

のサンダカン比税関駐在事務所襲撃事件（24日）に対する抗議覚書と， 9月20日

マレーシアは比マ密輸阻止協定を一方的に破棄したが，同協定は破棄の日から 6

ヵ月間依然有効であるから，サンダカン，コタキナパノレおよびセンポルナの3人

の比税関代表を引き続き駐在させる旨の覚書を手交した。

v陸軍各地で演習一一陸軍の第1歩兵師団をはじめ正規および予備役兵は各地

で演習訓練を行なっている。またマグラヤ陸軍司令官は7日間にわたり第1軍管

区でゲリラ戦の訓練を行なうと発表した。

v大統領法案に署名一一マルコス大統領は先の特別会期で可決された次の法案

に署名した。①科学技術研究開発特別基金法（H.B.17485〕。②教育基金特別法

F
O
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(H. B. 17066）。③蒸留酒精特別税引上げ法（H.B.14544〕。これら 3法は， 69年

1月1日発効し， 5ヵ年間有効o

vサバの比税関職員のパス取消し サパの移民監督官は記者会見で，密輸阻

止協定が破棄されたので，サパ駐在のフィリピン税関職員のパスは取り消され，

マレーシア出国のため 1週間の猶予が与えられていると述べた。

27日 Vラザク，会談地にバンコクを希望 ラザ、ク・マレーシア副首相は，①マレ

ーシアは対比和解会談を東京，ニューヨークないしその他の首都よりパンコクで

開くことを望む，②ジュマット駐比マ大使は，イングレス比外相のラーマン首相

宛メッセージを携行してきたと述べた。

v学生デモ，英大使館を襲う 約500人の学生デモ隊はJ・M・アディス駐

比英大使邸の鉄扉をこわして侵入し，乗用車，ベランダの灯火，植木鉢などを壊

した。 30分後警察軍部！裁が学生を排除，その後学生たちは米大使館に向った。

V関税局，米軍貨物に一般規則適用を命令一一エンリレ関税局長は全港湾徴収

官に対し，すべての米軍貨物に対し税関の検査およびその他港湾規則を適用する

よう命じた。現行の米軍輸入品に関する比米取決めでは，米軍基地内の米人は従

来検閲を免除されていた。

28日 V英大使館侵入に謝罪一一外務省は25日のデモ隊の英国大使館侵入事件に対し

て，アディス英大使に口頭で謝罪するとともに，今後大使館保護のため十分な警

備を行なうことを約束した。なお正式謝罪は29日に行なわれた。

vマルコス，対米関係について一一マルコス大統領はパギオ市で次のように述

べた。①フィリピンが侵略された場合，まず侵入者との戦闘の矢面に立つのは恐

らく米空軍であろう。②フィリピンはその他の変更も含め米国の報復行動の約束

をより拘束力あるものにするため米比相互防衛条約の改訂のための好機を待ち受

けている。③学生デモには同感するが，暴力の使用はひかえるべきだ。④11月に

ミンダナオで、サパ紛争悪化以前から計画されていた軍事演習を行なう。

またダクパン市で，フィリピンは「米英がサパ問題に関し予期しない立場を取

ったという理由だけで態度を変えるべきではない」と述べた。

29日 Vマルコス，就任 1干日の業績報告一一マノレコス大統領は「大統領に聴く」の

中で就任1千日の報告を行ない次のように述べた。①政府は一般政府支出を10%

削減し，教育等の経済・社会サービス支出を30%増大することができた。②歳入

徴収効率を45%から65%に改善し，その結果徴収増加率は21%となった。③その

他治安，各種政府フ。ロジェクト資金などの諸問題解決のため多くのことを行なっ
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た。④失業の解決と生活水準引上げのため努力した。農村地域での10%雇用増大

を含め現在わが国の相対的繁栄は明らかである。雇用の創出は困難な問題である。

たとえば都市地域では普通の労働者に一つの仕事を創出するためには， 2万から

4万ペソの投資が必要である。最も高度の産業では20万ベソ必要である。そこで

必要な投資を導入するため投資環境改善の努力をした。

V来月共産圏貿易使節団出発一一18人の貿易使節団は新市場開拓のため10月8

日モスクワはじめ，ベルグラード，ソフィア，プカレスト，ブダベスト，プラハ

および東ベルリンの東欧6ヵ国の首都訪問に出発する予定。団長テオピスト・ギ

ンゴーナ・フィリピン商業会議所（CCP）会頭，副団長アントニオ・ S，アラネ

タCCP共産貿易委員会委員長で団員はコプラ，ココナツ油，基礎金属，米，ア

パカおよび織物などの業界代表。一行はニューデリーで訪問国のピザを取得しロ

ーマ経由でベノレグラードに向い， 11月7日帰国の予定。

v比国所得分布一一一マナラック比林業会議所名誉会頭は，最近NationalO伍ce

of Mass Mediaが発行した所得分配データーは1962年比家計調査から計算された

1961年の数字で， 1966年の同シリーズによる1965年の数字によるものではなく，

60年代半ばの正しい実情を示していないと次のように指摘した。①61～65年の間

家族数は16%増加しているが，一方世帯平均所得は1805ベソから2541ベソに約41

%増加した。②1999ペソ以下の世帯は16.5%減少し，一方1万ベソ以上の世帯は

1961年の 1.4%に対し65年は2.6%であった。③（10%の者が90%の所得を得て

いるとの主張に反論して） 65年現在10%の者が所得の39%を所有し， 16.3%の者

が中産階級を構成するにすぎないと主張されているが，実は31%である。

世帯所得分布， 1965・61年 （世帯数は単位 1,000)

PJj 1" 階層　　~ . I þÿ$`N�^/ep0�% ・ 1 cs)ttt;rRサ①③ l②ー④
5,000以上

4,000～4,999 

3,000～3,999 

2,500～2,999 

487 

236 

456 

390 

2,000～2,499 I 507 

1,999以下 I 3,oso 

9.5 257 

4.6 106 

8.9 221 

7.6 181 

9.9 297 

59.5 3,364 

5.9 +230 + 3.7 

2.4 十130 + 2.2 

5.0 +235 十 3.9

4.1 +209 十 3.5

6.7 +210 + 3.2 

76.0 -314 -16.5 

総世帯／ s,126 / 100.0 4,426 / 100.0 1 +100 I 十16.0
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フィリピン（ 9月）

V密輸協定破棄に抗議一一外務省はマ大使館代表に， 30日以後サパd駐在の比税

関職員の安全を保証できないとのマレーシア側の見解に対して，比マ密輸阻止協

定の規定に従いマレーシアは，同協定をマ側の公式破棄後6ヵ月間有効なものと

見倣すべきである，比政府はマ政府が6ヵJ]の通告期間満期前に同協定を一方的

に破棄したことを重大なことと考えざるを得ない旨の党書を手交した。

またラモス外相はエューヨークでウ・タント国連事務総長と会談，サパ紛争に

対する比側の見解を説明し，国連の調停を求めた。

30日 V米軍家族への免税拡大拒否 エンリレ関税局長・蔵相代理は米大使館代表

との予備会談後，米側から米政府職員の家族および軍施設建設に雇用される米請

負会社に対する免税措置の拡大提案があったが，これに強く反対した，しかし問

題はロムアルデス蔵相の決定待ちだと述べた。

V東南アジア諸国連合第 1回経済会議聞く一一マレーシアを含むASEAN加盟

5ヵ国はマニラで自由貿易地域，輸出促進，貿易自由化計両等共通の経済政策討

議のため第1[ii］経済会議を聞いた。会期は5日までの予定。イングレス外相代理

の司会のもとに聞かれ， VictorBruyneマレーシア首席代表は，すぐれた準備と

非常に暖かな歓迎に対し比政府に深い感謝の意を表した。なお各国代表はサパ紛

争に全く言及しなかった。

Vマ， 10月6日に対比断交一一←外務省はマレーシアから，同国政府の対比関係

「一時停止」決定は10月6日に完全実施されるとの正式通告を受けとった。

一方サパからの報道は，移民局が比税関職員3名の滞在を 5日まで延長したと

伝えている。

Vカガヤン・デ・オロ市およびイリガン市駐留の陸軍歩兵1個大隊は南西統合

司令部の空警察・海軍部隊増強のためザンポアンガ地方に展開した。

Vクラーク基地に反米デモ一一学生・市職員・市民・タクシー運転手など約1

万人が「ヤンキー・ゴー・ホーム」などと呼びながらパンパンガ州アンヘルス市

のクラーク・フィーノレド米空軍基地に対しデモを行ない，マクロフスキー米国務

省スポークスマンと英国を象徴するジョン・プノレの人形を焼いた。約1千人の警

察軍部隊が基地の周囲を，米軍警備兵がヘリコプターで上空から警戒したが事故

の報告はない。
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フィリピン（10月）

フィリピン

10月
1 日 Vマルコス，国連総長に介入要請一一大統領はサパ紛争解決のため，ウ・タン

ト国連事務総長の介入を要請した。また，ラーマン首相との会談について，希望

は捨てていないが，会談が聞かれる見通しはいまのところ少ない，われわれは紛

争解決のために介入する意向を持つ第3国があるかどうかを調べている，と述べ

た。（UPI)

vラーマン・マレーシア首相は現地視察のため，サパ州コタキナパルに着いた。

（ー3日）

V職業訓練計画一一オプレ労相・人的資源開発会議議長は，全国44ヵ所の訓練

センターを 9月30日，今年2回目の修了者1万2千人が卒業し，同数の新訓練生

が入所した。今年の訓練目標は5万人であると述べた。

Vマレーシア当局は，サパ駐在比税関吏3名を， 1日午後3時までの期限付退

去命令を履行しなかったため，事実上，在宅拘禁した。

2 日 T ASEAN第1回経済会議のフィリピン代表筋は，会議は貿易自由化問題の討議

を来年に延期することに合意したが，これはシンガポーノレの支持を受けたマレー

シアが反対したためであると非難した。

V野党，マルコス批判一一ロハス上院議員・リベラノレ党総裁は，党公式声明を

出し，大統領はサパ請求権問題に対する国民の』憤りを静め，国民の注意とエネル

ギーをより緊急な国内問題の解決に振り向けるべきだと要求。また，オスメニヤ

上院議員は，大統領は外交をしくじり，われわれを戦争の瀬戸際まで追い込み，

サパ問題のまずい処理を隠し，混乱した支配から注意をそらすために過激なデモ

を黙認したと非難。

Vマタ国防相は，ミンダナオの国軍将校に対し，スリガオおよびブキドノンの

Niga-onon族担当の全国統合委員会に最大限の援助を与えるよう命じた。

T 801承認プロジェクト一一投資委員会（BOI）は，このほど次のフ。ロジェクト

の登録を承認した（計17件）。① PaperIndustries Corp. of the Philippines 

(Picop）の新聞用紙（7万ショート・トン〉， ライナー・ボードと段ボール（5.3
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万ショート・トン〉製造プラント。③イリガン綜合製鋼所（USMI)の冷間圧延プ

ラント。優先創始分野。登録能力18.6JjトンO 熱問圧延コイノレはH本から輸入。

株式の10%公聞が条件。

T Bilaan族と入植者一一ダノミオ・デ・スノレ州、IMalalagの後背地に住むBilaan族

は，警察軍と全国統合委員会に対し，入植者が彼らを先祖伝来の土地から追い出

そうとしていると援助を求め，政府はわれわれの窮状に全く関心がないようだと

不平を述べている。なお， 5年前，ピラアン族は今回と同様のキリスト教徒入植

者の侵入に対し，武装反乱を起こしたことがある。

3 B V対マ抗議一一政府はマレーシア政府に対し，サパ駐在比税関職員追放に抗議

するとともに，英国大使館に対し，ラブアン島に向う英軍機6機の比領空飛行と

クラーク基地立寄り要請を拒否する党書を手交した。

vマルコス，首脳会談の用意あり一一マルコス大統領はセプ市でのインタピュ

ーで，①緊張緩和の道を見出すため，何についても，何時でも，何処ででもラー

マン首相と会うとアピール。さらに，もし会談が開催されれば，サパ問題を議題

にする必要はないと述べ，③同H寺に， L党の批判はサパ問題に党派政治を持ち込

むものだと非難した。

vマレーシアのサバ代表権に留保宣言一一パラトパト商工相は， ASEAN第1

回経済会議の閉会宣言の最後にあたり， 「しかし，比代表団は比・マ関係の現状

にかんがみ，この会談におけるマレーシア代表団のサパ代表権限ないし資格に関

し，フィリピンの留保を宣言し，記録せねばならない」と述べた。

V外務省はこのほど，去る 4月，武装侵入の容疑で逮捕された貿易業者25名が

サパ当局から釈放されたとの通告を受けた。

v偽フィリピン人の検挙強化一一移民局は比国籍を不法取得した偽フィリピン

人3名を検挙，レイエス局長はにせ比人の検挙を全国的に強化すると述べた。

Vロムロ・フィリピン大学総長は，去る 9月6日，同大森林学部が DowChe-

micals International社と結んだ、契約を破棄したと発表。

v南部の国防強化一一陸海空警4軍からなるサンボアンガ市の統合南西司令部

(Sowesco）は，作戦・戦闘準備を完了したと発表。同時に，同司令部の海軍機は

スルー，サパ，パラワン海域の監視を強化した。また，サンボアンガ市で約2万

の学生が反マレーシア集会を聞いた。

4 日 vフク団，コンセプシオン町舎を襲撃一一警察軍（PC）第1管区の報告による

と， PCレンジャーの制服を着た約30人のフク団が，午後10時項， 3台の陸軍型
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フィリピン（10月〉

自動車でタノレラクチトドヨンセプシオンの町舎に乗り付け，カービン銃，アーマライ

ト銃で襲撃，警察官ら 3人を殺し， 2人に負傷させた。 PCは事件後， Bangcu村

の村長を含む容疑者7人を逮捕した。

T 68年の物価は安定一－ResearchCommunication Centerの報告は，外貨準

備の減少などの困難はあるが， 68年は物価が近年になく安定し，物価上昇に対す

る不満は少ないと次のように述べている。①物価安定の最大の要因は，豊作によ

り米価が前年に比し12%も下落したことにある。最上級のマカン米でも， 1ガン

タ当り1.75ベソで買える。他の食品物価は，肉4%，果物30%のように上昇した

が，米価の下落はこの上昇を相殺してあまりあり，全食品消費者物価は年率で1

%の減少を示しているO ②一方，特に都市生活者に影響のある物価は上昇を続け，

家賃は7%，光熱水道料は4%上昇した。③しかし，これら都市生活費の上昇は

食品物価の低下により薄められ，綜合消費者物価の上昇は 1%にとどまった。

5 日 Vサバ駐在比税関職員帰国一一国外退去を求められていたサパ駐在のフィリピ

ン税関職員3名は，シンガポール経由（2日〉で帰国した。

vラーマン，会談の正式通告を要求一一ー（クアラノレンプーノレ発〕ラーマン首相

は，①フィリピンはサパ請求権を討議することなく和平会談を聞く用意があるか

否か，公式に通告すべきである，③もしフィリピンが米国でラモス外相の対マ会

談開催を望むなら同外相はリン駐米マ大使と会談できょう，③和平会談はアジ

アの首府で開くことが望ましいと述べた。

vビサヤで軍事演習一一国軍本部は約1200人の陸軍士官と20歳の訓練生を動員

し，ピサヤ地方で9日にわたる軍事演習を開始したと発表。演習は民生活動と純

粋な軍事作戦の2段階に分けて行なわれる。なお， 11月初め， 4軍参加の師団規

模の軍事演習と並行してミンダナオとスノレ一地方で正規および予備役の試験的動

．員を行なう予定。

Vインドネシア，仲介を申し入れか一一消息筋によればスノリレト・インドネシ

ア大統領は特使を通じ，マニラとクアラルンプールに仲介の申し入れを行なった。

v比米軍事条約再検討の動き一ーガンソン上院議長代理（N）はマタ国防相とイ

ングレス外相代理に対し，サパ問題および以下の事項に関する報告を要請した。

①米比相互防衛条約の即事再検討，②国軍の軍備状況，③比米軍事基地協定の現

状，④在比米軍基地に比国旗のみを掲揚し，フィリピン人に基地の指揮権を与え

うる可能性。

T CCP東欧貿易使節団一一フィリピン商業会議所（CCP）は貿易使節団（団長
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フィリピン（10月）

ギンゴーナ会頭ら20名〉を8日，東欧社会主義国とソ連に5週間の予定で派遣す

ると発表。これは CCPが東欧に派遣する最初の使節団となる。なお， CCPは輸

出品目にコプラ，ココナツ油，アパカラ果物，米，薬剤jおよび靴の7品目をあげ

ている。

' M・モラレス・マニラ銀行社辰は，プヤット一族（ゴンザ、ロ・プヤット一族

の後継者〉が同行の株式の約49%を所有していることを認めた。

T PCI役員選挙一一フィリピン工業会議所（PCl)の年次選挙で新理事15人（再

選11）により会頭選挙が行なわれ， Victor Lim氏が次期会頭に選出された。同

氏は PCI理事，クリスチャン社会運動幹事， Cascorporation of the Philippines 

および Enamillingcorporation of the Philippines社長。

Vホロ（スノレーチM），サンボアンガ，ナガで反マレーシア，反米，反英デモ。

6 日 v比・マ首脳会談場所に東京が最適一一マlレコス大統領はイリガン市で，①比

・マ首脳会談の議題は，これに先立つ閣僚会談にかかっている。会談場所として

は東京が最適だ，②オーストラリアからシンガポーノレに向うオ軍軍艦は，事前許

可を得た上で比国領海の通過を認められると述べた。

T CLU，比米関係の完全改訂提案一一一一CivilLiberties Unionはラウレノレ・ラン

グレー協定（L-L協定〉に代る友好通商航海条約を中心に，民族自決と相互尊重

の原則にもとづき比米関係を完全に改訂することを提案， J.Barrera同議長はL‘

L協定は，フィリヒ。ンから事実上の政治的独立を奪い，その民族的工業化を妨げ

たと述べた。

7 日 V比・米軍事条約は国軍近代化の妨げ マタ国防相とイレト国軍副参謀長は

上院議長事務室での非公開報告の中で次のように述べた。①米国は容易に燃料・

弾薬を止められるので，フィリピンは米国の恵、みなしには戦争を維持できない。

②比・米軍事条約は，国軍（AFP）の近代化を妨げた。米国は武器・弾薬供与約

束額のわずか51%しか引き渡していず，比国に弾薬プラントの建設を禁止した。

③ AFPが必要な武器・弾薬を得るには2年間を要しよう。しかも，現在，戦闘

準備が整っているのは，主に小火器で武装した2個師団にすざない。④米統合軍

事顧問団(JUSMAG）を廃止し，武器・弾薬の供給促進のためワシントンに軍事

使節団を派遣すべきだ。

v軍，フク団掃討に出動一一完全武装の陸軍と PC部隊約1千人は， 4日夜，

コンセプシオンを襲った BernabeBuscayno，別名ダンテ司令官に率いられると

思われるフク団掃討のため，タノレラク州コンセプシオン，カパス，パンパンの町
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に展開したo

vタイ・インドネシアの仲介一一一消息筋によると，タナット・タイ外相とマリ

ク・インドネシア外相はラザク・マレーシア副首相に対し，比・マ閣僚会談開催

のため国連総会に出席するよう要請した。また，ラモス外相は三木外相とサパ問

題について協議したという。

V防衛海底ケーブル敷設に反対一一マルコス大統領はラモス外相に対し，既存

の通信プロジェクトを阻害するとして，米国の比・台・沖縄・日本その他東南ア

ジアを結ぶ防偉通信用海底ケ｝ブJレ敷設提案に反対するよう指示した。

V外務省は，米国は最終的にベトナム特需に対するフィリピンの実質的参加要

請を認めたと発表。

V南部の密入国一一下院非フィリピン活動委員会は次の情報にもとづき，コタ

パト州からスルー州にかけて現地視察することを決定した。①南コタパト，南北

ダパオ，南北サンボアンガ各州からフィリピン南部にかけ，約5千人の外国人が

不法入国し住みついている。②彼らはココナツ農場・精米所などに雇われている。

③（ミンダナオとインドネシア聞を行き来しているインドネシア人〉不法入国者

はマレーシアに協力している。④不法入国者のうち約500人は中国人で，ダパオ，

コタパト，サンポアンガ，スルー州、｜に居住している。

Vスウェーデン，対比借款申し入れ一一一スウエ｝デンの5銀行借款団（Skandi-

naviska Banken等）は，このほど比開銀に対し，同国製資本財の輸入借款に3千

万スウェーデン・クローネのクレジット・ラインの供与を申し入れた。条件は，

返済期間5年の外，先の仏銀行借款団と同様。

8日 V町舎襲撃はフク団ではない一一アキノ上院議員（L，コンセプシオン出身〉

は，コンセプシオン町舎を襲撃した一団はフク団ではないとの情報を得たと次の

ように述べた。①フク団は一度に30人も集めることはできない。通常， 6, 7人

で行動する。②犠牲者のうち2人はフク団に同情していたことがわかっている。

しかし，同議員はこの一団がフク団容疑者・同調者の聞に恐怖を広げている「モ

ンキーズJC反フク団暗殺隊といわれる〉であるか否か確言せず。

v米借款団，ニッケル開発に6千万ドルー－Wm.R. Staats社等5社の米借款

団は，このほどマリンドウケ鉱工業会社のスリガオ・ニッケノレ・プロジェクト必

要資金7500万ドルのうち， 6000万ドルを引き受けることに合意した〈うち1500万

ドルは社債， 4500万ドルは貸付〉。残りの必要資金1500万ドノレは，マリンドウケ

社とスリガオ鉱床委員会との操業契約による3000万ペソの政府借款から一部確保
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される見込みo

v中銀，短期借款の延長に成功一一カララン中銀総裁はニューヨークでManu-

facturers Hanover Trust他22米銀行借款団と，総額1億4150万ドルの借款協定

を結んだ。内訳は短期債務8150万ドルの返済期間4年延長および新規スタンド・

パイ・クレジット6000万ドノレ。同総裁は，新協定により，さらに1t1銀は2000万ド

ノレの短期クレジットを得，ペソの対外的地位は一層強化されようと述べた。

vタバコ港にユーゴ船入港一一一このほど，アノレパイ什｜のタバコ港にユーゴスラ
ビアの貨物船Yugolinja号が入港，コプラ，原木，製材，タバコ，鉄鉱石を積み

込んだ。同船の比国内総代理店は BotelhoBulk Transport社。

vラザク，直接接触を要求一一ラザグ・マレーシア副首相は，記者会見で次の

ように述べた。①われわれは和解と関係改善について会談する用意はある。⑨し

かし，フィリピンから公式のコミュニケーションがなければならない。フィリピ

ンは会談のためにマレーシアと「直接接触」すべきである。③ニューヨークに行

く計画はない。会談はアジアで聞く方がよい。

V民聞に米の輸出許可一一マルコス大統領は，⑦農業協同組合開発委員会を設

置する行政命令と，③ Grains Marketing Cooperative of the Philippines 

(Gramacop）に米の取引に関し，米とうもろこし局（RCA）および CentralCo-

operative Exchange (CCE）と同等の権限を与える政令に署名した。

9 日 v国防体勢は十分一一マタ国防相は7日の発言について次のように述べた。①

攻撃に対する保障としては，比・米相互防衛条約と SEATO条約を結んでいる。

②圏内の脅威に対しては，対処するに十分な計画と準備がある。⑨現在，陸海軍

は自己資金で国内業者から燃料を調達している。空軍は，比・米合同防空体勢を

敷いているので，燃料は米国から供給を受けている。

v米国以外から武器調達を一一アルジェガー下院議長代理（N）ら与野党下院議

員は大統領に対し， AFPの装備近代化のため，米国以外の共産圏を含む武器供

給先を調査するよう主張している。この動きは，下院調査団に対し，マタ国防相

とヤン AFP参謀長が， ①米国はこれまで AFPに対する武器・装備の引渡しを

遅らせてきたし， これまで引き渡された物資は第2次大戦時の代物である，②

JUSMAGはAFPがより多量の，より優れた武器を要請したのに対し，好意的

に考慮することを断固拒否した，③米国は日・比賠償協定による比国内弾薬工場

の建設に反対したと報告した後に出たものである。

vラモス，マ当局者と接触一一イングレス外相代理は，ラモス外相が比・マ閣
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僚会談開催に関し，国連で、マレーシア政府当局者と直接接触したと発表。

vプヤット，軍事条約全面検討を支持一一L-L協定改訂予備会談比側代表団に

同行しているプヤット上院議長は次のように述べた。①貿易交渉に対する比側の

立場は，比・米3軍事条約改訂交渉のそれと矛盾するものであってはならない。

③上院における軍事条約全面再検討の動きは時宜を得ており，推賞に値する。こ

れは恐らく次期米大統領の関心を引くだろう。

f AFP本部筋によると， ミンダナオの AFPラジオ局はサパに向け，サパ請

求権キャンベーン放送を開始した。

Vレイエス移民局長は，各種の情報から，国内共産主義者が外国共産主義者と

連絡を保っていることを示す有力な徴候がある。しかし，空港をこれら分子に利

用させないための対策は実施されていると述べた。

vマルコス大統領は，政府プロジェクトの進行状況視察のため，サンボアンガ

市に出発。

10日 vサバ代表権留保の立場変えず一一イングレス外相代理は， 14日からソウルで

聞かれるコロンボ・プラン会議の分裂を避けるため，サパ問題に関する留保を行

なわないで欲しいとの主催国韓国の要請を拒否した。

（注〉 サノミ併合法成立以来，フィリピンはマレーシアの参加する国際会議では

マレーシアのサパ代表権に異議を唱える政策をとっている。最近では，東京

のILO会議でオベル労相が，マニラの ASEAN経済会議ではノミラトノミト商

工相が留保を宣言しているo

v第3国の調停受け入れず一一イングレス外相代理は記者会見で，現在の動き

はマレーシアとの双務的解決に向うものであるから，現時点では，フィリピンは

比・マ紛争における第3国のいかなる調停提案も受け入れられないと述べた。

v共産国の武器購入に反対一一一ガンソン上院議長代理はキャンプ・アギナノレド

の国軍装備部視察後，次のように述べた。①フィリピンは海岸線を防衛するに十

分な武器と弾薬を保有しているが，装備の3分の2は第2次大戦当時のものであ

る。②空軍はジェット機12機と C47輸送機37機を保有しているにすざない。⑨米

国の武器供給が遅滞しているからといって，共産諸国から武器を購入すべきでは

ない。

v政府のアキレス臆，犯罪と汚職一一フィリピン村会議連合（BCAP）のL・パ

ストル議長は，最近，国内主要地域を回った印象を次のように述べている。①こ

れまでのところ，政府の R& R （米と道路〉計画は住民になお強い印象を与え
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ている。この部門における明白な，とくに支線道路の業績は高く評価されており，

政府の悩みの種である汚職と犯罪に対する非難は影がうすい。③しかし，大統領

は政府のアキレス臆となりかねない内国歳入局（BIR）と関税局（BC）やその他の

不正行為を除くために断回行動した方がよい。両局の全面的分解検査は不可避で

ある。他方において，政府は道路建設計画をより精力的に続けるべきである。

vマボノ族に補償一ータマノ全国統合委員長は大統領に， KalinanTimber 

Industries社は，同社警備員に破壊され追放された380人のマボノ族と Atu族の

財産補償に1万ペソを支払い， マボノ族はタパオ州 Simod村の先祖代々の土地

に帰ったと報告した。

V移民局は中国本土から密入国した3人の中国人青年を国外追放し，台湾総領

事に引き渡した。これで66年以来，移民Mが国外追放した外国人（ほとんど中国

人〉は322人に達した。

v下院非フィリピン活動委員会（委員長 TitoDapaya, N）は，調査の結果，

地方の町で不正に市民権を得た外国人が選挙で、重要な公職についている例がいく

つかあるとして，法務省に調査を要求した。

11日 ガンソン議員，米軍基地撤廃に強〈反対一一ガンソン上院議長代理は在比米軍

基地撤廃要求に強く反対して，かかる動きはあまりに過激であり，フィりピンを

共産主義者の邪悪な計画にさらすだけであり，フィリピンは彼らから軍事援助を

求めねばならなくなろうと述べた。

v回教徒対策一一ミンダナオなど南部地域の視察を終えたマノレコス大統領は，

10日，元コタパト州知事U・マタラムを回教徒問題大統領顧問に任命したのに続

き，①AFPに完成の遅れているサンボアンガ空港の改修工事を民間業者から引き

継ぐ，②フィリピン陸軍士官学校に年5人の適格な回教徒の入学を認める，③官

房次官にアグサンと東ミサミス州の境界紛争の解決を促進する，④国立銀行に対

し， ミンダナオの新設州の州庁舎建設資金取得を援助するよう指示した。

v砂糖の自由市場割当増額一一外務省は国連国際砂糖会議（ジュネープ）がフ

ィリピンに対する砂糖の国際自由市場割当を，従来の 2.5万トンから 6万トンに

引き上げることを認めたと発表した。

Vイロコス・ノノレト州の農地相談所の報告によると，｜司州には土地問題はない

が，収穫期毎に地主は小作から30ガンタ当り 3ガンタを強要し，村祭の際，ある

地主は小作から豚や鶏をタダで強要し，時々これもタダで地主のために洗たくや

柵なおしなどの仕事を要求されており，地小作関係は全く不健全だという。
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12日 V比・マ閣僚会談正式申し入れ ラモス外相はニューヨークで，リン・マレ

ーシア国連大使と会談，比・マ閣僚会談の開催を正式に提案した。

v中銀，輸入信用を若干緩和一一中銀は回状260号を修正する264号を出し， 10

月12日より 2ヵ月間，必需生産財の輸入に対する特別定期預金を50%から25%に

引き下げた。これにより，推定1億2千万ペソが解放されp 商銀の未払貸付が同

額減少するものとみられている。また，現在，民間商銀の未使用信用状は66年12

月より27%高い水準にある。

v武器調査使節団は未承認一一マルコス大統領は記者会見で，武器援助ないし

購入の可能性を調査するという対欧下院使節団は承認を受けていない，彼らは金

をどこから手に入れるのか，必要なのは武器でなく金だと述べた。同使節団は，

先にアノレジェガー下院議長代理により承認されたといわれる。

v政府公式筋によると，米国は対比軍事援助計画の全面検討を行なうことを決

定，今月中に在比JUSMAGの効果調査のため，米軍太平洋総司令部から代表団

が来比する予定である。

, MAN，石油産業国民化を支持一一ーナショナリズム前進運動（MAN）はC・パ

ノレベロ下院議員のフィリピンにおける英米石油産業の国民化提案に全面的に支持

を表明し，かかる動きは国家の安全，政治経済の独立にとって自明の要求である

と述べた。

, 801承認プロジェクト一一一一投資委員会は次の二つの創始プロジェクトを承認

した。① ChemicalIndustries of the Philippinesのソシウム・トリイポリホス

フェイト（STPP）製造プラント。現在STPPはすべて輸入に依帯している（年

間約1.2万トン〕。② F.C. Ordoveza and Sons社の穀物乾燥機製造プロジェク

ト。年産能力は 1日12時間運転で籾米200カパンの乾燥能力をもっポータプノレ乾

燥機250台。この種の乾燥機の需要は10年間に2万台と見積られている。

v頭脳流出と労働条件一一一このほど，イノセンテス労働次官らがまとめた「頭

脳流出Jに関する報告は，米国の EVP計画をフィリピン人の熟練した科学技

術者を集める手軽なしかげであり，看－護婦は訓練受講者と考えられているのに，

きつい正規の仕事をやらされ，しかも，受訓者として安い給料しか支払われないω

医者の給料も米人医師の5分の 1' わずか300ドルという悪い条件であると非難

している。

13日 Vマレーシア，閣僚会談を受諾一一～ラザ、ク・マレーシア副首相は次のような芦

明を出した。 「私はラモス外相から両国間の緊張緩和の方法を討議し，マルコス
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大統領とラーマン首相の首脳会談の可能性を検討するため， 68年10月22日以降の

適当な時日に東京で会談するよう招待を受けた。フィリピンのサパ請求権問題は

討議の主題とならないことはメッセージから明かである。このメッセージは，フ

ィリピン側の緊張緩和と和解の明白な意凶を示しているので，私は首相の同意を

得てラモス外相と東京で会談することに合意した。私は68年10月22日！其東京に

出発することを提案する。」

vマルコス，非同盟政策に警告一一一マルコス大統領はテレビ番組で，下院のア

メリカ離脱，非同盟政策採用要求を間接的に批判し「われわれは全くの短気，恐

れ，怒りあるいはその他の感情から国防問題を決定すべきではない」と警告した。

vマルコス，経済政策について一一マルコス大統領はテレビ番組で，現政権の

財政・金融政策の成功を強調し，次のように述べた。①就任来30ヵ月に，通貨供

給は21%増加した。これは信用緩和政策の結果である。信用増加30億ペソのうち

10億ベソは公共部門に， 20億ペソは民間部門に流れた。通貨供給増加のうち，政

府分は大部分PNB,DBPを通して民間部門に流された。政府の財政・通貨政策

は生産活動を支持し，不振産業に金融援助を与えるために有形の便宜を設定する

ことを目的とした。 4月現在，政府は1351の不振産業を援助した。②政府の財政・

通貨政策はより高い生産に向けられたので，政府はその努力をインフラストラク

チャーの開発と保健と教育におけるように人々に重要なサービスを与えることに

集中した。⑨政府はまた主食の自給問題に取り組み，これをなしとげた。政府は

国内産米の輸出において，米1カバン当り 2ベソの損失に備えている。これは第

1に国内農民に対する助成である。米の輸出によって，われわれはドノレを稼き，

同時に，ストックを処分し，米の購入計画に資金を与え，農民に対するインセン

ティブを維持するに十分な資金を獲得する。④現政府の政策の結果わが国は世銀，

IMF，その他国際機関において良好な信用評価を受けている。その証拠に，中銀

は数日前，米国の23銀行と借款協定を結んだ。この借款協定により，直に中銀の

外貨操作に2810万ドル使用できるようになり，また2千万ドノレの短期借款を得，

さらに， 6千万ドノレのスタンドパイ・クレジットを得た。フィリピン銀行家協会

の代表も十分な金融支持を与えることを約した。⑤こうした財政金融政策により，

1966年の実質成長率は5.5%,67年のそれは5.8%に達した。在任30ヵ月の問中銀

は米の輸入と生産に10億ベソを使用した。このうち 8億4500万ベソは米の生産に

使用された。わずか2億5千万ベソが米の輸入に利用されたにすぎず，このうち

4千万ベソが年央現在，未払いであった。
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14日 vマレーシア政府覚書一一マレーシア外務省は次のような覚書を比政府に手交

した。一一フィリピンは9月18日，マレーシアに対し，サパに対するマレーシア

の主権と領土保全を認めない旨正式に通告した。それ故，フィリピンはマレ｝シ

アの領土保全と主権を認めていず，また，クアラルンプールに外交団を！駐在させ

る理由はないはずである。したがって，マレーシア外務省はマレーシアの主権と

領土保全に関する比政府の見解とともに，在クアラノレンフ。ール比大使館員を引き

続き駐在させる根拠を要求する。 7月20日，フィリピン政府はマ政府に対し， 1 

人を残し駐マ大使館員を全員引き揚げると通告した。

vオスメニア議員大統領選出馬を声明一一セlレギオ・オスメニア Jr.上院議

員（L，セプ）はロハス上院議員・ L党総裁と会談後，大統領選出馬声明を出し

た。有力な宗教・政治団体である Iglesiani Kristoが提案したといわれるマルコ

ス・オスメニア候補の可能性は否定された。同議員は次のように述べた。一一セ

ブ人の票数は240万であり，イロカノ人の票数110万の2倍以上である。 1961年に

は無所属で立候補し，もう少しで副大統領に当選するところであった。多くの選

挙民は，高物価，治安悪化，汚職などを起したマルコス政権の業績に失望してい

る。⑨外交政策については，反共政策とより密接な比米関係を追求する。また‘

共産諸国からの武器・弾薬の購入と在比米軍基地の撤廃に反対する。

v武器購入資金一一ガンソン上院議長代理は下院の共産圏武器購入提案を拒否

し，次のように述べた。一一現在，政府の赤字は6千万ペソに達している。われ

われは軍の即時近代化のための武器調達費用2億ベソをどこから手に入れられよ

う。米国はすでに5億ペソ相当の装備を供与した。政府は資金不足のためいろい

ろな問題を解決できないでいる。共産圏武器購入案は，米国の近代兵器引渡しの

遅滞とサパ請求権に対する態度とともに，怒りと困惑と党酵の産物である。下院

議員は問題をあまりにも軽々に語りすぎる。

v回教徒議員，アキノ議員を批判一一ーベンダトウン下院議員（L, コタパト）

はL党議員のサパ問題に対する声明を無分別だと批判し，次のように述べた。⑦

マタラム・コタパト州前知事（L）が同州、lで起した分離運動を完全に消散させられ

るか否かは，南部回教徒を現在の「第2級市民Jの地位から引き上げるための大

統領のプロジェクト実施いかんにかかっている。回教徒はサパ請求権に関してマ

ノレコス大統領支持に一致している。 （アキノ上院議員の発言を引用して） L党の

指導者は国民を分離し，混乱させるような発言をすべきではなく，この問題を党

派政治の問題とすべきではない。南部回教徒は，サパの住民投票は英国により不
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正に行なわれたとし、うのがフィリピンの公式の立場であり，アキノ議員の声明に

憤慨しているけ

（注〕 アキノ発討一一一国連により行なわれた住民投票はサパ住民がマレーシア

に￥aまることを望んでいることを示しており，フィリピンはサノミ請求権を放
棄すべきだ。比同軍は軍備の不足のため，実戦を 6日間とは続けられないo

v武器援助の遅延は議会にある一一一消息筋によると，サリエンテス国防次官は

最高軍事評議会（GMC）の秘密会議で次のように述べた。⑦JUSMAGはAFP

の軍需計画に干渉したことはなく，賠償による弾薬・武器プラントの建設に反対

したのは日本である。 JUSMAGはパターン弾薬プラント建設に技術援助を約し

た。⑦マノレコス政権以前，米国の援助計画が遅れたのは，議会が AFP予算を削

減し，増員を否決したためであるのそのため，多くの師団や戦闘部隊は書類上に

のみ存在するようになった。兵員不足のため，兵器の引渡しは遅延させられるか

見合せられねばならなかった。

V密輸タバコ急増一一一パスケス・フィリピン改草党総裁は，報告によると比・

マ密輸協定破棄以来，香港で製造されサパからフィリピン南部に密輸された紙巻

タパコは約lO{=ff, 4万ケースに増加し，特にサンボアンガ，セブ，パコロド市で

公設市場であるいは立売り人により公然と売られていると警告，密輸阻止活動セ

ンターの改革を要求した。

Vスルー，サバ請求権に反対？一一（コタキナパノレ発） 当地のサパ・タイムズ

紙は，比・マ密輸協定破棄以来初めて， Kumpits（快速船） 3隻が13日，紙巻タ

パコを買うためサンダカンに入港したと次のように伝えた。－ーしかし，当地の

業者は手持のストックがなかったので，仕入先に至急、サパにストックを送るよう

電報を打った。クムピットの業者は，マノレコス大統領のサパ請求権に対しスルー

諸島には反対がある。もしマルコスがサパに侵攻するならば，最初の戦場はサパ

ではなくスルー諸島となろう。マルコスのサパ併合法案署名は，スルーの失業者

が職さがしのためサパに入れなくなり，パーター取引もだめになるので，憤慨の

的になっている。

V東欧貿易使節団，ユーゴにーーギンゴーナ・フィリピン商業会議所（CCP)

会頭を団長とする CCP貿易使節団は， ユーゴスラピアのベノレグラードで、ユーゴ

当局者と相E協力，特に造船と木材工業の協力拡大について会談した。

15日 Vイングレス外相代理は外交政策会議のメンパーと個別に在マ大使館員の引揚

げ問題について協議したが，意見の一致はみられず。①C・ロムロ将軍とマタ国

一（218）ー -140-



フィリピン（10月）

防相一駐在継続。②F・ネリ元外相とセラノ元外相ー即時引揚げ。③ティーハン

キ一法相一比・マ外相会談後まで、決定延期。

vラモス，国連サバ演説一一ラモス外相は国連総会で演説し，サパ請求権が解

決されるまで，フィリヒ。ンはマレーシア政府のサパ代表権を認めることはできな

い。しかし，平和的手段によってのみサパ請求権を追求する，国際司法裁の決定

がマレーシアに有利であっても，これを守る用意があるし，もしこれがフィリピ

ンに有利であるならば民族自決の原則を守り，住民投票を実施すると述べ，サパ

問題の平和的解決に対する国連の支持を求めた。

v武器購入問題一一マルコス大統領はアノレジェガ｝下院議長代理ら下院首脳を

大統領府に招き，①政府は米国以外から武器を購入する計画も資金ももっていな

い，②政府の政策は，現行の比・米諸協定に基づき米国から軍需品を確保するこ

とであると伝えた。これに対しアルジェガ一代理は，現在，ヨーロッパにいる下

院武器使節団（ナパロ，アルベノレト，エンベルガ，パノレベロの4各下院議員〕は

実情調査のみを行ない，交渉の権限は与えられていないと述べた。

また，渡米中のプヤット上院議長は，ソ連は武器を無償で与えあるいは非常に

有利な延払条件で売却することはありうる。しかしかかる取決めはソ連による

比国領の軍事基地利用交渉に道を聞くものであり，共産国からの武器購入提案は

危険であると述べた。アマンテ下院議員は，下院の非同盟政策議論はばかげてい

る。キューパ，インドネシア，アラブ諸国は共産圏に引き込まれたと述べた。

T BOI承認プロジェクト一一投資委員会は次の2件のプロジェクトの登録を認

めた。⑦ M & S社の製材所。年間能力750万ボード・フィート。合板工場，年

間9600万立方フィート。生産の50%輸出が条件。③ Litton& Co.の漁業フ。ロジ

ヱクト。漁船27隻を使い，年間生産7260トンO これは投資優先計画の設定目標25

万4千トンの2.9%弱で，これまで委員会が承認した4プロジヱクトの総比率は

7.43%にすぎない。

v職業訓練センタ一新設一一このほど，新たに23の人的資源訓練センターが開

設された。これにより，全国のセンター総数は84，受訓者数は2千人ふえ， 1万

4千人となった。

v日・比パイロット・ファーム交渉終了一一日・比両国代表はこのほど，日・

比パイロット・ファーム・プロジェクト実施に関する交渉を終了した。農場建設

予定地は東ミンドロのナウヤンとレイテ州アランアランのサン・ミゲlレ。規模は

各々100ヘクタール，建設費は620万3600ペソで，うち70%日本政府負担。
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ブイリピン（lOJJ)

v大統領はこのほど，｜主Ji車工業開発機構（UNJl)O）の授iリJ獲得促進のための委

員会を創設した。なお， 67年の国連開発計画による比国プロジェクトは420万70

00ペソ，一方， 68年の UNIDO援助の投資前プロジェクトは699万4300ペソ。

16日 vクラーク基地紛争一一一マルコス大統領は官邸にウィリアム米大使とクラーク

米空軍．基地関係者を招き，同基地とアンヘノレス市の紛争についてアンヘルス市当

局者との会談をあっせんした。紛争の発端は，基地当局がアンヘルス市の一部地

域への米兵の立入りを禁止したことおよび午後8時から午前6時まで外出禁止し

たことにある。この措置は岡市の経済をまひさせるため，岡市の市議会が事実上，

米兵の市内立入りを禁じ基地当局者数人を好ましからざる人物と宣する決議を

採択しこれに報復，同時に同市警察も基地の正門前に検問所を設けた（15日に撤

去〉ο このため，両者の関係は極度に悪化している。

16日 Vサバ代表権承認を要求一一公式筋によると， リン・マレーシア駐米大使はワ

シントンからニューヨークのラモス外相に電話で，もしフィリピン代表が東京会

談でフィリピンに代りラザ、ク副首相のサパ代表権を承認するとの声明を出さない

ならば，ラザ、ク副首相は東京でフィリピン代表と会うことはできないと伝えた。

v代表権確認拒否 フィリピン政府はこのほど，マレーシア政府に次のよう

な公式覚書を伝えた。①フィリピン外交団は比政府が望む限りマレーシアの首都

に留まる。②サパをその構成州、！とするマレーシア連邦の領土保全および主権の尊

重確認要求を拒否する。

v中銀覚書1767号 M・モレノ農業天然資源会議所副会頭は，中銀回状264号

付属の中銀覚書1767号は，前者が 1億ベソの資金を解除するのに対し，逆に6億

ペソの資金を凍結するものだと批判して，中銀に対し再考を求めた。

（注〕 中銀党書1767号は，作物貸付等を除き輸入手形， l七同銀行の輸入手形か

ら出る荷為替荷物保管預証を合め，未使用外貨信用状および対顧客負債引受

けの総額を， 11月12日まで， 10月12日現在の水準の80%に制限し，また信用

状の開設を68年 1～9月の月平均水準に制限する。

17日 V東京会談の条件一一イングレス外相代理は，フィリヒ。ンはマレーシアに東京

会談欠席の決定を再考するあらゆる機会を与える。しかし，受け入れ難い条件で

東京会談を開くことに岡執しないと警告した。

一方，ラザ、ク・マレーシア副首相は，フィリピンはいつも前言を破ってきた。

フィリヒ。ンは東京会談でサパ問題を取り上げないと約束したと非難した。

vクラーク基地紛争悪化一一スアレス・アンヘルス市長ち市側代表とE・ベイ
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フィリピン（10月〉

ト・クラーク米空軍基地代表は帰営時間変更について会談したが，基地側が市内

での米兵の安全保障を要求したのに対し，市側は誠意を欠いていると非難，会場

から退場したo

vタルラク州の土地税滞納一一タルラク州の土地税部によると，同州の地主た

ちの1945年から68年6月までの土地税末払額は531万7122.21ベソに達している。

州当局は同税の徴収率を80%に引き上げるよう指示しているが，これまでの最高

は60%にすぎない。原因は，滞納に対する罰則が軽いこと（2年後に 12%），お

よび、徴税官たちが報復を恐れて差押えや徴税が出来たいで、いるためという。

V大統領選挙の争点一一ロハスL党総裁は来年の大統領選挙の争点として，①

治安秩序の崩壊，②うれうべき経済状態，③重税，④物価上昇の四つをあげ，マ

ルコス大統領は強くも弱くもある，しかし決して無敵ではない，この4点につい

て大統領は非難されやすい，また， L党は外部からの大領候補輸入に扉を閉して

はいないと述べた。

, BOI 承認プロジェクトー一投資委員会はエリサノレデ圧延ミノレの冷問圧延フ。ロ

ジェクトを承認した。年間能力は最初の4年間14万トン， 72年以後20万トン。投

資優先計画の設定目標は， 75年に54万7千トンである。

18日 , L-L協定改訂第2回予備会談終了一一10月7日以来ワシントンで開らかれて

いた L-L協定改訂第2回予備会談は，次のような共同コミュニケを発表した。

①これ以上の合同予備委員会会議は必要ない。②両国政府は外交ノレ｝トを通じて，

何時両国間の経済関係に関する新協定の交渉を開始できるか決定すべきである。

19日 Vマルコス，サバ代表権承認拒否一一マルコス大統領は記者会見で，比・マ外

相会談開催の条件としてサパ代表権を認めよとのマレーシアの要求を拒否するこ

とを明らかにし，フィリピンは，そのマレーシア承認はサパ請求権を損わないと

の留保付きであるとの不変の立場を維持していると述べた。

v大統領候補の条件一一ペレス上院議員（N）は次のように述べた。来年の大統

領選挙でマルコス大統領に対抗する野党の理想的な候補は，①強固な政治的基盤

をもち，②有名であり，③個人的財産をもち選挙資金を集められねばならない。

これらの条件は， L党員の中ではオスメニヤ氏に最もあてはまる。セブ出身の向

上院議員は，マルコス氏のイロカノ票100万に対し， 2倍のセブアノ票200万票を

あてにできる。元大統領の息子である彼の名は，彼自身の政界活動によっても全

国民に良く知れわたっている。彼は富豪としても知られ，資金集めの影響力もも

っている。米国の支持も大統領選挙に影響する要因の一つである。この点でも，
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フィリピン（lOJJ)

オスメニヤ氏は内外で米国の友人として知られており，時に米国びいきにすぎる

と非難される。オスメニヤに次ぐのはロハスL党総裁だが，票数と資金が少ない。

その後に続くのはパディラL党上院院内総務，サロンガ上院議員およびピリアレ

アノレ前下院議長で、ある。

ロベス現副大統領以外の副大統領候補を選べば損失は大きい。ロペス氏を排除

することは，票と資金の両国での損失を意味するし，党内に分裂を生み出す真空

を残すことになる。

vマレーシア，会談拒否一一マレーシア外務省スポークスマンは，ラモス外相

が同外相とラザク面lj首相が兄弟として友人として非公式に会談することを提案し

たとのニューヨーク報道に論評して，もしフィリピンがラザク副首相をサパを代

表していると認めないならば，たとえ非公式であっても会談できないと述べた。

v米軍用船に対する港湾使用料一一ウィリアムズ米大使は外務省に対し，口頭

で，マニラに入港する米軍用輸送船に港湾使用料を課すことは慣行上の重大な背

反であると抗議した。これは，先にマニラ港関税徴収官が，米軍用輸送船も関税

法2703条を免除されないとして徴収命令を出したものだが，マルコス大統領は，

問題について米大使館当局との会談が進行中であるとして，直ちに使用料徴収の

一時停止を命じた。

Vマノレコス大統領は，米国その他の航空会社にフィリピン乗入れの暫定許可を

与えるよう命じた。

v国家科学開発委員会はこのほど，科学技術開発特別基金の資金を使用する科

学的人的資源開発5ヵ年計画に対する3800万ベソの割当を承認した。

21日 V比大使館員の引揚げは比側の専決事項一一マルコス大統領はラオアグ市で，

駐マレーシア比大使館員の引揚げはわれわれ自身が決定することであり，マレー

シアは彼らの除去をわれわれに命ずることはできないと警告した。

一方，イングレス外相代理はマニラで，外交・領事関係に関するウィーン協定

には，好ましからざる人物と宣するか，あるいは現実に外交関係が断絶する以外，

マレーシアが合法的に比大使館員の退去を命ずることを認める条項はないr しか

し，いずれの場合にも，マレーシアは行動に対し全責任を負うべきであると述べ

た。

v下院，対共産貿易の可能性を調査一一J・ロセス下院比・米関係再検討特別

委員会委員長は，委員会は鉄のカーテンの両側の諸国との貿易の可能性を調査せ

よとのアルジェガー下院議長代理の提案に全力をつくす，アルジェガー・エンベ
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ノレガ提案は，マクナマラ前米国防長官の最近の声明に反映されているように，米

国の海外援助政策にアジアからヨ｝ロッパ，ラテン・アメリカ，アフリカへの重

点・優先順位の変更の強い徴候が存在することにかんがみ，実行可能なものとな

ったと述べた。

vマルコス，副大統領に口ペス氏を一一マルコス大統領はラオアグ市でイロカ

ノ人のロベス支持を求めて，もし私が再び大統領候補に指名されれば，副大統領

候補にロベス現副大統領を選ぶと述べた。

v米軍用舶に関税規則適用を一一エンリレ関税局長は，戦艦を除く全ての米国

船に関税規則を適用し，すべての港湾手数料を支払わすべきである。米軍貨物に

関する限り，比・米軍事基地協定の規定は実際には実施されていない。私はこの

規則を機会に，比・米両国政府が基地協定全体の検討を行なうことと期待すると

述べた。

22日 v市会議員暗殺犯人はモンキーズか一一－E・スアレス・アンヘルス市長は， 20

日，パンパンガ州、｜サン・フェルナンドで殺されたロマン岡市会議員暗殺犯人は，

殺し民恐らく CIAに煽動され資金をもらっているプロ PC暗殺隊「モンキー

ズJだと非難。その根拠として，暗殺直前同議員がクヲーク基地と市の対決を中

心になって指導していたことをあげている。一方，ゼノレード PC第1管区司令官

は，フク団はこの事件に関係していないとの声明を出したが，市長の主張と「モ

ンキーズ」の存在を強く否定した。なお，ロマン議員はパンパンガ州市会議員連

合会長で， PCの批判者としても知られていた。

T CCP使節団，ルーマニア着一一一21日， yレーマニアのブカレストに着いたCCP

貿易使節団は， 0.Kallas商業会議所会頭およびP.Veres外務次官と会談した。

, 68年度砂糖生産一一砂糖割当局は，67/68作物年度の砂糖生産は，前年度より

3万5千米トンふえ 175万5千トンであったと次のように発表した。①これは前

前年度より21万トン多い。③このうち172万2361.15トンは9月1日現在，すでに

生産され，約3万3千トンは，現在，ピクトリアとロペス製糖工場で精製されて

いる。⑨作付面積は30万5809.93ヘクタールで，ヘクタール当り平均生産量は82.31

ピクル， 66/67年度のそれは85.66ピクル， 65/66年度は74.50ピクルであった。④

生産の伸び悩みの原因は，三つの破壊的台風と長い早魅にあり，約10万トンがこ

のため失なわれた。

23日 V比大使館員，外交特権喪失一一ラーマン・マレーシア首相は閣議後記者会見

で，！駐クアラルンプール比大使館員はすべてその外交免除と特権を失った。マ政
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フィリピン（10)J) 

)ffは在マ外［：k］人にljえてし、ると同等の保護を与える。われわれは彼らが法を守り

自身で行動する限（），当地に留ることに反対しないと述べた。

一方，イングレス外相代理は記者会見で，比政府は駐マ大使館員の機能停止を

決定していない。彼らの地位は変らない。また，マレーシアから何ら通告を受け

ていないと述べた。

l CCP使節団，プラハ着－－CCP東欧貿易使節団はハンガリーのブダベストか

らプラハに着いた。ギンゴーナ団長によると，使節団はハンガリー当局と両国商

業会議所が企業に直接貿易を焚励するための協定に調印した。

Vガンソン議員，副大統領指名に出馬一一ガンソン上院議長代理はイロイロ市

でのラジオ・インタビューで， N党大会では副大統領候補指名を求める。ロベス

氏はもう年取っているがう私はまだ若く精力的だと述べた。

24日 l ＰＣ，事件捜査でフク団の協力歓迎―――――ＰＣ第１管区犯罪調査部は，一般住民

対しにロマン市会議員暗殺に関する情報の提供を求め，たとえフク団からの情報

であっても歓迎すると述べた。この措置は， ロマン議員がサン・フヱノレナンドの

レストランからIBた直後，白昼，多くの人々がいたところで、射たれたにもかかわ

らず，手がかりが全くつかめないためとられた。

v西独・スイス，武器売却申し入れか一一一消息筋によれば，西ドイツとスイス

は，このほど，外務省に対し武器売却を巾し入れた。これについてメルコール国

防次官は武器調達計画について，現在，活発に交渉が進められていると述べたο

同次官は，最近，特別任務で国外出張し，大統領の承認を受け，東欧社会主義国

を訪問する予定であったが，チェコ問題が発生したため大統領はこれを撤回し，

帰国を命じたという。

vイングレス外相代理は， 23日のラーマン・マレーシア首－相の声明にかかわら

ず， 10月14日のマ外務省覚書にはわれわれが在マ大使館員の機能を停止したこと

を示すものはなにもない。無理に結着をつける必要はない。次は彼らの番だと述

べた。

v民間情報員の解散と武器回収を命ず一一マルコス大統領はキャンプ・アギナ

ノレドでマタ国防相ら軍関係者と民間関係者を招集し，中部ノレソンの治安悪化対策

を討議した。大統領は席上， PCに対し，軍および州市町で雇っている民間情報

提供者を直ちに解散させ，供与した武器を回収するよう命じた。また， PCによ

ると， 24日現在，中部ノレソン，特にパンバンガとタノレラク両州のフク団は，武装

正規員150名，戦闘支援員約3035名で，全中部ノレソンのフク回大衆基盤は2万60
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00名，このうち約1万はフク団に対する援助を拒否するのが恐くていやいやなが

らフク団を支持しているという。

T L-L協定破棄阻止の動き一一ガンソン上院議長代理は， このほどアンヘルス

市で， L-L協定破棄の動きを阻止しようとする米国会社の院外団がある。 しか

し，これは上院支配に成功しないだろう。全上院はしL協定の延長に反対してい

る。協定の満期失効によってのみ，フィリピンは経済的独立を獲得できると述べ

た。

25日 Vインドネシア筋によると，スノリレト・インドネシア大統領が派遣した密使が

サパ問題について比政府と協議するためマニラに着き，また，別のインドネシア

密使がラモス外相と会談のため東京に到着した。東京に向った密使は，マレーシ

アが外相会談から手を引かねばラザク副首相と会談する予定であったという。

T AFPの武器・弾薬プラント サリエンテス軍需担当国防次官はパターン州

リメイで，国防省の軍需工場は来年6月項に国軍の小火器用の弾薬およびアーマ

ライト銃の生産を開始できると次のように述べた。①しかし，選挙後まで生産を

延期する。②日本政府が社会主義者とファシスト分子の影響で武器製造プラント

の賠償輸出を拒否したため，アーマライト銃のプラントは比・米相互援助を通じ

確保されねばならなかった。③しかし， 日本政府は13年度賠償計画で弾薬プラン

トの輸出を最終的に承認した（器材はすでに着いた〉。③弾薬プラントの生産能

力は国軍の年間需要900万発を超える。

vアキノ議員，フク団対策を提案一一アキノ上院議員・前タノレクラ州知事は，

フク団問題の解決に助力する。しかし実行には，少なくも 6ヵ月必要だと次の

ように述べた。＜中部ルソンの現状＞①毎日少なくも 2人の人聞が死んでいる。

政府の代理人が幾人かを殺しているといわれ，殺人は減vっていない。②アナーキ

ーは広がっており，公選の地方役人たちは地位を棄て，比較的安全なマニラに逃

げ出し，指導の真空が残される。③貧しく不運な住民は「ビートノレズ」 （フク団

の司令官）と「モンキーズJの十字砲火に捕えられ，何処に誰に頼るべきかわか

らないでいるO く対策＞①大統領命令による中部ノレソン地域の全利用可能資金調

整の全権限をもっ「中部ルソン委員会」の創設。②軍事作戦は最少限にとどめ，

いわゆる「モンキーズ」のすべての行動は直ちに停止せねばならない。③法務省

は，もし必要ならば巡回裁判所設置のため，また農地事件に重点を置き， 6ヵ月

以内にすべての未決事件を片付けるためより多くの検事を配置せねばならない。

④土地改革活動資金は適時に支出されねばならない。⑤汚職の告発を受けている
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すべての警察軍士官は，直ちにその地域から解任さるべきであり，可能ならば全

兵士は変えらるべきであり，すべての町の警察軍管理は解除されねばならない。

⑥地方警察に短期の訓練計画を実施し，不適なものは除去し最低賃金法を実施

せねばならない。⑦地方指導者は委員会の指揮のもとに，その責任にあった最大

限の権限を与えるべきである。

v溝瓶事業の進展状況一一国家謹概局（NIA）は次のような報告を大統領に提出

した。①68会計年度に国家濯概システムの濯概面積は5万0698ヘクターノレ増加し

30万5000ヘクターノレとなった。ある地域では，ヘクタール当りの平均収量は100カ

パンに増加した。②過去2年半に79の既存システムで実施されている再建事業お

よび七つの新規システムの建設を通じ成果をあげた。③乾期における河川濯瓶水

の枯渇や悪い状態にあり，多くの自治体システムは不適切な管理，協会内の内紛

などのためあるいは休止状態にある。また，謹概手数料収入はシステムの活動と

維持に不十分であるなど，多くの問題があるo

vサンルイス副町長宅を銃撃一一パンパンガ州サンノレイスのサンタ・カタリナ

村で， 5m離れたところから副町長の家が何者かに射撃され，副町長の娘が死亡，

副町長が負傷した。警察軍は，この犯人たちは，いわゆるフク団の Hermogenes

Buco，別名 Roldan司令官の「ビートルズ」（フク団暗殺隊）だと主張している

が，住民たちは「モンキーズJだといっている。しかし，サンノレイス（ルイス・

タルクおよびペドロ・タルクの故郷〉の住民は98%が親フク派で，選挙候補者は

親フク派であるかフク団を支持せねば当選できないといわれ，そのため，フク団

が副町長を殺そうとしたとの説には強い疑問があるという。また，ロマン市会議

員が殺される数ヵ月前，別の市会議員がアンヘノレス市役所の別館で何者かに殺さ

れた。反フクとして，あるいは多くは親フクとして知られる人々のパンパンガ州

におけるこれらの一連の殺人事件は，警察軍情報部がいわゆる「モンキーズ」を

使って陰謀活動を開始したとの報告があって後に起った。

また，ゼノレード警察軍第1管区司令官は，中部ノレソンの役人を含む全民間人を

フク団のブラックリストに記入されていると否とにかかわらず，武装解除すると

述べた。フク団の暗殺目標とされているという約167名の州市町村役人は除外さ

れ，警察軍が政治家や民間情報提供者に供与・貸与した約455丁の銃は回収され

るものとみられている。

v国連開発計画はこのほど比国内の輸送調査に78万8千ドルを割り当てた。調

査は仏のコンサノレト会社MetraInte士nationalと下請の Sautiof Italyが行なう。
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26日 Vマルコス，アキノ議員非難一一マノレコス大統領は記者会見で，①アキノ議員

は，彼がどれほどフク団と近いのかいうべきであった。軍当局と彼はいつも争っ

てきた。軍は彼がフク団と協力，事実支持していると非難し，彼は軍当局を職権

を乱用し，フク団を強めるものだと非難している。②彼の提案は新しいものでは

ない。提案はすでにおの政府機関によって実施されている中部ルソン開発計画に

似ているo

vフイルカグ， 300人に減少一一ー南ベトナムのタイニンからの帰任者たちから

集めた情報によると，①フィリピン民生活動部隊（Philcag)2個大隊3545人は徐

徐に撤退しており，現在， 2個中隊約300人に減少した。②残存部隊は残務処理

のために残ったが，まもなく帰国しよう。③医師，看護婦などの民生活動員はし

ばらくの間残留するかもしれない。

V トレンティーノ，タシケント方式を提案一一トレンティーノ上院議員（サパ

併合法の原案提出者〉は国連総会での演説で，マレーシアのサパ紛争に対する立

場を批判し，さらに，不可能な条件をつけずに聞かれたタシケント会談にならい

会談を開くよう提案した。これに対し，マレーシア代表は強く反論した。

l PC, 「モンキーズj の存在認む一一ゼノレ｝ド司令官はナティピダード下院議

員に次のように報告した。①現在，中部ノレソンでフク団の2グループ， 「ビート

ルズjと「モンキーズJ（以前は後者の存在を否定していた〉が中部ノレソンを支

配しようと活動している。②ロマン市会議員事件で，フク団の協力を求めたこと

も受け入れたこともない。③政府はこれら 2グループのいずれとも関係ない。④

民間人に警察軍の保護を与える。民間人は援助を求め警察軍に近づくのにちゅう

ちょすべきでない。

Vパンパンガ州サン・シモン，サン・ホセ村の同町長の住宅前で、警備に立って

いた同町の警察官が，町長の個人護衛員とみられる男に射殺された。警察軍報告

は，この警察官が人違いで殺されたとみている。

Vインド向け3500トン，船積完了一－RCAは9月10日成約のインド向輸出米

2.5万トンの一部3500トンの船積を完了した。また， 6500トンを別の船に積み込

んでいる。残り 1万5000トンは11月15日までに出発しようと発表した。

27日 vアトラス株，ニューヨークで、急落一一ニューヨーク株式市場に上場されてい

るフィリピン最大の銅生産会社AtlasConsolidated Mining and Development社

の株価が， 25日（マニラ時間26日）， 5ドル急落し，新最低値39ドノレを記録した。

また，フィリピン第2の銅鉱会社LepantoConsolidated Mining社を支配してい
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た外国人V.E. Lednickyも，すでにその持株を CarlosPalancaのフィリピン人

シンジケートに売却した。これらの動きは，一つには1974年の L-L協定の失効，

第2に鉱業局が，外国投資制限法案（下院法6101号，両院とも可決〉に従い，米

国人に所有ないし支配されているアトラス社その他類似の状況にある会社は，米

国人の株式参加が40%の規定条件に調整されねば，比国内の営業権を失なうとの

解釈を下したことに反応したものとみられ，観測筋は，アトラス社の株価急落が

比国経済界からの米国資本の大規模な脱出の端緒となるのではないかとみてい

る。

また，比圏内の株式市場でも， 28日，アトラス社の株主たちは 1株当り13ペソ

の損をして300万ベソ余の株式を処分したという。

Vインドネシア筋によると，インドネシアはなお比・マ首脳会談の可能性を求

め活動しており，適切な接触が最高レベルで行なわれている。

Vウィリアム・ R・トノレベノレト Jr.リベリア副大統領がニュージーランドへの

途上来比した〈～29日〉。

28日 v奇跡の米は万能ではない一一米農務省の Qt止in

機関誌ForeignAgriculturてEの中で，いわゆるミラクノレ・ライスについて次のよ

うに述べている。①ミラクノレ・ライスは，当座は低開発国の穀類問題解決の助け

となろうが，その完全な解決とならない。②ミラクノレ・ライスは，早晩，この地

域の病虫害の被害を受けやすくなろう。以前には重要でなかった新種の微生物が，

農地の微気象が肥料の多投と新品種の密植により変えられるにつれ，病害の主要

原因となろう。多くの低開発国では高度の技術を要求する作物保護事業の拡大が

必要となる。③濯瓶施設に大規模な投資がなされねば，高収量品種の可能性はア

ジアでは実現されないだろう。この地域の古い（新しいものもほとんど）濯瓶施

設は，個々の水田の水量を制御するように設計されていず，一定の流量を供給す

るよう設計されている。そのため，肥料と農薬が失なわれてしまう。④新品種は

成育期聞が短いため多期作普及の希望があるが，最近の推定では， 2期作の可能

な地域はアジアの既存濯瓶米作地域の10%にも満たない。⑤多くの地域では米の

乾燥設備が不足しているため，雨期の終りに成熟する新品種の普及は阻害されよ

う。収穫米は乾燥しないとすぐに台無しになってしまう。 1967年フィリピンでは

新米は，乾燥設備の不足と劣悪な品質のため，安売りされねばならなかった。⑥

他の分野でも，新品種は精米時の品質，味などの点で在来品種より劣っていると

考えられ，大量栽培に対し，その他いくつかの抵抗がある。しかし，これらの障
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害は品種改良により数年のうちに解消されよう。⑥数年のうちに低開発国の食糧

事情を一変するような農業輩命が起こると期待すべきでない。しかし，各国内の

食糧供給が増加することは期待できる。それに，人口増加と米の流通機構の問題

に注意せねばならない。

Vルイス・タルクを治安会議に加える一一マノレコス大統領は治安会議（POC）に

対し，中部ルソン地域の治安状況についてノレイス・タノレクを加えるよう指令，ま

た，ネポムセノ・パンパンガ州知事とコンジュアンコ・タルラク州知事の見解を

入手し，報告と勧告を 1週間以内に提出するよう指示した。

f PC，フク田容疑者逮捕一一警察軍は未明，フク団の合法幹部と目される町会

議員を含む8名のフク団容疑者を，ブラカン州 Poracで4人， I言j州 Pulilanで3

人，パンバンガチMSta. Ritaで1人検挙した。警察軍は27日， Poracで7人，Pulian

で1人，クラーク基地付近で2人のフク団容疑者を検挙している。

vアキノ上院議員はテレビ・インタビューで，彼がフク固と協力しているとの

非難について，直ちに正式の調査を行なうよう要求し，もし大統領の非難が証明

されれば，上院議員を辞任すると述べた。またリワグ，サロンガ，ピリアレアノレ

各議員も大統領を非難した。

v糖業の損失一一比砂糖研究所， 甘薦栽培者全国連合（NFSP), 比砂糖協会

(PSA）の小冊子は次のように述べている。①過去3年間に米国のクォータを充た

せなかったため，比国は 1億ドル弱の外資を失った。②68年だけで，比国は米国

の追加割当34万4206ショート・トンを充たせなかったため， 6千万ドルの外貨獲

得の機会を失った。

v国際商業会議所，外国投資制限法案に反対一一国際商業会議所フィリピン支

部（マヌエノレ・リム会頭）はフ比国企業への外国資本参加を30%に制限する下院

法案6101号に対し，次のような反対を表明した。①全比国企業への非比国人株式

参加を損う。②現在，国内で事業活動を認められている外国会社は，同法の規制

および許可規定を免除される一方，外国人が株式参加している既存比国企業は，

この規定を受けると差別的である。③憲法の平等待遇修正と L-L協定に違反す

る。④米国株式市場において比国企業の株式は取引を停止されよう。⑤同法は，

新規外国企業に営業許可条件として，清算時に居住債権者に優先権を与えるよう

要求しているが，この条件を受け入れる外国会社などない。⑥比国会社への新規

外国投資を思い止まらせる。

v米軍チャーター商船に関税法適用一一一比・米両代表は，米軍需品を積み，米
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海軍基地に入港する米国の商船は PoroPointないしスピック湾に入る前の通関

手続を含むすべての関税法の適用を受けることで合意した。これに関する新手続

は， 69年1月1日から発効する。

f PC，モンキーズの存在を公に認むーゼルード警察軍長官代理・第 1管区司

令官は，イロイロ市で初めて公に，いわゆるモンキーズの存在を認めて次のよう

に述べた。①この組織は，中部／レソンの多くの人々によって政府の援助を受けた

殺人の許可をもっグループとみられている。警察軍は今までのところ，このグル

ープをフク団ばかりでなく，過激なフク団支持者として知られる者の後を追い回

す「未確認グ、ループ」と見倣している。たとえ政府がモンキーズを援助している

との報告が本当であったとしても，警察軍はこれに全く関係ないQ ②軍のフク団

との闘いを困難にしているのは，政治家ば‘かりでなく，事業家，教師，運転手．

専門家その他の人々がフク団を甘やかし，援助と親交を与えていることである。

29日 V物価と賃金一一パンク・オブ・アジアの10月経済報告は， 68年の物価と賃金

について次のように述べている。①熟練労働者の実質賃金は10%，未熟練労働者

のそれは14%上昇した。②物価上昇は 1%にすぎず，これに対し， 67年は6%,

62/63年は8～9%であった。③食糧物価は 1%減少した。総合物価の安定をも

たらした主要因は，米価が推定12%低下したことにある。魚類と野菜は各々 3%,

9%下落すると予想され，上昇を予想される品目は肉 C4 %），果実（36%），牛

乳・日11( 2 %), その他食品（3%）である。④非食糧品目は上昇傾向にある。

衣類2%，住居費7%，水道・電気・燃料4%，その他，特に加工品は3%上昇

した。

vパンパンガの軍増強一一パンパンガ州キャンプ・オリパスに約1千名の陸軍・

警察軍部隊が完全武装で，中部ノレソンの反フク・キャンペーン増援のため到着し

た。すでに多数の陸軍・警察軍部隊が，パンパンガ，ブラカン，タノレラク，ヌエ

パ・エシハ，パターン各州の数村に展開している。

V中部ルソンの治安責任を地方首長に移譲一一マノレコス大統領はパンパンガ，

タノレラク両州知事らが出席し官邸で聞かれた会議で，新しいフク団対策としず，中

部yレソンの治安維持の全責任を知事およびその他地方自治体首長に移譲し，これ

に対し中央政府が全面的援助を与え，一切の軍事・民生活動を自治体首長と協議

して行なうとの決定を行なった。これについて大統領は，中部ノレソン地域の無法

状態一掃の一切の努力は， 1966年6月の大統領指示に従う，われわれは中部yレソ

ンの問題に対しては，軍事解決ではなく民生解決を適用すべきであると述べた。
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’マルコス再びアキノ非難一一マルコス大統領はテレビ・ラジオ番組「大統領

に聴くJの中で，アキノ上院議員がフク団と関係しているとの軍の非難を法務省

が審査していることを明らかにし，次のように述べた。①軍は，上院議員選挙前

タノレラク州の知事であった当時，アキノ議員は同州がフク団の「休養地域」にな

るほどフク団を「寛大に扱った」といっている。私はこれが本当だとはいわない

が，これが軍の報告であった。⑨アキノ議員は中部lレソン「平和計画」を文書で

提出すべきである。しかし，フク団との協調にもとづく提案は拒否する。③政府

の中部／レソン計画は不十分だとの野党の主張はばかげている。政府は2年間に，

以前のどの政権より 5～10倍の資金を中部ノレソンに注ぎ込み， 1950～65年よりも

多くの業績をあげている。（車サン・ノレイスの副町長はフク司令官Yoyongの死に

つながる情報を政府に提供した疑いでフク団に射たれたものだ。

v第2凶L・L協定改訂予備会談を終え帰国した団員の 1人は，明らかに米国の

独占主議者から出た反フィリピン宣伝が米国の巨大事業界で感じられる。彼らは

明らかに，少なくも1974年まではその地位を保持したがっていると述べた。

v香港，比国米輸入一－SouthChina Morning Post紙によると， フィリピ
ン米の第1回船荷40トンが， 28日，香港に着き，まもなく第2船60トンも着く予

定。

30日 v英軍機の領空通過許可一一外務省は，緊張は鎮静したとして，香港からラブ

アン経由シンガポールに向う英空軍ジェット機6機の比領空飛行とクラーク基地

立寄りを許可したと発表。

vピリアレアノレ下院議員は声明を出し，中部yレソンにおける騒動と恐怖の存在

は不正義が一切の原因であるとの妥当な疑いを高めたと述べ，政府「暗殺」隊の

調査，中部ノレソン計画の有効性の評価，中部ノレソン問題に対する明確な政策の設

定のため次期特別会期をもっぱら割くべきであると要求した。

vゲレロ比国際砂糖会議（ジュネーブ〉代表は外務省に対し， UNCTADは比

国の自由市場輸出割当の2.5万トンから 6万トンへの増加を勧告したと報告。

T CCP使節団， モスクワ着一－－（二CP東欧貿易使節団はモスクワに到着した。

同使節団はこれまでに，ベルグラード，ソフィア，ブカレスト，ブダベスト，プ

ラハ，東ベノレリン，ワノレシャワの各地を訪問し，ほとんどの訪問地で，原則とし

て関係国との外交関係の樹立に続き貿易を開始するとの協定に調印したという。

31日 Vサンフェルナンドで戦闘一一一警察軍当局は30日夜のパンパンガ州サン・フェ

ノレナンドのサン・ホセ村で30分にわたり戦闘し，ジープに乗っていたフク団員の
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11月

少なくも 3人を殺し， 2人に負傷させたと発表した。ジープは発見されたが死体

は発見されず，負傷した2人はアンヘノレス市の病院で手当を受け，警察軍が逮捕

に向う前に連れ去られたといわれる。

一方，警察軍の対フク戦闘部隊「Lav;in」の5千名の兵土は， 11月1日，万聖

節のフク団の攻撃に備え警戒体勢を続けている。

v内国歳入局人事改造を指令一一ロムアノレデ、ス蔵相は，ベラ内国歳入局長に対

し30日以内に同局の34部， 20の地方事務所， 90の歳入管区の人事改造を行なうよ

う指令した。

Vイングレス外相代理は，フィリピンは第3国を通じ，在マ大使館員は外交上

の地位を失ったとの通告を受けるだろうとの報道に論評し，比・マ両国間に外交

関係が存在するにもかかわらず，もし第3国が比国においてマレーシアの利益を

代理することに合意するならば，第3国は比国に対し非友好的行為を犯すことに

なろうと警告した。

l 801承認プロジェクト一一投資委員会は， このほど次のプロジェクトの登録

を承認したと発表（承認総件数25）。（1)Coco-Chemical Philippines社の dioctyl

phthalate (DOP）代替する butylcoconut alkyl phthalate (BCP）製造プラント。

1970年の目標日産量は6270トンで， 予想需要は6600トン。② Filmag(Philip-

pines）の磁鉄鉱プロジェクト。既存設備30万トンに加え， 18万トンの設備拡張を

行なう。これまで砂鉄はすべて日本に輪出され，日本の需要の24%をまかなって

し、fこO

1 日 Vモンキーズの暗殺リスト発見一一警察軍は30日夜，パンパンガ州サン・フェ

ノレナンドのサン・ホセ村での戦闘後残されたジープの中から，赤インクで書かれ

たパンパンガ州の親フク団政府役人，フク団支持者，フク団容疑者などを含む著

名人72人の名を記した「暗殺予定者リスト」を発見したと発表。また，別の書類

は，このジープが反フク団武装グループ，恐らく「モンキーズ」が使用していた

ことを示唆するのだという。記載名のうち，ロマン・アンヘノレス市会議員らすで

に暗殺されている 3人には「×J印が付けられている。

vアキノ告訴せず一一マルコス大統領はインタビューで，アキノ上院議員に対

し告訴は行なわれないと示唆，事実，私は法相に1966～67年のアキノ議員に対す

る告訴を停止させたと述べた。

Vマルコス，北爆無条件停止について一一一マルコス大統領は北爆無条件停止に
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ついて，このことが米国と北ベトナムの聞の意味ある建設的な交渉に至ることを

希望する。現実の和平会談における同盟国の立場を討議するため，マニラ会談参

加7ヵ国間で新首脳会談が招集されるものと期待する。われわれはジョンソン大

統領の立場を支持する。フィリピンは意味ある建設的な交渉をもたらすためのす

べての努力を公然と支持する。北ベトナムと米国政府が戦争から各々の地域を再

建し復興を仕遂げることを希望すると述べた。

v在庫米の品質悪化一一モンドニエード米とうもろこし局（RCA）長は，わが

国の米問題は完全に解決されたわけではない。現在RCAは35万トン，民間は同

量以上の在庫をもっているが，この余乗米は近代的貯蔵・精米設備の不足のため

品質が悪化し，低品質となっており，米の輸出問題は，世界市場に低品質米が大

量にあるため一層悪化したと述べた。

2 日 V中部ルソンの軍事作戦停止一一一ヤン国軍参謀長は， 29日の決定にもとづき，

反フク団キャンベーンの民間への移行を可能にするため，中部yレソンにおけるフ

ク団に対するすべての軍事作戦の停止を命じた。

v特別会期召集か一一マルコス大統領はパギオ市でラ残りの税制法案審議のた

め， 11月20日に会期20日間の特別会期を召集する。会期はアジア国会議員連合の

会議の間12月2日から 9日まで休会とし， 10日に再開すると述べた。

3 日 V村長射殺さる一一パンパンガ州サン・フェルナンドのカルルット村のチャペ

ノレ裏庭で，同州、lメヒコのサン・ベドロ・デ・カムニング村の村長がトムプソン軽

機関銃と45口径ピストルで射殺された。しかし現場tこいた200人は， 3人を除

き誰も証言をしようとしなかったという。 2週間前，やはり付近でメヒコのサン・

ホセ・マリノ村の村長が待伏せを受け殺されている。

V参戦国会議を考慮一一マルコス大統領は記者会見で，もし米国と南ベトナム

の不和が広がるなら，和解をもたらすためマニラでの会談にベトナム参戦国を招

聴しようと述べた。

v台湾から帰国したラモス外相は記者会見で，もしマレーシアがわれわれとの

関係を破棄するなら，われわれはこれを受け入れようと述べ，さらに，マレーシ

アの最近の外交行動は不法変則だと非難した。

V外資規異lj法案に反対一一F・ニコラス Nicfar社社長は，下院法案6101号は，

本来の意図は日比貿易協定の抜け穴をふさぐことであった。しかし，両院を通過

した法案は，あらゆる形態の外国投資，特に比国人支配のみたらず外国人所有企

業の外国資本を削減するものであり，法案の第4条は比国事業家にとってさえ反

円

h
u
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対すべきものであると述べた。

4 日 v外務省当局は，米軍が11月14日に英豪諸国と共同でスピック湾内で行なう予

定の海軍演習について，比政府に事前に許可申請をしていないことに対し強い不

満の意を表明した。

Vアノレジェガー下院議長代理は，上下両院議flが不在で、あること，アジア国会

議員連合の会議と重なることを理由に，特別会期の開始を 1月5日に延期するよ

う要求した。

v中部ルソンから軍500人撤退命令一一一マルコス大統領はパギオでの軍関係者

との会議で，中部yレソン地域から 500名の軍隊を撤退するよう命じ，民生活動が

開始できるよう情報活動に重点におき軍事活動を最小にとどめるよう指示した。

，ナガ市の米在庫 米とうもろこし生産調整会議は，ナガ市の米とうもろこ

し局は，今年の輸出用に米7000トンを保留したと発表。なお， 9月現在，ナガ市

の在摩は9万7000カバン， うち普通品種2万4300カバン，特殊品種5万0500カパ

ン， lR-82万4600カバンで，保税倉庫9，買上所3である。

T CCP使節団，帰国途上に一一フィリピン商業会議所（CCP）東欧貿易使節団は

3日，モスクワでの日程を終了し， 4日，帰途についた。使節団はユーゴ，ブル

ガリア，ハンガリー，チェコ，ポーランドの各国商業会議所と協定を結んだ。

V商務次官モスクワ．で貿易交渉一一カンポス商務次官，マニヤラック比林業

会議所名誉会頭らフィリピン代表団は，・このほどモスクワでソ連外国貿易省代表

と会談，両国間の貿易に関する手続問題および輸出入品目の暫定リストについて

原則的に合意，非公式ながら限定的貿易開始の基礎がおかれた。対ソ輸出品目ょ

しては，米， コプラ， ココナツ油，アパカが，対比輸出品目としては，機械類，

設備，石油を含む各種工業原料が考えられている。ソ連側は比代表に対し，ソ連

は多目的水資源開発，石油開発などの長期プロジェクトに援助を供与すると保証

した。なお，比代表はレーニングラードとオデッサで3週間の国営貿易に関する

セミナーを終了している。また，比代表は引き続き東欧諸国を訪問する。

5 B Vアキノ議員，政府と和解一一一アキノ上院議員は中部yレソン開発計画実行委員

会の 3委員（マセダ大統領府地域開発機関議長，オペyレ労相，シキオ公共次官〉

と，｜司議員の現状評価と解決法の提案について秘密会談を行なった。同議員は，

政府は中部ルソンの治安回復に適切な措置をとっていると述べた。

6 B Vマレーシ7，非公式に比大使館退去要求ー一一ラーマン・マレーシア首相は閣

議後の記者会見で，マレーシアはフィリピンに対し「非公式に」在マ大使館員の
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撤退を要求した。フィリピン外交官はマレーシア滞在中はウィーン協定に基づき

外交特権を享受すると述べた。

V中部ルソンに 1千万ペソ一一マルコス大統領は，④予算委員会に対し 1億ペ

ソの地域開発基金のうち 1千万ベソを中部ルソン向けに指定するよう指示，同時

に，⑨ティーハンキ一法相に対し迅速な裁判を求め，フク団に頼るといわれる中

部ルソン住民の傾向を取り除くため，同地域により多くの判事を任命するよう命

じた。

Vユーゴ貿易関係者の入国承認一一マルコス大統領はこのほど，ユーゴスラピ

ア国際貿易公団 Intertradeの役員 IvanMaroltの比国入国を承認した。同氏は

Juan M. Aranta全国輸出調整センタ一所長から比国訪の招待を受けていた。

7 日 Vピリアレアル，政府批判一一ピリアレアル下院議員は政府の中部ノレソン対策

を批判して，中部yレソン問題解決のため政府の会議に参加するようにとの報道機

関を通じた野党に対する招待は，単なる政治宣伝の動機に出たものにすぎない。

政府はこれまでも数回も方針を変え，今度は問題をトロイカ方式で処理しようと

しているが，数ヵ月のうちにはまた方針を変えるだろう。このことは，政府の優

柔不断，不決断，明確な政策の欠如を示したものだと述べた。

Vマレーシア，領空侵犯抗議一一ーマレーシア外務省は，フィリピンのF-5ジェ

ット戦闘機2機が， 5日，マレーシア領空を侵犯し，サパ北海岸沖を低空で、飛び

マレーシア船K•D ・ヌグリ・スンピラン号の半径 1 千ヤード内を回飛し，東タ

グナクの方向へ飛び、去ったと非難した。

v対マ覚書一一フィリピンは，在比マレーシア大使館とマレーシア外務省に対

しもし比・マ両国の外交関係が混乱した現状で維持されないならば，また，外

交関係の終了を事実マ政府が望むならば，比政府は，マ政府が国際法に従い，そ

の旨公然と明確に宣言するよう主張せざるをえない旨の公式覚書を手交したの

Vニクソン政権に対する評価一一在米フィリピン外交団は， 8月の米共和党綱

領にもとづき，ニクソン新政権は諸外国との関係ではきびしい交渉を行なおう。

フィリピンはもし将来，米国からより多額の軍事・経済援助を期待するならば，

犠牲を覚悟せねばなるまいとみている。一方ラモス外相はインタビューで，比・

米関係は強化されずとも現在の情況で維持され，フィリピンは引き続き米国の軍

事保護に頼ることになろうと述べた。

Vマノレコス大統領はキャンプ・オリパスでの銃器返還式で，もしフク団問題に

対する新措置により望ましい結果が出なければ，中部yレソンに再び兵隊を派遣し
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ょうと述べたの

Vマルコス，米新政権についてーーマルコス大統領は新聞声明を出し，本国自

体の諸問題に目を向けながらも，ニクソン氏は世界の秩序を維持し低開発諸国

を援助する米国の責任を放棄することはないものと確信すると述べた。

f BOI承認プロジェクトー←投資委員会は次の 3プロジェクトを承認した。①

C. Alcantara & Sons社の合板プラントで優先・非創始分野に登録。既存設備，

年産能力 1億1520万立方フィートおよび拡張設備，年産 1億9032万立方フィート，

計画では 95%輸出。③ Peroxide（フィリピン）の比国初の過酸化水素製造フ。ラ

ント。年産能力は50%のもの2100トンO （ゴ＼ Mayon Ceramics社の電気炉導入に

よる食器増産，年間1850トンO

8 日 v政府は， 11月14～25日に予定されている海軍演習時のオーストラリア，英国，

ニュージーランド艦船の比領海内立入り要請を正式に拒否した。

Vタナパラシンガン・マレーシア海軍参謀長はベナンで，フィリピンの攻撃防

衛のため，マ海軍はサパ周辺に警備船を多数展開したと述べた。

Vラモス外相は，もしマレーシア政府が比政府の最新の覚書の受理を拒否した

ことが確認されれば，在マレーシア大使館員を召還するかもしれないと述べた。

vバンガシナンN党，ロペス支持表明 パンガシナン・ナショナリスタ党（N

党）会議は，このほどロペス副大統領の再任を支持する決議を可決した。

タ日 vティーハンキ一法相は， 16の巡阿犯罪裁判所の開廷準備はほとんど完了した

と述べたo

f BIRの改造に圧力 内国歳入局（BlR）の改造は，政治的干渉と圧力のため

失敗するのではないかとみられている。改造の対象となると思われる職員の政治

パトロンたちは，彼らが他のポストに移されるのを妨げようとあらゆる形の圧力

をかけはじめているという。

v在マ大使館員，結局は召還か一一マノレコス大統領はイリガン市での非公式イ

ンタビューで，在マ大使館員は結局は召還されねばならないだろうことを認め，

もしマレーシアはわれわれとの外交関係を破棄したと正式に通告を受ければ，わ

れわれは在マ大使館員を召還せねばならぬかもしれないと述べた。

v少数民族問題一一タマノ全国統合委員長は，タパオ，コタパトおよびブキド

ノン3州内の少数民族留保地3千ヘクターノレが，原住民マボノ族を保護し援助す

るといつわる土地強奪者によって徐々に接収されているため，警察軍に対し，そ

の活動を阻止するよう要請した。
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' V・プロレス・アパカ開発委員会議長は FAOの硯繊維研究グループの諮問

小委員会の第3回会議（ローマ〉で，米国はアパカ備蓄の年間処分量を2500万ト

ンに減少するとの会議の勧告を無視したと非難。

10日 ▼オランダ，設備援助申し入れ―――――外務省筋は，オランダが大マニラ地区向け

に4560万ドルの出水制御および排水設備の提供を申し入れたと述べた。

Vルイス・タルク，中部ルソン問題について一一－Jレイス・タルクは大統領官邸

で聞かれた中部ルソン開発計画実行委員会の会議で，’①国軍の多くの士官・兵士

の聞には規律が欠けている，②政府役人のほとんどは就任宣誓を守らない，③政

府のほとんどすべての軍・民間事務所には多額の不必要な支出や官憶形式主義が

ある，④もしこれらの観察について関係当局が何らかの措置をとらねば，中部Jレ

ソンの農民は反政府反乱を起こし，しかもフク団問題は決して解決されないだろ

うと警告した。

11日 Vフィルカグ，砲撃受〈一一南ベトナムの HauNghia, Bao Trai駐在のフィ

リピン民生活動部隊は NLFのロケット，臼砲攻撃をうけ，調理室， トラック 1

台などが破壊された。

12日 V駐比大使館員の召還通告一一マレーシア政府は在ノミンコク比大使館に対し，

j駐比マレーシア大使館員全員（現在3人〉を 1週間以内に召還することを伝え，

比政府が大使館員に人員および事務備品の輸送に必要な通関手続を含む出国の便

宣を与えるよう要請する旨の覚書を手交した。マ外務省は，これは全面的な断交

ではないと述べた。

v日・比租税協定第2回会談－4日かち聞かれていた日・比租税協定に関す
る第2回会談が終了した。両国代表は重要問題23項目について原則的に合意に達

した。

v米軍基地からの密輸一一外務省はこのほど大統領に対し，在比米軍基地から

の密輸防止措置確定のため米固との交渉を再開するよう勧告した。大統領府密輸

取締委員会の報告は米軍基地から闇市に流れる密輸品量を1900万ペソ， 1967年の

密輸総量の20%と推定している。

13日 Vマレーシア，覚書受理一一在ノミンコク・マレーシア大使館は在ノミンコク比大

使館から，ここ 8日間拒否していた11月6日付の比政府覚書を受け取った。同時

に，マレーシア外務省スポークスマンは，在クアラノレンプール比大使館員の引揚

げを決定する権利はフィリピンにあると述べたという。また，ラモス外相は，マ

レーシア大使館の閉鎖はマレーシアの明確かつ公然の断交宣言および駐クアラル
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ンプーノレ比大使館員の地位回復と同H寺に行なわれるべきであると述べた。

vビラタ，外国投資の取扱いについて一一ピラタL-L協定改訂予備会談比側代

表団長は，テレビ・インタビューで次のように述べた。①L-L協定および平等待

遇権に基づき獲得され今一切の権利は， 1974年7月3日以降延長できない。②米

国のコンセッション保有者は，その企業を憲法の60%フィリピン入所有規定に適

合させねばならない。③下院法案6101号は外国人の資本参加を30%に制限するこ

とを意味するものではない。なぜならば，彼らは投資励奨法に基づき，創始産業

の100%まで所有できるからである。しかし，これは憲法によって外国人所有が

40%に制限される外同投資を含まない。④われわれはこれらの問題に関する訴訟

を勧迎する。憲法の規定を最終的に解釈できるのは政府でも議会でもなく最高裁

判所だけである。（め（倉iJ始分野に関する投資委員会の決定に対する憲法の制限の

効果について）これが多くの活動に適用されることはありうる。パルプ・製紙統

合プロジェクトを例にすれば，伐採事業に従事する法人は， 60%フィリピン人の

所有するものでなければならないとの憲法の禁止条項の適用を受ける。しかし，

原木が伐採され工場に引き渡された後は，すべての活動は，工場敷地が60%フィ

リピン人所有の法人の所有になるものであれば， 100%まで外国人により所有さ

れうる。米国代表はこの解釈を有用であると考えたが，なお，米国人の権利の制

限的解釈であると考えている。

14日 v中部ルソンで暗殺続発一一フク団の暗殺隊が午後6時，パンパンガ州サン・

フェノレナンドの中心部を襲い，警察軍兵士2名が殺され，市民傍観者2人が負傷

し，フク団員 NelsoVinaya別名 Tangkad司令官も交戦中殺された。また，早

朝フク団と思われる十代の男に BacolorでPotrero村の村長・が射殺され，傍観者

2人が負傷した。更に，タノレラク州コンセプシオンの公設市場で，ジュート袋の

中からフク団に殺されたと思われる男の首が発見された。

v政府転覆秘密組織？一一警察軍は，最終的に政府の転覆を目的とする，秘密

組織「世界統一国家軍事政府」のリサーノレ州ケソン市およびサン・ファンの本部

を急襲した。押収した書類によれば，①この組織は約2万5千名の隊員を有し，

各隊員は軍の階級をもち，②セレベスに根拠のある類似の組織と関係があり，③

国際的な関係をもっ「Interpolcom」（国際警察委員会）として知られる警察部門

をもっているという。

去る 5月28日以来，内偵を進めてきた警察軍の秘密報告によれば，同組織は

Sakdalistasや LapianMalayaに比せられるものである。サン・ファンで逮捕さ
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れた司令部将校サンチェスによると，サン・ファン本部はB連隊本部で，総司令

部はカローカン市内にあり，他の連隊A, C, Dの本部は郊外のどこかにあると

いう。なお，ケソン市の本部はC連隊の本部であることが判明した。

Vロムアノレデス蔵相は内国歳入局（BIR）職員195名の異動命令に署名し， 1週

間以内に BIRの改造を完了する決心であると述べた。

V糖蜜輸出伸びる一一一昨年の糖蜜の輸出は32万トン，約3千万ペソであったが

業者は栽培面積の増加， 90%の栽培業者による近代農法の採用により，今年の輸

出は10%増加するものとみている。輸出相手国としては日本が最大。しかし，価

格変動が激しく，今年は35%下落し，ロング・トン当り65ベソである。

15日 v大統領，中部ルソンへの軍再出動を示唆一一マルコス大統領は中部ノレソンの

知事に対し，もし彼らがフク団の活動の復活に対処できないならば，中部ノレソン

に軍隊を派遣すると警告した。一方，マタ国防相は国軍当局に対し，続発するフ

ク団の暴力と殺人にかんがみ，中部ノレソン地域のフク団の状況監視を更に強化す

るよう命じた。また，ヤン国軍参謀長も警察軍当局に対し，先に武装解除された

民間監視員（準軍事兵力〉に十分な保護を与えるよう指示した。

vラーマン，冷却期間を示唆一一一ラーマン・マレーシア首相は，比・マ両国間

の悪化した関係を改善するための会談を聞く前に冷却期間を置くことが望ましい

と示唆した。 (UPI) 

一方，イングレス外務次官は，クアラルンプーノレ駐在の比国外交官は（以前に拒

否された〉免税の酒類・タバコの購入を再開したと報告，冷却期間については，

フィリピンはラモス・ラザク合意事項にはずれたことはないのだから意見の相違

する余地はない。もしマレーシアが冷却期間の条件に進んで従うならば，それは

望ましいことだと述べた。また，ラーマン首相は，サパ紛争を除き，ベトナムそ

の他の諸問題を討議するタイ提案のアジア諸国閣僚会談を歓迎すると述べた。

V 州•I市に特別割当を支出一一ロムアノレデス蔵相は，大統領の指示に基づき，内

国歳入局からの特別割当のうち65什I,55市分として2589万4759.61ペソの支出を

命じた。

V労働省を全面改造一一一オペノレ労相は，労働法行政の改善および人的資源開発

促進のため，労働省の全面改造を行ない，改造は若さと業績に重点が置かれたと

述べるとともに，改造に対し政治的圧力があったことを非難した。

vフク団に内紛か？一一ゼルード警察軍長官代理とユムノレ第1管区情報部長は

フク団の No.2, Faustino del Mundo別名スムロン司令官と No.3, Efren Lopez 
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別名ブレッディー司令官との住民からの強制寄付金の徴集をめぐる内紛が，パン

パンガその他中部ノレソン諸州における恐怖支配の原因であり，これが両司令官の

聞の暗殺合戦に発展したと次のように述べた。①フレッディーの集団は11月3日

に至る 2ヵ月間にスムロンの支持者および寄付金徴収者29人を暗殺し，②一方，

フレッディーの集団は年内にスムロン派と見られる多数のフク団員，村の役人そ

の他住民を暗殺しようとマークしている。

v米国援助はトロイの馬一一このほど貿易使節団の一員としてソ連その他社会

主義諸国を訪問した EduardoEchauz, Warldwide Insurance and Surety社副

社長は中立政策を支持して次のように述べた。一一フィリピン人に米国が与える

「援助の形態いわゆる贈与」は，逆効果とともに米国の生活様式の影響をもたら

したトロイの馬である。それは，わが国の外貨準備をただ潤渇させるだけである

近代的器具を使うことをフィリピン人に教えた。フィリピン人に最終財の単なる

消費者となることを教える替りに，米国はフィリピン人にいかに自身の工業を起

こすべきか教えるべきであった。現在，フィリピンは独立の経済も別の文化も進

んだ科学，教育ももっていない。このことは他の大国と同様低開発国国民の生活

水準を改善しようとせず，消費者として彼らを，また原料としてのその天然資源

を搾取する米国の真の態度を映し出している。フィリピン国民は自身の真の利益

に目覚め，これをわが物とするために自身の経済，文化，科学，教育を開発し，

大国依存を止めるべきである。

vパーム・オイル栽培融資を勧告一一比開発銀行農業部は同銀行に対し，この

ほど国内におけるアフリカン・パーム・オイル栽培に対する融資計画を勧告した。

1955-65年のパームおよびカ一ナノレ・オイノレの輸入量は年平均59トン， 60-65の年

平均輸入額は130万ドル。

16日 f CCP，下院法6101の修正要求一一フィリピン商業会議所（CCP）はこのほど大

統領に， CCPは下院法1601号の目的は支持するが，原案と異なり修正案は米国

および国内株式市場に上場されているある種の公開フィリピン会社にとり有害と

判明した新条項を含むものなので，CCPは法案が本来意図した保護措置として受

け入れられるよう修正されることを望む旨の決議を提出した。

v外務省は，最後まで残っている在マニラ・マレーシア大使館職員の帰国は，

比・マ両国の外交関係の無期限「停止」を開始させるものであると述べた。残っ

ているマ大使館員は3等書記官と 2人の速記者で， 7日，家族とともに帰国する

予定。彼らは帰国手続を行なったが，その際にも外務省スポークスマンはマレー
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シア側の主張にもかかわらず，マレーシア大使館員は，その出国証明を申請し受

理したときにp 外交機能を果たしたと主張した。

V国軍，中部ルソンの事態を静観一一マルコス大統領は警察軍と国軍に対し，

パンパンガ，タルラク両外｜の役人に，暴力事件の高まりを阻止するため全面的支

持を与えるよう命じた。これに続き国防省・国軍当局は，中部ノレソン，特にパン

パンガ州民間による治安回復の発展を注視しながら，静観の態度をとることを決

定した。また，ゼノレード警察軍長官代理は， 14日の2事件は非常呼集を必要とし

ない相互に関係のない事件であると報告した。

17日 vマルコス，野党福祉国家計画批判一一マルコス大統領はテレビ放送で， L党

の福祉国家計画を批判して次のように述べた。一一一野党の計画は 1億ペソを使い，

見るべきものを何も残さなかったマカパガル政権の緊急雇用政権の拡大版にすぎ、

ない。国家予算はわずか27億ベソ，もし3500万の全フィリピン人に分ければ， 1 

人当り支出はわずか77ペソにすぎない。 77ベソが福祉国家の何処へ行くというの

か。彼らは福祉国家のための金を何処から手に入れようというのか。彼らは演台

に立ち天国を約束するだろう。しかし，これは「政治の手品のしかけ」にすぎな

い。野党の計画は国民のこじき生活を促進し，尊厳をうばい，性格を弱め，彼の

勤勉さを破壊するだろう。われわれの社会福祉計画は社会福祉省が行なっている

ように，フィリピン人を社会的に威厳のある自由で有能な働き手となるよう援助

することが目的である。

vホロに医師派遣一一大統領の命令により国軍の数人の医師，歯科医，技術者

がミンダナオ，スノレー，パラワン地区開発促進援助のため，スルー州のホロに派

遣された。また，クリソノレ大統領民生活動補佐官はマタ国軍参謀長に対し，現在

タウイ・タウイ島で活動中の海軍移動医療隊の2チーム増設を要請，また，国防

省民生活動センターがスルー州 Bato-Batoに建設した冷蔵プラントが年末までに

完全操業に入るだろうと述べた。

v籾米購入に1日100万ベソ一一マルコス大統領は比国立銀行に対し， 19日より

米とうもろとし局の籾米購入計画支持のため， 1日当り 100万ペソの資金放出を

開始するよう指示した。大統領府によれば，インド，インドネシアに対し2.6万

トン（1500万ペソ〉の米を輸出し，米の輸出の見込みは明るい。また，モンドニ

ヱード RCA局長は，大規模な籾米購入計画は国産米の輸出ができることとなっ

たことにより可能となったと述べた。

18日 v在マ大使館員の召還承認一一外務省の高官が明らかにしたところによると，
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マルコス大統領は在クアラノレンフoーノレ比大使館員全員の即時引揚げを承認したo

vピリアレアル前下院議長（L）はL党の福祉国家計画を擁護し，マルコス大統

領の計画に対する攻撃は，マルコス政権の政府現状維持計画に対する国民の反感

に対する彼の絶望的な不安をうっかり口にしたものであると非難した。

' S・ロペス国連兼駐米大使は外務省に対する報告の中で，米国の共和党新政

権下の比米関係の将来に対する同内の懸念、は植民地時代の遺物であり，全く根拠

がない。両国関係は現状に立って新しい基礎の上に開始さるべきである。フィリ

ピンが懸念すべきは米国との重大な経済的紛糾であると述べた。

19日 V中銀，貿易外取引に為替制限一一中銀通貨委員会は貿易外取引に対し，次の

ような為替制限を実施する回状第265号を発出した。即日発効。為替制限は1962

年の自由化以来初めて。①中銀の承認を受けねば外貨ないし外国為替を比国より

持ち山しではならない。②比国銀行宛振出しの比同ペソ貨による小切手，郵便為

替その他為替・手形を含む比国通貨の持込み，持出しを禁止する。③出入国旅行

者は 100ペソ以下の持込み，持出しは認められる。④中銀の外国為替承認銀行以

外は外国為替の売買は禁止される。貿易外取引により国内の個人・法人が得た外

貨は， 3日以内に中銀承認銀行に売却せねばならない。

v外交会議，駐マ大使館員引揚げに合意一一外交政策会議は，困惑と将来の侮

辱を回避するため，駐マレーシア比国外交官と大使館自体の即時引揚－げに合意し

fこ。

V南部の密輸一一消息筋によれば，情報当局は密輸業者とマレーシア政府役人

が提携している疑いがあるとして調査を進めている。最近，密輸タパコだけで週

20ケースから 120ケースに増加しているという。そのため，大統領は関係者と会

談し，米軍基地および南部の密輸取締り強化を指令した。

Vフク団はイデオロギー運動ではない ナティピダード下院議員（N，ブラ

カン州〉は，フク団問題はもはやイデオロギー運動ではなくなったと次のように

述べた（なお，先週彼のところに 2人のフク団司令官が投降したという〉。①最

近の殺人事件は復しゅうと単なる強奪の結果である。事実，投降した2人のフク

司令官の主任務は，ブラカン州第2地区とパンパンガ州南部州境を含む地域でフ

ク団の現金，穀物等の寄付金を取りたてることであった。②現在，タノレラクナト！と

パンパンガ州南部で活動しているある攻撃的なフク団司令官は， 20年前，警察軍

と町当局に殺されたフク団の幹部の息子であり，当局に対する憎しみをいだいて

成長し，自身ついにフク団の司令官になった。 1年少し前，この司令官は父の殺

一（242）一 -164-



フィリピン（11月）

人に加った町長暗殺に成功した。

この見解は，フク団問題は主に農地問題だとする一般の見解とも，社会学的解

決を要するイデオロギー的根拠をもっとする政府の見解とも全く違っている。

V開発のための赤字財政一一一マパ大統領経済顧問委i員長は，政府の財政に対す

る無責任が，赤字財政への過度の依存と民間部門の金融逼迫を引き起こしたとの

批判に答え，次のように述べた。④現在の支出は絶対額ではふえているが，全政

府支出に対する資本開発支出の割合は数年来以上に増加している。②財政政策と

しての赤字財政は，それ自体有害ではない。この赤字財政が投資支出にまわされ

るかぎり，これは持続的成長を達成するのに有益でありうる。③しかし，国際収

支問題のため，政府は一層の赤字財政を続けることができない。増大する輸入財

の需要は外貨準を悪化させるだけだ。④唯一の代りの解決案は，税収入を増大す

ることによって必要な開発支出を支持することである。政府は歳入徴収機構をか

なり改善し，徴収可能収入からの徴収率を45%から56%に引き上げた。しかも，

これは多くの国のそれと匹敵する（したがって，これ以上の収入を機構改善から

望むことは無理だ）。

20日 V早魅のため米輸出を停止一一ー米とうもろこし局は，ノレソン島で早越が続いて

いるため，米の輸出を一時停止することを承認した。モンドニエード局長によれ

ば，現在から12月の間降雨がないとの仮定にもとづけば，籾米約820万カバン，

精米にして23万5千トン相当の米を失うことになる。事実，現在までのところ，

早魅により籾米400万カバンが被害を受けた。また，この820万カパンの減産が昨

年からの余剰昧によって相殺できるとしても，早魅が更に続けば，乾期作に必要

な濯蹴用水が不足し，乾期作の減作も820万カパンに達する見込みである。

RCAの州監督官からの報告によると， 10月中旬から現在まで，イロコス地方，

カガヤン渓谷，中部ルソンおよび南タガログ各州では全く雨がなく，早越の影響

を受けた生産の比率は，イロコス73.27%，カガヤン67.79%，中部ノレソン79.21

%，南タガログ43.16%で， 12月まで早越が続けば，減産は以前の予想、生産量の

17.7% (820万カバン〉に達するとみられている。

v共産中国との平和共存に備える一一マルコス大統領は，海外記者クラブで演

説，アジア諸国による安全保障のための中間的取極めと共産中国との平和共存に

備えるよう提案し，次のように述べた。一一英国はアジアから撤退しつつある。

一方，米国も同様の行動をとる可能性がある。この可能性は，次期大統領にニク

ソに氏が選出されたことでより大きくなったように思われる。もし米国がアジア
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から撤退した場合，次の15年間のアジアの責務の第2の局面は，私の考えでは，

彼ら自身が生き残るために，共産中固との暫定協定に到達する一致した努力から

なるであろう。現状ではアジア人は，共産中国が圧力を行使するばかりでなく，

最終的にはアジア諸国に軍事的支配をうちたてることを阻止できない勢力である

という現実に順応せねばならぬだろう。アジア諸国は共産中国と共存せねばなら

ず，共産中国が彼らの中に存在するという圧倒的事実に順応せねばならないこと

を悟らねばならない。恐らく 5年以内に共産中国の今で、さえ脅威である核能力は

巨大なものとなろう。この脅威に対する答は同じような核能力を開発することで

はなく，経済開発と地域の繁栄と平和のためのアジア諸国間の中間的取極めであ

る。もし，かかる中間的取極めが設けられた場合，設立国は平和共存の原則の理

解の成長を妨げるのではなく，促進せねばならない。アジアの非共産国間の中間

的取極めの効果は共産主義者との不断の対話を保つ能力であって，イデオロギー

の敵と対決する能力にあるのではない。幸いなことにアジアにおける米国の抑止

力はアジア諸国に自身の地域安全保障体制を発展させる時間を与えるだろう。

「われわれは次の10～15年間にわれわれの地域安全保障のためのアジアにおけ

る軍事同盟に頼るのではなく，ある程度の軍事力をもち，主に経済的・社会的安

定によって人間の尊厳の向上をはかる同盟に頼ることになろう。j

強力な経済・社会構造が共産主義の策略と侵入に対する最善の防衛である。

ASEANは共産主義の脅威に対抗するための地域の経済開発問題に対する回答で

ある。

v米国の対比経済援助1200万ドル一一米議会はマーシャノレ計画以降最低の17億

ドルの対外援助法を可決したが，このうち対比経済援助も1200万ドルに減額され

ている。

v輸入管理の懸念一一経済界では中銀回状265号に対し様々な反応が出ている

が，銀行業界では，次に来るものは米国の株式市場に上場されている株式取引の

統制ではないかとしており，また，一部では貿易収支・国際収支悪化のため全面

的な輸入管理が行なわれる可能性が広がっているとみている。しかし，現在のと

ころ，ベソの対ドノレレートはほとんど変動しておらず，銀行間で 1ドル＝3.919ペ

ソ，自由市場4.10～4.30ベソ。

21日 l L党，平和共存演説批判一一一マルコス大統領の共産中国との平和共存唱道演

説に対し，議会では西側ブロック，特に米国との緊密な協力政策を堅固に支持し

てきたL党は不意を打たれたようであるが， N党の指導者たちは直ちに支持を表
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明した。♂

アノレジェガー下院議長代理は，大統領の演説は現実的なものであり，ニクソン

下の米国外交政策で予想されるアジアからヨーロッパへの重点の移行の線にそっ

たものであると称賛した。また， M.Velos N党下院院内総務と N.Yniguez下

院議員（N）はこれを支持。

一方，ベンダトウン下院議員（L）は次のように述べた。一一私は大統領芦明に

驚いた。大統領提案の基礎となったニクソン米次期大統領声明が誤解されたもの

と考えたい。私の考えでは，ニクソン氏は，結婚後自身で生計をたてるべき息子

に対する父親の態度を意味したにすぎない。アジア諸国はその経済的必要を外国

勢力に頼り続けるべきではない。マルコス大統領提案は，もし実施されれば，国

内企業家の事業拡張熱をくじき，彼らは恐れから外国に投資するかもしれず，ま

た，外国投資家，特に自由愛好，民主主義諸国の外国投資家を駆逐するであろう

から，国の経済・社会開発に逆効果を及ぼすであろう。ニクソン声明は，大統領

が，米国はフィリピンおよびその他アジア諸国を見放すだろうとの結論を引き出

す十分な根拠ではない。

T BOI承認件数33に一一投資委員会は次の 2プロジェクトを承認した。これで

11月9日現在の申請件数136のうち， 33プロジェクトが承認され，投資奨励法（共

和国法5186号〉にもとづく奨励を与えられる。①マリンズケ鉱工業会社（MMIC)

のノノック島ラテライト鉱開発と， 1974年の年間生産量，ニッケル5000万ポンド，

コパルト 354万ポンドの加工プロジェクト。同プロジェクトは年間3800万ドルと

直接雇用機会1200人分，関連雇用機会を 3万人分創出すると考えられている。②

パイロニャー・ガラス製造会社のコンティナー・ガラス製造フ。ロジェクト。年間

生産能力は1970年までに2万8000トンの予定。

v米砂糖基礎クオータ納入完了一一マルコス大統領は，米砂糖基礎クオータ112

万6020トン C1億5500万ドル， 68年総外貨収入の4分の 1）の納入は2万3100シ

ョート・トン積載の船の出発をもって完了したと発表。なお，フィリピンは今年

追加クオータ40万5637トン（6千万わけを返上しており，過去3ヵ年の外貨収

入の期待損失は 1億0600万ドノレを越える。

V駐マレーシア比大使館の閉鎖通告一一外務省は駐クアラルンプール大使館を

通じマレーシア政府に対し同大使館の閉鎖を通告し， 12日付のマレーシアの覚

書と同様， 1週間以内に大使館職員12名（うち外交官7名）に必要な出国証明を

与えるよう要請する覚書を発した。
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22日 Vマルコス，ココナツ油の対ブルガリア輸出承認一一マルコス大統領は全国輸

出調整センターの勧告にもとづき，ブルガリアへのココナツ油500ロング・トン

の輸出を承認した。取引契約は来年1月ないし2月初めに比側LegaspiOil社と

ブツレガリア側貿易会社Granexport（ソフィア〕との間で行なわれる予定。

マルコス大統領は，これは先例と解されてはならない。東欧諸国との将来の取

引は個々の価値に従い判断され， 全国輸出貿易会社（NECC）の設定した機構に

従わねばならないと述べた。

v日本に道路建設援助6千万ドル要請ー←（東京発） サリエンエス国防次官と

ラウレル駐日大使は牛場外務次官と会談，日比友好ハイウェイ建設に対する約6

千万ドノレ融資を正式に要請した。

v対中平和共存論に対する賛否一一ピリアレアノレ前下院議長・前L党総裁は，

大統領の対中国平和共存政策唱道ははやまっており，時期尚早．だと批判，次のよ

うに述べた。

今日のわが国の窮状に対する解決策は，猟犬と狩をしたり，きつねと一緒に走

ることにあるのではなく，野党の「福祉国家計画Jを採用することにある。大統

領の声明は，ニクソン氏の最近のアジアに関する声明にフィリピンが脱落してい

ることだけに刺激されたようだ。指導者は，直接にも長期的にも重大な帰結をも

っ政策声明を行なう前にニクソン氏の外交政策の正確な意味を見出すよう努むべ

きだ。その直接的結果の一つはわが国の共産主義者の破壊と侵入者を激励し，民

主主義を固く信ずるすべてのフィリピン人の士気をくじくことである。

また，オスメニア上院議員（L）も，大統領提案は実行不可能だと次のように述

べた。

共産中固との平和共存などありえない。フィリピンは拡張主義者の共産主義

勢力に対する唯一の防墜として，米国との共存のきずなを一層強化すべきであ

る。

R・ロセス下院議員（N）・比・米関係調査特別委員会委員長は，次の10年内に

予想される米国のアジアからの撤退は，フィリピン国民に自分の足で立ち，再び

彼らを奴隷化せんとするいかなる試みをも撃退するよう鼓舞するであろう。自立

できる国は，米国の撤退によって生ずる政治的真空を利用せんとする略奪勢力の

えじきにはかんたんにはならない。フィリピンが二つの勢力によりかわるがわる

奴隷化された理由の一つは，国民の団結の欠如と自立決心の欠如であった。

23日 Vマノレコス大統領は米軍PXからの密輸防止のため，来年l月初めに基地内の
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販売・サービスに関する比・米基地協定改訂に関する会談を正式に再開するよう

命じた。

24日 Vヤン国軍参謀長は，サイゴンの建設会社で働いていたフク団暗殺隊のリーダ

-Fortunato Medina y Pineda別名 Farting(33歳，パンパンガ州アラヤット）

を23日逮捕したと発表。

Vマルコス，対東欧国交樹立支持一一ーマルコス大統領はテレビ番組「大統領に

聴く」の中で，社会主義諸国と外交関係を樹立するか否かは他の国家指導者たち

が決定すべき問題だが，個人としては共産中国とソ連を除くこれら諸国との外交

関係樹立に賛成であり，すでにブルガリアとチェコとユーゴとの貿易を承認した。

また，研究によると，外交関係を樹立せずにこの種の貿易を維持することは困難

であると述べた。

25日 v駐クアラノレンプール比国大使館は，もし出国手続が完了すれば30日までに大

使館を閉鎖し，全職員は帰国すると発表した。一方，比大使館員は外交官の地位

を有しないとしているマレーシア外務省は，残留比大使館員に出国等に関する外

交官特権を与えると発表した。

Vマレーシア下院議長は， 12月213，マニラで開かれるアジア国会議員連盟第

4回総会に，マレーシア代表は出席できないと通告した。

26日 ' 「平和のための食糧」の引渡し突然停止一一国軍司令部筋によると，米 AID

は先頃，いわゆる「平和のための食糧」の引渡しを， また，民間団体であるア

ジア財団も教育・文化援助を突然停止したため，インフラストラクチャー・プロ

ジェクト，特にプレハブ校舎など自助計画で行なわれている農村開発計画にかな

りの遅れが出ている。援助停止の理由は明らかではないが，比国内での政府機関

による配分の遅れによる食糧の腐敗，闇市への横流し，地方政治家による悪用な

どとみられている。

Vこのほどダパオ市の Bucana-Tabokで，土地なし回教徒のための保留地指定

をめぐる争いで，回教徒により 2人が殺され， 1人が負傷した。

27日 V外交会議，制限付対共貿易承認一一大統領が召集した外交政策会議は，対社

会主義諸国貿易に関し次のように決定した。④特定の東欧社会主義国との貿易を

制限付で，特別に，選択的に，商品ごとにまたケースごとに実施する。この貿易

は，当面，輸出，特にアパカ，コプラ，ココナツ油およびタバコを含む不振商品

分野に限られる。②支払はハード・カランシーで行ない，比国が在外公館を有す

る場所にある銀行を通じて行なう。
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また， R・マンガノレフ。ス上院議員の動議（かかる関係は貿易とは独立に付議さ

るべきだ〉に従い，対社会主義諸国外交関係問題の討議は次回に延期された。

政府筋によると，席上マンガノレプス議員は対中ソ国交問題を提起，タニエーダ，

ロイ両上院議員とパノレベロ下院議員は，中ソ両国との国交開設支持を示唆， F•

セラノ前外相（L）はこれに猛烈に反対し，ラモス外相もセラノ氏を支持したが，

他のL党代表（バディラ上院，ミトラ下院議員〉とロムロ次期外相は沈黙を守っ

fこ。

v閣議は外交政策会議の対共産諸国貿易に関する決定を採択した。

V平和のための食糧計画は継続一ー一米国大使館は，フィリピンにおける「平和

のための食糧計画「（今年度940万わけは継続している，計画の一部は不正があ

ったため打ち切ったと発表。この計画の一部とはマルコス・ジョンソン合同コミ

ュニケ（66年〉に基づく「仕事のための食糧」（約300万ドル〉と呼ばれるもので

6ヵ月前， NECと米 AIDの協定で打ち切られたという。

また，大使館は，アジア財団の援助停止報告についても，完全に誤っている，

計画は続けられており，この6ヵ月間に10万冊の書籍を贈与したと述べた。

29日 v製品見本の対東欧送付を承認一一マノレコス大統領は，①両院首脳に対し共産

主義諸国との貿易に対する障害を除去するための法案に関する公聴会を開催する

よう要請，②フィリピン製品の見本を東欧諸国に送付するとを承認した。

政府はこの種の貿易を直接，明確に禁ずる法律はないとしているが，間接的な

障害を除くため，すでに数件の法案を提出している。貿易協定および国交を結ん

でいない固との貿易を認める下院法17220号（エンベノレガ提案〉は，先の通常議

会で下院で可決されたが，上院で未決となっている。

30日 v内閣一部改造一一マルコス大統領は4閣僚と首席検事を更迭， 次の5名を新

たに任命した（括弧内は前任者）。

12月

①外相に前教育相・フィリピン大学学長CarlosP. Romulo (Narciso Ramos）。

②法相に財務次官兼関税局長 JuanPonce Enrile (K. Teeha叫（ee）。③教育相

に教育次官代理 OnofreD. Corpuz (C. P. Romulo）。④保建相に保健相代理

Amadeo Cruz （故 PaulinoGarcia）。⑤首席検事に法務次官 FelixMakasiar 

(Barredo）。

なお，ティーハンキ一法相とパレド首席検事は最高裁判所判事に任命された。

1 日 Vベソ平価切下げ行なわず一一一マルコス大統領はテレビ放送で，①（海外市場
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でベソのレートが下落しているとの報告があるが〉ペソの平価切下げは行なわな

い，②（ブルガリア，ユーゴ，チェコとの貿易開設決定について〉これは市場を

多様化し，外貨収入を増やし，経済開発を進めるという純粋かっ単純な国益から

決定したものであると述べた。

2 日 v砂糖輸入を決定か一一マルコス大統領は，国内糖価の上昇を押えるため少な

くも 2万トンの精白糖を輸入するよう命じたという。

v駐マ大使館員帰国一一一11月29日マレーシアを出国したR・クリストパノレ代理

大使ら駐クアラノレンプール大使館職員一行は，シンガポーノレ経由でマニラに帰任

した。

V国軍，民生活動廃止を決定一一一国防省スポ｝クスマンによれば，国軍最高軍

事会議は，地域開発プロジェクト関係の文官機関の仕事と重複するとの理由で，

国軍の民生活動を廃止することを決定した。また，全国33ヵ所の民生活動センタ

ーを廃止し，これを国防力強化のため HomeDefence Centerとして使用する予

定という。

v米海外基地比人労働者に関する労働協定比米交渉再開（マニラ）

3 日 f ADB援助を農業から工業へ一一マルコス大統領は第4回アジア国会議員連合

総会で演説，アジア問題の解決策として，①アジア開発銀行の援助を農業から工

業に移す，②アジア以外の国を除外した鉱物資源等のアジア共同市場の設立，先

進国海運会社の独占打破のための共通の地域海運政策を提案した。

V中部ルソンの殺人事件増加一一ゼノレード警察軍長官代理によれば，中部lレソ

ンから軍を撤退させる以前の， 10月22日～11月6日の2週間のフク団による殺人

事件は8件であったが，それ以後の11月7日～22日の3週間のそれは， 17件を記

録した。

V内閣改造一一マルコス大統領は次のように内閣を改造した。

①国家経済審議会（NEC）議長に MarceloBalatbat商工相（兼任）。②法務次

官に RamonFernandez大統領府調査官。③関税局長代理に RolandoGeotina 

関税局次長代理。④NEC議長，大統領経済顧問（PES）委員長，少数民族問題

大統領補佐官（Panamin）の職を閣僚に昇格。

V中部ルソン，恐怖の支配一一S・ラウレノレ上院法務委員長は，同委員会がタ

ノレラクとパンパンガ州で行なった現地調査の結果を次のように明らかにした。①

事実上の法と秩序の崩潰がある。タルラク州タルラクだけで， 5月以来20件の未

解決殺人事件があり，アンヘルス市では昨年以来13件もある。②判事や検事は堕
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落しているか，暗殺隊，政治家あるいは地主たちに簡単におどかされるため，裁

判所に対する信頼は全くない。③タノレラクの2町裁判所は，各々係属中の事件を

1354, 365件かかえているO ④人々が裁判所の正義を全く信じないため，他の町

裁判所は全く係属中の事件をかかえていない。⑤政治圧力，給与増額，賃率格差

支給の未履行，備品・人員の不足のため，裁判所職員の士気は失なわれている。

＠警察軍と自治体警察は逮捕状実行の任務を果たしていなし、。 1964年の令状もい

まだに実行されていなし、。

5日，国軍当局はこれを確認。また，ある警察軍高級将校によると，フク団は

募集兵がイデオロギー，破壊技術，マフィア・タイプの活動法の教育をうけるい

わゆる「スターリン大学Jの支部を四つ設けており，その一つは80人の収容能力

があるという。

5 日 vサバ問題で、活動中止方針か？一一外務省筋によれば，比政府は来年5月まで

サパ請求権を討議しない方針であるとし、う。同筋によると，その理由は，第1に

ラーマン・マレーシア首相とその与党にサパ問題を政治手段に使わせないためと，

第2は，新任のロムロ外相にサパ問題検討のため十分な時間を与えるためという。

v自主防衛予算を作成一一一マノレコス大統領は，国防省は偶発事能に備えるため，

5種類の予算案を作成しているが，その一つに米国の援助がない場合の国防を想

定した10数億ペソの予算案が準備されている。しかし，米国のアジアからの早期

撤退は予想していないと述べた。

6 日 v政府公社の首脳人事改造一一マルコス大統領は，人民宅地住宅公社（PHHC)

等政府公社の幹部を入れ替え， 2人を現職に留任させた。

vピリアレアノレ下院L党院内総務は，マノレコス大統領は共産主義国との貿易政

策を開始し，破壊活動防止法（R.A. 1700号〉に違反し，憲法を無視したと非難

し！た。

V中東・東南アジア地域航空会議（マニラ〉のソ連代表2名は，比・ソ両国間

の文化・貿易関係が間もなく開らかれることを希望する，比・ソfi可国の相互理解

促進のため外交関係を樹立すべき時だと述べた。

Vモンドニェード米とうもろこし局（RCA）長は，台風と早魅による米不足の

心配を否定し， RCAは十分なストックを持っており，精米がすみ次第，数週間

以内に被害地域に30万トン送られようと述べた。

V中部ルソン，軍撤退計画一ーゼノレード警察軍長官代理は，タノレラク州タノレラ

クの警察に対する，警察軍の管理廃止大統領命令実施の準備を行なっていると発
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表。さらに，軍撤退計画はタノレラク州の他の町に次いでパンパンガ州にも拡大さ

れようと示唆した。

7 日 Vジェット戦闘機購入計画一一ヤン国軍参謀長は，来年はジェット戦闘機調達

計画は何もないので，国軍はジェット機を購入する。航空機の購入は69/70年度

国防予算要求14億ベソに反映されている。また，来年米国から C-47ヘリコプタ

ー， U-17型機を受け取ると述べ，機種は F-5Aとすることを示唆した。これま

で国軍は，ジェット機を比・米軍事援助条約による援助で得ていた。

v法律は対共貿易を禁止せず一一ティーハンキー法相は，①フィリピン共産党

を非合法化した破壊活動防止法（共和国法1700号〉は対共産主義－国貿易関係を禁

止しているとのピリアレアノレ下院L党院内総務の声明を論評して，これはイデオ

ロギーとしての共産主義を禁止したものではなし共産主義諸国との貿易を明確

に禁じていない，②また，共和国法4109号も，非共産国あるU、は共産国との通商

関係の開設を禁じていない，③フィリピンは正式な外交関係ないし貿易協定がな

くとも，これら諸国と貿易を行なえると述べた。

' 4閣僚新たに任命一一一マルコス大統領はL党下院議員を含む4閣僚を新たに

任命した。①商工相に MarceloBalatbatに代え Philamlife副社長・前通貨委員

会委員 LeonidesVirata。② VicenteDuterto死亡以来空席となっていた一般調

達相に SalihUtutalum下院議員（L，スノレー〕。この任命の意図は，明らかに来

年の選挙で回教徒の支持を獲得し，コレヒドーノレ事件が反マルコスの主要選挙争

点となることを回避することにあるとみられている。③公共事業相に Antonio

Roquizaに代えセプ州知事ReneEspina。③国防相に ErnestMataに代え最高裁

判事補「FredRuiz Castro。また，①大統領はフク団活動地域の社会・農地問題調

査のため」「中部ルソン調査委員会」を設置し， BenignoAquino上院議員（L）と

Angel Macapagal下院議員（L，パンパンガ州）， Blas Ople労相， SalvadorLaurel 

上院議員， FranciscoNepomucenoパンパンガ州知事， EduardoConjuangco, Jr. 

タノレラク州知事， JoaquinP. Racesマニラ・タイムズ社長を任命，②「国家輸出

委員会」を設置し， FrenandoCampos商業次官を委員長に任命（次官退職〉，③「ミ

ンダナオ・スルー開発委員会」を設置し，全国統合委員会委員長MamintalTamano 

を委員長（兼任〉に，委員にミンダナオ・スルー・パラワンの全知事・市長を任

命，④「小農委員会」を設置し， Raoul Belosoを委員長に， FernandoSantiago 

農地会議判事， DanielLantion大佐（退役〉を任命した。

T PCI，経済の管理移行を主張一一フィリピン工業会議所（PCI)の VictorA. 

-173ー 一（251）一



フィリピン（12月〉

Lim新会頭は，新執行部の就任式で次のように述べた。一一今日，管理はより広

い支持を受け，長い間感ぜられ呼ばれてきた必要を充たすであろう。われわれは

今や新方向に向けて管理を再強化する備えができている。政府は生産の目標と投

資を明確にした全体的開発計画を策定する必要がある。投資奨励法， RA5455号，

RA5452号，新たに発揮された中銀の権限のような基礎的構造はできており，全

体的開発計画の達成は困難ではない。国家の経済的努力を指し示す計画の欠如が

30%にも達する失業を原因とする社会的不穏状態、を引き起こした。経済は離陸の

段階に達した。もはや， f尭倖や自然淘汰や自由放任資本主義の利益に頼ることは

できない0

9 日 v第4回アジア国会議員連合総会閉会。

v労働省計画一一マルコス大統領は労働省創設35週年記念式典で，労働計画の

五つの重点を明らかにした。①労働者銀行の設置。⑨現行労働諸法の近代化。③

最低賃金労働者用の住宅10万戸建設。④失業保険の制定。⑤人的資源訓練法の立

法化。また，オプレ労相に対し，イロイロ，パコロド，セプおよびナガ市に砂糖

農場出稼労働者いわゆる「サカダ」（Sacada）の斡旋を行なう業者の活動を規制す

るため，雇用事務所を直ちに設置するよう命じた。

10日 vフク団，情報提供者を襲う一一パンバンガ州グアグアのサン・ホセで，フク

団 4 人を含むと思われる暗殺隊が警察軍の情報提供者N• オカンポの家を襲い，

オカンポと子供3人に負傷を負わせた。

Vホセ・ラウレノレ下院議長は，法案審議の効率化と徹底化をはかるため，下院

の委員会システムを全面改造すると発表した。

Vサノレパドー／レ・ラウレノレ上院議員は，大統領の中部ノレソン調査委員会（新設〉

任命拒否再考要請に対し，受諾は権力分立の原則に違反するとして再び拒否した。

1 1日 vサバ，比人監視強化一一（クアラノレンプール発， UPI)サパ州政府は，同州

在住のフィリピン人2万4千人の動きをチェックするため，特別旅券を発行する

ことを考慮している。 DatoGanie Gilongサパ担当相はプノレナマ通信社に，サパ

州政府はフィリピン人労働者の動きを断えず警戒している。もし比人労働者が破

壊活動を行なっていることがわかれば，適当な行動がとられようと述べた。

一方，去る 2日，マレーシア当局はサンダカンで DatuBachtyal Tambuyong 

（比市民かどうかは不明）を破壊活動の疑いで逮捕したという。これに対しミン

ダナオの彼の親戚やタウイ・タウイや南部スルーの回教徒たちは，彼の権利が保

護されねば暴力をも辞さないといっているという。
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' R・ガンソン上院議員（N）は，新たに中部ノレソン調査委員会を設けることは

不必要だ，上院国防委員会がすでに徹底的な調査（1967.5. 12）を行なってい

る，必要なのは実行委員会を設け，その27項目勧告を直ちに実行することだ。だ

が，政府は上院国防委員会報告の勧告と観察を無視したばかりでなく，反対の行

動をとっていると批判，また，対共貿易はフク団を強化すると警告した。

T EEC小麦粉の輸入禁止一一一中央銀行は， このほど EECの小麦粉の輸入がダ

ンピングの程度に達したとして，通貨委員会覚書2192号により EECの小麦粉輸

入を禁止した。フランスの小麦粉輸入量は EEC統計によると， 1～9月50ポン

ド入袋で110万7576袋，比側の統計では， 1～10月69万9665袋である。なお，フィ

リピンには精粉工場が六つあり，原料小麦の95%は米国から輸入している。

１２日 v来年にも輸入制限一一ロムアノレデ、ス蔵相は記者会見で，①国際収支の赤字改

善のため，ある種の輸入制限が来年実施されねばならなくなろう。しかし，この

制限措置は政府が輸入管理に方針を変えつつある徴候ととるべきではない。これ

は非必需品の輸入による多額の外貨の流出を減少させるためである。②来年1月

1日実施予定の5新税法案により，約2億8千万ペソの歳入増が期待されるが，

これらはほとんど特別基金なので，一般基金の改善には役立たないと述べた。

v財務次官任命一一マルコス大統領は，空席の財務次官に RomanCruz, Jr.と

Pedro Almanzorの両氏を任命した。

T STD率改訂一一中銀通貨委員会は3日付の回状267号を発し， 6月11日付の

回状260号の輸入品に対する特別定期預金（STD）率を以下のように改めた。

①必需生産財50%→30%，②必需消費財50%，③半必需生産財75%，④非必需生

産財および半必需消費財100%，⑤半非分類生産財125%，⑥非必需消費財および

半非分類消費財175%→150%，⑦非分類生産および消費財175%。なお小麦粉は従

来必需消費財で25%の適用を受けていたが，今回175%に引き上げられた。

13日 Vサバ問題で再び冷却期間一一〈パンコク発〉 タナット・タイ外相は，ラモス

外相とラザク・マレーシア副首相は， 12日， ASEANの他の3ヵ国外相出席の夕

食会で，サパ紛争に関し再び「冷却期間」を置くことに合意したと述ベた。

T B・アキノ上院議員（L）は，政府ベースではなく民間ベースの中部ルソン調

査委員会ならば委員を引き受けることに合意した。 L党幹部でN党政府からの公

職任命を承諾したのは， SalihUtutalum下院議員の一般調達相受諾に次いで2人

目。一方，ミトラ下院議員（L）は，マルコス内閣の増加率でいけば，任期終了ま

でに閣僚の数と下院議員の数は多くなろうと批判した。
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Vアジア・中東航空会議閉会。

Vインドネシア，比社の森林開発承認←世（ジャカノレタ発） インドネシア政府

はこのほど PhilippineConsortium for Forest Development Inc.に，インドネシ

アff!IJ3社との合弁で東カリマンタンの森林43万ヘクターノレを開発することを最終

的に承認した。総投資額は950万ドノレ。インドネシア側は P.N. Perhutani Forest 

Development Company，海軍の CoorperativeSammodra Guna Dharmaおよび

P. T. Suarga Development Co.0 

vラウレノレ下院議長は，非必需消費財および非必需生産財の輸入削減および投

資委員会未登録企業の10%以上の利益海外送金を停止する下院法案17980号を提

出した。

14日 f ASEAN外相会議，サバ紛争で了解一一（タイ， BongSaen発） ラモス外相ど

ラザ、ク・マレーシア副首相は，タナット・タイ外相の召集したASEAN諸国の非

公式外相会談後，向．者はサパ紛争に関し了解に達した。これは承認を得るため両

国政府に提出されると発表。

Vマルコス大統領は，内閣改造は完了した。今後は各大臣の辞表は受理しない

と発表した。

15日 v比マ両国，関係正常化に合意か一一ソミンコク発：消息筋によると，比・マ両

国は14日，比側のサパ請求権を侵さずに現在停止されている両国外交関係を「正

常化」することに合意した。また，当地の外交団によると，少なくもラモス外相

とラザク副首相の問で国際機関における比側のサパに対するマレーシアの主権承

認留保および8月以来の声明合戦を停止するとの「了解」が達せられた。

V空軍主力，飛行停止一一軍高官筋によると， 空軍の主力をなす F-86D全機

はスペアーの部品がなくなって飛行を停止しており，米会社はすでに F-86D生

産を｛苧止したという。そのため空中警戒は数機のF-5で行なわれているという。

16日 Vトレンティーノ，中銀回状を非難一－A・トレンティーノ上院N党院内総務

は，①国外からの入国者に手持外貨の中銀承認銀行への中銀レートでの売却を命

ずる中銀回状および，②議会の承認を得た法律によらず，閣僚レベノレに既存の職

を引き上げたり，同レベルの職を新設することは憲法違反であると述べた。

17也日，，マルコス大統領は政府・内閣改造に伴い，次の12名の就任宣誓式を行なった。

①最高裁判事補に前法相ClaudioTeehankeeと前首席検事Anto凶o:Barredo

②法相に前財務次官JuanPonce Enrile，③教育相に前教育次官OnofreCorpus, 

④国家経済審議会議長に前商工相 MarceloBalatobat, .(K保健相に前保健次官

ニニ（254；ニー "'--176ー



フィリピン (12月）

Amadeo Cruz，⑥全国少数民族問題大統領顧問に ManuelElizalde, Jr.，⑦首

席検事に前法務次官 FelixMakasiar，⑧財務次官に RomanCruz, Jr.および

Pedro Almanzor，⑨法務次官に RamonFernandez，⑪関税局長代理に前同局

次長RolandoGeotina。

また，同時に選挙無効訴訟で、勝った前ヌエパ・エシハ州知事LeopoldoDiasの

同州第1地区選出下院議員就任宣誓も行なわれた。

vラモス・ラザク会談は有益一一一パンコクでのECAFE経済会議から帰国した

ラモス外相は空港で，ラザク・マレーシア首相との会談は非常に有益であった。

両者は多くの点で了解に達したが，その詳細は政府が承認するまで発表できない。

しかし，パンコクでの ASEAN閣僚会議に関する次の3点は重要であると述べ

た。①組織としてASEANは比・マ紛争に関係することを最終的に決定した。②

比・マ両国当局者の問で直接会談がもたれた。③サパを構成州、！とするマレーシア

の副首相としてラザ、ク氏と接した際，私はサパをマレーシアに含めることは比側

の請求権の最終結果に従い，また，その下で請求権あるいはいかなる権利をも損

はないとの留保にラザク氏が従うものと認める旨強調した。

Vパンパンガ州サン・シモンのサン・ベドロ村で，フク団と思われる男に13日

サント・ドミンゴ村の N.Polosanが殺された。

18日 v公務員法の公社適用停止一一マノレコス大統領はスピド公務員局長に対し，政

府関係公社の使用者・雇用者双方は公務員法の適用受けるとの第1審裁判所判決

の実施を停止するよう命じた。トレンティーノ上院議員はスピド局長の措置を，

時期尚早であり混乱を起こす恐れがあるとして停止を勧告ι，また，関係公社の
労使もスピド案を拒絶，産業界の平和を乱すとして非難していた。

vマレーシア，比・マ和解協定承認

19日 vアキノ議員適格と承認さる一一上院選挙法廷はアキノ上院議員の被選挙権に

関する年齢不足問題について審議，投票の結果， 5対4でアキノ議員を資格あり

と認めた。なお，ガンソン上院議員（N）はアキノ議員支持投票を行なった。

v香港・台湾への不法海外投資1億ドル一一〈香港発〉 T・ドワパヤ下院非フ

ィリピン活動委員会委員長は， 「非愛国的」なフィリピン人事業家が1億ドノレ余

にのぼる不法な海外投資を香港，台湾，シンガポーノレに行なっている証拠を発見

した。このような事業家約60人のリストをもっているが，そのほとんどは帰化中

国人であると述べた。

þÿ%¼，中銀回状265号とアン供｝レス市一一アンヘルス市の週刊紙「TheVoice」に
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よれば，中銀回状265号およびクラーク基地の基地外居住人員の減少は，同市事

業家たちの最も頭を悩ます問題になっているという。基地外居住人員の家賃，商

品，サービスに対する年間支出は589万3476ドル（2274万8817ペソ）。基地当局の

公式推計によると，娯楽に対し基地職員は年間2296万4940ドル（8864万2738ベソ）

支出している。また，家賃支出は約434万5920ドル (1677万7210ベソ〉で，基地

当局の最新の発表では，基地外に住宅を借りているのは約3248家族。また，約300

件のパー，ナイトクラブも影響を受けるものとみられている。

20日 v外交政策会議実行委員会が，先に比側が拒否した比・マ和解協定提案の一条

項に代わるべき比側代案の草案作成のため招集された。

v回状260号の施行，更に 120日延長一一中銀通貨委員会は今年7月に 120日の

期限付で実施した回状260号（輸入信用状の開設に特別定期預金を課す）を，さ

らに120日延長することを決定した。回状260号により輸入は幾分減少し，外貨準

備は11月末の 1億7634万ドノレから先週の 1億9130万ドルに回復したが， 1～7月

の輸入支払額は前年同期より 2億8900万ドノレ， 75%増加し， 6億7300万ドルに達

している。一方，輸出受取額は4千万ドノレ，約8%増加し， 5億2100万ドルに達

したにすぎない。

v南タガログ・ピコール地方の犯罪一一警察軍第2地区当局の集計によると，

これまで同地区13州中最も犯罪が発生した州は，人口が最も多く，平均所得も高

いリサーノレ州で， 957件（67年も最高で1010件），次いでラグナ州339件，カピラ

州303件，ケソン州342件（原文のまま），パタンガス州262件であった。 67年の犯

罪発生件数は，カピラ568，ラグナ383，ケソン377，パタンガス437，東ミンドロ

109，西ミンドロ81，マリンドウケ65，パラワン101であった。

vヌエバ・エシハの皐魅被害473万カバンに一一ヌエパ・エシハ州では，早魅

のため米の生産が相当の被害を受けている。州の農業専門家の報告によると，昨

年の収穫1150万0056カパンに基づけば，今年の推定損失量は473万2583カパンに

達するとみられている。最も被害の大きな地域は未概水田16万0221ヘクターノレ

で，既j陵地域10万5150ヘクターlレでは，被害は水田の未端部分で十分な水の届か

ない部分に限られている。その上，政府の米購入事務所がこの地域にないため，

農民たちは籾米乞政府の買上価格がカバン当り16ベソであるのに， 10～15ペソ

で売り渡すことを余儀なくされている。

v米国投資の動向一一theCenter for Research and Communicatitionの記事

は，米国の対比投資について次のように述べている。①在比米会社は1958～67年
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フィリピン（12月〉

の10年間に，海外株主にその利益の57%2億9800万ドノレを送金した。一方，その

10年間の新規直接投資は3億2800万ドノレであった。したがって，同期間の純投資

は3000万ドルにすぎない。②年平均新規投資3300万ドノレ，配当送金3000万ドルの

理由となるものは比国経済の先行と平等待遇権問題に関する不確定性であろう。

④しかし，なおかつ年平均3300万ドルの投資が行なわれているのは， 1株当りの

高い利益を別として，米国投資家は対比資本投資により高い配当金を要求してお

り，事実，米会社が海外に送る配当金がその平均投資の6.5%に達するからであ

る。例えば，米国政府長期公債の利子率は 5%，米国内の通常株の現金配当率は

平均わずか3%である。

22 8 Vヤンク、・ターク， ロハスを大統領候補に推す一一L党のいわゆる「Young

Turks」は，ロハス現同党総裁に党の大統領ないし副大統領候補指名を受けさせ

るため，アキノ上院議員を党総裁に立てようと計画している。もしロハス議員が

大統領候補に指名されれば，同派としてはJ・サロンガ， A.J・ピリエガス，

A ・パディラ， R• マンガノレフ。スおよびR ・サラスのいずれかを副大統領候補と

して打診することに賛成だという。

Vサパ製銃押収一一｝警察軍本部に届いた報告によれば，警察軍はイロイロ市で

「サンダカン，ボノレネオ」のマークのある自家製の「paltiksJ22口径連発ピスト

ノレ49了を押収した。

23日 vフィリピン大学評議員会は，第10代同大学総長に現国連・駐米大使Salvador

P. Lopezを選出した。 27日，ロペス氏は任命を受諾した。

v外交会議，対案を承認一一外交政策会議実行委員会は，タイでのASEAN外

相非公式会議のサパ問題に関する声明の中の問題の1条項（比国に対しマレーシ

アのサパに対する主権を認めるよう要求しているという〉に対する比側の修正草

案を承認した。

v来年1月に対共貿易聴開会開催一一プヤット上院議長は，上院3委員会（商

工，外交，国防〉は来年1月3日に対社会主義国貿易提案（下院法案17220号，

フィリピンと他のすべての諸国間との貿易を認める法律〉に関する合同聴開会を

開くと発表。

v特別会期聞かず一一大統領は議会指導者と会談，来年1月27日の通常会期前

に特別会期を召集せず，通常会期に残りの税制法案等の審議に努力することを決

定，また開発資金充当のため予算のうち，行政費を少なくも 2億ドル削減するこ

とに合意した。
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T 1968年10月31日現在中銀貸出残高（100万ベソ〉

I.政府証券 1,489.7 

A.中央政府 868.5 

B.地方政府

C.半官企業

II.貸 出

A.中央政府

B.地方政府

C.半官企業

D.商業銀行

1. 国立銀行

2. その他商銀

E.貯蓄銀行

F.農村銀行

2.1 

619.1 

2,031.4 

219.0 

18.1 

385.2 

1,261.1 

725.5 

535.6 

50.5 

97.5 

III.大蔵証券政府手形 27.3 

合計 3,548.4 

24日 ' L党若手，アキノを総裁に推す一一一L党ヤング・タークスのR・ミトラ， E

イラルデ両下院議員は，ロハス上院議員・同党総裁に対し，同党大統領候補指名を

受けアキノ上院議員に総裁を譲るよう要請，また，アキノ議員に対しては総裁を

引き受けるよう要請した。また23日，ヤング・タークスの会合を主催したHilarion

Henares, Jr.元NEC議長は， L党員以外で同党正副大統領候補に出馬するよう

要請を受けている政治家に，サラス現官房長官， S・マングラプス前上院議員お

よびG・マグサイサイ上院議員がいることを明らかにしさらに，ヤング・ター

クスの目的は，野党連合がマノレコス・ロベス組に対し，若く理想的な対抗候補を

立てられるようにすることであると述べた。

25日 v下院，軍事条約改訂11項目勧告一一下院比・米関係，協定再調査特別委員会

〈委員長 JoaquinRoces）は，比・米軍事基地協定（MBA），軍事援助協定（MA

P）および相互防衛条約（MDP）は米国に一方的に有利であるとして，米合同軍事

顧問団 (JUSMAG）の廃止を含む3条約の即時改訂11項目勧告を作成した。

26日 T CCP理事，輸入許可制主張 タンピュンゲン CCP理事は，マルコス政権

は不振であった製造業の再融資と再建に成功したが，財政・金融では問題の処理

を誤り，間接的な輸入需要抑制手段として民間金融を引き締めたため，製造業は
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困難に陥ったが，一方で政府支出については何も行なわれなかったと述べ，通貨

当局は69年には次の方策を考慮すべきだと結論した。①68年6月11日ないLそれ

以上の率で特別定期預金を課し，再度信用を引き締める。②工業開発を阻害する

恐れのある全面的信用引締めを避けるため，直接輸入許可制を実施する。③直接

輸入許可制とならんで貿易外取引のための外貨購入により厳しい管理を行なう。

v大統領府全国少数民族問題部と保建省は，重点地域をミンダナオから中部ノレ

ソンに移し，メンバンガ州第2地区で政府医師・看護婦100名および医学生60名

を投入し，無料医療活動を 1月12日までの予定で開始した。

Vヤン国軍参謀長は（独立の比国防計画に従い〉比・米3軍事条約の数項目の

改訂を勧告したことを明らかにした。

21 a V汚職撲滅運動一一マルコス大統領は閣僚に対し， 1966年以来免職勧告を受け
あるいは告訴されている各省の職員の名簿を15日以内に提出するよう指示した。

V議会の開発計画一一ラウレル下院議長は議会経済計画事務局に対し，全政府

フ。ロジェクトの監督を行なう工業開発庁，民間部門を指導する工業開発公社の創

設および複数為替レートの設定を中心とする国家開発計画の作成を認めた。

28日 vサン・フェルナンド町長殺さる一一ノミンパンガ州サン・フェルナンドのLevi

Panlilio町長は午前9時，町の中心から15km離れた Calulpt村で何者かに射殺さ

れた。警察軍は犯人をフク団とみているが，他の消息筋は，町長がフク団にとっ

て好ましからざる人物であったとは考えられないといっている。また，村の住民

は警察軍の調査に口をつぐみ，非協力的であるという。

v米在外基地比人労働者労働協定調印一一オプレ労相とウィリアムス米大使は

米在外軍事基地のフィリピン人募集および雇用に関する労働協定に調印した。

T 801承認プロジェクトー－BOIはこのほど次のプロジェクトの非創始分野登

録を承認した。①PeterPaul Philippines社の乾燥ココナツ製造フoロジェクト（年

間能力4千万ポンド）。②RubyIndustrial社のガラス製造プラント拡張。③Me-

chanical Center of Manilaのポンプおよび溶接製造プロジェクト。

29日 Vフク団追跡に警察軍出動一一警察軍は28日のサン・フェノレナンド町長殺人事

件の犯人とみられる－EfrenLopez別名フレッデ、ィ一司令官（カノレロット村出身，

フク団の No.3）と FortunatoSalac別名フォンティン司令官に率いられる 1団

の追跡のため，サン・フェノレナンド，メヒコおよびアラヤットで， 11月7日以来

作戦を停止していた機動部隊「ノレーイン」を出動させ，小規模の軍事作戦を開始

した。
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Vガソリン税増税法案放棄一一マ／レコス大統領は議会指導者と会談し，すでに

下院を通過しながら上院では与党議員からも強い反対のあったガソリン税増税法

案を廃案とすることに合意した。

vパンパンガ州サン・フェルナンドのマッカーサー・ハイウェイ沿いで午後10

時半，同州 Sto.TomasのJ. Q・ピネダ町長が何者かに射たれ死亡した。

30日 T PC長官，軍事作戦の再開主張一一ラパノレ警察軍（PC）長官は大統領に対し，

28, 29日の2日の聞に町長2名がパンパンガ州で、殺されたことを考慮し，パンパ

ンガ州で軍事作戦を再開するよう主張した。

T F・ネポムセノ・パンパンガ州知事は，政府はわれわれに公正ではない。私

は大統領府に対し，すでに2回にわたり地方警察支持に必要な物資の要求をした

が私の陳情はむだになったと非難， また， Sto.Tomasでは，人口 1万6千に対

し警察官はわずか15人，しかも，そのうち4人は武器を持っていず，カーピンは

1了だけ， しかも，弾薬は全くない， PCは武器を供給するようにとの要請を拒

否したが， 67年の選挙の直前以来， PCは州内の特定の民間人に武器を渡したと

述べた。
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9. 10 I元フク団首領ルイス・タルク特赦さる

11. 1 i軍，中部ルソン作戦停止
11. 7 I中部ルソンの治安責任
｜を決定

11. 30 I内閣改造

12. 2 I軍，民律問動廃止決定

1. 22 I年頭教害， 12億ベソの新・増税提案

2. 2s I中銀，対商銀基礎再割引率を 6%から7.5%に引上げ

3. s I ヌェパ・エシハ州21町1市土地改革地域宣言
3. 26 I中銀，商銀の外為ライアピリティ制限（日状258号）
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6. 1 I旅行者用ドル制限
6. 11 I輸入引締め措置（回状260号，～12.31)
6. 21 I 1969年度予算案成立

7. 1 I投資奨励法の投資優先順位計画実施，在録申請受付
開始

9. 12 I中銀，信用若干緩和（回状264号）
9. 14 Iラグナ州第1地区11町1市に土地改革地域宣言

11. 19 I中銀，貿易外取引為替制限（回状265号）
11. 20 I早越のため米の輸出一時停止

12. 12 I中銀，回状260号修正（267号）
12. 20 I中銀，問状260号施有120日延長決定

1. 9 Iマルコス，マレーシア，インドネシア，タイ 3国公式
｜訪問（～1.19)

1. 31 Iサイゴン比大使公邸解放戦線に攻撃さる
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4. 8 I比印貿易協定調印

5. 2 Iサバの比人出稼労働者問題でマレーシアに抗議
5. 27 I米国と存J土米軍基地の比人従業員匝用条件改善協定に

調印

6. 17 I比，マレーシア，サノミ問題に関する会談（バンコ九
～7.16決裂）
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9. 17 Iマルコス，サバ併合法に署名
9. 20 Iマレーシア，密輸阻止協定破棄

10. s I比商業会議所貿易使節団東欧・ソ連訪問
10. 7 Iラウレル・ラングレー協定改訂第2回予備会談（～18)
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12. 28 I米荘外基地のi七人労働者労働協定調印
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